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令和2 年度に係る業務実績等報告書（総合評定） 

 

２．法人全体に対する評価 

我が国の科学技術・イノベーション創出を牽引する中核機関として、国内はもとより世界的にも最高水準の研究開発成果を創出するとともに、世界最高品質の研究基盤の

構築・運用により国内外の研究開発活動に対して広範かつ顕著な貢献を行うなど、研究開発成果の最大化に関する取組を中心に特に顕著な成果を創出した。業務運営につ

いても、センター等の研究推進を担う運営業務と管理系業務の効率的な運営による研究支援体制の下、顕著な取組を含め、効果的かつ着実に実施した。さらに、新型コロナ

ウイルス感染症禍（以下「コロナ禍」という。）で通常の研究環境が担保できないにも関わらず、徹底した感染防止対策を構築し、新型コロナウイルス感染症に対する様々なニ

ーズに迅速かつ機動的に応えられるよう、より効率的な検出法の開発、効果的な治療薬開発のためのデータや施設等の供出、人々の生活や社会を持続させるための研究

等、理研にしかない研究力・研究資源を最大限に活用した取組を推進した。これらにより、全体として、特に顕著な成果等を創出したと評価する。 

① 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築運用 

資源配分の最適化や機動的対応、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律に基づき設立された成果活用等支援法人（株式会社理研鼎業。以下「理研鼎業」と

いう。）との連携とその会員制共創機能等の推進、科学技術ハブの全国規模での展開実現、包括的な ICT 戦略の下での全所的な研究データの集積・公開に向けた取組の推

進等、理事長のリーダーシップの下、研究所運営システムの一層の強化等に向けた様々な取組を行った。非常事態対策本部の主導により、コロナ禍における研究体制構築

のため、独自の「新型コロナ感染防止マニュアル」を作成し、感染防止に努めながら研究開発を継続する体制を構築した。特に新型コロナウイルス感染症拡大を受け早期に特

別プロジェクトを立ち上げ、新型コロナウイルス対策を目的とした「富岳」の優先的な利用や、ライフ系各センターに設置されている創薬・医療技術基盤及び外部の研究機関と

連携して治療薬の研究を開始するなど、迅速・機動的に理研内の多様な研究資源を動員し、社会的要請を見据えた研究開発を推進した。また、新型コロナウイルスに関する

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

S ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

A S S     

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果

等を創出したと評価するため。 
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研究開発及び理研における対応をウェブサイトに掲載し、情報発信を積極的に行った。さらにアフターコロナ・ウィズコロナ時代も見据え、リモートワークやペーパーレス、電子

化等のこれまでの事務業務を刷新し、新しい理研スタイルを実現する取組を行った。理研白眉制度や加藤セチプログラム等、若手や女性研究者の育成・発掘に関する各種プ

ログラムの推進とともに、基礎科学特別研究員や JRA は新型コロナウイルス感染症拡大の状況に鑑み任期延長を認めるなど、早期に若手研究者への柔軟な方策を実施し

た。これらにより、我が国の科学技術・イノベーション創出を牽引する中核機関として、将来的な成果の創出等にもつながり得る運営上の特に顕著な実績を挙げた。 

 

② 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

情報科学分野では、可逆ニューラルネットワークの万能性を証明し深層学習理論に強いインパクトを与える成果や、浸水深度や堆積土砂深度等の詳細な水・土砂災害情報

を衛星画像から瞬時に推定する技術を開発した。また数理科学分野では量子ブラックホールの内部構造を理論的に解明したほか、ヒト呼吸器管内でのインフルエンザウイル

ス感染に新たな数理モデルを提唱するなど数理科学を用いた社会課題解決に結びつく成果を創出した。 

ライフサイエンス分野では、脂質の構造を高精度で捉える解析技術を開発し、脂質多様性を解明したほか、冬眠をしない動物に冬眠様状態を人工的に再現することに成功

し、ヒトでの人工冬眠の研究開発が進み臨床応用への発展が期待される成果を創出した。また、新しい環境におかれた際の情報と新しい個体に遭遇した際の情報が異なる神

経回路で処理されることを発見するなど、ヒト機能解明及び疾患の機構解明から予防や治療への貢献が期待される成果を創出した。 

また、植物におけるキノン化合物の認識に関与する細胞表面の新しい受容体を発見したほか、古典電磁気学の電磁誘導に基づくコイル構造のインダクタをナノスケールの

らせんスピン構造で置き換え、量子力学的な創発電磁場の原理で働くインダクタを世界で初めて実証した。また、18 桁の精度を持つ可搬型光格子時を開発し一般相対性理論

を高い精度で検証することに成功した。さらに、重イオンビームを用いて、これまでにない大きいサイズでかつ増殖の良いワムシ（水産養殖飼料の動物プランクトン）の作出に

成功するなど、社会的課題、学術的課題等の解決に向けた様々な成果を創出した。 

センター等の運営面においても、組織内で分野横断的な連携を図るプロジェクトの推進や、先端技術の共有、独自のプログラムや産業界との連携による若手研究者・技術

者の育成とキャリアパス支援等、それぞれの分野の特徴や課題に応じて優れた取組を実施した。 

以上より、センター等の効果的・効率的なマネジメントの下、研究開発成果の最大化に向けて特に顕著な成果等を創出した。 

 

③ 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 
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「富岳」は、運用技術部門、富士通、研究者等と連携しつつ、コデザインによる開発を進めたことで、国が定めた開発目標を上回る性能を達成し、共用開始前ながら、スパコ

ン性能ランキングﾞで 2 期連続 4 冠を達成し、「富岳」による研究成果がゴードン･ベル賞ファイナリストに 2 件ノミネートされるなど、顕著な成果を挙げた。令和 2 年 11 月時点で

は、「TOP500」において第 2 位と約 3 倍の性能差をつけるとともに、「京」と比較して 42 倍以上の性能向上を示すことに成功した。 

SPring-8 及び SACLA については、世界で類を見ない極めて安定した運転を実現し（総運転時間に対する極めて僅少なダウンタイム時間）、世界最高品質の放射光を国内

外の利用者に安定的・継続的に提供した。コロナ禍においては来所を伴わない形で新型コロナウイルス感染症に関する緊急研究課題の受入れを行った。また、市販の部品を

用いてコンパクトで高性能な新たな短波長 FEL の電子銃システムを開発し、今後建設される放射光施設に普及していくと期待できる。 

バイオリソースについても、コロナ禍において施設への入室機会を減らすためのシステム導入等の対策を講じ、感染症対策を強化するとともに、リソースの安全な管理体制

を構築した上で、徹底的かつ不断の品質向上の取組により、極めて高品質のリソース提供を安定的・継続的に行い、目標を大きく上回る提供実績を挙げると同時に提供したリ

ソースのリコール発生率ゼロを達成した。 

以上のように、世界最先端の研究基盤を構築し、その世界最高水準での共用を実現することで、産業界を含む国内外の幅広い研究開発に対して特に顕著な貢献を行っ

た。 

 

④ 業務運営の改善・効率化、財務内容の改善、その他業務運営に関する重要事項 

コロナ禍でも業務を遂行できるよう、在宅勤務の実施に不可欠な新たな業務スタイルに関する検討を現場の意見・要望をくみ上げつつ行い、実施可能な取組については迅

速に導入した。さらに、感染動向や政府の対応等を注視し、適時に所内にメッセージを発出するとともに、人事制度上の特例措置等を含む研究所としての特性を考慮した独自

の対策を迅速かつ的確に講じた。これらの対応は、所内向けマニュアルにも迅速に反映させて所内ホームページに公開するとともに、時間差を設けず英語版を作成するなど

全職員に向けた情報共有・啓発につなげた。 

また、老朽化対策を含めた全所的な施設マネジメントを進めるための本部機能の強化を一層進めるとともに、PFI 事業として実施する本部・事務棟建設では、コロナ禍での

作業遅延が懸念される中で感染事例の報告等もなく予定通りの工期で竣工するなど、業務運営上のマネジメントに的確に取り組むとともに、その他中長期目標等に照らし着

実な業務遂行を図った。 

以上により、全体として業務運営の改善・効率化に向けて顕著な業務運営を行った。 

 

３．主要な経年データ 
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①主要な参考情報 

年度 平成 30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

255 

2,862 

 

305 

2,982 

 

222 

3,163 

    

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

1,665 

487 

 

1,624 

521 

 

1,680 

543 

    

特許、商標等 

・出願件数 

・登録件数 

 

422 

202 

 

435 

272 

 

449 

217 

    

 

②主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

年度 平成 30 年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 118,421,963 115,597,767 132,287,252     

決算額（千円） 121,976,025 118,493,241 136,283,337     

経常費用（千円） 97,629,068 99,592,087 102,446,063     

経常利益（千円） 279,214 △780,532 △822,521     

行政コスト ― 116,529,418 109,197,510     
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行政サービス実施

コスト（千円） 
89,104,301 ― ― ― ― ― ― 

従業員人数※ 2,968 3,024 3,018     

  ※ 従業員人数は、各年度末における常勤従業員の人数を計上している。 

４．項目別評価の主な課題、改善事項等 

該当なし。 
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【Ⅰ】 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

【Ⅰ-1】 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運用 

２．主要な経年データ 

①主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

39 

559 

 

54 

596 

 

46 

594 

    

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

318 

38 

 

330 

38 

 

303 

40 

    

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

76 

63 

 

85 

28 

 

118 

50 

    

※「論文数」には、本評価項目で評価を行う組織間の重複が含まれ得る。 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 
11,868,898 11,660,192 12,289,597     

決算額（千円） 12,028,930 13,956,635 12,552,231     

経常費用（千円） 12,500,503 13,755,696 12,563,702     

経常利益（千円） △248,131 34,067 △346     

行政コスト（千円） - 16,490,552 13,126,231     

行政サービス実

施コスト（千円） 
10,264,650 - -     

従事人員数 387 376 395     
 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定 S 

特 定 国 立 研 究

開 発 法 人 と し

て、理事長のリ

ーダーシップの

もと、他の研究

機関の模範とな

るような研究所

運営システムの

構 築 や 強 化 に

必要な制度を整

備・運用するた

め、以下に示す

取組を行い、研

究開発成果を最

大化させ、イノベ

ーションを創出

特定国立研究開発

法人とし て理化学

研究所（以下、「研

究所」という。）は、

世界最高水準の幅

広い科学の総合研

究所とし て我が国

のイノベーションを

強力に牽引する中

核機関となることが

期待されている。そ

のため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの研

究開発成果を生み

出すとともに、圧倒

 （評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

【業務実績総括】 

●理事長のリーダーシップによる研究所運営を支

える体制・機能の強化に関し、以下をはじめとする

顕著な取組を行った。 

・理研全体の最適化に向けて、必要な基盤的・共

通的運営経費を確保した上で、個別センター事業

予算に固定化されない柔軟な資源配分を実施し

た。特に、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえ

たライフサイエンス系研究の強化や、量子コンピュ

ータ研究センター設置に向けた環境整備、組織改

編により新設する情報統合本部の研究事業の強

化に対応するとともに、より効果的な研究事業や取

組に対し機動的かつ重点的な資源配分を行った。 

・令和 2 年 4 月の緊急事態宣言の発出に伴う対応

措置を実施するに当たり、非常事態対策本部の主

導により、コロナ禍における研究体制構築のため、

 

●理事長のリーダーシップの下、研究所運営システムの一層の強化に向け

て左記をはじめとする取組により、将来的な成果の創出等にもつながり得る

顕著な実績を挙げているため、S 評定とする。 
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する中核機関と

しての力を強化

する。 

的な基礎研究にお

ける成果を輩出す

ることで他の国立研

究開発法人のモデ

ルとなることを目指

す。 

また、世界の冠たる

研究機関となること

を目指し、「科学力

展開プラン」として、

1.研究開発成果を

最大化する研究運

営システムを開拓・

モデル化する、2.至

高の科学力で世界

に 先んじて新た な

研究開発成果を創

出する、3.イノベー

シ ョ ン を 生 み出 す

「科学技術ハブ」機

能を形成する、4.国

際頭脳循環の一極

を担う、5.世界的研

究リ ーダ ーを育成

することを中長期計

画の柱とする。 

科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するととも

に、研究所が中核と

なり、社会と共創す

ることにより、革新

的なイノベーション

の創出を目指す。 

独自の「新型コロナ感染防止マニュアルを作成し、

感染防止に努めながら研究開発を継続する体制を

構築した。さらに、理事長への意見・提案を所内ネ

ットワークから直接受け付けられるようにし、職員

のニーズの把握に努め、在宅勤務における支払い

手続きの見直し等改善措置を迅速に行った。 

・SDGs 私募債による企業からの寄付金を活用した

若手研究者向けの SDGs 関連の奨励課題研究を

推進、次代を担う若手研究者の育成と SDGs 達成

に向けた研究の取組を推進した。 

・イノベーションデザインやエンジニアリングネットワ

ーク等の取組を通じて所内の組織横断的なネット

ワークの強化を図るとともに、実施課題について、

理研内外のより大きな研究事業等への展開を図

り、ムーンショット型研究開発事業等の実施に繋が

った。 

 

●世界最高水準の研究成果を生み出すための研

究環境の整備や優秀な研究者の育成・輩出等に

関し、以下をはじめとする顕著な取組を行った。 

・理研白眉制度や加藤セチプログラムをはじめ、学

生からポスドク、独立した PI までの多岐にわたる若

手人材育成プログラム等を運用し、次世代の研究

人材を育成した。また、基礎科学特別研究員や

JRA 制度においては新型コロナウイルス感染症拡

大の状況に鑑み任期延長を認める特例措置を令

和 2 年 5 月に講じるなど、若手研究者に安心して

研究に打ち込めるための方策を実施した。 

・国際化戦略について、国際連携促進担当を配置

し、研究現場と海外事業所とをつなぐ活動を行っ

た。また、海外事務所の地域に根差した取組や科

学技術動向等の情報を発信するため、海外事業所

ニュースレター配信を開始し、海外事務所長と理研

科学者会議の幹部との情報交換会を開催し、コロ

ナ禍においても国際協力を継続するための取組を

実施した。 

・広報・理解増進について、「科学道」を使ったブラ

ンディング活動として「科学道 100 冊」の令和 2 年

度版を実施し 2020 年度グッドデザイン賞を受賞し

た。また、プレスリリースの解説動画の他、新型コ

ロナウイルス関連の動画を作成し公開するなど、

研究開発の理解増進に資する活動を積極的に行

い、さらに、コロナ禍においてイベントが制限される

中、オンラインでの科学講演会や一般公開を開催

するなどの取組を積極的に進めた。 

 

●関係機関との連携強化等による、研究成果の社

会還元の推進に関し、以下をはじめとする顕著な

取組を行った。 
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・科学技術・イノベーション創出のため、理研鼎業と

連携、知財の発掘・ライセンス、ベンチャー支援、

共同研究促進、企業との共創会員制度の運用を

行い、新たに大手企業4 社と共創契約を締結した。

また、中小企業向けの共創活動として「かなえ共創

会員制度」を創設した。 

・理研、理研鼎業、株式会社 JSOL からの出資で株

式会社理研数理（以下「理研数理」という。）を設

立、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関

する法律」の施行によりベンチャーへの出資並びに

人的および技術的援助が可能となった理研にとっ

て、初の事例となった。 

・創薬・医療技術基盤プログラムでは、網膜色素変

性症患者に「iPS 細胞由来網膜シート」を移植する

臨床試験を開始したほか、iPS-NKT 細胞を活用し

たがん免疫細胞療法の医師主導治験を開始する

など医療分野における連携を通じて基礎研究の成

果を社会に還元する取組を推進した。 

・予防医療・診断技術開発プログラムでは、検疫感

染症研究として神奈川県衛生研究所が実施する

SmartAmp 法を用いた新型コロナウイルスの迅速

検出法開発を支援した。 

・医科学イノベーションハブ推進プログラムでは、ヒ

トとモデルマウスのトランスクリプトームデータの緊

密な統合解析から、ヒトのアトピー性皮膚炎の新規

治療標的分子の候補を複数見出した。 

・科学技術ハブに関して、東北大学、沖縄科学技

術大学院大学等との科技ハブ機能形成の検討を

行うとともに、海外ではルクセンブルク大学等との

オンラインでの合同シンポジウムの開催、米国シン

シナティ小児病院との連携による基幹形成プロセ

スの解明につなげるなど、国内外の連携拡大を進

めた。 

 

●持続的なイノベーション創出を支える新たな科学

の開拓・創成に関し、以下をはじめとする顕著な取

組を行った。 

・平成 30 年度に策定した理研の包括的な ICT 戦略

の下、オープンサイエンスについて、その実践に向

けた全所的なシステム構築を精力的に推進した。

研究データ管理システムの基盤構築に加えて、研

究分野や組織に即したガイドラインを作成し、全理

研、全分野でのオープンサイエンスの浸透・実践に

むけて継続した取組を行った。 

・本部長裁量経費や人材育成、異分野交流を促進

する仕組みを通じて新たな科学の創成に向けた取

組を推進した。ISS きぼう実験棟での MAXI 観測実

験が延長決定し、これまで捉えていなかった現象を

明らかにすることで「時間領域天文学」という新しい
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分野を開拓したほか、DNA バーコードの 1 分子空

間解析法を開発し、病理診断等の切片解析や基

礎生物学での遺伝子局在と細胞機能の関連解明

への貢献や、ウイルス検体識別への応用に大きく

期待される成果が得られた。 

 

●研究論文成果については以下のとおりある。 

・理研全体の令和 2 年（暦年）の査読付き論文数は

3,163 件となった。 

 

・理研全体の令和元年度の論文の被引用回数

Top10% 論 文 の 比 率 は 18.69 ％ 、 Top1% 論 文 は

3.23％であった。分野補正を行った場合の理研全

体の Top10%、1%論文の比率はそれぞれ 15.7%、

2.5％であった。（上記はいずれも令和 3 年 5 月時

点において Clarivate Analytics の InCites により算

出した数値である） 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1-(1)】 研究所運営を支える体制・機能の強化 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

○経営判断を支える体制・機能の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所の有する

研究・経営資源

等を踏まえ、国

家 戦 略 及 び 将

来のあるべき社

会像を分析し、

研究所が向かう

べき方向性をビ

ジョンとしてとり

まとめ、具体的

な研究開発を企

画・立案・ 推進

する機能を強化

する。 

我が国のイノベーシ

ョン創出に向けた研

究開発の中核的な

担い手として、科学

技術基本計画等の

科学技術イノベーシ

ョン政策を踏まえ、

政策課題の達成に

向け明確な使命の

下で組織的に研究

開発に取組むととも

に 、 社 会 か ら の

様々な要請に対応

した戦略的・重点的

に研究開発を推進

する。さらに、科学

技術に関する革新

的な知見が発見さ

れた場合や、その

理研戦略会議や科

学者会議において

研究所の経営や推

進すべき研究開発

の方向性等を議論

するとともに、議論

の結果等を研究所

の運営に適切に反

映する。更に、科学

技術に関して革新

的知見の発見や内

外情勢の著しい変

化が生じた場合に

おいて、研究開発そ

の他の対応が新た

に必要になったとき

は、文部科学大臣

と十分な意志疎通

を図りつつ、迅速な

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要請

の分析や、法人運営に係

る適切な評価の実施と、こ

れらを踏まえた理事長のリ

ーダーシップによる法人運

営の改善状況 

 

（参考：評価の視点） 

【リーダーシップを発揮でき

●理研戦略会議では、新型コロナウイルス感染症

への対応状況の報告に加え、量子技術イノベーシ

ョン戦略への対応及び情報系研究の方向性につい

て産学官の有識者と意見交換を実施した。その結

果は、令和 3 年度からの研究推進体制の検討、中

長期計画の変更に反映した。 

 

●理研科学者会議では理研が推進すべき研究分

野について検討し、無期雇用研究系管理職を採用

すべき研究分野について研究人事協議会に答申し

た（新しい科学の創出を目指す有機化学分野・持

続可能社会のための広義の無機化学分野）。ま

た、独創的研究提案制度の新領域開拓課題採択

審査並びに中間評価、奨励課題の採択審査を行

い、理事長に審査結果を報告した。 

 加えて、令和 2 年度は、科学技術基本法等の改

正を背景とした「理研における人文学・社会科学に

係る科学技術の方向性について」の理事長への答

申、技術・支援系スタッフネットワークに関する検討

●コロナ禍での試行錯誤の中、各種会議のオンライン化や進め方の工夫を

しながら予定どおり開催し、研究所の経営方針の検討、または経営判断の

内容の周知を行ったことは、理事長のリーダーシップによる法人運営システ

ムの強化に資するものであり、高く評価する。 

 

 

 

●理研科学者会議は理研の成果最大化をボトムアップから支える組織体と

してこれまで以上に活動を活発化し、理研の法人運営の観点から効果的に

機能したと高く評価する。今後、これらの取組が、トップマネジメントの取組と

相乗し、各センターや未来戦略室との連携を通じて他の研究開発法人等に

も波及し、我が国の研究開発力向上に貢献することが期待できることから、

高く評価する。 
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他の科学技術に関

する内外の情勢に

著しい変化が生じ

た場合において、当

該知見に関する研

究開発その他の対

応が必要になった

際は、文部科学大

臣と十分な意志疎

通を図りつつ、迅速

な対応を行う。 

研究所内外の専門

的な有識者により

構成さ れ、研究所

の経営、推進すべ

き研究等に 関して

議論する理研戦略

会議や、研究所の

中核的な研究者が

科学的見地から研

究所が推進すべき

研究開発の方向性

等を議論する科学

者会議を開催し、得

られた適切な助言

を研究所の運営に

反映する。 

対応を行う。 る環境の整備状況と機能

状況】 

【人事評価における目標設

定と達成状況確認】 

【組織にとって重要な情報

等についての把握状況】 

【役職員に対するミッション

の周知状況及びミッション

を役職員により深く浸透さ

せる取組状況】 

【組織全体で取り組むべき

重要な課題（リスク）の把握

状況】 

【未達成項目（業務）につい

ての未達成要因の把握・分

析・対応状況】 

【内部統制のリスクの把握

状況】 

【内部統制のリスクが有る

場合、その対応計画の作

成・実行状況】 

を行うなど全所的な視座から法人運営を支援した。 

 

●理事長によるガバナンス強化の一環として、役

員、センター長クラス、一般職員に加え、理研戦略

会議委員が一堂に会し、「理研研究政策リトリート

2021」を開催し、ダイバーシティの推進、若手人材

育成の充実・強化及び施設整備・維持とスペース

活用といった、研究所の運営全般に係る議題につ

いて、活発な意見交換を行った。 

○経営判断に基づく運営の推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研 究 所 の 業 務

の改善を進める

上で、理事長の

裁量による研究

費等の機動的な

措置や、最適な

予 算 の 配 分 な

ど、理事長のリ

ーダ ーシップと

それを支える機

能のもと、最適

な研究所運営が

可能と なるよ う

取り組む。その

際、イノベーショ

ン創出を促す組

織 横 断 的 か つ 

研究所全体を適切

に運営するため、研

究所全体の研究計

画の実施状況を把

握し、必要性、緊急

性等を踏まえた理

事長の経営方針に

基づき、理事長のリ

ーダーシップの下、

熟議を踏まえた経

営判断を行い、予

算、人員等の資源

を適切に配分する。 

また、国家戦略、社

会的ニーズの観点

から緊急に着手す

べき研究や早期に

研究所全体の研究

計画が効果的・効

率的に進むよう予

算・人事等の資源

配分方針を策定す

るとともに、緊急に

着手すべき研究や

早期に加速すること

により成果創出が

期待される研究等

に対して理事長裁

量経費を機動的に

措置する。戦略的・

政策的に重要なテ

ーマを設定して戦略

的研究展開事業を

推進するとともに、

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要請

の分析や、法人運営に係

る適切な評価の実施と、こ

れらを踏まえた理事長のリ

ーダーシップによる法人運

営の改善状況 

●資源配分方針 

理研全体の最適化に向けて、必要な基盤的・共通

的運営経費を確保するとともに、個々のセンター等

の予算項目に固定化されない資源配分を実現する

ため、各センター長等から役員ヒアリングを行った

上で、「2021 年度予算等の資源配分方針」を策定

した。特に、新型コロナウイルス感染症拡大を踏ま

えたライフサイエンス系研究の強化や、量子コンピ

ュータ研究センターの新設、組織改編により新設す

る情報統合本部の研究事業の強化に対応するとと

もに、より効果的な研究事業や取組に対して重点

的な資源配分を行った。 

 

●理事長裁量経費 

新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえ、令和 2

年 4 月の緊急事態宣言発令から 2 週間後には新

型コロナウイルス特別プロジェクトを立ち上げ、理

●左記の取組により、国の戦略も踏まえつつ、研究現場のニーズや課題を

把握し、全所的な観点で最適化し、効果的な資源配分を進めた。理事長裁

量経費を最大限活用して、機動的な研究や業務改善への投資を適時に可能

としている。特に、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえて、研究所の多

様な研究資源を動員し、社会的要請を見据えた研究開発を迅速に開始する

とともに、ウィズコロナ・ポストコロナに対応する新たな業務スタイルの構築に

着手するなど、機動的に対応した。これらにより、理事長のリーダーシップの

下、研究開発成果の最大化に向けた法人運営システムを実現していること

から、高く評価する。 



 

11 

柔軟な研究体制

やネットワ ー ク

構築を進める。 

加速することにより

成果創出が期待さ

れる研究等に必要

な経費を経営判断

に基づき理事長裁

量経費として機動

的に措置する。 

さらに、戦略的研究

展開事業を推進す

る。戦略的、政策的

に重要なテ ーマを

設定し研究開発成

果の創出を目指す

とともに、独創的研

究提案制度により

将来新たな研究分

野へ発展する可能

性のある挑戦的・独

創的な課題を選定・

実施し、新たな事業

に発展させることを

目指す。 

独創的研究提案制

度において将来新

たな研究分野へ発

展する可能性のあ

る挑戦的・独創的な

課題を選定し、その

推進を図る。 

事長裁量経費によって迅速・機動的に理研内の多

様な研究資源を動員し、社会的要請を見据えた研

究開発を推進した。さらに、ウィズ・コロナ、ポスト・

コロナの時代を見据えて、リモートワーク対応やペ

ーパーレス、電子化等の事務業務の新しい理研ス

タイルを実現する取組について措置を行った。その

他、飛躍的な成果が期待できる基礎研究や実用化

に向けた研究開発の加速、業務運営の改善・効率

化に資する取組や研究所全体に裨益する取組等

に措置を行った。具体的には、研究開発成果の最

大化に資する取組として、令和 3 年度より新たに

発足させることとなった量子コンピュータ研究センタ

ー設立に向けた基盤整備や、慶應義塾大学との共

同研究拠点整備等の取組に対して機動的に措置

した。 

 

●戦略的研究展開事業 

理事長裁量経費を活用して研究課題「白血病再発

克服プロジェクト」等の既存課題を着実に推進し

た。 

 

●独創的研究提案制度 

分野融合により新たな研究領域の開拓等を目指す

新領域開拓課題について、7 課題（※）を実施する

とともに、令和 3 年度に開始する 2 課題を選定し

た。若手研究者の意欲的な研究を支援する奨励課

題については 55 課題を選定（うち 4 課題について

は寄付金を活用し、SDGs に関連した課題として選

定）し、37 の継続課題に加えて実施した。 

※新領域開拓課題のテーマ 

（令和 2 年度実施中） 

・Dynamic Structural Biology by Integrated 

Physics, Chemistry, and Computational Science

（動的構造生物学） 

・Chemical Probe（生命現象探索分子） 

・Fundamental Principles Underlying the Hierarchy 

of Matter: A Comprehensive Experimental Study 

（物質 階層の原理を探求する統合的実験研究） 

・Heterogeneity at Materials interfaces（ヘテロ界面

研究） 

・Glyco-lipidologue Initiative（糖と脂質の構成原理

(ことわり)を読み解く先端研究） 

・Evolution of matter in the Universe -Nuclei, 

Atom, and molecule-（宇宙における物質進化ー原

子核・原子・分子・その先へー。 

・Prediction for Science 

(令和 2 年度選定課題。実施は令和 3 年度～） 

・Biology of Intracellular Environments（細胞内環境

の生物学） 
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・Genome building from TADs（ゲノム構築原理の理

解に向けて） 

◯研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

法人運営にあた

って、海外の著

名な研究者を含

む 外 部 有 識 者

等による研究開

発 活 動 及 び 法

人 経 営 へ の 提

言や評価を受け

るとともに、研究

所内の中核的な

研究者による科

学的見地から新

たな研究分野の

開拓等を目指し

た研究開発の方

向 性 や 戦 略 等

の助言を得るこ

とで、研究所内

外 の 幅 広 い 視

点からの研究開

発 や 法 人 運 営

の課題抽出・課

題解決につなげ

る等の取組を行

う。 

研究所の運営や実

施する研究課題に

関しては、世界的に

評価の高い外部専

門家等による国際

的水準の評価を実

施する。研究所全

体の運営の評価を

行うために「理化学

研究所アドバイザリ

ー ・ カ ウ ン シ ル 」

（RAC）を定期的に

開催するとともに、

研究センター等毎

にアドバイザリー・

カウンシル(AC)を開

催する。 

RAC 等の評価結果

を、研究室等の改

廃等の見直しを含

めた 予算・人材等

の資源配分に反映

させるとともに、独

立行政法人評価の

結果への適切な対

応を行い、研究開

発活動を強化する

方策の検討等に積

極的に活用する。な

お、原則として、評

価結果はウェブサイ

ト等に掲載し公開す

る。 

研究所で実施する

研 究 等 に つ い て

は、社会的・政策的

要請の変化や長期

的視点に基づく研

究所の研究戦略の

変更等に応じた経

営判断に 基づき 、

終了する、もしくは

「理化学研究所アド

バイザリー・カウン

シル」（RAC）に関し

て、前年度に開催し

た第 11 回 RAC 及

び各研究センター

等が開催したアドバ

イザリー・カウンシ

ルからの提言 を、

研究所の運営に適

切に 活用する 。 ま

た、RAC の重要な

指摘事項等につい

てフォローアップを

行うため、来年度に

中間的な位置付け

と し て の

RAC(Interim RAC。

仮称)を開催すべく、

必要な準備を進め

る。 

 

研究開発の総合的

な取組により、研究

所として、今年度に

2,300 報程度の学術

論文発表数を維持

することを目指す。

また、高水準の研

究開発成果の創出

により、被引用数の

順位で上位 10％以

内に入る研究所の

学術論文の比率に

ついて 27％程度を

維持することを目指

す。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・学術論文誌への論文掲

載数、論文の質に関する指

標（Top10%論文数等） 

 

●アドバイザリー・カウンシルからの提言を受け、

男女共同参画推進委員会や若手研究人材育成制

度推進委員会にて議論し、重点的に取り組むべき

課題を定め、新制度の検討やセンター長ヒアリング

を実施した。その後、「理研研究政策リトリート

2021」において「Gender imbalance の是正」及び「若

手人材育成の充実・強化」をテーマとして活発な意

見交換を行い、さらなる推進策を検討した。 

 

●令和 3 年度の Interim RAC（仮称）開催に向け、

コロナ禍等の状況を踏まえた適切な開催時期・方

法の検討等必要な準備を進めた。 

 

（研究論文成果について） 

●理研全体の令和 2 年（暦年）の査読付き論文数

は 3,163 件となった。 

 

●理研全体の令和元年度の論文の被引用回数

Top10%論文の比率は 18.6％、Top1%論文は 3.2％

であった。分野補正を行った場合の理研全体の

Top10%、1%論文の比率はそれぞれ 15.7％、2.5％で

あった。（上記はいずれも令和 3 年 5 月時点におい

て Clarivate Analytics の InCites により算出した数

値である） 

●適切に計画を遂行しつつ、アドバイザリー・カウンシルからの提言を受け、

男女共同参画や若手人材育成に向けた更なる推進策を検討するなど、他の

国立研究開発法人の模範となるような運営を構築・運用していると高く評価

する。 
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発展・拡充して重点

的に推進する等柔

軟に 再編を行い 、

研究所の研究活動

を最適化する。 

◯イノベーションデザインの取組及びエンジニアリングネットワークの形成 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

― 社会と科学技術と

の関係を俯瞰的に

捉え、どのような未

来社会を作りたい

かというビジョンと、

これを実現するため

の未来シナリオを描

く。研究所はこの担

い手となるイノベー

ションデザイナーを

第一線の研究者と

の対話等を通して

育成するとともに、

イノベーションデザ

イナーが策定する

未来シナリオを活用

して、研究所内の研

究者や組織が、産

業界や社会と連携

した未来志向の研

究開発に取組む。こ

うしたイノベーション

デザインの活動を

通じて研究所の研

究活動に新たな価

値基準を与え、 研

究所の有する研究・

経営資源等を踏ま

えつつ、未来社会

の実現に向けた研

究の推進を可能と

する研究所運営シ

ステムを確立する。

また、イノベーション

デザイナーは、未来

シナリオの策定に

係る対話等を通し

て、産学官の様々

なステークホルダー

未来シナリオ等の

創出に向けて、その

基盤の構築を進め

るとともに、所内外

の研究者など幅広

い協力を得てシナリ

オの作成・充実に取

り組む。また、シナ

リオを基にイノベー

ションデザイナーと

所内外の研究者等

との対話を進めると

ともに、一連のプロ

セスで形成される所

内外の研究者等と

の連携も活かしつ

つ、未来志向の研

究開発の企画立案

を進める。  エンジ

ニアリングネットワ

ーク制度所内公募

型課題を実施し、組

織横断的なネットワ

ークの形成促進、

異分野連携による

エンジニアリング研

究を更に進める。ま

た、ロボティクスプ

ロジェクトの体制構

築・拠点形成を進

め、次世代ロボティ

クスの実現に向け

た研究を推進する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

【イノベーションデザイン】 

●以下の取組により、イノベーションデザインのた

めの基盤構築を着実に推進した。 

 

●所内外の分野横断的な研究者や産官学のステ

ークホルダーの参加による未来戦略室フォーラム

を 3 回開催し、延べ 150 名を超える幅広い参加を

得た。具体的なテーマとしては、①新型コロナウイ

ルス感染症、②海の国家と文化（海洋の未来）、③

エネルギーと地域社会を採り上げ、100 年後に至る

独自性のある未来を展望し議論を行った。また理

研が取り組む SDGs に関する調査を進めた。 

 

●科学者会議と連携して人文学・社会科学の有識

者との対話の場を運営し、所における人文学・社会

科学研究のあり方についての検討を行った。 

 

●波及効果として、ムーンショット型研究開発事業

（サイバネティック・アバター、資源循環、睡眠と冬

眠）や未来社会創造事業（ロボティックバイオロジ

ー）等において未来戦略室の議論が実施に繋がっ

た。 

 

【エンジニアリングネットワーク】 

●令和 2 年度も引き続きエンジニアリングネットワ

ークの共同研究を募集し、新規に 4 件採択し、令和

元年度から継続の 11 件と合わせ 15 件を推進し

た。更に、コロナ環境下での研究環境への変革対

応が必要な共同研究の追加募集を行い、令和 2 年

度中に研究環境を整備し、令和 3 年度よりエンジニ

アリングネットワークの共同研究として実施する課

題を 2 件採択した。また、オンラインによるエンジニ

アリングネットワークセミナーシリーズを開催し、延

べ 124 名が参加した。更に、各共同研究において、

研究センターの垣根を越えた組織横断的なネット

ワーク形成や共同研究の発展に向けた大学や企

業等との連携構築のための様々なワークショップ

等を開催した。 

 

 

●イノベーションデザインにおけるこの数年の機動的な取組は効果をあげて

おり、未来戦略室フォーラムにおける分野や組織を越えた議論の場をテーマ

毎に形成し、未来の価値創造に繋がる新たなネットワークを構築するだけで

なく、その成果を基に研究プロジェクトに展開し外部資金獲得や外部機関と

の連携を促進している。未来社会からのバックキャストにより研究プロジェク

トを立案する方法が我が国にも定着しつつあり、イノベーションデザインは理

研が先導する取組として大学等における同様の取組にも協力・貢献した。今

後、これらの取組が起点となって組織を越えたエコシステムが形成されること

や、人文学・社会科学との連携や SDGs の取組を進め、社会に対して効果的

な発信を図っていくことで、理研の成果がより良い社会の実現に貢献するこ

とが期待できることから、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●平成 29 年度から開始したエンジニアリングネットワークの取組が理研内で

は浸透し、この枠組みにより始まった共同研究から、理研内に留まらず他の

研究機関や大学との共同研究へと発展し、ムーンショット型研究開発事業

等、大型の共同研究へと発展していく流れが定着して来ていることを高く評

価する。 

また、論文および特許等の知的財産も多く生まれていることも評価する。 
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が共創していくため

の場を提供する。 

さらに、少子高齢化

や気候変動等、複

雑化・流動化する社

会課題が、細分化

された科学だ けで

解決するのが困難

となっていることを

踏まえ、学際性を発

揮しやすい研究所

の環境を活かし、研

究所内の、個々の

研究分野で世界最

先端を行く科学者・

技術者が、分野を

超え柔軟に連携で

きる組織横断的な

ネットワークを形成

する。イノベーション

デザインの取組とも

連携しつつ、社会課

題の解決に向け、

そのネットワークを

活用し、基礎から実

用化へつなげるエ

ンジニアリング研究

を推進する。 

●これらの取組により、理研内部における共同研

究のみならず、その先に他の研究機関および大学

との共同研究とつながり、さらに連携が進展した。

推進中の共同研究から、内閣府ムーンショット型研

究開発事業「土壌微生物叢アトラスに基づいた環

境制御による循環型協生農業プラットフォーム構

築」や JST CREST さらに、コロナ対策臨時特別プ

ロジェクト「Preclinical 層別化に基づく新たなデー

タ」などへ、またフォローアップ支援をしている共同

研究が JST 未来社会創造事業 本格研究「ロボテ

ィックバイオロジーによる生命科学の加速」へステ

ップアップするなど、多くの共同研究がエンジニアリ

ングネットワークから発展していった。 

令和 2 年度論文数 67 件 

内閣府/JST 等の競争的資金 6 件 

特許申請 4 件 

 

●また、ロボティクスプロジェクトに関しては、新た

に 5 チームを設置すると共に、株式会社国際電気

通信基礎技術研究所（ATR）内に研究拠点を整備

し、本格的に研究を開始した。自立型と外骨格型

のロボットの試作機を開発しデモンストレーションを

行った。更に、理研における情報研究の中核プロ

ジェクトとして発展させるため、令和 3 年度より新た

に設置される情報統合本部へ移管するための調

整を行った。 

 

●けいはんな地区を活動拠点とする大手企業複数

社との連携を開始し、基礎研究から社会への導出

を見据えた一貫したシステムの構築を、京都府等

地元自治体と共に推進する体制が確立された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ロボティクスプロジェクトは 6 チーム体制となり、研究拠点の整備が完了し

た。研究を本格的に開始し、ロボットのデモンストレーションまで実施できたこ

とから、着実に進展していると評価する。 

また、設置拠点周囲の企業との共同研究へと発展しており、今後の展開

および成果の社会還元を含めた研究のエコシステムの基盤を構築できたこ

とを高く評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(2)】 世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出等 

２．主要な経年データ 

評価対象となる
指標 

達成目標 29 年度 
（基準値） 

 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 参考情報 

研究に従事する
研究者の外国人
比率 

20％程度 19.5％ 19.6％ 22.9％ 20.4％      

指導的な地位に
ある女性研究者

累 計 45
名 

31 名 32 名 35 名 37 名      
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の累計在籍者 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯若手研究人材の育成 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

世界に開かれた

国 際 頭 脳 循 環

のハブとして研

究所が機能する

ことにより、科学

技 術 の 水 準 の

向上と国内の若

手 研 究 者 の 育

成等を推進する

ため、大学との

研 究 協 力 及 び

優れた人材の育

成の観点から組

織的な連携を進

め、国内外の優

秀な研究者の受

入 れ と そ の 育

成・輩出、大学

からの学生の積

極的な受入れに

取り 組むと と も

に、海外の研究

機関との共同研

究・人事交流等

の連携や、海外

の 研 究 拠 点 の

形成・運営など

を、戦略的に推

進する。 

国内外の大学との

連携を図りつつ、大

学院生リサーチ・ア

ソシエイト、国際プ

ログラム・アソシエ

イト及び基礎科学

特別研究員等の制

度を活用して、独立

性や自律性を含め

た資質の向上を図

るべく、学生から若

手研究者まで人材

育成に取組む。ま

た、未開拓の研究

領域等、野心的な

研究に挑戦しようと

する若手研究者を

研究室主宰者とし

て任命する制度（理

研白眉制度）を活用

し、次世代の研究

人材を育成する。 

大学院生リサーチ・

アソシエイト制度で

は、柔軟な発想に

富み、活力のある

大学院博士課程在

籍者を受け入れ、

育成する。今年度

は、130 人程度を受

け入れる。 

国際プログラム・ア

ソ シ エ イ ト 制 度 で

は、優秀な外国籍

の大学院博士課程

留学生を育成し、将

来、日本と海外を結

ぶ国際的なネットワ

ークを構築すること

を目指し、今年度は

30 人程度を新たに

受け入れる。 

基礎科学特別研究

員制度では、創造

性、独創性に富む

優秀な若手研究者

が自由な発想で主

体的に研究できる

場を提供し、国際的

に活躍する研究者

を育成する。今年度

は 150 人程度を受

け入れる。 

理 研 白 眉 制 度 で

は、未開拓の研究

領域等、野心的な

研究に挑戦しようと

する若手研究者に

研究室主宰者とし

て独立して研究す

る機会を与え、広い

視野を持つ国際的

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・国内外からの研究者の受

け入れと育成・輩出の状

況、学生の受入状況 

 

（モニタリング指標） 

・国内外から受け入れた若

手研究者数、大学から受け

入れた学生数 

 

●令和 2 年度は、大学院生リサーチ・アソシエイト

（JRA）として国内大学院生を 148 名、海外の大学

院生を国際プログラム・アソシエイト（IPA）として 71

名、合計 219 名を受け入れた。ただし、IPA の新規

受け入れ人数は、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響を受け、14 人に留まった。 

 

●令和 2 年度は、基礎科学特別研究員について

は、157 名を受け入れた。うち外国人は 50 名を受

け入れ、全体の 3 割が外国籍であった。 

 

●令和 2 年度は、理研白眉研究チームリーダーと

して 2 名を受け入れた。第 4 回目の公募と同時に

女性研究室主宰者プログラムとして加藤セチプロ

グラムの公募も行った。女性 1 名を含む 2 名の理

研白眉研究チームリーダー内定者を決定した（令

和 3 年度着任予定）。 

 

●学生の受入れ方針や若手制度全般の在り方

等、全センターの PI 会議や研究政策リトリート等で

紹介・議論し、PI が若手人材育成の重要性やマネ

ジメント上の課題を再認識・改善する機会とした。

また、JRA に研修生を兼務させる、JRA に遠隔地

での在宅勤務を認める等、現場の状況を考慮して

制度改革を行った。 

●各階層における若手人材を育成する制度を設け、理研全所から意見を吸

い上げ、大学院生向けの新制度を含むより良い制度設計に向けて取組を行

ったと認める。また、独立して独自の研究を推進する理研白眉制度を運用す

るとともに、同制度の下、女性限定公募の「加藤セチプログラム」を運用する

など、既存分野にとらわれない次世代を担う研究リーダーの育成を強力に推

進したことを評価する。 

 

●新型コロナウイルス感染症拡大の状況に鑑み、基礎科学特別研究員と

JRA は延長期間中の給与等を、延長前と同様に支給する条件で最長 6 か月

の任期延長を認めた。同様に、IPA は個別事情も考慮しつつ延長期間中の

滞在費等を、延長前と同様に支給する条件で任期延長を認めるなど、早期

に若手への柔軟な方策を実施したことを高く評価する。 
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な次世代の研究人

材を育成する。今年

度は 2 名を受け入

れる。 

◯新たな人事雇用制度 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

若手をはじめと

す る 研 究 者 等

が、中長期的視

点を持って研究

に専念出来るよ

う、研究者等の

任 期 の 長 期 化

や 一 部 の 無 期

雇用化を含む、

人 事 制 度 の 改

革・運用を行う。

この際、様々な

特色ある発想・

知見を持った研

究 者 を 受 け 入

れ、また輩出す

る機能が、研究

所 の 活 性 化 や

科 学 界 全 体 の

発展に重要であ

る こ と に鑑み、

人材の流動性と

安定性のバラン

スには十分配慮

するとともに、無

期雇用となった

研究者等につい

ては、自らの研

究の推進のみな

らず、 より 広範

な研究分野での

貢献等、研究所

全 体 の 発 展 に

向けた取組への

参画を促すこと

とする。 

優れた研究者を惹

きつけ、より安定的

に研究に取組むた

め、研究所が中長

期的に進めるべき

分野等を考慮し、公

正かつ厳正な評価

を行ったうえで、無

期雇用職として任

期の設定がなく研

究に従事できる環

境を提供することと

し、対象となる研究

者の割合を 4 割程

度まで拡充する。ま

た、任期制研究者

についても、研究に

従事できる期間を

原則7 年とする等、

安定的な研究環境

を提供し、研究セン

ター等で柔軟かつ

機動的に人材を活

用するとともに、国

内外の大学・研究

機関等で活躍する

人材として輩出する

ことを目指す。 

加えて、全所的に

活躍し得る高度な

研究支援業務を担

うコーディネーター

（リサーチアドミニス

トレーター）等につ

いても人材確保に

努める。 

無期雇用職員の採

用を進め、公募選

考等を通じて優れ

た人材の獲得に努

める。また、任期制

研究者についても、

研究に従事できる

期間を原則7年とす

る等、安定的な研

究環境を提供し、研

究センタ ー等で柔

軟かつ機動的に人

材を活用するととも

に、国内外の大学・

研究機関等で活躍

する人材として輩出

することに努める。

高度な研究支援業

務を担う無期雇用

職 コ ー デ ィ ネ ー タ

ー、高度研究支援

専門職、研究支援

専門職が担う業務

の範囲について検

討し、多様な人材の

確保に努める。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で

優れた人材の登用、研究

支援機能の構築などの、

研究環境の整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・無期雇用化した職員数 

 

●第 3 期中長期目標期間において整備した無期雇

用職の登用制度により公募・選考を行い、研究系

管理職 6 名、研究系一般職 54 名を登用した。ま

た、産学連携、国際協力、社会対応、知財管理と

活用、所内連携、研究資金の獲得支援と管理、ア

ウトリーチ、学術集会等の開催、所内国際環境向

上支援に関する業務、情報システムに係る運用管

理の技術業務等を担う職員を研究支援系職（高度

研究支援専門職、研究支援専門職）として 13 名を

登用した。 

 

●令和 3 年 4 月 1 日採用に向けて公募・選考を行

い、研究系管理職 14 名、研究系一般職 19 名、研

究支援職員 8 名を内定した。 

 

●常勤の研究系職員及び研究支援系職員 2,986

名（令和 3 年 3 月 31 日時点）のうち、長期雇用の

定年制職員、無期雇用職員は 602 名(20.2%)であ

る。 

 

●令和 4 年度末までに登用目標としている研究管

理職 144 名、研究一般職 480 名、研究支援系職

190 名に対し、令和 3 年 3 月 31 日時点における達

成度はそれぞれ 108 名（75％）、169 名（35％）、148

名（78％）であり、順調に推移している。 

 

●任期制研究者による研究活動への従事期間に

ついては、その能力を最大限に発揮して研究に従

事できるよう原則 7 年として運用した。 

 

●研究系職員、研究支援系職員、事務系職員ともに無期雇用職員としての

登用を計画的に進めつつ、理研が中長期的に必要とする分野に優秀な人材

を厳正かつ公正な審査を経て遅滞なく選考していることを高く評価する。 

 

◯研究開発活動を支える体制の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
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また、研究者が

自らの研究開発

活動を効果的・

効率的に行うと

ともに成果の最

大化を図り、研

究所としてその

得られた成果の

社会還元を進め

るために、研究

系 事 務 職 員 や

研究補助者とい

っ た 研 究 支 援

者、研究所内外

の連携を進める

ためのコーディ

ネート人材等の

配置や、そのた

めの適切な事務

体制の構築等、

研究開発活動を

事務・技術で強

力 に 支 え る 機

能・体制を構築

する。 

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化するため、事

業所毎にセンター

等研究組織の研究

推進を担う運営業

務と、管理系業務を

効 果 的 に 配 置 す

る。加えて、研究セ

ンター等研究組織

においてもアウトリ

ーチ活動、研究資

金獲得支援、学術

集会等開催、研究

所内外の大学、研

究機関等との連携

研究の支援等を行

うコーディネーター、

高度支援専門職等

の研究経歴を有す

る研究支援人材等

を配置することによ

り 、多層の研究推

進・支援体制を整備 

し、研究者が研究に

専念できる研究環

境 を 構築 す る 。 ま

た 、 適正に業務を

見直し、あるいは不

要な業務は廃止す

る等により、適宜業

務の改善を図る。 

限られた人員での

業務配分の最適化

をするとともに、セ

ンター長室等にお

ける研究支援機能

を強化する。個々の

事務職員や研究部

門におけるコーディ

ネーター、アシスタ

ント等がそ の立場

や環境に関わらず

高い意欲を持って

業務に取り組める

ようにするため、能

力・業務実績を反映

するキャリアパスの

設計の検討を行う。

無期雇用職コーディ

ネーター、高度研究

支援専門職、研究

支援専門職につい

て、所内での昇格ス

キームについて検

討する。また、適正

に業務を見直し、あ

るいは不要な業務

は廃止する等によ

り 、適宜業務の改

善を図る。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で

優れた人材の登用、研究

支援機能の構築などの、

研究環境の整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・研究支援者等の数 

 

●所内公募により選考された無期雇用研究支援職

を各センターのセンター長室へ配置することによ

り、センターの安定的な研究支援機能を強化した。 

 

●均等・均衡待遇（同一労働・同一賃金）への対応

として、給与水準の適正化に向け、年俸(固定給及

び変動給）改善、また給与基準の適正化に向け、

年俸改定の仕組みを見直した。 

 

●全所的に活躍し得る高度な研究支援業務を担う

研究支援系職（コーディネーター、高度研究支援専

門職、研究支援専門職、アシスタント）として 13 名

を登用した。（再掲） 

 

●令和 3 年 4 月１日採用に向け公募・選考を行い、

研究支援系職（高度研究支援専門職、研究支援専

門職、アシスタント）として 8 名を内定した。（再掲） 

 

●無期雇用職員登用制度の運用にあたっては、研

究現場からの要望を踏まえ、これまで研究系、技

術系、研究支援系のいずれにも位置付けがなかっ

た情報インフラを担う人材を、無期雇用研究支援

系職員として登用した。 

 

●任期制事務職員のキャリアパスとして第 3 期中

長期計画期間中に整備した事務基幹職制度（無期

雇用職）により 18 名を登用した。 

 

●研究支援を担う研究支援系職及び事務系職の

合計は、令和 3 年 3 月 31 日時点において 833 名

である。 

 

●限られた人員において効果的な業務を遂行する

ため、事務部門における人員配置の見直しを行っ

た。具体的には、虎ノ門地区において実施していた

業務の神戸地区への糾合、情報システム部署の

改組、全事業所への施設課設置により、研究支援

に必要となるバックアップ体制の強化を図った。 

 

●人材育成委員会において、アシスタントに求める

職務内容や能力について整理を行い、これを踏ま

えて能力開発やキャリアパスの検討を実施した。 

 

●無期雇用研究支援系職員選考委員会におい

て、研究支援系職（無期雇用職コーディネーター、

高度研究支援専門職、研究支援専門職）に求めら

れる要件を確認したうえで、昇格審査の機会や実

施方法等についての検討を行い、令和 3 年度から

の運用開始を決定した。また、選考において不合

●無期雇用研究系職員の登用を計画的に行うとともに、新たなキャリアパス

として上級テクニカルスタッフのポジション設置、また任期制職員に係る給与

水準の検証と適正化を行うなど、研究開発活動を支える研究者及び研究支

援者に係る制度基盤の強化を図ったことから、高く評価する。 
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格となった職員へのフィードバックを実施した。 

 

●クロスアポイントメント制度の運用にあたり、必要

となる根拠規程や様式の整備を行った。 

 

●研究室やチームが実施する研究開発課題を技

術的に支援するテクニカルスタッフのモチベ―ショ

ンアップを図るため、上級テクニカルスタッフのポジ

ションを新たに設置するとともに、無期雇用職への

キャリアパスを明示した。 

◯ダイバーシティの推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

これらを進める

上で、女性や外

国 人 研 究 者 等

が 円 滑 に 研 究

活動に従事でき

るよう、ダイバー

シティの計画的

な推進に配慮し

た環境の整備に

努める。 

より多様な人材を確

保するための先導

的な研究環境の構

築等の取組を引き

続き推進する。 

女性研究者等のさ

らなる活躍を促すた

め、出産・育児や介

護の際及びその前

後においても研究

開発活動を継続で

きるよう男女共同参

画の理念に基づい

た仕事と家庭の両

立のための取組等

を実施し、研究環境

を整備する。 

外国人研究者への

様々な支援を含め

て、国際的な環境を

整備するため事務

部門における外国

語対応をさらに強化

する。また、既に導

入されている各種

の取組についても

利便性を高めるた

めの見直しや改善

を図る。 

加えて、研究所全

体で、障害者雇用

の 支 援 等 に 取 組

む。 

指導的な地位にあ

出産・育児や介護

の際及びその前後

においても研究開

発活動を継続でき

るよう男女共同参

画の理念に基づい

た仕事と家庭の両

立のための取組等

を実施し、研究環境

を整備する。 

指導的な地位にあ

る女性研究者の累

計在籍者数 45 名を

目指すための取組

を行う。 

優れた外国人研究

者を確保するため、

外国人研究者に配

慮した生活環境の

整備を進める。本部

と実際に外国人研

究者の受入れを行

う各事業所との連

携を図り、外部向け

ホームページにお

ける研究所外の外

国人研究者向けの

情報を更にわかり

やすく整理・充実さ

せるとともに、英文

所内ニュースレター

RIKENETIC や研究

所内ウェブサイトを

通じて研究活動や

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・研究者の外国人比率、女

性比率 

 

●出産・育児や介護の際及びその前後においても

研究活動を継続できる環境整備を推進し、男女共

同参画の理念に基づいた仕事と家庭の両立を目

指すための取組として「妊娠、育児又は介護中の

研究系職員を支援する者の雇用経費助成」で、の

べ 59 人（令和元年度はのべ 43 人）に助成を行っ

た。令和 2 年度においては、助成対象経費の一部

見直しを行った。 

 

●ワークライフバランスを支援し、研究開発成果最

大化を図るため、規程の見直しを行い、部分休業

の期間を、法定を超える「中学校就学の始期に達

するまで」に延長することとした。 

 

●仕事と育児・介護との両立を支援するための継

続的な取組として、研究費助成（計 6 名）や両立支

援セミナー（参加者計 131 名。オンライン開催によ

り前年比増）を実施した他、内閣府のベビーシッタ

ー派遣事業を新たに開始した。 

 

●優れた女性研究リーダーの採用を促進するため

平成 30 年度から開始した「加藤セチプログラム」

で、研究室主宰者として新たに着任した女性研究

者計 2 名のインセンティブ経費助成を決定した。 

 

●女性研究リーダーの育成を目的に、若手・中堅

女性研究者を対象としたリーダーシップ開発プログ

ラムの第 2 期を実施し、10 名の受講者が研究者と

しての多面的な能力開発及びネットワーク構築を

行った。 

 

●内外への発信力強化のため、理研ウェブサイト

及びダイバーシティ推進室のウェブサイトにおい

て、ダイバーシティ推進の取組に対する情報公開

●数値目標を設定している女性研究管理職のみならず、女性研究者の増大

に向けた新たな強化策として、全所的な取組の検討を開始したことを高く評

価する。 
●出産・育児や介護と研究活動を両立するための支援の継続・改善等、ダイ

バーシティに配慮した研究環境を整えており、順調に計画を遂行していると

評価する。 
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る女性研究者につ

いては、そ の比率

（第 3 期中長期計

画目標「少なくとも

10％程度」）の維持

向上及び輩出に努

め、当該中長期計

画期間における指

導的な地位にある

女性研究者の累計

在籍者数 45 名を

目指す。また、外国

人研究者の比率の

維持（第 3 期中長期

計画目標 20％程

度）等多様性の確

保を図る。 

生活に役立つ情報

を発信する等、来日

前から入所後まで

を支援する活動を

行う。 

加えて、研究所全

体で、障害者雇用

の支援等に取り組

む。 

や活躍する女性研究者の紹介等の大幅改訂を日

英共に行った。 

 

●女性研究管理職の継続的な採用及び女性研究

者の増大に向けた新たな取組を検討するため、ダ

イバーシティ推進担当理事による全センター長等

への個別ヒアリングを実施し、現在の取組状況及

び分野特性による課題等について意見交換を行っ

た。 

 

●理研研究政策リトリート 2021 で「ダイバーシティ

の推進（Gender imbalance の是正）」をテーマに取

り上げ、意見交換を行った。実施前のアンケートを

含め令和 3 年度に向けた具体的施策の検討につ

ながる多くの意見・提案が寄せられ、令和 3 年度の

活動計画に反映させた。 

 

●指導的な地位にある女性研究者の比率は 8.4%

で、累計在籍者数は 37 名となった。 

 

●令和元年度に引き続き、専門スタッフによる所内

文書の翻訳を行い、新型コロナウイルス感染症拡

大に伴う重要な所内通知文書を迅速かつ正確に

翻訳し、日本語文と同時の外国人職員への発信に

貢献した。 

 

●新型コロナ感染が拡大するなか、英文所内ニュ

ースレターRIKENETIC で、ワクチン情報等、関連す

る記事を掲載した。 

 

●研究者の外国人比率は 20.4%であり、20%を超え

た数値を維持した。 

 

●新型コロナウイルスに関する英語をテーマとし

て、ライティングワークショップを初めてオンライン

形式で開催し、好評を得た。事務の英語力向上に

貢献した。 

 

●横浜地区に障害者雇用を促進する業務支援室

の分室を開設し、障害者 3 名（令和 3 年 6 月 1 日

現在で 5 名）を採用するとともに、障害者の方々が

安心して働ける環境を整備するため、同室に社会

福祉士のジョブコーチ 1 名及びサポートスタッフを

配置し、定着支援を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス関連の情報を年度を通じて迅速に翻訳し、令和元年

度に引き続きほぼ日英同時に提供できたことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●各種取組により研究者の外国人比率を20%超で維持できていることを評価

する。 

◯国際化戦略 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
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世界に開かれた

国 際 頭 脳 循 環

のハブとして研

究所が機能する

ことにより、科学

技 術 の 水 準 の

向上と国内の若

手 研 究 者 の 育

成等を推進する

ため、大学との

研 究 協 力 及 び

優れた人材の育

成の観点から組

織的な連携を進

め、国内外の優

秀な研究者の受

入 れ と そ の 育

成・輩出、大学

からの学生の積

極的な受入れに

取り 組むと と も

に、海外の研究

機関との共同研

究・人事交流等

の連携や、海外

の 研 究 拠 点 の

形成・運営など

を、戦略的に推

進する。 

国際的な科学技術

ハブとして、国際連

携を通じた世界最

高水準の研究成果

の創出や国際頭脳

好循環を実現する

ため、互恵的な国

際協力関係を構築

する取組を国際化

戦略に基づき推進

する。具体的には、

海外研究機関・大

学等との覚書や研

究 協 力 協 定 の 締

結、国際共同研究

の実施、人材の派

遣や受入れを通じ

た国際交流等に取

組 み 、 ア ジ ア 、 米

国、ヨーロッパ等に

国際連携拠点を形

成する。また、取組

状況を適宜精査し、

終了した共同研究

や国際連携拠点は

速やかに廃止する

等 適 切 に 対 応 す

る。 

トップレベルの海外

研究機関・大学と、

研究協力協定や国

際連携大学院協定

の締結等による機

関間連携・協力体

制の構築を進める。

各研究組織の研究

戦略と本部の国際

化戦略が合致した

国際連携研究を研

究所として推進する

とともに、機関間連

携等を通じた人材

派遣や受入れを行

う。また、海外事務

所を活用した情報

収集、研究交流の

促進を行う。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・海外の研究機関等との連

携状況 

●トップダウンによる戦略的な国際連携推進のた

めの「理化学研究所の国際化戦略」を着実に推進

するため、グローバル戦略委員会による審査を経

て、戦略的な研究パートナーとの国際連携事業（2

課題）を選定し、ボトムアップとトップダウンのマッチ

ングを図り、より科学的・社会的インパクトの高い

国際連携を所として推進した。 

 

●国際連携促進担当（コーディネーター）を配置

し、研究現場にヒアリングを行い、海外事務所長と

の定期的な打ち合わせにより海外事務所が収集

する現地情報と合わせて相互共有し、研究現場を

支援した。 

 

●新たな取組として、理研の最先端の研究成果を

各国に情報発信するために在京大使館科学技術

関係者向けの国際セミナーを 2 回開催した。 

 

●海外事務所長が地域に根差した取組や地域の

科学技術動向等、旬な情報を所内の研究者等へ

発信するため、海外事務所ニュースレター配信を

開始した。（月 1 回程度、所内約 600 名へ配信する

ほか、所内向けウェブページに掲載し、ニュースレ

ター等で周知） 

●適切に計画を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●研究現場と海外事務所とをつなぐ試みとして、国際連携促進担当（コーデ

ィネーター）の配置や海外事務所ニュースレターの配信を行ったことを高く評

価する。 

 

 

 

●各国大使館への理研の研究成果の積極的な情報発信を高く評価する。 

◯研究開発活動の理解増進のための発信 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

加えて、我が国

を代表する研究

機関として、自ら

の活動を科学界

のみならず広く

一 般 社 会 に 発

信し、その意義

や 価 値 に つ い

て、幅広く理解さ

れ、支持を得る

ことが重要であ

る。このため、論

文発表、シンポ

ジウム、広報誌

や 施 設 公 開 等

国民の理解増進を

図るため、優れた研

究開発成果や期待

される社会還元の

内容についてプレス

発表、広報誌、ウェ

ブサイト、SNS、施

設公開、各地で開

催する科学講演会

やメディアとの懇談

会等において情報

発信を積極的に行

う。 

プレス発表や広報

誌では、平易な用

優れた研究開発成

果や社会還元の内

容について、様々な

広報ツールを活用

し、情報発信を積極

的に行う。また、普

及拡大に向け、特

に SNS の活用につ

いて先進事例を調

査し最大化を図る。

プレス発表、 広報

誌、施設公開、各種

講演会等を通じて

国民にわかりやすく

情報を提供するとと

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・研究成果の発信、アウトリ

ーチ活動の取組状況  

等 

 

（モニタリング指標） 

●平成 30 年度に策定した第 4 期中長期計画期間

における広報戦略に基づき、広報活動を展開し

た。 

 

 

 

●理研のブランディング活動として「科学道」を使っ

た広報活動を進めた。具体的には、平成 29 年 2 月

から開始した「科学道 100 冊フェア」の令和 2 年

（2020 年）度版を全国の図書館や教育機関等 500

ヶ所で展開した（教育機関 210 校、図書館 253 館、

書店 21 店、その他 16 団体、合計 484 機関（令和

元年度実績 438 機関））。「2020 年度グッドデザイン

賞」を受賞した。 

 

●コロナ禍において記者向け勉強会や定例記者懇談会、各種イベントをオ

ンラインで開催したほか、国内向けプレスリリース件数（他機関主導の発表

を含む数）は令和元年度の 275 件から 360 件と大幅に増えている。また、新

型コロナウイルスに関する研究開発および理研における対応に関する情報

をタイムリーに発信している。積極的な広報活動であり、高く評価する。 

 

●「科学道 100 冊 2020」では、全国の多くの図書館や教育機関等でフェアが

開催され好評を得、「2020 年度グッドデザイン賞」を受賞した。令和元年度に

比して展開先も増加している。また、新聞やＴｗｉｔｔｅｒ、ブログ等でも多数紹介

された。この活動を通して、理研の研究活動のみならず、科学への関心を高

めることにも貢献しており、高く評価する 
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において、引き

続き、研究活動

や 研 究 成 果 の

分かりやすい発

表・紹介に取り

組むとともに、あ

わせて、当該研

究によって期待

される社会還元

の内容等につい

て情報発信を行

い、国内外の各

層から幅広く理

解・支持される

よう努める。 

語や映像を用いて

国民にわかりやす

い形で情報提供す

る。また、施設公開

や各種講演会に加

え、セミナーや出張

レクチャー等の機会

を通じて、国内外の

各層から幅広く 理

解・支持されるよう

努める。 

海外との連携強化

や国際人材の確保

を目的として、海外

メディアを対象とし

たプレスリリースや

RIKEN Research 等

により海外への情

報発信を行う。 

もに、「科学道」を用

いた理解増進活動

により、幅広く理解・

支持されるよう努め

る。ウェブアクセシ

ビリティに対応した

公式ウェブサイトを

更に活用し、国内外

の幅広い層へ情報

提供する。国際社

会に対しての情報

発信を強化するた

め、SNS の一層の

活用 を進 める 。 ま

た、英文パンフレッ

トを改訂するほか、

国際的な科学技術

関連イベントでのセ

ッション企画提案を

行い、また 同様の

場にて記者とのネッ

ト ワ ー キ ン グ を 行

う。 

・アウトリーチ活動の実施

件数 

 

●研究成果の報道発表に関する規程に沿って、プ

レスリリースを継続して発信し、必要に応じて報道

機関向けの勉強会を開催するなど、正確で適切な

報道発表に向けた取組を確実に実行した。 

 

●定例記者懇談会を 4 回開催し、記者との交流を

深めた。 

 

 

 

●令和 2 年度理研主導の国内向けプレスリリース

は、216 件（資料配布 128 件、レクチャー17 件、参

考資料配布 71 件、他機関主導の発表を含む数は

360 件)行い、発表したプレスリリースの約 4 割が新

聞に掲載された。 

 

●英文プレスリリース 38 件を発表、ニュース配信 

サービス経由の他、独自に海外在住の外国人ジャ

ーナリストに配信した。一部はエコノミストやフォー

ブス誌にも取り上げられた。 

 

●「理研ニュース」（月刊、約 8 千部／月）、理研全

体 の 代 表 的 な 研 究 成 果 を 紹 介 す る 「 広 報 誌

RIKEN」（年刊）、小中学生および保護者をターゲッ

トにした「理研の博士に聞いてみよう!」（年刊）を発

刊し、理研ウェブサイトにも公開した。 

 

●外国人向け英文広報誌 RIKEN Research につ

いて印刷媒体は年 4 回発行、WEB 版は随時記事

を作成・発信し、海外メディアから問い合わせを受

けた。 

 

●理研における重要な双方向コミュニケーションの

場として、「横浜」、「神戸・大阪」地区で一般公開を

オンラインで開催した。全体の視聴者数は約 8,000

名であった。 

 

●一般向けイベントとして、オンラインで「科学講演

会」、「オープンセミナー」、「シンポジウム」を開催、

参加者との双方向のコミュニケーションイベントとし

て「理研 DAY：研究者と話そう」（7 回開催）を実施、

研究者と気軽に科学の話題を話し合う「サイエンス

カフェ」を開催するなど、国民の理解増進を図るた

めの取組を行った。 

 

●高校生向けプログラムとして、「RIKEN 和光サイ

エンス合宿 2020」（12 名参加）、「中高生のための

オンライン特別授業」（150 名参加）、「高校生・高専

生「富岳」チャレンジ ～SuperCon 本選出場者によ

●研究成果の報道発表を継続して適切で正確な報道につなげており、高く

評価する。 

 

 

 

●定期的な記者懇談会を通じて、理研の研究成果を含めた動向を発信で

き、また、これら成果が新聞で取り上げられ、正確で適切な報道につなげた

ことは高く評価する。また、経営陣と記者との双方向のコミュニケーションが

とれたことも評価する。 

 

●国民に分かりやすく伝えるという観点からのプレス発表・動画の配信、広

報誌（「理研ニュース」等）や子供向け小冊子制作発行、ウェブサイト等により

情報発信、地域と連携した活動、順調に計画を遂行していると評価する。ま

た、コロナ禍においても科学講演会、研究施設の一般公開、種々のイベント

をオンラインで実施しており、評価する。 
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るスパコン甲子園！」（43 名参加）をオンラインで実

施した。また、一部地区においては高校等の団体

見学を受け入れた（96 件、約 1,600 人）。 

 

●理研のことをどの程度一般の人が認知している

のか、また、どのようなイメージを持っているのかを

把握するためにインターネットを通じた調査を実施

した。 

 

●電子媒体として、メールマガジンの発行（月 2

回、会員数：約 11,000 名/令和 3 年 3 月 31 日現

在）した。 

 

●理研公式 Twitter（日本語アカウント）でプレスリ

リースやイベント等の情報発信を 475 回行った（フ

ォロワー約 39,000 人（令和 3 年 3 月現在。令和 2

年 3 月のフォロワー約 3,100 人））。英語アカウント

では 130 回行った。 

 

●YouTube「理研チャンネル」（日本語アカウント）

に広報室・各研究センターが制作した動画やプレ

スリリース関連の動画を 54 本掲載した。その中に

は“スーパーコンピュータ「富岳」記者勉強会 室内

環境におけるウイルス飛沫感染の予測とその対

策”（1）～（5）等、コロナ禍ならではの動画も含まれ

る。 

 

●理研ウェブサイトについて、総務省の「みんなの

公共サイト運用ガイドライン」に基づき、ウェブアク

セシビリティ対応を進め、アクセシビリティを確保す

るための達成基準 A と AA について達成した。ま

た、ウェブアクセシビリティに関する職員研修を実

施し、その重要性を所内に周知した。 

 

●理研ウェブサイトにおいて、新型コロナウイルス

に関する研究開発および理研における対応を掲載

するページを新設し、新型コロナウイルス関連の情

報発信を日英で積極的に行った。 

 

●新型コロナウイルス関連の動画を日本語で 8

本、英語で 2 本作製したほか、プレスリリースの解

説動画（日本語）を 2 本、研究成果紹介の動画（英

語）を 4 本作製した。 

 

●「理研グッズ」を販売し（2,770 点）、およそ 2.8 千

人とのつながりを創出した。平成 28 年度からは自

己収入事業としており、令和 2 年度収入予算（500

万円）に対して約 182 万円の収入（36％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●体に障害がある方等、さまざまなユーザーが、ウェブサイトを支障なく利用

できることにつながる総務省の「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に着

実に対応していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症が蔓延する中、研究開発の情報を積極的に発

信するだけでなく、一般向けの新型コロナウイルスの解説動画を公開したこ

とは高く評価する。 
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●保存史料の修復・デジタル化等アーカイブをさら

に進めるため、映像素材 418 本、音声素材 154 本

の契約締結を行った。 

 

●SNS の活用方法や運用方針について、フォロワ

ー数が多い国内外の大学や理研と似た研究組織

に対して、メールでのアンケートやオンラインでのイ

ンタビューを行い、知見を得た。 

 

●英文パンフレット『At a Glance』を改訂した。 

 

●国際的な学術関連イベントでの企画提案を行っ

た。記者とのネットワーキングは、世界的に対面イ

ベント自粛のためキャンセルとなった。 

 

●新たな取組として、各国の在日大使館科学担当

アタッシェのグループ「Science and Technology 

Diplomatic Circle (S&TDC)」メンバーを対象に、理

研における新型コロナウイルス関連研究の取組を

紹介するセミナーを 2 回開催、国際連携の一つの

糸口ともなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●広報活動を国際研究協力につなげる例として、高く評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(3)】 関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯産業界との共創機能の強化と成果活用等支援法人等への出資等 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

イノベーション創

出のために、研

究所が有する革

新的研究シーズ

の社会還元を加

速する。このた

め、産業界や大

学といった外部

機関との連携を

強化し、分野や

業種を超えて結

びつく場として、

研 究 所 の 研 究

成 果 の 実 用 化

や、関係機関に

研究成果の最大化

及び社会的課題解

決のため、ニーズ

探索、新技術開発

テーマ創出から事

業化に向けて、諸

外国での取組状況

等も踏まえ、オープ

ンイノベーションを

推進し、組織対組

織の連携による産

業界との共創機能

を強化する。そのた

め、学際・業際等の

領域を跨がる連携

産業界との融合的

連携研究制度にお

いて研究開発課題

を着実に設置・遂

行するとともに、産

業・社会のニーズを

捉えた研究開発課

題発掘の機会を広

げ、より確実に成果

が創出され、推進

できる体制を強化

する。 産業界と の

連携センター制度

については、これま

でに設置した連携

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界

や大学との連携状況と、こ

れによる研究成果の社会

還元等の状況 

・知的財産のマネジメント、

●産業界との連携 

（産業界との融合的連携研究制度） 

企業・理研の混成チームを理研内に設置して研究

開発に取り組む本制度では、制度の見直し後2 年

目の募集であったが企業からの提案に基づき令

和 2 年度は 4 つの新規チームの設置に至った。ま

た令和 3 年度以降の設置に向け、関心のある企

業への説明会を定期的に実施し、個別相談にも

対応した。 

活動中の全 11 チームは、それぞれ産業界のニー

ズに基づいた研究開発を実施した。 

「水素エネルギーストレージ技術研究チーム」で

は、水素充填圧力の低圧化や偏平タイプの水素

タンクを目指し、高い比表面積とともに高い水素

吸着量を持つ材料開発に取り組んだ。 

●産業界との連携 

企業との継続的な個別相談やヒアリングの結果、新型コロナウイルス・脱炭素

等の社会課題に取り組むチームや大型のチーム等、計 4 つの新たな融合連携

チーム設置に至ったことは評価する。 

活動中のチームは実証実験の実施を行うチームやソフトウェアのプロトタイプ

配布を行うチーム等、それぞれが企業と一体となって実用化に向けて着実に

研究開発を遂行している。さらに、融合連携チームから新型コロナウイルス感

染症ワクチン開発が生まれ、大型動物試験に進んだことは、理研と企業の連

携による基礎と応用研究による融合連携の事例として高く評価する。 
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よる新たな価値

の 共 創 の た め

のオープンイノ

ベーションの推

進や、そのため

の企画・立案機

能 の 強 化 及 び

体制整備、知的

財 産 の 戦 略 的

な取得 ・管理・

活用等の取組を

推 進 す る 。 ま

た、それらの取

組を通じ、自己

収入の増加を含

め 外 部 資 金 の

獲得・活用に努

める。 

特に、外部機関

との連携にあた

っては、個々の

研 究 者 同 士 の

共同研究を実施

するだけではな

く、組織対組織

の 連 携 を 強 化

し、研究所内外

の知識や技術を

融合・活用する

ことでオープン

イノベーションの

推進に資する。 

産業界との連携

にあたっては、

組 織 的 か つ 大

型 の 共 同 研 究

等の取組を強化

する こ と で、 外

部資金を獲得・

活用しつつ、自

らの研究シーズ

の社会還元を行

う。その際、イノ

ベーション創出

を促進し先導す

る観点から、「科

学技術・イノベ

ーション創出の

活性化に関する

チームを構成した

戦略的な共創テー

マを創出し、産業界

と研究所の複数の

研究チームより構

成される連携センタ

ー、産業界と研究

所が協働して研究

計画の立案から成

果創出までを一体

的に担う連携プロ

グラム、産業界の

先導による課題解

決に取組む融合的

連携研究等を推進

し、大型共同研究

に 結実さ せる 。 ま

た、それらの共同

研究の実施に当た

って、その着実な進

捗と成果の社会実

装に向けた組織的

なプロジェクトマネ

ージメントを行う。 

研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、

技 術 の 優 位 性 判

断、市場調査等を

進め、外部ベンチャ

ーキャピタル等の

協力を得ながら事

業計画の立案、経

営支援及び資金調

達支援を一体的に

推進する。 

産業界が活用し得

る質の高い知的財

産 権 の 確 保 の た

め、基礎研究段階

の研究成果を実証

段階の成果まで高

める研究開発や知

的財産権を強化す

るための研究開発

を 推 進 す る 。 さ ら

に、複数の特許技

術のパッケージ化、

センターの持続的

発展とともに、産業

界の潜在的なニー

ズの発掘等により

新たな連携の提案

と構築を積極的に

行う。 

昨年 9 月に研究所

が全額出資・設立

した株式会社理研

鼎業と連携し、企業

との共創、知財のラ

イセンス、ベンチャ

ー支援、共同研究

促進等の活動を遅

滞なく実施する体

制を構築し、 研究

成果の最大化及び

社会還元に向けた

取組を推進する。

産業界との共創機

能を強化するため

に、企業の経営戦

略に基づくコンサル

ティング、研究セン

ター等の積極的参

加を引き出すテー

マ創出活動を推進

する。 

研究所発ベンチャ

ーの設立支援に関

し、職員の産業連

携意識や起業意識

を醸成するための

活 動 を 行 う と と も

に、ビジネスプラン

のディスカッション

や人的ネットワーク

を活かした起業相

談支援を行う。 

知的財産権を強化

するための研究開

発や基礎研究段階

の研究成果を実証

段階の成果まで高

める研究開発を推

進し、質の高い知

的財産権の確保を

行う。また、それら

ベンチャー創出・育成の進

捗状況 

・出資等の業務を通じたイ

ノベーション創出強化に係

る取組状況  

等 

 

（モニタリング指標） 

・国内外の外部の研究機

関等との連携数、連携プロ

ジェクト数 

・大型の共同研究等による

民間企業からの資金受入

状況、特許件数（出願、登

録）、10 年以上保有してい

る特許の実施化率、研究

所発ベンチャー数 

・出資等の業務を通じた民

間企業等との連携数、資

金受入状況 

 

「人工ワクチン研究チーム」では、独自技術 mMAP

で新型コロナウイルス感染症ワクチン候補を設

計・作製した結果、変異型にも効果が期待される

最終候補の選定に成功し、大動物試験に移行し

た。 

（産業界との連携センター制度） 

延べ 11 の連携センターが研究活動を行い、理研

BDR-ダイキン工業連携センター・理研 CBS－花

王連携センター・理研-JEOL 連携センター・理研

RSC-リガク連携センターから 6 件のプレスリリー

スが発表された。理研-JEOL 連携センターについ

ては 28 報の原著論文が報告されている。令和 2

年度末で設置期間終了を迎える予定だった 2 つ

の連携センターについては、引き続き第2期として

活動を継続させることが決まった。 

また、新規設置としては令和 3 年 4 月発足の量子

コンピュータ研究センターの研究成果を研究と並

行して即時的に実用化へ展開するため、センター

設立準備室との密接な連携のもと、本センターに

おける企業導出の在り方について積極的に検討

を進め、センター設立と同時となる令和 3 年 4 月 1

日の「理研 RQC-富士通連携センター」設立につ

なげることができた。 

（特別研究室） 

令和元年度まで設置された有本特別研究室で研

究開発を進めていた薬剤がスギ雄花の着花抑制

に有効であると認められ、共同研究先企業で農薬

としての登録を目指すことが発表された。 

 

●産業界との連携活動の情報発信 

新たな企業連携の創出や外部資金獲得の増大、

社会認知度向上を目指して、活動を積極的に情

報発信するためのホームページや SNS を立ち上

げ運用した。 

特別研究室は基礎研究成果を社会実装につなげ

る機能を有し、かつ市民の科学的リテラシーの向

上、citizen science の育成の機能も有していること

から、辨野特別研究室において一般を対象に

Webinar を開催した。当日は 200 名弱が参加し、ア

ンケート結果からは参加者の研究成果の理解増

進につながったことが伺えた。 

 

●理研鼎業との連携と産学連携を強力に推進す

る仕組みの強化 

研究開発成果の社会還元とそれによるイノベーシ

ョンの創出を図るため、令和元年に全額出資によ

り設立した理研鼎業と連携し、知財の発掘・ライセ

ンス、ベンチャー支援、共同研究促進、企業との

共創会員制度の運用を行った。これらの活動の

 

 

 

 

 

●活動中の連携センターは産業界のニーズのもと組織対組織の連携を強化さ

せ、持続的に継続・発展している。大型の新しい連携センターの設立に向け時

間的制約もあった中、担当推進室や理研鼎業と連携し設立の準備を行った。 

特別研究室の成果は研究室終了後も共同研究先で上市に向けた準備が進

み、社会実装につながる技術移転が成功していることを評価する。 

新センターの設置と同時にその研究成果を素早く社会実装することを目的

に、企業との連携センターを設置できるよう取り組んだことは、共創としての大

きな成果であり、新たな基礎研究組織・応用研究組織の構造の先行事例にな

ると考える。これらの新たな取組が良い事例となっていることは、高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特別研究室の成果は研究室終了後も共同研究先で上市に向けた準備が進

み、社会実装につながる技術移転が成功していることを評価する。 

 

 

 

 

●産業界との連携活動の情報発信 

これからの企業連携の創出に向けて広報媒体の設立と運用を開始し、交流イ

ベントも初めて行った。インタビュー記事等の公開やイベントを通じて、今までリ

ーチできなかった層にも活動を知ってもらう機会を創出し、連携先の企業から

の満足度向上に繋がったことを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●理研鼎業との連携と産学連携を強力に推進する仕組みの強化 

理研鼎業と連携し産学連携に取り組むとともに、それを支え推進する仕組みの

整備・見直しを行ったことは、時流やニーズに適う産学連携を推進する取組で

あり、評価する。特に、共同研究契約書の標準書式を改定し公開したことは、

研究所の連携に関するポリシーを企業に対し明確に示すとともに、契約交渉の

迅速化にも貢献することが可能となった。また、新株予約権の取得は、研究成

果の事業化において重要な担い手たるベンチャーの成長発展を支援する重要
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法律」（平成 20 

年 法 律 第  63 

号）に 基 づき 、

研 究 所 の 研 究

成果について、

事業活動におい

て活用等する者

並 び に 民 間 事

業 者 へ の 移 転

及 び 共 同 研 究

のあっせん等に

より活用を促進

する者に対する

出 資 並 び に 人

的 及 び 技 術 的

援助（以下「出

資等」という。）

の業務等を行う

ことにより、研究

所 の 知 的 財 産

の管理・活用、

法人発ベンチャ

ーの育成・支援

の た め の 組 織

的な取組を強化

する。 

 

バリューチェーン化

等により、知的財産

権のライセンス活

動を強力に推進す

る。 

上記の実施に当た

っては、成果活用

等支援法人等への

出資等を通じて、基

礎研究の成果のい

ち早い社会的価値

への還元を図ると

ともに、多様な収入

源の確保による新

たな研究資金の確

保や、産業界との

組織対組織の連携

促進に資することを

目指す。出資等に

際しては、これらの

業務の推進に関す

る担当部署の必要

な組織体制や、外

部有識者の委員会

による審議体制を

構築し、出資等に

係る専門性・客観

性を確保する。 ま

た、出資後におい

ては、定期的に出

資先の事業計画の

進捗状況や経営状

況 等 の 把 握 を 行

い、これらを踏まえ

た必要な対応を適

時に行う。 

の知的財産権に関

心を持つことが考

えられる企業への

紹介・提案活動、ウ

ェブサイトを活用し

た情報発信等によ

り、ライセンス活動

を 強 力 に 推 進 す

る。同時に、これら

の活動や市場の状

況、実施許諾後の

実施状況から知的

財産としての価値

や費用対効果を継

続して検証し、権利

維持の必要性を見

直す等、効率的な

維持管理を行う。 

有機的連携を図るとともに、産学連携の取組を推

進する諸制度、規程類の整備、運用、見直しを絶

えず行い、総合的に研究所の研究成果の最大化

に向けた取組を推進した。 

理研の産業連携部は、産業連携と外部連携にか

かる制度の見直しや新たな企画を行い、さらに、

産学連携の共同研究組織の設置後の日常の研

究の進捗やそこで生じる課題の解決およびそこか

ら基礎研究課題が生まれる施策の企画、推進を

役割として明確にした。具体的には、民間企業及

び大学等との共同研究契約の標準書式の改定と

公開、ライセンス対価としての新株予約権の取得

に関する通達の制定、利益相反の観点をクリアに

しつつ民間企業への技術指導が可能となる新制

度の導入等、産学連携推進のための各種の仕組

みを整備・運用した。 

一方、理研鼎業は、共創部による企業連携、共同

研究部による共同研究組織の構築大型プロジェ

クトのマネジメントと知財の戦略的管理と移転、お

よび理研ベンチャーの創出と支援の 4 機能が One 

team で対外的な業務を行う組織として役割分担

を明確化し、業務効率の向上と機能の発揮を実

現することができた。 

 

●共創機能の強化 

理研-ダイキン工業健康空間連携プロジェクトにお

いて引き続きトップレベルでの協議を行い、令和 3

年度からのより強固な組織対組織の連携関係構

築の検討を行い実施に結びつけた。 

理研鼎業においては、理研と企業との組織対組

織の連携を構築・強化するための産業界との共

創会員制度を運用した。令和 2 年度は、新たに大

手企業 4 社と共創契約を締結した。また、中堅・中

小企業向けの共創活動として、理研と中堅・中小

企業が相互に理解を深め、継続的な交流を図る

ことにより新たな社会価値の創造を目指す共創の

場の形成を狙いとした「かなえ共創」（呼称）を創

設し、理研への技術相談や共同研究の相談への

機会を増やす工夫を行い、セミナーを開始した。 

 

●理研ベンチャーの認定とベンチャーに対する直

接出資 

起業意識の醸成を目的としたセミナーの開催や理

研ベンチャー候補や認定後企業からの要望に応

じた起業シーズや事業計画の発表・ブラッシュアッ

プのための機会やベンチャーキャピタル等の紹

介、公的資金獲得相談、知財戦略相談等の日常

的な起業相談支援を通じて、研究成果の事業化

促進のための活動を継続的に日常的な起業相談

なインセンティブとなると期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●共創機能の強化 

昨年に引き続き組織対組織の連携を強化し着実に実績を積み重ねていると評

価する。具体的には、理研鼎業において、理研と企業との組織対組織の連携

を構築・強化するための産業界との共創会員制度を引き続き運用し、さらに 4

社との新規共創契約を締結した。また、中堅・中小企業を主な対象とする C 層

の呼称を「かなえ共創」とし、理研への技術相談や共同研究の相談への機会を

増やす工夫を行い、セミナーを開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●理研ベンチャーの認定とベンチャーに対する直接出資 

起業セミナーの開催に加え、理研ベンチャー候補や認定後企業からの要望に

応じた起業シーズや事業計画の発表・ブラッシュアップのための機会やベンチ

ャーキャピタル等の紹介、公的資金獲得相談、知財戦略相談等を通じて、研究

成果の事業化促進のための活動を継続的に行ったことを評価する。また、研

究所自らが社会的価値の創出を共に目指す企業として理研数理に出資し、設

立に関与したことは、新たな研究成果の社会実装促進の取組に挑戦したもの

として高く評価する。 
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支援を行い、令和 2 年度は研究所の研究成果の

実用化を担う理研ベンチャーを新たに 4 社認定し

た。 

令和 2 年 10 月には、民間企業と共同で、令和元

年「科学技術・イノベーション創出の活性化に関す

る法律」改正以降、研究所として初めて、ベンチャ

ーに対する直接出資（研究所 25％、理研鼎業

25％、合計 50%）を行い、数理科学の社会展開に

よる課題解決を目指す理研数理を設立した。これ

により従来認定とその後の支援としていたベンチ

ャー制度に加えて、新たに、ベンチャーの育成を

重視することで、新たな社会構造で必須となる数

理モデルと社会と研究現場をつなぐことを可能と

した。 

また、実施許諾契約における一時金の対価とし

て、理研ベンチャー1 社の新株予約権を研究所が

取得した。 

 

●民間企業からの資金受入状況 

より強い特許の取得を目指す「特許強化費」、研

究開発成果の実用性の検証・向上を目的とした

「実用化支援ファンド」の運用や、ムーンショット型

研究開発制度の企画策定、JST 新技術説明会、

理研と未来を創る会セミナー・交流会といったイベ

ント、Web・メールマガジンによる情報発信、個別

企業への提案活動を強力に推進した。 

上記の結果、民間企業との共同研究等の受入額

は約 2,435 百万円、知的財産権の実施許諾契約

290 件、実施料等収入約 226 百万円となった。ま

た新株予約権を対価とする実施許諾契約を 2 件

締結した。 

 

●知的財産権の確保と効率的な維持管理 

積極的に知的財産権を確保する一方で、その価

値と費用対効果を検証し、令和2年度末時点で10

年以上保有している特許の実施化率は88.7％（令

和元年度実績 88.3％）を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●民間企業からの資金受入 

民間企業との共同研究による収入総額が増加し続けていることを評価する。 

また、ライセンス対価としての新株予約権取得の際に必要な手続きを定め、将

来における民間資金受入額の拡大の選択肢を広げる環境整備を行い、実際に

新株予約権を取得したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●知的財産権の確保と効率的な維持管理 

有効性や市場性を検証し、効率的な維持管理を行い、10年以上保有特許の実

施化率が令和元年度を超える実績を挙げたことは評価する。 

 

 

◯科学技術ハブ機能の形成と強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

大学との連携にあ

たっては、複数の

分野の研究者が

流動性を持ちなが

ら、組織的に連携

するハブとしての

機能を研究所が

大学、研究機関

や産業界と協働

し 、 研究所が科

学技術における

ハブの役割を担

い、研究開発の

ネットワークを形

イノベーションの創

出 を 推 進 す る た

め、引き続き、政府

関係機関移転基本

方針（平成 28 年 3

月まち・ひと・しごと

創生本部決定）等

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

●これまでに科学技術ハブ拠点を展開した九州

大学、広島大学、大阪大学、京都大学、名古屋大

学や産業技術総合研究所等との連携推進に加

え、新たな科学技術ハブ機能の形成に向けて東

北大学、沖縄科学技術大学院大学（OIST）等との

連携検討・施策を進めた。また、科学技術ハブの

効果を図るための指標として KGI（グローバルに

●以下の特筆すべき成果を挙げており、高く評価する。 
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中心となって構築

し、それぞれの強

みを活かしつつ組

織や分野の壁を

越えた融合研究を

展開する場を構築

することで、研究

所及び連携先の

大学による新たな

革新的研究シー

ズ の創出に つな

げるとともに、当

該 ハ ブ 機能 を 中

核として地方自治

体や地 域産業と

の連携を強化し、

成果の社会還元

につなげる。 

成及び強化する

ことにより我が国

の科学力の充実

を図るとともに、

イノベーションの

創出を推進する。

このため、従来型

の研究者間の個

別の共同研究に

よるつながりにと

どまることなく、高

い研究開発力や

産学連携能力等

を有する大学等

と組織対組織で

協働できる体制

を形成するととも

に 、 そ れぞれの

組織の強みを生

かした組織や分

野の壁を越えた

融合研究を実施

することで、革新

的な研究成果や

新たな基礎研究

のシーズを創出

する。また、クロ

スアポイントメント

制度等を活用し、

大学等の研究所

外とのネットワー

クを形成すること

で、 頭脳循 環を

図るとともに、若

手研究者や学生

等の人材育成を

図る。さらに、創

出した研究成果

の社会導出等を

図る た め、 産業

界、自治体及び

関連団体等との

連携により、連携

フォーラムやシン

ポジウムを開催

するとともに、産

学官の協働によ

る新たな共同研

究の実施を通じ

も踏ま えつつ、 大

学、研究機関や産

業界と協働し、研究

所が科学技術にお

けるハブを形成し、

その機能を強化す

る。 

九州大学、広島大

学、名古屋大学、

京都大学及びけい

はんな地区に形成

した科学技術ハブ

機 能 の 強 化 の た

め、これまでの検討

をもとに、研究テー

マの拡充を行う。ま

た 、大阪大学、 東

北大学、東京理科

大学について新た

に連携の展開を図

る。既存の及び新

規の科学技術ハブ

に資する研究テー

マの発掘を目的と

して、形成先機関と

合意がなされた場

合には、マッチング

ファンドによる機関

間の共同研究支援

を実施する。科学

技術ハブの効果を

計 る た め の 指 標

（KPI・KGI）を設定

し、年度末に KPI に

よる進捗確認を実

施する。 

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界

や大学との連携状況と、こ

れによる研究成果の社会

還元等の状況 

 

（モニタリング指標） 

・国内外の外部の研究機

関等との連携数、連携プロ

ジェクト数 

 

評価される研究拠点の形成、異分野融合に基づく

新研究領域創成等）と KPI（共同研究数、論文数、

競争的資金の獲得件数等）を設定した。KPI の実

績として令和 2 年度新たに科学技術ハブを起点と

した共同研究プログラムを含めて 59 件の共同研

究を展開、論文数 82 件、大型研究資金であるム

ーンショット型研究開発事業 3 件を含む競争的資

金 28 件等を展開した。 

 

●大学との組織的連携に関しては、九州大学に

加えて、広島大学、大阪大学及び東北大学との

科技ハブ意識の共有に基づき、異分野連携及び

新領域創成を目指した共同研究を推進するため

のマッチングファンドによる理研-◯◯大学科学技

術ハブ共同研究プログラム（共同研究プログラム）

を創設した。共同研究プログラムによる共同研究

は、令和 2 年度は 14 件が推進され、累計件数は

25 件、発表論文数は 14 件に達し、さらに、JST 創

発的研究支援事業『MRI・NMR の未来を担う「トリ

プレット超核偏極の材料化学」』等 2 件の外部資

金に採択されている。 

 

●これまでの 5 拠点（九州大学、広島大学、大阪

大学、京都大学、名古屋大学）に加え、東北大

学、OIST での科技ハブ機能形成の検討を開始し

た。海外はルクセンブルク大学、米国シンシナティ

小児病院との連携も進んでいる。さらに，九州大

学、東北大学にはそれぞれ大学執行部経験者及

び現役教員を科技ハブの特別顧問としてクロスア

ポイント等を利用して任命し、科技ハブの推進と

展開を進めている。 

 

●特に当初京都大学との連携で開始した数理創

造プログラムの拠点は令和2年度までに国内3大

学（京都大学／九州大学／東北大学）と海外

（ U.C.Berkeley ・ Lawrence Berkeley National 

Laboratory とドイツハイデルベルク大学）に展開し

た。令和 2 年度には新たに Lawrence Berkeley 

National Laboratory との連携はアメリカ国立科学

財団への宇宙物理学に関する国際共同研究セン

ター（Physics Frontier Center）設立の共同申請と

採択に発展している。さらに、全国の数理研究者

と産業界経済界を連携させるために、理研ベンチ

ャーと し て理 研お よ び 理研 鼎業が 共同出資

（50％）した理研数理をベンチャー企業として

JSOL とともに設立し、さらなる展開を進めている。 

 

●新たな大学・研究機関との連携は、連携先候補

毎に論文、共同研究、人材交流等のデータを整

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科学技術ハブの理念を共有しつつ、両組織全体で新たな連携の芽を発掘する

ため、公募形式のマッチングファンドによる共同研究プログラムを新たに 3 大学

と創設・運営したことは、新しい組織間連携の取組である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「科学技術ハブ」構想の下、国内の大学・研究機関との基本協定の締結や大

学等への科学技術ハブの設置により、新たな組織間連携の関係を構築してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社国際電気通信基礎技術研究所とのロボティクスプロジェクトにおける

研究連携、慶應義塾大学との信濃町キャンパスへの拠点設置による病院との
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て創出した研究

成果の社会導出

等を促進し、地域

産業の活性化に

資することを目指

す。 

なお、「政府関係

機関移転基本方

針」（平成 28 年 3 

月 22 日まち・ひ

と・しごと創生本

部決定）への対

応に つい ては、

平成 29 年 4 月公

表の年次プラン

に基づき推進す

る。 

理・共有の上、どの領域で連携するかの検討を進

めた。その結果、株式会社国際電気通信基礎技

術研究所との包括的な協定の締結、学校法人慶

應義塾との共創の推進に向けた覚書の締結に至

り組織関連携を推進した。 

 

●科学技術ハブの取組を以下のとおり推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【九州大学】 

これまでの 2 つの共同研究の成果により 6 件の異

分 野 連 携 を 展 開 し た 。 こ の 結 果 Nature 

Nanotechnology 等の質の高い論文誌に成果が掲

載されるとともに、NEDO『最適な加工システムを

構築するサイバーカットシステムを搭載した次世

代研削盤の研究開発』等の外部資金獲得に至っ

ている。令和元年度に引き続き令和 2 年度も大学

との組織間合意に基づく共同研究プログラムで新

たに 9 件（累計 20 件）の連携を展開し、理研内 8

研究センター、九州大学 9 部局に及ぶ連携を促進

した。 

令和 2 年度論文数 20 件 

JST/NEDO 等の競争的資金 2 件 

 

【広島大学】 

理研－広大科学技術ハブを起点として 31 件の共

同 研 究 に よ る 連 携 を 展 開 し た 。 そ の 結 果 、

SCIENCE ADVANCES 等の質の高い論文誌への

成果の掲載に至るとともに、科研費基盤 A『光合

成を基盤とした細胞内共生進化の初期における

宿主細胞の進化過程の解明』等の外部資金獲得

にも至っている。 

（人材交流） 

令和元年度から継続し、理研から 2 名がクロスア

ポイントメントで広島大学の教授及び特任教授の

ポジションを得て両機関をつなぐとともに、9 名の

学生及び研究者を理研側研究室に受入れて人材

交流を促進した。 

（新しい異分野連携等の推進） 

大学との合意により、共同研究プログラムを創設

し、異分野共同研究の促進に向けた準備を推進

した。 

（地域・近隣研究機関との連携） 

連携は協定・覚書を契機として具体的な連携活動に繋げた。 

 

 

 

 

 

●各科学技術ハブを起点として研究分野毎に以下のように外部機関とのネット

ワークを構築し、45 件の共同研究、4 件のサテライト設置に発展している。 

科技ハブ形成による共同研究からインパクトの高い論文を含め、48 報の論

文と大型共同研究プロジェクト 3 件を含め 13 件の競争的資金による研究プロ

ジェクトが生まれ、その中で学生および若い研究者も含めた人材交流も進んで

いる。また、多くの大学および研究機関からも科技ハブ形成の相談が寄せられ

るようになり、科技ハブが目指す研究ネットワークへの理解と期待も広がってい

る。これらの成果は、高く評価する。 

 

【九州大学】 

これまでの 2 つの共同研究の成果により 6 件の異分野連携が展開できている

ことに加え、共同研究プログラムにより、理研及び大学内の多数の研究センタ

ー・部局に及ぶ研究者を含んだ展開が図れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【広島大学】 

理研-広大科学技術ハブを起点として、広島大学内、近隣研究機関、県内企業

にネットワークが展開されるとともに、多様な分野との連携が展開できている。

クロスアポイントメントで大学の身分を有し、学生の研究室受入れにつなげるな

ど、研究室を移転しての取組の成果が現れている。また、共同研究プログラム

を創設し、新たな連携への展開に向けた取組もできている。 
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令和元年度から継続し酒類総合研究所、産業総

合研究所中国センター、広島県立総合技術研究

所、県内企業と連携し共同研究を推進し成果の特

許申請の検討に至っている。 

令和 2 年度論文数 6 件 

科研費等の競争的資金 4 件 

 

【大阪大学】 

データサイエンスを中心とする連携を推進するとと

もに、大学との組織間合意により共同研究プログ

ラムを創設し、5 件の連携を展開した。 

競争的資金 1 件 

 

【京都大学】 

京都大学に設置した理研-京大科学技術ハブ及

びそのもとに設置した理研-京大数理科学研究拠

点は、九州大学／東北大学／U.C.Berkeley／

Lawrence Berkeley National Laboratory の 4 か所

にサテライトを展開しさらに広がりを展開してい

る。また連携はハイデルベルク大学（ドイツ）にも

展開している。これらの成果により、科研費基盤 S

『クォークから中性子星へ：QCDの挑戦』等の外部

資金獲得に至っている。 

コロナ禍において、材料科学、生命科学、医学と

の数理連携に関するセミナー・ワークショップを 3

回開催し総勢 199 人の参加を国内外から得た。 

（新しい異分野連携等の推進） 

数理モデルの研究分野は社会・経済分野にも展

開し、京都大学総合生存学館の教育にも貢献し

ている。 

令和 2 年度論文 15 件 

科研費等の競争的資金 2 件 

 

【けいはんな地区 地域・近隣機関等との連携】 

けいはんな学研都市においてオンライン開催され

た「京都スマートシティエキスポ 2020」に出展し、

科学技術ハブ形成の取組、新型コロナウイルス感

染症に関する研究開発、革新知能統合研究セン

ター、ロボティクスプロジェクト、理研鼎業に関する

紹介を行い、外部機関とのネットワーク形成を推

進した。 

 

ロボティクスプロジェクトの研究活動拠点を近隣の

研究機関と連携を視野に入れてけいはんな地区

（株式会社国際電気通信基礎技術研究所）に整

備し、プロジェクトの体制を構築した。また今後の

研究の方向性について検討し、情報統合本部へ

移管するための調整を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大阪大学】 

データサイエンスを中心とした連携を推進しつつ、共同研究プログラムを創設

し、新たな連携への展開に向けた取組もできている。 

 

 

 

【京都大学】 

理研-京大数理科学研究拠点をハブとして東北大学材料科学高等研究所内、

九州大学理学研究院内にサテライトを設置するとともに、Lawrence Berkeley 

National Laboratory にも設置し、国内外 4 か所にネットワークを展開してい

る。 

医学との連携を推進するとともに、社会・経済学との融合連携にも着手するな

ど、異分野連携が着実に推進されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【けいはんな地区】 

ロボティクスプロジェクトの活動拠点を産学連携を視野に入れた適所に設置

し、早期に体制を構築するとともに研究の展開を見据えて適切な組織への移

管を図るなどトップダウンでのマネジメントが図れている。 
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【名古屋大学】 

当初イネの育種、ソルガム F1 育種に関する共同

研究の推進から開始した拠点の展開は、その後、

平成 30 年には画像解析システム開発、令和元年

には植物ホルモンシグナルの自在制御とその応

用等に広がり、令和 2 年度には名大 4 部局、他機

関10機関に展開している。この結果、Nature誌等

の質の高い論文誌への成果の掲載に至るととも

に、科技ハブ連携が起点となって、ムーンショット

型農林水産研究開発事業『土壌微生物叢アトラス

に基づいた環境制御による循環型協生農業プラ

ットフォーム』、『サイバーフィジカルシステムを利

用した作物強靭化による食料リスクゼロの実現』

に採択されるなど、連携の成果が外部資金獲得

につながった。また、卓越大学院の共同提案によ

り、2 人の理研の研究者が卓越大学院を兼務する

とともに、大学から常勤研究者１名を理研に受け

入れている。 

令和 2 年度論文数 7 件 

内閣府／JST 等の競争的資金 4 件 

卓越大学院による教員兼務数 2 人 

 

【東北大学】 

機関間連携を推進するため、「生命科学・物質科

学における計測」をテーマとする連携シンポジウ

ム、数理科学と量子材料を焦点とした連携ワーク

ショップを開催した。共同研究プログラムを創設し

令和 3 年度の共同研究課題 11 件を採択した。 

さらに、クロスアポイントメントによる東北大学の現

役教員の招聘により、東北大学との連携の強化を

進める体制が整った。 

東北大学においては、理研の光量子研究の強化

および数理さらに、東北放射光の設立とその後の

放射光科学に関する研究とその利用に関して

SPring-8 を中心としたリサーチリンケージ形成を

推進した。 

 

【沖縄科学技術大学院大学】 

理研研究者が連携大学院教員として学生を受け

入れること、学際性のある博士課程カリキュラム

の特徴であるラボローテーションに理研研究室を

組み込むことの合意形成を推進した。今後の研究

連携の具体化のためのシンポジウム実施を決定

した。 

 

【慶應義塾大学】 

共創に向けた連携・協力に関する覚書を締結し、

同大学信濃町キャンパスに研究拠点を設置し、大

学病院と連携した研究に向けた準備を進めた。 

【名古屋大学 植物育種】 

理研-名大科学技術ハブを起点として、名大 4 部局、国外（ケニア）を含む 10

機関に及ぶ研究者に連携が展開するとともに、大型外部資金にも繋がってい

る。 
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【株式会社国際電気通信基礎技術研究所】 

基本協定を締結し、ロボティクス、人工知能に関

する連携を推進した。ロボティクスは理研ロボティ

クスプロジェクトの活動拠点を同研究所に設置し、

具体的な研究連携に発展している。 

 

【国立研究開発法人との連携】 

産業技術総合研究所（AIST）との 5 年にわたる組

織的な連携研究構築（チャレンジ研究制度）によ

り、令和 2 年度は 7 件の共同研究が開始され、平

成 28 年以来 30 件の共同研究が発足した。令和

2 年度は推進している課題から、JST 未来社会創

造事業探索型『分子で実現する迅速育種技術』等

の外部資金を獲得した。 

令和 2 年度論文数 34 件 

内閣府/科研費/JST 等の競争的資金 14 件 

 

水産研究・教育機構との 4 年にわたる組織的な連

携からは、これまで連携して進めてきた養殖漁場

の環境評価の共同研究が、内閣府ムーンショット

型研究開発事業『地球規模の食料問題の解決と

人類の宇宙進出に向けた昆虫が支える循環型食

料生産システムの開発』の一部として採択され

た。 

内閣府等の競争的資金 1 件 

 

宇宙航空研究開発機構（JAXA）との基本協定に

基づく連携により、JAXA が推進する月探査等に

おける課題への技術シーズ提供や検討等を推進

した。 

 

 

 

 

 

 

 

●AIST、水産研究・教育機構等の国立研究開発法人との組織的な連携が JST

未来社会想像事業、内閣府ムーンショット型研究開発事業等の競争的資金に

結びつくなど大きく発展していることは評価する。 

 

◯産業界との連携を支える研究の取組 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

オールジャパン

で の 研 究 成 果

の 実 用 化 に 向

けた橋渡しへの

貢献として、健

康・医療分野に

おいても、研究

所の有する研究

基盤を横断的に

活 用 す る こ と

で、内外の革新

的シーズを実用

化するために必

健康長寿社会の実

現に資する連携を

促進するため、創

薬・医療技術基盤

プログラム及び予

防医療・診断技術

開発プログラムを

実施するとともに、

健康・医療データプ

ラットフォームの構

築を行う。 

創薬・医療技術基

盤プログラムでは、

創薬・医療技術基

盤プログラムでは、

低分子化合物、抗

体、核酸等の新規

物質や細胞医薬品

の候補の創成を目

指し、新たなテーマ

の導入を行うととも

に、シーズ探索段

階の創薬・医療技

術 研 究 に つ い て

は、1 件に関してリ

ード最適化段階に

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界

や大学との連携状況と、こ

れによる研究成果の社会

【創薬・医療技術基盤プログラム】 

●中長期計画に示した目標を達成するために、令

和 2 年度においては以下の 2 つの計数目標を設

定した。 

1)シード探索段階の創薬テーマ 1 件について、リ

ード（動物モデルで有効な化合物等で欠点を改良

すれば知財や開発品を創製できるもの）最適化段

階に進めること、2)創薬テーマ・プロジェクト 1 件に

ついて臨床試験へ進め医療機関へ導出、または

１件について企業へ導出すること。 

 

●シード探索段階の創薬テーマ 1 件をリード最適

化段階に進める目標については 5 件を進めること

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●シード探索段階の創薬テーマ 1 件をリード最適化段階に進める目標につい

て、目標を大きく超える 5 件を進めることができたこと、さらにこの 5 件を含む 7
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要な支援を行う

など、政府の関

係機関等と連携

しながら、革新

的 な 創 薬 や 医

療 技 術 の 創 出

につなげる取組

を推進する。 

各研究センターや

大学等で行われて

いる様々な基礎疾

患研究から見いだ

される創薬標的（疾

患関連タンパク質）

を対象に、医薬品

の候補となる低分

子化合物、抗体、

核酸等の新規物質

や細胞医薬品の候

補を創成し有効な

知的財産権の取得

を目指すとともに、

非臨床、臨床段階

のトランスレーショ

ナルリサーチを推

進し、これらを適切

な段階で企業や医

療機関等に導出す

る。このため、本プ

ログラムにマネジメ

ントオフィスを置き、

適切な専門人材を

配置し、各センター

等に設置する創薬

に関する基盤ユニ

ットを連携させ、リソ

ースの重点化や進

捗管理を効果的・

効 率 的 に 実 施 す

る。また、府省が連

携してアカデミア等

の創薬研究を支援

する取組等を通じ

て、大学や医療機

関との連携強化や

先端的技術を創薬

研究に展開するた

めの企画・調整を

行う。 

予防医療・診断技

術開発プログラム

では、研究所の各

センター等の様々

な基礎研究の成果

や研究基盤等と、

医療機関、企業等

の有するニーズを

進める。リード最適

化段階のテーマに

ついては、１件に関

して臨床試験へ進

め 医 療 機 関 へ 導

出、又は別の１件

に関して企業へ導

出する。また、大学

等の基礎的研究成

果を医薬品として

実用化に導くため

の研究開発を支援

する取組を通じて、

関係府省並びに関

係機関と連携して

アカデミア発の創

薬に取り組む。 

予防医療・診断技

術開発プログラム

では、予防医療・診

断技術の共同研究

等の取組を推進す

る。特に感染症を

迅速かつ高感度に

検出する核酸診断

システムの開発に

おいて、企業による

据置型システムの

実用化に適宜協力

するとともに、要素

技術の高度化に取

り組む。また、医療

機関や企業等の有

するニーズを探索

し、臨床現場に有

用な技術の共同研

究等を立案し、１件

以上の共同研究契

約を結ぶ。 

今年度は、医療機

関からのデータ収

集及びマルチオミッ

クスデータの取得、

並びに製薬企業等

が保有する創薬関

連のデータの取得

を進めて解析する

とともに、データの

統合技術の開発を

還元等の状況 ができ、計数目標 1 件を大きく上回る形で達成し

た。 

さらに上記 5 件を含む 7 件について、最終製品を

包含する特許の取得段階まで進めることができ

た。 

 

●創薬テーマ・プロジェクト 1 件について臨床試験

へ進め医療機関へ導出、または１件について企

業へ導出する目標については、3 件を臨床試験へ

進め医療機関へ導出、3 件を企業へ導出すること

ができ、計数目標 1 件を大きく上回る形で達成し

た。また当初「中長期目標期間において 4 件以上

を企業または医療機関に導出」を目標としていた

が令和 2 年度末時点で 7 件の導出となり、計画が

大幅に進展した。 

 

【特筆すべき事項】 

●本プログラムの臨床開発支援室を通じたプロジ

ェクトマネジメント支援により、「iPS 由来 NKT 細胞

を用いたがん治療プロジェクト」において令和 2 年

10 月に千葉大学医学部附属病院にて医師主導

治験を開始した。 

 

●本プログラムの臨床開発支援室を通じたプロジ

ェクトマネジメント支援により、「網膜変性症治療プ

ロジェクト」において令和 2 年 10 月に神戸市立神

戸アイセンター病院にて、世界初となる臨床研究

を開始した。 

 

●本プログラムからのプロジェクトマネジメント支

援等を通じ「癌遺伝子産物を標的とした抗癌剤テ

ーマ」、「COX 活性化による新規ミトコンドリア病治

療薬テーマ」、「人工アジュバントベクター細胞（子

宮頸がん）プロジェクト」において企業とのライセン

ス契約を締結。ライセンス料として合わせて約

4500 万円の知財収入を獲得し、理研全体の知財

収入に貢献した。 

 

●「COVID-19 特別プロジェクト」を立ち上げ、既存

薬の適応拡大と新規医薬品研究について 9 テー

マを推進した。既存薬の適応拡大はほぼ終了し、

「ナファモスタット吸入製剤」について、令和 3 年 3

月に第一三共株式会社にて国内第 1 相臨床試験

を開始した（※令和 3 年 6 月 15 日開発中止）。新

規医薬品研究では 2 件が最終製品を包含する特

許の取得段階に到達した。さらに実験結果や計算

結果を適宜公開し世界的な治療薬研究やワクチ

ン開発の支援を行った。 

 

件について、最終製品を包含する特許の取得段階まで進めることができたこと

は、高く評価する。 

 

 

 

 

●創薬テーマ・プロジェクト 1 件について臨床試験へ進め医療機関へ導出、ま

たは１件について企業へ導出する目標について、目標を大きく超える 6 件を進

めることができたこと、また当初目標としていた「中長期目標期間において 4 件

以上を企業または医療機関に導出」を前倒しで達成したことは、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

●本プログラムの臨床開発支援室を通じたプロジェクトマネジメント支援によ

り、iPS 由来 NKT 細胞を用いたがん治療プロジェクトにおいて、iPS-NKT 細胞

を頭頸部がん患者の腫瘍血管内に直接投与する世界初の治療法の医師主導

治験実施に貢献したことは非常に高く評価する。 

 

 

●本プログラムの臨床開発支援室を通じたプロジェクトマネジメント支援によ

り、網膜変性症治療プロジェクトにおいて、他人由来の iPS 細胞から作製した

網膜シートを網膜色素変性患者の網膜下に移植する世界初の臨床研究に貢

献したことは非常に高く評価する。 

 

 

●本プログラムからのプロジェクトマネジメント支援等を通じ、企業への成果移

転に向けて複数のテーマ・プロジェクトを着実に進展させ、ライセンス契約締結

に至ったこと、また理研の知財収入実績に貢献したことは、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

●プログラムディレクターのリーダーシップとプロジェクトマネジメント支援によ

り、新型コロナウイルス感染症に対する特別プロジェクトを即時立ち上げ研究

を推進し、１件を第 1 相臨床試験へ進めたこと、また 2 件について最終製品を

包含する特許の取得段階に進めたことは、高く評価する。 
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マッチさせ、臨床現

場で使える予防医

療・診断技術の共

同研究等の取組を

推進する。 

加えて、高度個別

化医療を実現する

ため、革新知能統

合研究センタ ーと

連携して、研究所

や連携する医療機

関から集めたデー

タ及び新たに取得

したマルチオミック

スのデータ、 製薬

企業等が保有する

創薬関連のデータ

を統合した健康・医

療データプラットフ

ォームを構築する。

機械学習や数理・

理論科学の手法を

活用して、個人の

疾患形態や将来の

変化を予測する推

論モデル（疾患予

測推論モデル）や

創薬プロセスの高

効率化、新規医薬

品等の創製に資す

る機械学習とシミュ

レーションを用いた

ハイブリッド創薬プ

ロセス提案システ

ムを開発する。さら

に、医療や創薬の

高度化を目指して、

疾患予測推論モデ

ルを基盤としたアル

ゴリズムや創薬プ

ロセスの提案を高

度化する最適化方

法論を開発する。 

外部機関と連携し

て進める。疾患予

測推論モデルやハ

イブリッド創薬プロ

セス提案システム

を開発するた め、

理論構築を進め、

プ ロ ト タ イ プ の 試

作・評価を行う。 

 

【マネジメント・人材育成】 

●戦略的な資源配分マネジメントのため、令和 2

年度には、プログラム推進会議を 6 回開催、また

研究総括担当理事を委員長とする運営委員会を

臨時含め 6 回開催し、新型コロナウイルス感染症

への緊急対応や研究テーマの優先順位付け、中

止等、本プログラムとしての戦略的判断が求めら

れる事項について適時判断を行うとともに、予算

執行や研究進捗をモニタリングし、予算配分に反

映した。また、効果的かつ効率的な研究開発を進

めるため、個別の研究テーマについては、テーマ

リーダーまたはマネージャーを中心としたプロジェ

クトマネジメントシステムにより適切な推進を行っ

た。 

 

●センター横断型のテーマの支援に従事する研

究系職員にインセンティブを与え、イノベーション

創出を加速するため、横断プログラムの実施に係

る報奨金制度により、研究開発ステージの進展に

特に貢献した 10 名に報奨金ならびに表彰状の授

与を行った。また、各センターにおかれる創薬基

盤ユニットにおいて創薬研究経験を持つ人材を育

てるため、企業あるいは医療界出身の経験を積

んだ人材である本プログラムのマネージャーがテ

ーマ・プロジェクト毎の会議や助言等を通して人材

育成を進めた。 

 

●大学等の基礎的研究成果を医薬品として実用

化に導くための研究開発を支援する取組である

「創薬支援ネットワーク」の構成機関として、意思

決定会議体である創薬支援ネットワーク研究会議

ならびに運営会議に参加、理研創薬・医療技術基

盤プログラムの経験を生かして実効性のあるネッ

トワーク形成に貢献した。 

 

 

【予防医療・診断技術開発プログラム】 

●予防医療・診断技術開発プログラムは「理研の

シーズを医療のニーズにつなげ、プロダクトを世

に送り出す」をコンセプトに、理研の研究主宰者と

の打合せを 6 回、医療現場の医師等との打合せ

を 66 回、企業関係者と 339 回の打合せを実施し、

9 件の横断型プロジェクトを提案した。加えてニー

ズ、シーズの調査をもとに立案した所内外連携の

プロジェクトを始動させるべく、企業資金や競争的

資金を積極的に獲得しており、その額は PMI の交

付金予算 69 百万円を大きく上回る 150 百万円に

上った。 

 

 

●プログラムディレクターのリーダーシップのもと、適時に的確な戦略的判断や

資源配分マネジメントが実施できる体制になっていることは高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●創薬支援ネットワークに主体的に参画し、低分子創薬支援機関の中核として

大学等の基礎的研究成果の社会への還元に向けた取組に貢献したことを高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●理研内のシーズ調査、医療現場・企業のニーズ調査を精力的に実施し、多

数の横断型プロジェクトを提案したことは、高く評価する。 
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●理研発の核酸感染症診断技術の実用化に向

けて以下の取組を進めた。検疫感染症研究として

令和元年度に開発し導出した新型コロナウイルス

の迅速検査プロトコールについて、地方衛生研究

所や大学病院、企業等と連携し、検査プロトコー

ルの普及に資する技術評価や技術指導を実施し

た。 

 

●バイオマーカーに関する研究において、「血液

がんを正確かつ簡便に診断するマーカーの発見」

がなされ、その知財化を支援した。また「子宮体が

んリンパ節転移予測診断マーカー」の企業導出を

進める連携を構築した。 

 

●核酸医薬創薬に資するオミックスデータベース

が製薬会社や規制当局等に広く利用されているこ

とを受け、データベースの維持発展を推進する研

究協力体制の構築や研究予算の確保等の支援

を実施した。 

 

●発展著しい最先端のオミックス医科学を大学病

院臨床医に普及するため大学院医学部の講義コ

ースを実施した。 

 

●令和 2 年度において 3 件の共同研究契約を締

結した。 

 

●令和 3 年度末で予防医療・診断技術開発プロ

グラムを終了する方針に沿って、37 件の共同研

究契約のプロジェクトマネジメントを行った。 

 

●本プログラムにおいては、スマートアンプ法を用

いた新型コロナウイルス等の感染症核酸診断技

術等数多くのプロジェクトにおいてその成果が企

業や臨床現場へ導出された。社会実装が進み企

業等が主体となって成果を活用する段階となっ

た。今後は予防医療・診断技術の産学連携も考

慮したコーディネーションに関しては、理研鼎業が

行うこととしたことから、本プログラムは令和 3 年

度をもって終了することを決定した。 

 

【医科学イノベーションハブ推進プログラム】 

●医療機関が収集した新型コロナウイルス感染

症患者の医療情報を解析し、予後を高精度に予

測するモデルを見出した。 

 

 

●ヒトとモデルマウスのトランスクリプトームデータ

 

●新型コロナウイルス感染症対策として、導出した技術が社会で利用されるこ

とに貢献したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●理研の技術を医療へつなげる着実な活動を評価する。 

 

 

 

 

 

●理研の成果が創薬現場において広く利用されていることを評価する。 

 

 

 

 

 

●最先端科学に従事するトップクラスの研究者を擁する理研が、社会のフロン

トエンドに立つ大学病院の医療の質向上に寄与していると評価する。 

 

 

●企業・大学等との横断プロジェクトを開拓し、共同研究契約を着実に成約さ

せていることを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●重症化する新型コロナウイルス感染症患者を早期に判別し、最適の医療を

提供するとともに、医療体制の逼迫を回避するため、医療機関が収集した新型

コロナウイルス感染症患者の医療情報を解析し、予後を高精度に予測するモ

デルを見出したことは高く評価する。 

 

●ヒトとモデルマウスのトランスクリプトームデータの緊密な統合解析から、ヒト
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の緊密な統合解析から、ヒトのアトピー性皮膚炎

病態を動物モデルに反映させ、複雑な病態の解

明と新規治療標的分子やバイオマーカー候補の

同定を進めた。 

 

●ヒト胎児心電図のデータから妊娠中の様々なイ

ベントを予測するアルゴリズムの開発に成功し、

発達障害の早期発見と予防に向けた重要な端緒

をつかんだ。 

 

●患者の変化を予測する推論アルゴリズムを開

発するため、数学と医学に通じた優れた学生 11

名（累計 22 名）を研究パートタイマーとして採用

し、5 名（累計 6 名）を研修生として受け入れ、研究

活動に参加させた。国際学会での発表や論文投

稿を行い、本研究領域で最先端の研究を担うこと

ができる人材の育成を図っている。 

 

●医療機関からのデータ収集及びマルチオミック

スデータの取得、並びに製薬企業等が保有する

創薬関連のデータの取得を進めて解析するととも

に、データの統合技術の開発を外部機関と連携し

て進めた。疾患予測推論モデルやハイブリッド創

薬プロセス提案システムを開発するため、プロトタ

イプの試作・評価を行った。 

 

●関節リウマチの症状を NMF（非負値行列因子

分解）により分解、層別化し、薬剤応答の違いの

要因となり得る患者ごとの病態変化パターンを明

らかにした。 

 

●深層学習と分子動力学（MD）計算を組み合わ

せることで、クライオ電子顕微鏡（cryo-EM）で計

測される立体構造データのみから、タンパク質の

運動性情報（柔らかさ）を直接抽出する新たな手

法の開発に成功した。 

 

 

●「富岳」による分子動力学計算により、約 2,000

種の既存薬から新型コロナウイルスの増殖を制

御する薬剤を探索することに成功した。この規模

での分子動力学計算による薬剤スクリーニングは

世界初。 

 

●世界最大規模の横断的がんゲノム解析と分子

シミュレーションにより、実際の患者に起きている

変異を計算機上に再現し、変異と変異が起こって

いるタンパク質やダイナミクスとの関係を明らかに

し、新たな発がんメカニズムを発見した。 

のアトピー性皮膚炎の新規治療標的分子の候補を複数見出したことは高く評

価する。 

 

 

 

●妊婦免疫活性化に伴う発達障害の生成に関して、胎児心電図を用いて量的

に予測できることを世界に先駆けて発見したことは高く評価する。 

 

 

 

●本研究領域に不可欠な医科学と数学を融合させて問題解決できる人材の雇

用と育成体制を継続して増強しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●データの収集・解析を進めるとともに、データの統合技術の開発を進める

等、順調に計画を遂行したと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●深層学習と分子動力学（MD）計算を組み合わせることで、クライオ電子顕微

鏡（cryo-EM）で計測される立体構造データのみから、タンパク質の運動性情報

（柔らかさ）を直接抽出する新たな手法の開発に成功した。タンパク質や DNA

等の生体高分子の運動性を解析する新たなアプローチを提供するものであり、

生命科学の進展や医薬品開発への貢献が期待できることから高く評価する。 

 

 

●新型コロナウイルス感染症への対応として、いち早く「富岳」による世界最大

規模の分子動力学計算により薬剤の候補を見出したことから高く評価する。 
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●本プログラムでは、医療データを取り扱うことか

ら、研究倫理教育を重視している。研究倫理教育

責任者が講師となり、定例会合の中で、個人情報

の適切な取り扱いについて、その精神や個人情

報保護データマイニング技術について講義を行っ

た。 

 

●人の臨床データを解析する研究に係る倫理審

査の結果は、速やかにホームページで公開し、透

明性を確保する体制を整えた。 

 

医科学イノベーションハブ(MIH)のデータサイエン

スの部分とロボティクスプログラムはともに情報分

野の研究として発展させることが重要であるという

観点から、令和 2 年度にその後の体制の検討を

行い、令和 3 年度から設置の情報統合本部の研

究組織として展開することになった。ロボティクス

は産学連携によるSociety5.0へのより早い展開が

必要なことから、産業界や ATR との連携も開始し

た。また、医科学イノベーションハブプログラムの

創薬シミュレーション部門に関しては、「富岳」によ

る創薬シミュレーションの展開が今後重要になる

ことから、令和 2 年度からは計算科学研究センタ

ーで展開を図ることとなった。 

 

●医療データを取り扱うにあたり適切な教育体制を構築している。また、人を対

象とする研究の実施にあたり透明性を確保する体制を確保しており、順調に計

画を遂行したと評価する。 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(4)】 持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

科学技術イノベ

ーションの実現

のためには、新

たな研究領域を

開拓・創成し、イ

ンパクトのある

新しい革新的研

究シーズを創出

していくことが重

要である。 

このため、研究

開 拓 研 究 本 部 で

は、様々な分野で

卓越した研究実績

と高い指導力を持

つ研究者が研究室

を主宰する。喫緊の

課題や短期的なミッ

ションにとらわれる

ことなく、研究分野

の違いや組織の壁

等の制約なく互いに

研究室主宰者がそ

れぞれの専門の研

究を様々な視点、

技術等を活用して

推進するとともに、

新しい研究領域や

課題の創出につな

がる基礎的研究を

推進する。特に国

際協調による物理

分野の高精度計測

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・新たな科学の開拓・創成

●本部長裁量経費制度により、研究室やセンター

を跨ぎ、分野横断的な発展が期待できる研究につ

いて積極的な支援として以下の 4 課題に対し支援

を行い、新領域開拓を推進した。 

・細胞内合成化学と放射線化学を融合したインビ

ボ合成セラノティクスの開拓（田中生体機能合成化

学研究室、RNC 核化学研究チーム） 

・マルチスケール・バイオプリンタおよびその新造

形技術アプリケーション開発（大森素形材工学研

究室、伊藤ナノ医工学研究室） 

・動物と植物に共通した温度適応におけるゲノム・

●本部長裁量経費制度により、開拓研究本部内にとどまらない組織・分野融

合的な研究課題を多数支援したことを評価する。 
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分野を問わず、

卓越した研究実

績と高い識見及

び指導力を有す

る 研 究 者 に よ

る 、 豊 か な 知

見・想像力を活

かした研究開発

や、研究所内の

組織・分野横断

的な融合研究を

実施し、新たな

研 究 領 域 の 開

拓・創成につな

げる。 

この取組を進め

る に あ た っ て

は、研究者の分

野を超えた取組

を強化し、各研

究 開 発 の 目 標

設定と進捗管理

をそれぞれの課

題の科学的・社

会 的 意 義 等 に

照らし厳格に行

い、諸情勢に鑑

み 対 応 の 重 要

性・必要性が生

じた課題に対し

て機動的かつ重

点的に取り組む

と と もに 、 必 要

性・重要性が低

下したものは廃

止を含めた見直

しを行うなど、不

断の改善に取り

組む。 

 

影響を与えながら、

所内外の研究者・

研究組織と協力し

て研究を行うことに

より、抜きん出た基

礎研究成果を生み

出すとともに、新し

い研究領域や課題

を見出すことにより

新たな科学を創成

することを目指す。

そこには社会の中

での科学の在り方

や基礎研究の成果

を応用に活かす長

期的展開も視点に

入れる。 

技術の革新を実施

する。 

の取組状況と、これによる

革新的シーズの創出等の

成果 

等 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、卓越した研究実績

と高い識見及び指導力を

有する研究者（主任研究

員）の活動状況 

等 

エピゲノム変化の解析（武石多感覚統合神経回路

理研白眉研究チーム、関植物エピゲノム制御研究

室） 

・量子技術研究開発のためのマイクロ波関連装置

整備（川上浮揚電子量子情報理研白眉研究チー

ム、石橋極微デバイス工学研究室、CEMS 量子電

子デバイス研究チーム） 

 

●新型コロナウイルス感染症の影響により海外渡

航、外部機関への転入出等が困難となった研究員

を対象に、渡航手続き費用や人件費を支援する制

度を設置。研究員が安心して研究に取り組むこと

ができる環境を整えるとともに、国際的な人事交流

を支援した。 

●理研研究員会議を積極的に支援し、全理研に所

属する研究者が参加する交流会「異分野交流の夕

べ」をオンラインで開催した。事業所の垣根を超え

た環境を構築し、異分野交流を促した。 

●玉川徹主任研究員らが JAXA と国際宇宙ステー

ション（ISS）きぼう実験棟にて運用している全天 X

線監視装置「MAXI」の運用延長審査が行われ、X

線観測において十分な成果を出していることから、

3 年間の運用延長が認められた。 

また ISS 上での NASA が運用するＸ線観測望遠

鏡「NICER」と MAXI が ISS 上で情報リンクを行い、

自動追尾する計画が決定し、令和 4 年からの運用

開始を予定している。 

●新宅博文理研白眉研究チームリーダーらは全反

射蛍光顕微鏡とマイクロ送液装置を組み合わせる

ことで、ガラス基板上で位置情報を保ったまま遺伝

子配列を読み取る次世代シーケンサーを独自開

発。これにより、遺伝子発現の細胞内局在解析

や、抗体に DNA バーコードを結合させることでタン

パク質局在をバーコードの数だけ同時計測するこ

とが可能になり、医学・生物学研究の空間分解能

を飛躍的に高めることに貢献すると期待される。 

●坂井南美主任研究員らは化学的分析手法を用

いて宇宙観測を行う「星間化学」ともいうべき領域

を開拓。恒星に成長する前の原始的な天体が、惑

星形成の元となるリング構造を持つ可能性を示し

た。惑星は恒星の形成後に作られるという古典的

惑星形成論に大きな疑問を提示する成果。 

●田中克典主任研究員らはがんを発症したマウス

のがん細胞内で選択的に抗がん活性分子を有機

化学合成し、マウスのがんを副作用・再発なしに治

療することに成功。本成果は副作用の少ない次世

代治療戦略「生体内合成化学治療」を開拓し、実

用化を進める。 

●フランコ・ノリ主任研究員、石橋幸次主任研究員

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症の影響により研究の遅延が懸念される中、研

究環境の維持に努め、国際連携を推進する制度を構築したことを評価する。 

 

 

 

 

●これまでは事業所ごとの活動が主であった理研研究員会議による集会

を、事業所やセンターを超えて交流できるよう制度を拡大したことを評価す

る。 

 

●研究室主宰者が卓越した基礎研究の成果をもとに所内外の研究者や研

究組織と協力して応用や実用化に向けた研究を展開していることは、新たな

科学の開拓・創成につながる可能性がある活動であることを評価する。 
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らは電子スピンによる熱機関の挙動を模擬的に再

現。熱から動力を生み出す熱機関とその逆の過程

の熱機関に量子重ね合わせが現れることを示し

た。エンジンと冷凍機に相当する二つの熱機関を

高速で切り替えるなど、従来の古典熱機関では実

現し得ない技術の開発につながると期待。 

●岩崎信太郎主任研究員らは、リボソームが RNA

からアミノ酸を翻訳する際、どこの RNA 上で渋滞す

るか読み取る手法を開発。渋滞の位置をヒト細胞

の全ゲノムで特定し、さらに渋滞を防ぐメカニズム

を解明。タンパク質発現の視点からセントラルドグ

マ研究を開拓。 

●主任研究員のこれまでの成果が認められた事

例として、坂井南美主任研究員が天文学と化学を

融合した新たな分野の開拓により多様な太陽系外

惑星系の起源や、惑星系形成の解明につながる

革新的な成果を挙げ「第 2 回輝く女性研究者賞（ジ

ュン アシダ賞）」を受賞した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●この受賞は、当該主任研究員の長年の取組によって得た成果であり評価

する。 

◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

科学技術イノベ

ーションの実現

のためには、新

たな研究領域を

開拓・創成し、イ

ンパクトのある

新しい革新的研

究シーズを創出

していくことが重

要である。 

このため、研究

分野を問わず、

卓越した研究実

績と高い識見及

び指導力を有す

る 研 究 者 に よ

る 、 豊 か な 知

見・想像力を活

かした研究開発

や、研究所内の

組織・分野横断

的な融合研究を

実施し、新たな

研 究 領 域 の 開

拓・創成につな

げる。 

国家的、社会的要

請に応える戦略的

研究開発の候補と

なり得る融合的か

つ横断的な研究開

発課題を、研究所

内外の優秀な研究

者を糾合して経営

戦略に基づき実施

する。研究開発課

題毎に研究の評価

を適時行い、国際

的な研究開発の動

向も含めて厳格に

見直し、新たな研究

領域の開拓を行う。 

 

エピ ゲノム操作技

術による疾患等の

生命機能の包括的

理解と制御（エピゲ

ノム操作プロジェク

ト）、バイオ産業の

振興に資する微生

物―宿主共生系の

総合的な理解と活

用（共生生物学プロ

ジェクト）、オープン

サイエンスの実践

のための環境整備

（オープンサイエン

ス 事 業 ） を実 施 す

る。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、組織・分野横断的

な融合研究の実施件数 

等 

【エピゲノム操作プロジェクト】 

●エピゲノムの研究成果として、開拓研究本部眞

貝細胞記憶研究室は、精神ストレスによるエピゲノ

ムの変化が生殖細胞を通じて遺伝し、次世代の代

謝系遺伝子の発現に変化を与えることを解明。本

成果は親の環境要因と子供の成人病等の疾患発

症の関係の理解に寄与し、生活習慣病等の発症

予防に貢献すると期待。 

 

【共生生物学プロジェクト】 
●共生生物学の研究成果として、環境資源科学研

究センター植物免疫研究グループは、植物がキノ

ン化合物を認識する受容体を発見。キノン化合物

はほぼすべての生物が有する有機化合物で、穀

物の収穫量を大幅に減らす寄生植物「ストライガ」

が宿主の認識に用いることから、その寄生機構の

理解とその防除に貢献すると期待。 

 

【オープンサイエンスの推進】 
●データ科学基盤のストレージ領域等を活用して

研究データを管理するためのシステム開発を行っ

た。さらに、理研メタデータベースや業績登録シス

テムとの連携に必要なシステム開発を実施する

等、オープンサイエンスに資する情報基盤の構築

に取り組んだ。 
 

●2 件の横断プロジェクトを実施し、研究成果を生み出していることを評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●オープンサイエンスの実現に向けて、研究データ管理システムの基盤構

築に加えて、研究分野や組織に即したガイドラインを策定したことは、ソフト、

ハードの両面で重要な取組であり評価する。また、特に生命科学分野におい

て、着実にメタデータ付与を進めたことに加え、画像データに関する研究者

のデータ利活用に資する国際標準の策定に貢献したことは顕著な成果であ

り高く評価する。今後は、理研全体の取組として、幅広い分野でのオープン

サイエンスの浸透・実践に向けて継続した取組が重要である。 
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この取組を進め

る に あ た っ て

は、研究者の分

野を超えた取組

を強化し、各研

究 開 発 の 目 標

設定と進捗管理

をそれぞれの課

題の科学的・社

会 的 意 義 等 に

照らし厳格に行

い、諸情勢に鑑

み 対 応 の 重 要

性・必要性が生

じた課題に対し

て機動的かつ重

点的に取り組む

と と もに 、 必 要

性・重要性が低

下したものは廃

止を含めた見直

しを行うなど、不

断の改善に取り

組む。 

●令和元年度に策定した理研データポリシーを踏

まえ、研究センター等毎の詳細なデータガイドライ

ンの策定を先導し、ポータルサイト上で公開した。 
 

●生命科学分野において、各研究室の保有する研

究データにおけるメタデータの拡充・統合を進める

とともに、特に顕微鏡関連の画像データ様式の標

準化に関し、国際コンソーシアムへの参画や共同

提言が国際誌に掲載されるなど国際的なデータ標

準化に貢献した。 

 

◯共通基盤ネットワークの機能の構築 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

研究所内の共通研

究基盤施設・機器

等の存在や利用方

法等を可視化し、研

究所の研究資源利

用 の 効 率 化 を 図

る。研究所には国

家的、社会的要請

にこたえる 戦略的

研究開発の推進に

おいて整備された

共通研究基盤とな

る施設・機器等があ

ることに鑑み、本来

の事業に 支障なく

所内での利用が可

能となるシステムを

構築する。 

共同利用機器運営

協議会を運営し、前

年度導入した研究

所共通研究基盤施

設・機器等ポータル

サイトの改善、維持

管理運営業務を行

うとともに、研究所

外への展開の可能

性を検討する。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

 

●本部長の下に、共同利用機器運営協議会を運

営し、研究所共通研究基盤の利用支援にかかるポ

ータルサイトを運用した。ポータルサイトと事務情

報基盤データベース（組織・人事）との自動連動、

および統合認証基盤との連携等のバージョンアッ

プを行い、利用者のニーズに合わせた改善・維持

管理を行った。また慶應義塾大学信濃町キャンパ

スとの科学技術ハブ連携に合わせ、理研が導入し

ているポータルサイトシステムを用いて、機器一覧

情報を共有できるよう調整を進めた。 

 

●ポータルサイトの運用により共同利用機器の利用を支援し、一層の利用

促進のためのバージョンアップや、利用者のニーズに合わせた改善・維持管

理体制を評価する。 
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【Ⅰ-２】 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

181 

2,184 

 

227 

2,239 

 

145 

2,456 

    

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

1,170 

191 

 

1,119 

194 

 

1,182 

201 

    

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

322 

128 

 

318 

230 

 

302 

153 

    

※「論文数」には、本評価項目で評価を行う組織間の重複が含まれ得る。 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 
44,879,160 48,568,861 44,152,549     

決算額（千円） 47,829,887 46,594,186 46,067,071     

経常費用（千円） 46,725,144 48,591,213 46,670,958     

経常利益（千円） 457,931 △756,908 △707,678     

行政コスト（千円） - 57,177,258 49,742,672     

行政サービス実

施コスト（千円） 
38,042,565 - -     

従事人員数 1,823 1,853 1,828     
 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定 S 

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、科学技術

基本計画をはじめ

とする国家戦略等

に挙げられた国家

的・社会的な要請

に対応し、以下に

示す研究開発領域

において、戦略な

研究開発を行い、

優れた研究開発成

果の創出及びその

最大化を目指す。

各領域において定

める目標を各領域

において定める目

標を達成するため

に、研究所は、国

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、研究所全

体の運営システム

の下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を 推 進 す る と と も

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以

下の研究開発を実

施する。 

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、科学技術

基本計画等の国が

取り組むべき課題、

政府戦略等の達成

に向け、以下の研

究開発を推進する。 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦

略的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開

発成果が創出されている

か。また、それらの成果の

社会還元を実施できている

か。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（業務実績総括） 

【革新知能統合研究、数理創造研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、

外部連携等の優れた取組を実施した。 

・革新知能統合研究：他機関と 56 件の共同研究及び

連携センター等による企業と 30 件の共同研究を実施

するとともに、AI 研究開発ネットワークの中核機関とし

て、産総研、NICT と連携し国内外への情報発信を実

施した。 

・数理創造研究：理研、理研鼎業、株式会社 JSOL か

らの出資で理研数理を設立し、企業との数理連携研

究の促進を開始した。また、カリフォルニア大学バー

クレー校物理学科内にて”iTHEMS バークレー拠点”

居室整備を開始、京大思修館との連携に基づく経済

ネットワークの数理構造に関する共同研究開始等、

国内外のサテライトオフィスの拡大や大学との連携を

進めた。若手研究者によるワーキンググループを新

たに 4 つ発足させ（合計 14）理研内外を繫ぐオンライ

ンセミナー等を開催し、活発な情報交換と研究活動を

 

以下により、各センター等における効果的・効率的な研究マネジメントを

図りつつ、研究開発成果の最大化に向けて、特に顕著な成果の創出等

を行ったと認め、S 評定とする。 

 

（マネジメント、人材育成、外部連携等） 

●先端技術の共有を推進するための技術基盤プラットフォームの強化

等、センター内外の連携体制を強化するとともに、各センターの特徴・

課題を踏まえ、海外を含む多くの研究機関と戦略的連携体制を構築し

た。さらに、企業との連携センターや共同研究チーム等により、多くの

企業との共同研究を推進した。また、各研究分野の特性等を踏まえた

センター独自のプログラムや制度によって、若手研究者の育成やキャ

リアパスャリアパス支援、人材交流等を実施することで、国際的な頭脳

循環における重要な役割を担った。 

 

（研究成果の創出） 

●数理科学や情報科学分野では、深層学習理論に強いインパクトを与

える成果のほか、水・土砂災害情報を衛星画像から推定する技術やヒ

ト呼吸器管内でのインフルエンザウイルス感染に新たな数理モデルを

提唱するなど、社会課題解決に結びつく成果を創出した。 
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家 戦 略 等 を 踏 ま

え、新たな知見の

創出から研究成果

の最終的な社会へ

の波及までを見据

えた主要な研究開

発課題を領域毎に

設定し、その進め

方及び進捗に応じ

て見込まれる成果

等について、中長

期計画及び年度計

画において定める

こととする。 

これらをもとに、各

領域において、３．

１に示した研究所

全体の運営システ

ムのもとで、年度ご

とに各研究開発の

進捗管理・評価とそ

れらを踏まえた改

善・見直しの実施、

研究所内の組織横

断的な連携の活用

等の取組を行うとと

もに、各領域に応じ

た個別の研究開発

マネジメントを実施

し、研究開発成果

の 最 大 化 を 目 指

す。 

実施するなど、国内外の機関と人材交流を促進し、国

際的な頭脳還流プラットフォームを構築した。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出し

た。 

・革新知能統合研究：従来技術では達成困難であっ

た浸水深度や堆積土砂深度等の詳細な水・土砂災害

情報を衛星画像から瞬時に推定する技術を開発し

た。また、可逆ニューラルネットワークの方法論を構

築し、一般的な可逆関数の集合に対して万能近似能

力を持つことを初めて証明するとともに、深層学習の

忘却を回避できる実用的なアルゴリズムの開発等、

機械学習を飛躍的に進展させる基盤技術等を開発し

た。 

・数理創造研究： ヒト呼吸器管内でのインフルエンザ

ウイルス感染に新たな数理モデルを提唱し、感染に

対する移流効果の評価を可能にした。また、ブラック

ホールの形成段階から蒸発の効果を直接的に取り入

れた理論的解析を行い、「物質の量子力学の効果を

含むアインシュタイン方程式」の新しい量子ブラックホ

ール解を発見した。 

 

【生命医科学研究、生命機能科学研究、脳神経科学

研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、

外部連携等の優れた取組を実施した。 

・生命機能科学研究：新規プロジェクト 1 つを立ち上

げ、合計６つのセンター内横断プロジェクトを実施し、

多様な研究分野の垣根を越えて連携を強化した。 

・生命医科学研究：新型コロナウイルス感染症克服に

向け、11 のプロジェクトを実施。重症度と関連する菌

叢解析のための基盤構築や治療薬候補となりうる複

数の中和抗体を開発した。また、新型コロナウイルス

感染症及び将来発生が予想される感染症への対応

を迅速に行うため、BSL-3 施設を整備し、一部運用を

開始した。さらに、慶應義塾大学との連携プロジェクト

においては、前述の中和抗体取得につなげるなど、

外部連携を通じて優れた研究成果を創出した。 

・脳神経科学研究：Career Development Program とし

て外部ポジション獲得めざしたメンタリングを 1 年を通

じて行い、1 名が大学への転出に結び付いた。またそ

の他の人材には大学における通年講義等教育実績

を積む機会を提供した。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出し

た。 

・生命医科学研究：生命活動に必須の分子である脂

質の構造を世界で最も広範囲かつ高精度で捉える

「革新的なノンターゲットリピドミクス解析技術」を開発

 

●ライフサイエンス分野では、脂質多様性を解明したほか冬眠様状態

を人工的に再現することに成功、また新しさのタイプを判別する脳の仕

組みを解明するなど、ヒトの生物学的理解及び疾患の機構解明や予

防・治療法開発に貢献し得る成果を創出した。 

 

●また、植物におけるキノン化合物の認識に関与する細胞表面の受容

体の発見や量子力学的な創発電磁場の原理で働くインダクタを世界で

初めて実証、一般相対性理論を高い精度で検証することに成功、重イ

オンビームを用いてワムシの改良を行うなど、社会的課題、学術的課

題等の解決に向けた様々な成果を創出した。 
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した。また、日本人約 18 万人の DNA を解析し、体細

胞モザイクががん化に影響を与え、血液悪性腫瘍で

は発症前に変化することを明らかにするとともに白血

病発症に関連する日本人特有の変異を同定した。 

・生命機能科学研究：冬眠をしない動物に冬眠様状

態を人工的に再現することに成功し、ヒトでの人工冬

眠の研究開発が進み臨床応用への発展が期待され

る。また薬剤耐性進化の過程をハイスループットに解

析できる「進化実験ロボット」を構築し、微生物の大規

模進化実験に成功、機械学習により薬剤耐性進化を

特徴づける状態量の抽出に成功した。 

・脳神経科学研究：新しい環境におかれた際の「環境

的新奇性」と新しい個体に遭遇した際の「社会的新奇

性」の情報が異なる神経回路で処理されることを発見

し、脳のメカニズムを解明した。また、異生体内のプリ

オンタンパク質の特定構造が、種間でのプリオン感染

性が低い現象「種の壁」を制御していることを解明し

た。 

 

【環境資源科学研究、創発物性科学研究、光量子工

学研究、加速器科学研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、

外部連携等の優れた取組を実施した。 

・環境資源科学研究：次世代人材育成の取組として、

CSRS Graduate Student Training Program という大学

院生教育プログラムを立ち上げ、大学院生を対象に

オンライン講義を実施した。また、日本ゼオン株式会

社及び横浜ゴム株式会社と連携し、バイオモノマー生

産研究チームを新たに立ち上げ、バイオブタジエンの

微生物生産及びバイオポリブタジエンの実現を目指し

た研究を実施した。 

・創発物性科学研究：東京大学、中国清華大学に若

手研究者主宰の連携研究室を設置し、大学・研究所

間の頭脳循環を活発に行い、人材及び研究の交流を

強力に推進した。若手人材育成として、シニア研究者

のメンターシップのもと、研究チームを主宰する統合

物性科学研究プログラムを実施、新規 UL を採用した

(令和 3 年 4 月着任)。超伝導量子コンピュータ研究開

発の中核拠点となる「量子コンピュータ領域」をセンタ

ー内に創設し、センター内の体制を強化するとともに

令和 3 年 4 月の新研究センターの創設を加速した。 

・光量子工学研究：株式会社堀場製作所と技術交流

会を開催し、共同研究に発展するよう交流を推進し

た。理研内では、エンジニアリングネットワークに広く

参画し、その推進に大きく貢献したほか、年間 500 件

以上の研究工作支援を実施した。さらに生細胞超解

像イメージング研究チームの開発した超解像共焦点

ライブ顕微鏡（SCLIM）を理研全体での生命科学研究



 

43 

に活用できるよう共同利用機器に登録し、共用利用

の体制を整備した。 

・加速器科学研究：迅速なセンターにおける課題解決

を目的に部長、室長が参加する「室長会議」を新設

し、各室の現状共有、現在抱えている疑問・質問を自

由に議論できる場として設定し、透明性の高いセンタ

ー運営を実施した。国際公募による利用課題選定委

員会を開催し、施設利用者数は延べ 233 名であった。

RIBF 新施設のユーザ利用時間は 584 時間で、インパ

クトの高い実験を多数実施することができた。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出し

た。 

・環境資源科学研究：寄生のメカニズムを理解する上

で極めて重要となる、植物におけるキノン化合物の認

識に関与する細胞表面の新しい受容体を世界で初め

て発見した。また、飲料水の汚染、湖沼の富栄養化

や赤潮を引き起こす原因となる硝酸イオンを無害化

するモリブデン触媒の中間体を検出し、生体酵素と類

似した立体構造を有していることを解明した。  

・創発物性科学研究：ファラデー以来の古典電磁気学

の電磁誘導に基づくコイル構造のインダクタをナノス

ケールのらせんスピン構造で置き換え、量子力学的

な創発電磁場の原理で働くインダクタを世界で初めて

実証した。半導体骨格に 2 種類の分子を組み合わせ

た高分子材料「pNB-Tz」を開発し、過去最高値の熱

電変換特性を実現したほか、薄膜中での分子配向の

制御が高性能な熱電変換材料の開発に有効であるこ

とを明らかにした。シリコン量子ドット中の電子スピン

を用いて、電気的雑音の影響を低減する 2 スピン制

御の方法を開発し、世界最高精度となる、99.6％のス

ピン交換操作を実現した。 

・光量子工学研究：新型テラヘルツ波発振器のバック

ワードテラヘルツ波発振を高性能化・実験的に光注

入効果によるテラヘルツ波出力を約 1000 倍増強、発

振閾値を 63%低減し、励起光源の小型化や消費電力

の低減に大きく貢献した。また 18 桁の精度（百億年に

一秒のずれに相当）をもつ可搬型光格子時計の開発

し、一般相対性理論を従来の衛星を使った実験に迫

る精度で検証することに成功した。 

・加速器科学研究：重イオンビームを用いた品種改良

技術で、これまでにない大きいサイズでかつ増殖の

良いワムシ（水産養殖飼料の動物プランクトン）の作

出に成功し、養殖現場への導入により成魚の生産性

向上が期待される。また、理研 AVF サイクロトロンと

新開発の高速化学分析装置を用いて、104 番元素ラ

ザホージウムの 1 原子を沈殿させることに成功し、超

重元素の化学的性質の解明の端緒とすることができ

た。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(1) 革新知能統合研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

ICT の発展に伴い、

IoT や人工知能技術の

利活用が進む中、我

が国が世界に先駆け

て「超スマート社会」を

実現し、ビッグデータ

等から付加価値を生

み出していくことが求

められている。このた

め、深層学習の原理

の解明に向けた理論

の構築や、現在の人

工知能技術では対応

できない高度に複雑・

不完全なデータ等に適

用可能な基盤技術の

実現に向けた研究を

推進するとともに、これ

らの基盤技術も活用

し、再生医療等の我が

国が強みを有する分

野の科学研究の更な

る強化及び防災等の

国内の社会課題の解

決に資する研究成果を

創出する。また、人工

知能技術等の利活用

にあたっての倫理的、

法的、社会的問題につ

いて研究・発信する。こ

れらを通じて、高度な

研究開発人材等の育

成を行う。その際、関

係省庁、機関及び民間

企業と緊密に連携し、

世界的な動向を踏まえ

ながら、これらの取組

を着実に進める。 

ICT の利活用による「超

スマート社会」の実現の

ため、政府がとりまとめ

た「人工知能技術戦略」

に基づき、関係府省、機

関及び民間企業と連携

しながら、グローバルな

研究体制の下、 

①汎用基盤技術研究と

して、革新的な人工知

能等の基盤技術の構築

に向けた研究開発を推

進するとともに、 

②目的指向基盤技術研

究として、これらの基盤

技術も活用することによ

り、我が国が強みを持

つ科学技術分野の強化

及び社会的課題の解決

を図る。 

また並行して、技術の進

展が社会にもたらす影

響や人工知能と人との

関係についての洞察を

深めることも重要であ

り、 

③社会における人工知

能研究として、人工知能

技術等の利活用に当た

っての倫理的、法的、社

会的問題について、世

界的な動向を踏まえな

がら研究及び情報発信

を行う。 

加えて、ICT に係る知見

や技術を理解し、課題

解決に結びつける人材

の育成も不可欠であり、 

以下の 3 つの分野の研

究開発に引き続き取り組

むとともに、特に、「AI 戦

略 2019」に基づき、AI の

説明可能性やロバスト

性向上など、Trusted 

Quality AI やその他の基

盤技術の研究開発に取

り組む。 

①汎用基盤技術研究 

深層学習等の原理の解

明に向けた理論研究等

を推進するとともに、完

全な正解ラベルが得ら

れない状況でも精度よく

学習できる限定情報学

習技術等の次世代ＡＩ基

盤技術の開発に取り組

む。また、人間が理解で

きるロバストな深層学習

手法の開発等に資する

理論研究に取り組む。 

②目的指向基盤技術研

究 

医療、バイオ、ものづく

り、新材料、防災・減災、

境域、知識ベースなどの

分野において、機械学習

の新しい基盤技術を実

装した解析システムを開

発するとともに、AI 技術

により、我が国が強みを

有する分野の科学研究

の加速に取り組む。ま

た、ロバスト性の高い医

療 AI 開発等に取り組

む。 

③社会における人工知

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に

挙げられた、我が国や社

会からの要請に対応する

ための研究開発を、中長

期目標・中長期計画等に

基づき戦略的に推進でき

ているか。 

・世界最高水準の研究開

発成果が創出されている

か。また、それらの成果

の社会還元を実施できて

いるか。 

・研究開発成果を最大化

するための研究開発マネ

ジメントは適切に図られ

ているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領域

における主要な研究開発

課題等を中心とした、戦

略的な研究開発の進捗

状況 

・世界最高水準の研究開

発成果の創出、成果の社

会還元 

・研究開発の進捗に係る

マネジメントの取組 

等 

①汎用基盤技術研究 

●機械学習分野で幅広い応用に活用されている可逆ニ

ューラルネットワーク（INN）の方法論を構築し、緩やかな

条件のもとで INN が一般的な可逆関数の集合に対して

万能近似能力を持つことを初めて証明した

（NeurIPS2020 オーラル）。 

●ベイズ推論による不確実性を利用して、重要な過去

のデータを思い出し再学習することにより、忘却を回避

できる実用的なアルゴリズムを初めて開発した

（NeurIPS2020 オーラル）。 

●深層学習の予測誤差は入力次元に依存しないこと、

深層学習は少ないデータから精度良く学習できることを

初めて証明した（NeurIPS2020）。 

 

●隠れた要因の存在下でも、因果の全体構造を推定可

能とする初めての手法を開発した（AISTATS2020）。 

 

 

 

 
●データ空間の幾何構造を取り込むことにより、深層学

習の敵対的な攻撃に対する耐性を劇的に向上させるこ

とのできる学習法を開発した（ICLR2021 オーラル採択

決定）。 

 

●深層学習は確率的勾配法に適切なガウス雑音を加え

れば、大域的最適解に収束することを初めて示した

（ICLR2021 採択決定）。 

 

●異常値を含むデータからの深層学習問題に対して、

正常データを選んでの積極的な学習だけでなく、異常デ

ータからも情報を抽出できる独創的な学習アルゴリズム

を開発し、50％のデータが異常でも学習可能であること

を計算機実験で実証した（ICML2020）。 
●深層学習の過剰適合問題に対して、訓練誤差を一定

レベル以上に保持することにより、二重降下を引き起こ

し、テスト性能を大幅に改善できる独創的な学習アルゴ

リズムを開発し、その有効性を計算機実験で実証した

 

●現在注目されている可逆ニューラルネットワーク(INN)

の万能性を初めて証明した画期的な成果であり、今後の

INN のさらなる発展や応用の促進に貢献できる研究成果

であることから、非常に高く評価する。 

 

●深層学習の忘却回避は世界中の研究者が興味を持っ

ている課題であり、最高性能を達成できる画期的なアル

ゴリズムを提案し多くの研究者に驚きを与えた研究成果

であることから、非常に高く評価する。 

●あらゆる機械学習の教科書に登場する「次元の呪い」と

よばれる従来技術の弱点を、深層学習により完全に回避

できるという驚きの結果を初めて証明したことから非常に

高く評価する。 

●隠れ要因の存在下での因果推論は、実用化に向けて

不可欠な技術であるが、全く解決の糸口が見つかってい

なかった難問である。それを実用的なレベルで解決できる

初めてのアルゴリズムの提案であり、隠れ要因が多く存

在する現実世界での今後の実用化の道筋を切り拓いた

画期的な研究成果であることから、非常に高く評価する。 

●深層学習の敵対的攻撃に対する脆弱性は自動運転や

医療診断等、様々な実応用での脅威とみなされており、そ

の実用的な解法を与えた成果である。プレプリント公開時

点で既に注目を集めているインパクトの強い研究成果で

あり、非常に高く評価する。 

●一見不可能な非凸最適化が深層学習の学習アルゴリ

ズムの中で実現できているという驚きの事実を理論的に

証明した画期的な研究成果であることから、非常に高く評

価する。 

●異常値を含むデータからの学習は、古くからロバスト統

計学等の分野で研究されてきた課題であるが、その限界

を劇的に突破できる画期的なアルゴリズム提案であること

から、非常に高く評価する。 

 

●深層学習の過剰適合を避ける研究は世界中の研究者

が興味を持っているが、従来と異なる全く新しい観点から

過剰適合を回避するアルゴリズムを提案しており、当該分

野に新しい潮流を巻き起こしつつあるインパクトのある研
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④人材育成として、優れ

たリーダーの下、必要に

応じて幅広い分野の多

様なスキルを有する人

材が集う柔軟な研究体

制、研究環境を整備す

る。 

能研究 

個人データを本人が管

理する仕組みの試験運

用、個人データの匿名化

と再識別に関する加工

技術と評価方法の確立

等に取り組むとともに、

人工知能技術が普及す

る社会における価値観、

倫理、法制度、社会制度

に関する検討結果を発

信する。また、敵対的環

境下においてもロバスト

な説明可能性を持つセ

キュア深層学習モデル

の研究等に取り組む。 

④人材育成 

大学等との連携及び企

業からの研究者・技術者

受け入れ、海外の大学・

研究機関との連携によ

る人材交流等を通じ、人

材育成に努める。 

（ICML2020）。 

 

②目的指向基盤技術研究 

●AI（機械学習）、HPC（シミュレーション）、衛星画像解

析の統合により、従来技術では達成困難であった、浸水

深度や堆積土砂深度等の詳細な水・土砂災害情報を、

衛星画像から瞬時に推定する技術の開発に成功した

(IEEE Transactions on Geoscience and Remote 

Sensing）。 

●Deep Learning と ALS iPS 細胞を用いた疾患予測テク

ノロジーの構築に成功した（Annals of Neurology）。 

 

●例外を発見する AI「BLOX」を開発し、AI を用いた革新

材 料 の 開 発 に 新 た な 道 筋 を 立 て た （ Chemical 

Science）。 

●NMR 法によるタンパク質構造の精度評価法を開発し

た（Nature Communications）。 

●生物のレヴィウォークと呼ばれる行動パターンが脳等

のシステムの臨界現象から生じ、情報処理における機

能的利点を持つことを発見した（PNAS）。 

●動画から人間の知覚に合う動きを抽出するアルゴリ

ズムを開発し、数学的性質を解明した（Journal of the 

Optical Society of America A）。 

●日本人基準ゲノム配列初版 JG1 を構築した（Nature 

Communications）。 

 

③社会における人工知能研究 

●政府の家計調査にてバイアスを修正し欠測データを

補う方法を提案し、採用された。 

●本人主導のパーソナルデータ活用・促進を目指し、パ

ーソナルデータを本人に集約して管理する技術の実運

用を実現した（埼玉県、東京大学との共同研究）。 

●Web Rehosting の様々なセキュリティリスクを発見し体

系的に分類して対策を提案した。（NDSS2020） 

 

●プライバシーポリシーに対する情報の流れのアノテー

ションによって曖昧性や情報不足を明示可能にした。

（CSS2020） 

 

●技術の社会的形成と社会的受容性として、日本のテ

クノアニミズム等の社会・文化的側面から AI と共生する

社会についての研究を進めた。（Impact2021） 

●状況の変化に対する適応力や状況に適応して秩序を

保つ制御能力等、AI と共存する社会における人間に必

要な能力・技倆の解明を進め、人間と技術を共進化させ

る総合倫理の構築に取り組んだ。（Paragrana-

Internationale Zeitschrift für Historische 

Anthropologie2020） 

●令和 3 年度成立のデジタル改革関連法に向けて、内

究成果であることから非常に高く評価する。 

 

 

●AI×シミュレーションの代表的成果と言える。衛星画像

から浸水深度や堆積土砂深度まで定量的に推定する技

術は災害直後の迅速かつ正確な被害推定の実現につな

がる重要な研究成果であることから、非常に高く評価す

る。 

 

●iPS 細胞を用いた ALS の高精度なバイオマーカーを実

現した重要な研究成果であることから、非常に高く評価す

る。 

●新機能を持つ材料や新たな基礎研究の端緒を開く可能

性がある重要な研究成果と言えることから、非常に高く評

価する。 

●創薬標的となるタンパク質の構造決定プロセスを加速

させる重要技術であることから、非常に高く評価する。 

●脳内の神経活動における行動と認知機能の関係解

明、さらには知能の基本原理解明への貢献が期待できる

ことから、非常に高く評価する。 

●本技術は心臓のように動いたり変形したりする臓器へ

の応用等、幅広い分野での応用が期待できることから、

非常に高く評価する。 

●日本人特有のがんゲノム解析等に貢献し得る重要な研

究成果であることから、非常に高く評価する。 

 

 

●EBPM の推進に貢献する重要な成果であることから、

非常に高く評価する。 

●パーソナルデータを本人に集約して運用する技術を初

めて実用化したことで、教育や医療への広がりが期待さ

れることから、非常に高く評価する。 

●Google 等がその対策を採用したことにより、実社会で

のセキュリティの向上に貢献したことから、非常に高く評

価する。 

●プライバシーポリシーの不備を一定の手順で客観的に

明らかにできる方法はデータの公正な活用を図るために

重要であることから、高く評価する。 

 

●AI と社会との関係における日本文化の独自性に迫る

独創的な視点を提供していることから、高く評価する。 

 

●社会科学や哲学の研究成果を融合して AI 社会の適正

な進化の要件を提案する独創的な研究であることから、

高く評価する。 

 

 

 

●パーソナルデータの活用促進につながる多大なる貢献
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閣官房 IT 総合戦略室ヒアリング（全 3 回）に出席する

など、特に個人情報保護法 2,000 個問題の解消を法改

正に盛り込む議論に貢献した。 

 

④人材育成 

●非常勤 PI や国内各地の大学・研究機関等との連携を

通じ、学部生、大学院生を研究パートタイマー等として

107 名登用し、OJT を通した将来分野を担う人材の育成

に努めた。 

●海外研究機関等との MOU に基づき、受け入れている

海外インターン学生については、令和 2 年度は、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により新規受入は減った

が、累計 142 名となった。 

●企業との共同研究の枠組みの中で、企業の抱える課

題やデータとともに、企業からの客員研究員を、35 社か

ら 130 名受け入れ、OJT を通じて人材育成に努めた。 

●科学技術振興機構（JST）との連携を継続し、人工知

能技術研究用の計算機システム（miniRAIDEN）を JST

の AIP プロジェクトを推進する若手研究者に供用した。 

●センター所属の複数の若手研究者が国内外の IT 企

業等民間のポストや大学・公的研究機関の職を得て転

出し、優秀な人材の輩出にも貢献した。 

●長期的視野で研究を進めるための基盤となる無期雇

用職員として、国際公募により研究員 1 名の採用と令和

3 年度採用チームリーダー1 名の選考を実施した。 

●新たに女性ユニットリーダー1 名を採用するとともに、

所内の女性研究室主宰者採用インセンティブ制度（加

藤セチプログラム）を活用し積極的にダイバーシティを推

進した。 

 

⑤その他 

●機械学習のトップカンファレンスである NeurIPS2020

で 21 件の論文が採択された。 

●機械学習の主要なカンファレンスである AISTATS 

2021 において 18 本の論文が採択された。 

●AAAI-21 で、5 本の論文が採択された。 

●AAAI-20 において Outstanding Paper Award, 

Honorable Mention を受賞するなど、内外の国際会議、

学会等において、多数の賞を受賞した。 

●革新知能統合研究の最新の研究動向及び評価結

果、センターの役割の変化等を踏まえ組織を改編した。 

●非常勤 PI を通じた連携体制等を活用し、大学・研究

機関等と 56 件の共同研究を実施した。また、3 社

（NEC、東芝、富士通）との連携センターの研究を進める

とともに、他の企業と 30 件の共同研究を実施した。 

●新たに 3 件の MOU を締結し、海外の研究機関等計

48 機関と連携研究等を行うとともに、海外機関との国際

ワークショップ等をオンラインで開催した。 

●政府の AI 戦略に基づき設置された人工知能研究開発

であることから、非常に高く評価する。 
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ネットワークの中核機関として、産業技術研究所、情報通

信研究機構と連携し国内外への情報発信を行った。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(2) 数理創造研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

自然科学や社会科学

における学際研究の

重要性が益々高まりつ

つある中、各分野で個

別に進化してきた科学

的方法の共有と結合、

大規模データからの情

報抽出や高度に複雑

なシステムの制御に必

要な数理科学的手法

の開発が求められてい

る。このため、数学・数

理科学を軸として、物

理学、化学、生物学等

における理論科学や

計算科学等を融合し、

数理科学の視点から

自然科学における基

本問題（宇宙や生命の

起源等）や、国家的・

社会的ニーズに応える

ための諸課題（自然現

象や社会現象の数理

モデリング技術の進展

等）の解決に向けた取

組を推進する。また、

それらの分野や階層を

横断的に見ることで解

明可能な社会課題の

発掘と、これらの推進

を行う人材の育成を行

う。 

今世紀の基礎科学の

重要課題の一つであ

る“宇宙・物質・生命の

統合的解明”のため、

数学・理論科学を軸と

した異分野融合と新た

な学問領域創出を目

指し、諸科学を統合的

に推進し、それを通し

て社会における課題

発掘及び解決に取組

む。具体的には、①新

しい幾何学の創成を

はじめとする数学と自

然科学の共進化、 

②複雑化する生命機

能の数理的手法によ

る解明、 

③数理的手法による

時空と物質の起源の

解明、 

④数理科学的手法に

よる機械学習技術の

探求を行う。 

さらに、国内・国際連

携のネットワークを構

築し、 

⑤既存学問分野の枠を

越えて活躍できる人材

育成を行い、頭脳還流

の活性化を図るととも

に数学・理論科学を活

用し、科学界のみなら

ず産業界に対するイノ

ベーションの創出への

貢献を図る。 

数学・理論科学を軸と

した異分野融合と新た

な学問領域創出を目指

すとともに、併せて量子

技術イノベーション戦略

（令和 2 年 1 月統合イ

ノベーション戦略推進

会議）等を踏まえ、海外

で先駆的に進んでいる

量子情報科学の海外

中核機関との連携を図

り、我が国の次代を担

う量子情報科学の基礎

数理や基礎技術に関

するプロジェクトを牽引

する研究者の創出と、

世界を先導する新興・

融合領域研究の創出

に貢献する。   

①数学と自然科学の共

進化 

京都大学（数理解析研

究所）をはじめとする国

内外の数理科学関連

機関や数理創造プログ

ラムサテライトを活用し

て、流体現象を扱うた

めの数学と計算科学の

統合的アプローチ、非

可換幾何学の数理研

究と物質設計、臨床医

学における数理解析に

関する共同研究を継続

するとともに、量子物理

学の数学的基礎に関

する理解、様々な体の

上での代数多様体の

自己同型の圏論的理

解を深化するための共

同研究も行う。これら

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組 

等 

①数学と自然科学の共進化 

純粋数学の基礎研究に加えて、その生命科学や社会科

学への応用に繋がる学際的研究を進めた。 

●代数多様体のコホモロジーの統一を目指すモチーフ

理論において、従来の理論の原理的な限界を克服する

一般化モチーフ理論を構築した。 

●コホモロジーの概念を化学反応ネットワークや経済ネ

ットワークへ応用する研究を、数学者、数理生物学者、

物理学者が共同で行い、ネットワーク縮約に関する新し

い数学的定式化を与えた。 

●ヒルベルト空間上の抽象的な制御問題が解を持つた

めの十分条件を見出した。この数理物理学への応用と

して、ユークリッド空間上のシュレディンガー方程式の制

御問題を解析し、この条件が広いクラスの摂動について

安定的であることを示した。 

●素粒子物理学において最初に定式化されたフェルミ

オン重複定理を、非エルミート系に拡張することに数学

的に成功し、開放系の物質科学におけるトポロジカル相

の分類に新しい道を拓いた。 

 

②複雑化する生命機能の数理的手法による解明 

数理モデルに基づく生命・生態の恒常性に関する理論

研究に加えて、育種や交配に関する応用研究を進め

た。 

●A 型インフルエンザウイルスのヒト呼吸器管内での感

染拡大について、その時間的および空間的伝搬を記述

するため、呼吸器管内でのウイルスの拡散と呼吸器管

上方へのウイルス移流を行う生理機能が同時に考慮さ

れた新たな数理モデルを提唱した。 

●60 年以上の未解決問題である「体内時計の温度補

償性」の解明に向けて東京大等の実験グループと共同

研究を行い、カルシウムに関するシグナル経路が振幅

を調整しつつ体内時計の周期を安定化することを発見

した。 

●自然界で多様な生物種が共存し、「競争強者」が「弱

者」を排除してしまわないのはなぜかという生態学の未

解決問題に対して、「ムダの進化」によって、異種間の競

争の影響が緩和され、多種の共存が促進されうることを

示す新しい数理モデルを提唱した。 

●京都大学の研究者らと共同で、ソバの全ゲノム解読

●数理科学を専門とする若手研究者が、数学、物理、宇

宙、生命、情報等の分野の枠を越えて連携することで、最

先端の数理科学研究の振興、新しい分野融合領域の創

出、産業界との連携による社会課題の解決等を図るオン

リーワンの組織であり、数理科学的手法を様々な分野に

適応させ、多くの研究成果を生み出したことは高く評価す

る。 

●国内の大学との連携及び国外サテライトの設置による

人材交流のほか、数理科学分野における研究者 8 名の

採用（内、外国人 3 名、女性 3 名）、若手研究者 5 名のア

カデミア常勤職（大阪大学准教授、国立天文台助教、名

古屋大学助教、九州大学助教、高知大学助教）への転出

で、国際頭脳還流を促進し、今後ますます存在感を増す

数理研究者の人材育成を加速していることは高く評価す

る。 

●女性研究者育成活動の推進や、外国人女性研究者を

副プログラムディレクターに迎えるなど、ダイバーシティ推

進を積極的に行っていることは高く評価する。 
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は、数学者、理論物理

学者、医学者が、それ

ぞれの最先端の手法

や知見を活かして協働

することで進展が見込

まれるテーマであり、新

しい数学概念の構築と

自然現象への適用を

目指す。また、現実の

課題解決に向けて武蔵

野大学（数理工学セン

ター）との連携研究を

強化する。 

②複雑化する生命機能

の数理的手法による解

明 

複雑な生命システムを

作り出している遺伝子

間ネットワークの振る

舞いやその進化の理

論的枠組みを構築す

る。特に、数学者や物

理学者と連携し、ネット

ワーク科学の観点か

ら、遺伝子間ネットワー

クの理解を目指す。ま

た、集団遺伝学やゲノ

ム進化学の研究につい

て、カリフォルニア大学

（バークレー校）や総合

研究大学院大学との連

携により、理論とゲノム

データ解析の双方から

アプローチする。更に、

医学や動植物の育種

に携わる研究者との連

携を深め、数理的手法

を用いて、医療や育種

に役立つ知見を導出す

ることを目指す。 

③数理的手法による時

空と物質の起源の解明 

ローレンス・バークレー

国立研究所内（既設）

及びカリフォルニア大

学バークレー校内（今

年度新設予定）の数理

創造プログラムサテラ

イトを拠点に、大規模

に成功した。それを用いて、ソバ属植物の進化過程を明

らかにすると同時に、ソバの育種に役立つ可能性のあ

る有用遺伝子を多数同定した。 

●1997 年-2017 年の日本の全サラブレッド繁殖牝馬の

交配成績を解析し、繁殖牝馬の加齢と出生率に負の相

関が認められただけでなく、初繁殖供用時および最終

繁殖供用時の年齢が、加齢と出生率との関係に影響を

及ぼすことを明らかにした。 

 

③数理的手法による時空と物質の起源の解明 

解析的数理手法および数値的・データ科学的方法によ

り、宇宙における極限的な現象の解明を進めた。 

●ホライズンを持つ蒸発するブラックホールで物質場の

高階微分相互作用を取り入れると、プランクスケールの

粒子が大量に生成され、有効場の理論を超える現象で

あるファイヤーウォールが形成されることを示した。 

●爆発的天体現象であるガンマ線バーストについて、

372 件の事例の詳細なデータ解析を行うことで、キロノ

バと同時発生する短時間ガンマ線バーストが新しい標

準光源として有効であり、宇宙の距離を測る最長の“も

のさし"となり得ることを示した。 

●スーパーコンピュータ「京」を用いた大規模数値シミュ

レーションで、中性子星の内部状態の解明に重要な、ス

トレンジクォーク 2 個を含むハイペロンの力を初めて決

定した。この理論計算は、欧州原子核研究機構（CERN）

の大型ハドロン衝突型加速器(LHC)を用いた国際共同

実験グループにより検証された。 

 

④数理科学的手法による機械学習技術の探求 

機械学習や量子コンピュータを援用して基礎科学の問

題解決を目指すとともに、数理的手法自体の発展を進

めている。 

●素粒子物理学で標準的に使われる格子ゲージ理論

のシミュレーションに、機械学習に基づく自己学習型モ

ンテカルロ手法を導入することに成功し、ハドロンの構

造や宇宙初期の高温状態の精密計算に新しい可能性

を拓いた。 

●物理学における深層学習の応用に関する欧文の教

科書”Deep Learning and Physics”を Springer 社から刊

行した。 

●量子コンピュータを念頭に、シュレディンガー方程式を

スピンハミルトニアンで表現し、量子アニーリング法を用

いて解く新しいアルゴリズムを提案し、その有効性を実

証した。 

 

⑤分野及び階層等を越えた人材育成 

●運営 

国際頭脳還流ネットワーク、分野横断型セミナー・ワー

クショップ、日常的な異分野交流等を通して、ブレイクス
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数値シミュレーションに

よる原子核・超新星爆

発・連星中性子星合

体・ガンマ線バーストに

関する共同研究を推進

する。また、日本の重

力波観測ミッション

「KAGRA」に参画し、高

密度天体の状態方程

式、高密度天体の振動

モード、高密度天体起

源の重力波生成などの

理論的側面から支援す

る。爆発的天体現象の

解明と元素の起源につ

いては仁科加速器科

学研究センターと連携

して進める。銀河中心

の大質量ブラックホー

ルの周辺構造の解明

については、東京大学

（カブリ数物連携宇宙

研究機構）と連携し、理

論予測と宇宙観測の密

接な連携による共同研

究を推進する。更に、

理論物理学者と数学者

との連携による数理物

質科学や量子情報科

学の進展を図るため、

カブリ理論科学研究所

（KITS）及び台湾国立

大学と研究者交流と共

同研究を進める。 

④数理科学的手法によ

る機械学習技術の探

求 

九州大学（理学研究

院）、東京工業大学（科

学技術創成研究院）と

の密接な協業により、

非線形力学系の作用

素表現に基づいた学

習・予測の方法論の構

築を図る。また、理論

物理学の手法を用いた

機会学習理論の拡張、

機械学習の基礎物理

学への応用という双方

ルーをもたらす若手人材の育成を進めている。若手研

究者の自由な発想を尊重するため、固定した研究チー

ムや研究グループ等を置かず、「研究セル」という緩や

かな繋がりのもとで、セル間を研究者が自由由自在に

行き来する柔軟な研究体制（数理創造プラットフォーム）

を採用している。 

●国内外サテライトオフィスの拡充 

・カリフォルニア大学 Berkeley 校物理学科内に発足した

Physics Frontier Center（米国科学財団が支援）のパー

トナーとして、数理創造プログラムの居室整備を開始し

た。 

・京都・仙台・駒場サテライトとの頭脳還流については、

コロナ禍のもとで、オンラインでの連絡を充実するため

の会議システムを充実させた。 

●大学との連携 

・京都大学理学研究科の MACS 教育プログラムに、理

研研究者 3 名との合同スタディグループを設置し、京大

学生 5 名を受け入れて教育活動を行った。 

・京都大学高等研究院・ハイデルベルグ大学と合同で、

臨床医学と数理科学に関するワークショップ"医学と数

理”（第 2 回 京大-ハイデルベルク大-理研ワークショッ

プ）をオンライン開催し、約 200 名の参加があった。 

・京都大学思修館と共同研究契約を締結し、経済ネット

ワークの数理構造に関する共同研究を開始。毎週、理

研研究者と京都大学思修館研究者計 10 名でミーティン

グを行ったほか、ブロックチェーン技術に関するオンライ

ン・対面併用国際会議を開催し、国内外から約 200 名

の参加があった。 

・東京大学数理科学研究科との共同研究契約をもとに、

東京大学にて学術フロンティア連続講（iTHEMS 研究員

6 名による全 11 回のリレー講義）を開催し、東京大学と

京都大学の学生約 50 人へ数理科学の導入を行った。 

・九州大学サテライトを中核に、宇宙・素粒子・原子核・

情報科学をまたぐオンラインワークショップ“第 3 回 理

研-九大ジョイントワークショップ”を開催し、約 40 名の

参加を得て、若手研究者の交流を図った。 

・武蔵野大学数理工学センターと共同研究契約を締結

し、数学の応用分野や産業応用に関する連携を開始し

た。 

・物質科学と数理分野における研究者交流を進めるた

めに、東北大＆理研 第 2 回国際ワークショップをオン

ライン開催し、国内外から約 80 人の参加があった。 

●若手研究者が企画するボトムアップ型連携研究活動

として、理論物理、情報科学、数理生物、量子物質の 4

つのスタディグループが新たに発足し、既存の 4 つのス

タディグループ、6 つのワーキンググループとともに、オ

ンラインセミナーを中心に情報共有と研究活動が行わ

れた。 

●若手研究者育成とダイバーシティ推進 
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向の連携研究を革新

知能統合研究センター

と協働で行う。更に、量

子コンピュータと古典コ

ンピュータを組み合わ

せたハイブリッド計算ア

ルゴリズム開発と機械

学習への応用を、計算

科学研究センター、東

京工業大学、民間企業

の研究部門、カリフォ

ルニア大学（バークレ

ー校）、ローレンス・バ

ークレー国立研究所の

研究者と協働で行う。 

⑤分野及び階層等を越

えた人材育成 

国内外の数理創造プロ

グラムサテライト（仙

台、京都、神戸、福岡、

バークレー）における活

動度を高め、異分野融

合・新領域創出を促進

する環境の充実化を図

る。また、ドイツのハイ

デルベルク大学と京都

大学（理学研究科附属

サイエンス連携探索セ

ンター）と連携し、「医学

と数理」の融合研究を

推進するとともに、臨床

医学と数物系の第一線

の研究者が融合研究

につながるネットワーク

の形成を行う。また、次

世代の多様な科学・技

術に資する若手研究者

の創出を目指し、東京

大学（教養学部）及び

奈良女子大学（理学

部、人間文化研究科）

において、分野横断

的、また先端的研究を

講義し、研究者を目指

す学生にはそのロール

モデルとなる研究者と

の交流を図る。 

・若手研究者（理論物理分野 2 名、数理生物分野 1 名）

の長期米国派遣を行い、国際頭脳循環を進めた。 

・副プログラムディレクターおよび上級研究員として、そ

れぞれ 1 名の外国人女性研究者を採用し、ダイバーシ

ティ推進を進めた。 

・女性研究者育成にむけて、奈良女子大学と締結した

連携協定のもとで、理研研究者による奈良女子大学理

学部 1、2 年生向けのオンライン連続講義（全 8 回）を開

催した。また、この講義を京大 MACS 教育プログラムの

聴講希望者にオンライン配信した。 

●アウトリーチ活動 

・基礎科学の重要性を周知するため、東大出版会より出

版された「役に立たない科学が役に立つ」を監修した。 

・基礎科学が拓く可能な未来を一般に知ってもらうた

め、科学者・クリエーター・デザイナーが共同で制作した

アート作品「ブラックホールレコーダー」を日本科学未来

館で公開展示し、1 週間で約 2000 名の入場者を得た。 

・基礎科学に関するオンライン市民講演会を開催し、小

中高生、大学生、社会人を対象に基礎科学の普及に務

め、多くの参加者を得た。 

「数理で読み解く科学の世界」(令和 2 年 4 月 18 日。約

1000 名参加)  

「「役に立たない」科学が役に立つ」(令和 2 年 8 月 22

日。約 400 名参加)  

「数学と量子材料のコラボ！」(令和 2 年 9 月 29 日。約

150 名参加) 

「未来のための科学:-『役に立たない科学が役に立

つ』」(令和 2 年 10 月 10 日。約 40 名参加) 

「君は本当にブラックホールを知っているか？」(令和 2

年 12 月 6 日。約 200 名参加) 

●企業との共創活動 

・理研および外部 ICT 企業から出資を受けて、理研数

理を発足させ、理研研究者と外部企業の数理連携研究

の促進を開始した。 

・国内 ICT 企業と連携し、企業間取引ネットワークの構

造を、数理科学や情報科学の様々な手法を用いて解析

し、人工知能学会で発表した。 

・国外 IT 企業と連携し、基礎科学分野における最先端

の量子計算アルゴリズム開発研究を継続した。 

・国内企業と連携し、配車問題に代表される最適化問題

を高速で解くために、量子-古典ハイブリッドアルゴリズ

ムの開発を行い、米国特許を申請した。 

・国内 IT 企業の研究所と連携し、多数の目的を同時に

最適化する問題に対する機械学習アルゴリズムの開発

を継続して実施した。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(3) 生命医科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

がんや生活習慣病の

克服のために革新的

な免疫療法をはじめと

した治療法が開発され

ているが、薬効の個人

差や副作用がその普

及に向けた課題であ

り、遺伝子レベルでの

層別化や発症メカニズ

ムの包括的解明によ

る個人に最適な治療

選択が必要である。こ

のため、ヒト免疫系基

本原理の解明やヒト化

マウス等の基盤技術

開発、疾患関連遺伝

子の網羅的同定、一

細胞技術を活用した機

能性ゲノム解析研究

等の成果を発展・融合

させ、がん免疫治療等

における個別化医療・

予防医療の実現に向

けた研究を推進する。 

ゲノムや環境による個

人毎の違いを踏まえ

た正確で効率的な予

防や治療を可能とする

ため、生命の高次機

能の理解や機能の破

綻による人間の疾患

発症機構の解明を目

指した生命医科学研

究を推進する。 

具体的には、 

①ゲノムを解析して機

能・疾患を理解するゲ

ノム機能医科学研究、 

②ヒト免疫系による恒

常性維持・破綻のプロ

セスを解明するヒト免

疫医科学研究、 

③ヒトの環境応答につ

いてデータ収集・計

測・モデリングを行う

疾患システムズ医科

学研究、 

さらに④これらを融合

したヒト免疫システム

の解明から個別化が

ん治療等への応用を

行うがん免疫基盤研

究を実施し、画期的な

治療法の社会実装へ

の橋渡しに向けた研

究を推進する。また、

生命医科学研究にお

ける新たな研究領域

を開拓できるリーダー

の育成を行う。 

①ゲノム機能医科学研

究 

日本人の健常者及び

疾患患者のシングルセ

ル解析を行い、制御性

RNA 及び遺伝子発現

データの取得とデータ

ベース構築を行う。ま

た、ゲノム配列の個人

差が各種がんの発症リ

スクや臨床的特徴に与

える影響を明らかにし

たデータベースを構築

する。 

②ヒト免疫医科学研究 

ヒト免疫担当細胞を機

能別に分類したサブセ

ット 28 種類について、

ゲノム多型と各々のサ

ブセット別の機能変化

のメカニズムを総括的

に解析するシステムを

構築する。エンハンサ

ーやプロモーター、長

鎖ノンコーディング

RNA に注目し、それら

のリンパ球機能との関

係を解析し、機能の中

心となる分子群とパス

ウェイについて、マウス

を用いて検証する。 

③疾患システムズ医科

学研究 

疾患モデルを用いて構

築してきた慢性炎症の

病態モデルについて精

緻化・検証と、ヒトへの

外挿を行う。そのため、

a)多階層計測データ

群、組織イメージングと

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組 

等 

①ゲノム機能医科学研究 

日本人の大腸がん、乳がん、前立腺がん、膵がん、虚

血性心疾患、冠動脈疾患、糖尿病網膜症等のゲノムワ

イド関連解析を行い、データベースを構築し、発症リスク

等について日本人特有の知見を得た。また、日本人

7,609 人のゲノム多様性の頻度情報データを公開した。 

●シングルセル RNA シーケンスと 20 個のプロニューラ

ル転写因子の発現解析を組合せた新手法により、神経

細胞分化におけるキー因子を同定した。さらに、タンパ

ク質翻訳を促進するアンチセンス RNA「SINEUP」の二次

構造を決定し、これが細胞核から細胞質へ移動する作

用機序を解明し、核酸医薬応用へ向け貢献した。 

さらに計画を上回る業績として、 

●長鎖ノンコーディング RNA（lncRNA）の大規模なトラン

スクリプトーム解析により、機能性データベースを構築し

た。さらに、生物種を越えて細胞のアイデンティティーを

形成する遺伝子発現パターンを発見した。 

 

●日本人約 18 万人の DNA を解析し、体細胞モザイク

ががん化に影響を与え、血液悪性腫瘍では発症前に変

化することを明らかにした。さらに、白血病発症に関連

する日本人特有の変異を同定した。 

 

②ヒト免疫医科学研究 

●ヒトの免疫システムを直接解析する方法論を確立す

る研究と、マウスでの研究成果をヒトの免疫システムの

理解に外挿する研究の両面を推進した。 

●健常人 75 名の 29 リンパ球サブセット別の遺伝子発

現、オープンクロマチン測定とゲノム変異のデータベー

スは、約 50％達成した。 

●ヒト CD4 陽性リンパ球サブセットの静止時と刺激時の

クロマチンの動きと遺伝子発現とゲノム変異に関する研

究を開始し、順調に進捗している。 

 

●2 型自然リンパ球（ILC2）が肺線維症の成立に抑制的

に働いていること、メラノーマ等の一部のがんに対して

腫瘍形成抑制作用があること等を明らかにした。 

 

③疾患システムズ医科学研究 

●炎症性疾患の患者やそれらの疾患モデル動物を用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●lncRNA はヒトゲノムの転写産物の大半を占めるが、そ

の機能はほとんどわかっておらず、世界最大規模の

lncRNA 機能性データベースを、国際共同研究をリードし

て構築・公開したことは特に顕著な成果と認められる点

で、非常に高く評価する。 

●後天的 DNA 変異を表す体細胞モザイクを検出し日本

人特有のがん化機序を発見した事は、データベースの有

効活用と臨床医学への貢献として特に顕著な成果と認め

られる点で、非常に高く評価する。 

 

 

●遺伝的多様性に基づくヒトの免疫システムの機能的多

様性を理解することは、多因子疾患の解析に重要な方法

論を与える。この研究システムの構築に対する基礎的な

データベースが出来つつあり、ワクチンの効果測定をはじ

め種々の疾患への応用に関する世界初の新しい方法論

に展開できる点で、非常に高く評価する。 

●マウスで見いだされた新しいリンパ球機能はヒトの疾患

の理解につながる非常に重要な成果であり実際に肺線維

症や腫瘍への関係が明らかにされつつある点で、高く評

価する。 
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１細胞計測データの時

空間的統合、b)構築し

たモデルの実験的摂動

による検証、c)患者由

来の多階層データに病

態モデルを外挿して治

療標的やバイオマーカ

ーの抽出を行う。 

④がん免疫基盤研究 

がん免疫研究及びが

んの層別化研究におい

ては、オミックス解析に

より得られたがん細胞

及び腫瘍浸潤免疫細

胞の機能性解析を進

め、バイオマーカー探

索や予測モデル構築に

向けた数理解析を行

う。また、免疫療法研

究においては、新しい

分子標的治療薬やネ

オ抗原を用いた新規技

術開発を行う。 

いた計測をゲノム、RNA、タンパク、代謝物、メタゲノム、

エピゲノム等の階層で行い、それらのデータ統合のため

のプラットフォームを拡充した。 

●脂質メタボローム（代謝物）の階層においては、解析

プラットフォームを完成させ、精度の高い脂質アトラスを

構築し、疾患とリンクする新たな脂質代謝経路を見出し

た。 

●エピゲノムの階層においては、胎盤形成に必要な新

たな母性のメカニズムを明らかにした。 

計画を上回る業績として、 

●メタゲノム研究において、多発性硬化症の発症に複

数の細菌系統の相互作用が寄与することを明らかに

し、新たな神経炎症の発症メカニズムを明らかにした。 

 

 

 

④がん免疫基盤研究 

●がんの診断基盤として、がん組織におけるオミックス

解析に基づくがん細胞の層別化、及び組織浸潤免疫細

胞の機能評価を着実に進めた。食道がん、胃がんの進

行と組織における免疫細胞の、バイオマーカー的役割

を明らかにした。 

●WT1 がん抗原を発現した人工アジュバントベクター細

胞(エーベック WT1)は、東大医科研病院との共同で進め

てきた医師主導型治験・第 I 相試験(First-in man 試

験)(用量漸増試験)において重篤な有害事象はなく最大

耐容量が決定し治験が終了した。更に多施設共同研究

で第二相試験の準備が終了した。 

●がん治療基盤として、白血病発症の鍵となる新しい分

子を同定し、阻害する標的治療薬やがんのネオ抗原を

用いた治療技術開発基盤等も順調に進捗している。 

さらに計画を上回る業績として、 

●がん転移の際の細胞数の定量的見積手法を開発・発

表し、予測モデル構築に向けた数理解析を構築した。 

 

 

●白血病発症に関与する標的因子と阻害剤のスクリー

ニングのみならず、高感受性薬剤の組み合わせにより

白血病細胞を完全に死滅させることに成功した。 

 

【新型コロナウイルス感染症への対応】 

●慶應義塾大学等との共同研究により、新型コロナウイ

ルス感染症の治療に応用可能な SARS-CoV-2 中和抗

体を複数取得することに成功した。 

●新型コロナウイルス感染症及び将来発生が予想され

る感染症への対応を迅速に行うため BSL-3 施設を整

備し一部運用を開始した。 

 

【マネジメント】 

 

 

 

●生命システムを脂質分子種から網羅的に捉えることを

可能とし、代謝異常が病態の背後に潜む疾患の分子メカ

ニズムの解明やヒトの QOL 向上に向けた新たな創薬戦

略の確立に貢献する可能性を示した。特に顕著な成果と

認められ、非常に高く評価する。 

 

 

●多発性硬化症の発症に病原微生物感染が寄与するこ

とは知られていたところだが、微生物間での相互作用を明

らかにしたことで発症の新たな階層を明らかにした。神経

炎症の新たな治療標的を見出しており、非常に高く評価

する。 

 

 

●マルチオミクス解析を駆使してがんにおける転移の診

断手法を確立したことは、数理解析による新規臨床解析

への応用として高く評価する。顕著な成果と認められる研

究成果である。 

 

●WT1 発現の人工アジュバントベクター細胞の第 I 相治

験の主要評価項目および副次評価項目の検証を行い、

医師主導型治験を完了したことは評価に値する。更に継

続してエーベック WT1 の第 II 相医師主導型治験の多施

設共同研究体制を整え、実際に治験に向け準備を 進め

たことを、非常に高く評価する。 

●白血病発症に重要なネットワーク構成分子を同定し、そ

の治療薬剤組み合わせを見出したことは、当初の計画を

越えた顕著な進展で非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●短期間で新型コロナウイルス感染症の治療薬開発に

資する中和抗体を取得したことは、他機関連携による顕

著な研究成果への貢献事例として非常に高く評価する。 
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●山本一彦センター長が新たに就任し、センターマネジ

メントの安定化及び研究部門・事務部門両面の効率的

な統一化を目指し、以下に取組んだ。 

1）センター運営体制の変更と運営 

コロナ禍による対面機会減によるミスコミュニケーション

防止の観点から、オンライン会議を早期に導入した。 

2）生命倫理ワーキンググループ 

オープンサイエンスにおける個人情報の取扱い、中央

一括 IRB 審査導入における問題検討等、生命医科学が

直面する生命倫理課題への検討を行った。 

3）研究部門の融合促進 

・研究基盤プラットフォームの取組 

既存のゲノム、イメージング基盤に加え、新たにメタボロ

ミクスの計測基盤を構築した。 

・クラウドサーバ化への取組 

大容量化するゲノム情報等のヒトデータを安全に保管

し、高精度に解析するための民間クラウドサーバの設

計、概念実証を行った。 

4)ヒトサンプルへのアクセス強化 

慶應義塾大学信濃町キャンパス内に理研拠点を新設

し、同大学病院の患者試料への迅速なアクセスを可能

とした。 

5)生命倫理の専門家が研究計画の段階から相談に応じ

る体制を、令和元年度に引き続き構築した。 

【人材育成】 

●若手融合領域リーダー育成プログラムを実施し、令和

2 年度は 3 名の若手研究者(YCI)の独立型研究につい

て、それぞれにホストラボとセンター内外のアドバイザー

がついて支援を行った。 

●令和 2 年度、YCI のうち 1 名を IMS チームリーダーと

して採用した。 

●連携大学院制度や理研 IPA プログラムを通じて IMS

に受入れている学生に対し、チューターとサブチュータ

ーがついて定期的に相談にあたる、チューター制度を実

施した。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(4) 生命機能科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

超高齢社会である我

が国においては健康

寿命の延伸が求めら

れており、ヒトの健康

状態の維持と老化メカ

ニズムの解明が急務と

なっている。この課題

の解決に向け、細胞状

態の診断と評価手法

の確立を目指した非侵

襲による可視化技術と

予測・操作手法の開

発、次世代の再生医

療を目指した臓器の立

体形成機構とその制

御原理の解明、および

健康・正常状態を測定

するための非・低侵襲

の計測技術の開発を

行う。またこれらの技

術等を用いて、発生か

ら成長・発達・老化まで

の分子レベルから個体

レベルに至る生命機能

維持の仕組みを解明

し、加齢に伴う機能不

全の克服に向けた研

究を推進する。 

健康長寿社会の実現

に貢献するために、本

研究では、ヒトの発生

から成長、老化、生命

の終わりまでの時間

軸を貫く生命機能維持

の原理解明を目指し

て、分子、細胞から個

体までの多階層にわ

たる以下の研究を推

進する。そのため、 

①分子・細胞状態の

可視化及び非侵襲で

の臓器機能計測技術

から得られる情報を元

に、細胞状態の予測と

細胞操作を可能とする

技術を開発し、健康状

態の予測と医療等へ

の応用を図る。 

②周辺環境との相互

作用による影響を考

慮した発生・再生原理

や臓器形成機構の解

明とともに、移植等の

医療応用を見据えた

次世代再生医療の基

盤を構築する。また、

非・低侵襲での計測技

術を用いた健康診断

技術の開発を行う。 

③上記の研究を基盤

として、生物のライフ

サイクル進行を制御す

る機構を解明すること

により、ヒトの健全な

成長・発達・成熟・老

化を維持する仕組み

の解明を目指す。 

さらに、生命機能科学

①分子・細胞状態の可

視化と予測・操作研究 

これまで開発してきた

超解像ライトシート顕微

鏡を用いてエピゲノム

状態や代謝状態を可

視化できるプローブを

開発する。合わせて、

高速の全自動細胞内１

分子解析システムを活

用し、分子の動態変化

から薬理効果等の定量

的評価手法を開発し、

1、2 種類であった従来

手法を上回る 5 種類以

上の定量指標による新

規薬剤スクリーニング

法を確立する。更に、

高速化を目指して観

察・選択した 100 個程

度の細胞を数十分以

内に１細胞ずつ分取す

る細胞分析プラットフォ

ームを、システムの自

動化により構築する。 

②細胞から臓器へと階

層を繋ぐ臓器形成機構

と臓器間連関機構の解

明 

胎児期の 6 つのステー

ジから 3500 個程度の

呼吸器細胞を１細胞転

写解析した結果をもと

に、呼吸器の組織幹細

胞が確立するメカニズ

ムを明らかにする。ま

た、複数臓器の連結と

して、腎臓と膀胱組織

の接続を目指し、既に

開発してきた腎臓オル

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組 

等 

①分子・細胞状態の可視化と予測・操作研究 

●エピゲノム状態や代謝状態を可視化できるプローブ

の開発とともに、薬剤刺激に対する応答や、神経幹細

胞分化にともなうエピゲノム状態の変化をライブイメージ

ングにより観察可能であることを実証した。 

●創薬の対象とされる GPCR や RTK 等の受容体に高

速全自動細胞内１分子解析を適用することにより、受容

体が示すシグナルバイアス等の薬理効果を 9 種類以上

の定量指標に基づき評価する方法を開発した。 

 

 

●細胞分析プラットフォームのシステムを自動化するこ

とにより、細胞を逐次観察・選択し、100 個程度の細胞

において 20 分程度で１細胞ずつ分取することが可能と

なった。 

●新型コロナウイルス感染症の治療薬設計に役立つウ

イルスタンパク質と治療薬候補化合物の相互作用デー

タを世界中の創薬研究者が自由に利用できるデータベ

ースにて公開した。 

●分子動力学（MD）計算専用スパコン「MDGRAPE-4A」

により、新型コロナウイルスのメインプロテアーゼにプロ

テアーゼ阻害剤が結合する過程のシミュレーションを高

速に計算した。 

●これまで人間が行ってきた基礎研究における細胞培

養の動作・判断を、ロボットと AI に置き換え、10 日間に

わたる自律細胞培養の実行に成功した。 

 

●大腸菌を長期に培養し薬剤耐性進化の過程をハイス

ループットに解析できる「進化実験ロボット」を構築し、遺

伝子発現量やゲノム配列変化などのデータから機械学

習により、薬剤耐性進化を特徴づける状態量の抽出に

成功した。 

 

②細胞から臓器へと階層を繋ぐ臓器形成機構と臓器間

連関機構の解明 

●胎児期の気管支幹細胞が確立する分子シグナルを

明らかにし、さらに、同じ分子メカニズムが成体気管支

の損傷再生で再利用されていることを発見した。 

 

●ヒト iPS 細胞を分化誘導することで、内胚葉そして腹

 

●顕微鏡とプローブの開発により、動物細胞での細胞内

ATP 濃度の制御等が確認された成果であり、超解像・ラ

イトシート顕微鏡を用いた核内一分子イメージングの応用

として、特許出願にもつながり、非常に高く評価する。 

●目標を上回る数の定量指標に基づき評価する方法を

開発し、この定量指標を用いることで、バイアス型シグナ

ルに対する１分子薬剤スクリーニングの実現が期待でき、

薬剤による各シグナル経路の活性化比率の変化が分か

ることで効果的な薬剤の開発にもつながる技術であり高く

評価する。 

●この成果により、複数の条件でより多くの細胞を解析す

る道を拓くことができ、１細胞観察と分取後の他の解析を

融合したデータ科学の推進に、大きく貢献することが期待

され、順調に計画を実行している。 

●治療薬候補化合物がどのようなメカニズムで標的タン

パク質と結合するかを精密に評価し、より強く標的に結合

する効果の高い治療薬の設計へ貢献する成果であり、非

常に高く評価する。 

●ウイルス増殖に必須であるプロテアーゼ活性を効率よく

阻害する阻害薬の開発や候補分子のスクリーニングに役

立つ成果であり、高く評価する。 

 

●生物学実験の自動化による研究効率の向上、手法の

標準化ならびに、遠隔実験・自動実験が要請されるコロナ

禍の新研究スタイルの確立に資するものとして高く評価す

る。 

●抗生物質への耐性獲得を抑制する手法や新しい抗生

物質の開発への貢献、微生物進化の予測と制御による工

学・農学分野への応用に期待でき、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●生物の発生過程と再生過程は類似していると考えられ

ているが、両者で保存された細胞動態や分子メカニズム

が発見された例は少なく、この成果は学術的なインパクト

があり、高く評価する。 

●複数臓器の連結に向け、ヒト iPS 細胞からの膀胱オル
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研究における総合力

を活かし、当分野の発

展に貢献する、社会課

題解決を見据えた広

範な視野を持った人

材を育成する。 

ガノイドに加え、ヒト iPS

細胞から膀胱オルガノ

イドの作製を行う。更

に、昨年度までに作り

上げた透明化及び高

速顕微鏡観察技術を

各種臓器へと応用し、

各臓器のアトラスの開

発に着手する。 

③生物のライフサイク

ル進行の制御機構の

解明研究 

ヒトの健全な成長、発

達、老化を維持する仕

組みの解明を目指し、

卵母細胞における紡錘

体形成の機構について

ヒトを含む複数の哺乳

類で比較し、ヒト卵子で

染色体数異常の頻度

が高い原因を見出す。

更に、MRI を用い成

長、発達、老化の経年

変化を臓器レベル・個

体レベルで検出・画像

化する技術開発を推進

し、個体内・間だけでな

く、げっ歯類、霊長類、

ヒトまでを含む種間の

動態及び同異性の定

量的な分析を行い、昨

年度構築した PET 撮

像システムによる生体

の機能動態及び病態

の解明を進める。 

側後腸細胞を経由し、膀胱上皮細胞を 3 次元的に作製

することに成功した。誘導した膀胱上皮細胞はマウス体

内に移植すると、膀胱特有の 3 層構造を形成した。 

●令和元年度に開発、作製した高速 3D 撮影技術を実

装した高解像ライトシート顕微鏡の分解能を向上させ、

成体マウス各臓器の全細胞アトラスの作製に着手した

と共に、定量性の高いイメージングが可能となった。 

●1 細胞 RNA-seq 法の一つとして開発した高性能な

Quartz-Seq2 は、他の手法では捉えきれない細胞状態

の違いや細胞機能の違いを計測でき、世界的に主要な

13 手法の中で、総合的な性能スコアにおいて世界最高

成績を収めた。 

 

③生物のライフサイクル進行の制御機構の解明研究 

●卵母細胞の紡錘体形成について動原体が土台となる

新規機構は、マウスで重要である一方で、ヒトでは構成

因子の動原体集積が見られず、ヒト卵母細胞で紡錘体

形成が不安定である理由の一つを発見した。 

●非侵襲 MRI 技術の高性能化・高解像度化に成功し、

老化によるヒトの生体臓器（脳）の組成・機能連絡性に

大幅な変化を見出した。また、霊長類およびヒトとの脳

機能構造の違いを定量的に調査した。 

●動物の体の左右非対称性を決定する仕組みにおい

て、トランスジェニックマウスとライブイメージング技術を

駆使し、繊毛に流入するカルシウムイオンが決定的な役

割を果たすことを解明した。 

●マウスの脳（視床下部）の一部に存在する神経細胞

群を興奮させることで、通常は冬眠しない動物に冬眠に

似た状態に誘導できることを発見し、人間でも冬眠を誘

導できる可能性を示唆した。 

 

【人材育成・マネジメント等】 

●センター長のリーダーシップのもと、センター内横断プ

ロジェクト 5 つを継続、2 つを新たに立ち上げ、センター

ミッションの実現に向けた体制構築を進めた。各プロジ

ェクトとも、多様な研究分野のメンバーが揃う BDR の強

みを最大限活かし分野の垣根を超えた連携強化を図っ

た。 

●米国シンシナティ小児病院/幹細胞オルガノイドセンタ

ーとの連携を進め、双方の技術の交換や人材交流を促

進し、世界における当該分野の牽引役として、戦略的に

連携を進めている。11 月には、両機関主催でのオンラ

インにて国際シンポジウムを開催し、国内外の研究機

関、産業界から多数参加があり、当連携が交流に繋が

った。 

●政府関係機関移転基本方針を契機として発足した理

化学研究所広島大学共同研究拠点において、科学技

術ハブの活動として、広島大学との共同研究、相互クロ

スアポイントメントの実施、地域産業との連携活動等も

ガノイドの作製に成功し、再生医療への貢献が期待でき

る成果であり、非常に高く評価する。 

 

●マウス臓器内または全身のすべての細胞を 1 細胞も余

すところなく観察、検出でき、これまでの観察では見落とし

ていた細胞や構造等も観察、定量ができ、新たな発見が

期待できる成果であり、非常に高く評価する。 

●高性能な Quartz-Seq2 を、再生医療において利用され

る細胞の高品質化や創薬研究、疾患の研究等へ応用す

ることで、研究がより加速されると期待でき、高く評価す

る。 

 

 

 

●今後、さらにマウス卵母細胞とヒト卵母細胞における紡

錘体形成機構の相違を明らかにしていくことで、卵子の染

色体数異常の原因の理解につながると期待できる成果で

あり、高く評価する。 

●霊長類の脳の非侵襲画像収集技術において世界最高

水準を達成した成果であり、ヒトの脳画像との比較に基づ

く脳研究や、精神神経疾患の病態モデル研究に向けた基

盤技術として貢献すると期待でき、非常に高く評価する。 

●繊毛が感知している刺激が流れによる物理的な刺激

か、化学的な刺激か、という生物学の長年の謎に迫る成

果であり、高く評価する。 

 

●冬眠のように制御された低代謝を臨床へ応用すること

で、外傷や疾患によって組織が受けるダメージの回避等

へつながる成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●幅広い分野を有するセンターの強みを最大限活用する

体制構築を進め、生命機能科学研究センター（BDR）のミ

ッション達成を強力に後押しすることが期待でき、評価す

る。 

 

 

●世界初のオルガノイドに特化した研究所と継続して連

携を深めることで、BDR の持つ世界有数のオルガノイド研

究体制を更に強化し、当該研究分野を牽引していくことが

期待でき、高く評価する。 

 

 

 

●より学際的な研究を実現するとともに、地域振興にも貢

献していると評価する。 
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積極的に行った。また、神戸大学と第 3 回ジョイントシン

ポジウムを開催し、さらなる研究交流を促進した。 

●PI に対し、定期的なラボ評価を行った。また、若手研

究者向けに Young Researchers Forum（研究発表や質

疑応答のトレーニングの一環ともなる所内向けの発表

の場）を設け、研究能力向上を図った。さらに、連携大

学院制度等を通じた学生の受入、大学生に対するレク

シャープログラム、中高生のための特別授業等を実施し

た。 

●56 報のプレスリリースの発信や、コロナ禍において、

オンラインでの一般公開やセミナー等、広く一般に向け

たイベントを実施した。 

 

 

●PI、次世代の研究リーダー、次世代の研究者、それぞ

れに即した効果的な人材育成を積極的に行うことで人材

育成に大きく貢献していると評価する。 

 

 

 

 

●コロナ禍においても、積極的なアウトリーチによって、研

究成果を社会に還元できていると評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(5) 脳神経科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

超高齢社会である我

が国においては、精

神・神経疾患の発症メ

カニズム解析及び診

断・治療法の開発や、

人工知能の高度化等

に向け、ヒト脳の高次

機能の解明が求めら

れている。このため、こ

れまでの知見をもと

に、脳高次認知機能の

イメージング研究、脳

の遺伝子レベルから表

現型レベルまでの全階

層を対象にした横断的

研究、高次認知機能な

どに関わる脳の計算

原理の研究、データ駆

動型脳研究、精神・神

経疾患の診断・治療法

開発研究等の、ヒト脳

の構造と機能の理解

に向けた研究を推進す

る。 

本研究では、 

①脳イメージング解析

やオミックス解析を駆

使し、ヒトをヒトたらし

める推論や内省、互

恵性等のヒト脳高次認

知機能解明を目指し

た研究、 

②分子、遺伝子、細

胞、回路、システム、

個体、社会性という脳

の多階層をまたぐ、動

物モデルに基づいた

階層横断的な研究、 

③脳計測技術、ビッグ

データ解析技術の開

発やそれを活用したデ

ータの蓄積を通した脳

の計算原理の解明、

脳型 AI アルゴリズム

の開発等、理論・技術

が先導するデータ駆

動型脳研究、 

④精神・神経疾患の

診断・治療法開発及び

脳機能支援・拡張を目

指した研究を実施する

ことにより、ヒト脳に特

徴的な高次認知機能

を司る領域や構造を

網羅的に解析・同定

し、そこで働く新しい分

子機構や作動原理等

を解明するとともに、

多種脳計測データ解

析法の開発や脳の理

論モデル構築、精神・

神経疾患診断のため

のバイオマーカー等の

開発を行う。これによ

①ヒト脳高次認知機能

解明を目指した研究 

推論、内省、互恵性の

高次認知機能を司る脳

領域のマッピングとし

て、社会的な価値を推

測・判断しながら自身

の意思決定を行うメカ

ニズムの解明や非ヒト

霊長類を用いた社会性

の研究等を行う。更に、

意識下で行われる潜在

的な認知機能の特性と

メカニズムの研究を行

う。また、基盤構築した

ゲノム解析などのオミッ

クス解析を用いて、ヒト

脳機能を支える構造的

基礎の解明を進める。

これらを通じて、ヒト認

知に特有な行動を可能

にする各脳領域の機能

の作動原理の同定を

進める。 

②動物モデルに基づい

た階層横断的な研究 

①のヒト脳高次認知機

能に関わる局所神経回

路階層の動態メカニズ

ムの同定や局所神経

回路間の連関ネットワ

ーク解明を目指し、動

物モデルを用いたヒト

脳高次認知機能の基

盤となる脳機能の解明

を進め、動物の社会的

上下関係の神経メカニ

ズム解明を進める。ま

た、長期記憶や作業記

憶、情動記憶の形成・

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組  

等 

①ヒト脳高次認知機能解明を目指した研究 

●年度計画ではヒト認知に特有な行動を可能にする各

脳領域の機能の作動原理を同定することを目標として

いたが、これまで手つかずの脳領域であった「前障」が

睡眠時に大脳皮質の神経細胞の活動を一斉に制御す

ることを発見した。意識の理解にも迫りうる成果であり、

中長期計画が大幅に進捗した。 

●社会的な価値を推測・判断しながら自身の意思を決

定するメカニズムを調べる年度計画に対し、他者と自身

の社会的立場を推測しながらの複合的な意思決定下で

行われる闘争行動にまで研究を展開した。闘争行動を

支える神経回路の特性が空腹という内的状態により変

化することを見出した上、その仕組みを分子レベルにま

で深めて明らかにし、中長期計画が大幅に進捗した。 

●ヒトにしか存在しない遺伝子 ARHGAP11B を発現す

るコモンマーモセットを作成し、当該遺伝子がヒトの進化

過程における大脳新皮質の拡大と脳回・脳溝構造の増

加をもたらした原因遺伝子であることを明らかにした。順

調に中長期計画が進捗している。 

 

②動物モデルに基づいた階層横断的な研究 

●年度計画の通り高次な嗅覚認知のメカニズムを解明

しただけでなく、異なる個体が同じように匂いを認識でき

る仕組みをも明らかにした。直接結合した二つの脳領域

に属するほぼ全ての神経細胞から、一細胞の分解能で

網羅的に活動を計測する技術開発にも成功し、中長期

計画が大幅に進捗した。 

●局所神経回路間の連関ネットワークを解明する年度

計画に対し、局所神経回路を構成する細胞という、より

ミクロな単位同士が連関するネットワークの存在を見出

した。具体的には、動物が新しい環境や新しい個体に遭

遇する際に、それぞれの情報を視床下部乳頭上核内の

異なる細胞群が海馬の別の領域に送ることで、異なるタ

イプの新奇性を認識し、行動できることを発見した。これ

により中長期計画が大幅に進捗した。 

●記憶の形成・想起に関わる大脳皮質及び皮質下のメ

カニズムを解明する年度計画に対し、更に時間情報が

どのように記憶の中枢である海馬に表現されているの

かを明らかにし、中長期計画が大幅に進捗した。 

●学習シグナルの刺激を受けたシナプスとその近隣シ

 

●未踏の脳領域であった前障の機能を世界に先駆けて

解明し、意識の調節といった脳高次機能のメカニズム理

解へも端緒を開いた画期的な成果で、非常に高く評価す

る。 

 

 

●複雑な意思決定を伴う社会闘争に関わる神経回路の

動態が生理的状態によって変化することを初めて示し、か

つ回路の変化を分子レベルで解明した稀有な成果である

ため、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●二つのつながった脳領域に属する細胞から網羅的に活

動を計測した世界初の例であり、本技術の確立により集

団細胞レベルでの情報処理研究が飛躍的に発展すること

が期待されるため、非常に高く評価する。 

 

 

●進化的に古い脳である皮質下領域が新奇性の検出に

関与することが示唆されてきたが、具体的な回路やメカニ

ズムについては不明であった。この根本的な問いに答え

るのみならず、動物は異なる種類の新奇性を別個に認識

し、その種類ごとに異なる回路が機能することを見出した

本成果は大きなインパクトがあり、非常に高く評価する。 

 

 

●時間認識の神経基盤の解明は、経験した出来事に関

する記憶であるエピソード記憶の神経基盤の理解にもつ

ながる成果であり、世界で熾烈な競争が繰り広げられる

当該分野をリードするものとして非常に高く評価する。 
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り、精神・神経疾患の

克服による健康寿命

の延伸等、超高齢社

会等に対応する持続

可能な社会の実現に

貢献する。 

また、我が国の脳神

経科学の中核拠点と

して、国内外の研究機

関、大学、産業界等と

も協力し、世界トップレ

ベルの研究を展開す

るとともに、次世代の

脳神経科学を担う人

材の育成や研究成果

の社会展開・還元のた

めの取組を推進する。 

想起に関わる大脳皮質

及び皮質下のメカニズ

ムの解明などを行う。

更に、嗅覚や触覚、視

覚などの知覚情報に基

づいて学習、記憶や意

思決定等の高次認知

機能を実現するメカニ

ズムの解明を進める。

これらの局所回路の同

定やメカニズムの解明

から、大域神経回路作

動原理の同定につなげ

ていく。 

③理論・技術が先導す

るデータ駆動型脳研究 

高時空間解像度・低侵

襲性脳イメージング技

術、神経活動計測技術

等の開発並びに大規

模脳計測データの蓄積

と解析技術開発のため

に、脳の広範領域にお

ける神経細胞の活動記

録が可能な超広視野 2

光子顕微鏡を用いて取

得された大規模なデー

タの解析法の開発を進

める。また、fMRI の時

空間解像度向上を目

指した撮像技術の開発

及び超高磁場 MRI の

導入を進める。前年度

開発した侵襲的な電気

生理学的及び回路遺

伝学的手法について

は、霊長類に適用する

ための開発を行う。こ

れらの技術等に加え

て、透明化技術を駆使

して取得した神経結合

様式に関する大規模な

高解像度画像データか

ら、脳内神経回路の詳

細を再構築し神経結合

マップを構築する技術

の開発を進めるととも

に、多様かつ大規模な

データの集積及び利活

ナプスの間でおこるシナプス強度変化の競合メカニズム

を見いだした。記憶を形成するシナプス強度の変化の

最小単位は何かという問いの解決につながる成果であ

り、順調に中長期計画が進捗した。 

 

③理論・技術が先導するデータ駆動型脳研究 

●低侵襲性脳イメージング技術を開発する年度計画に

対し、脳内に限らずあらゆる組織に適用可能な、損傷し

たミトコンドリアを細胞が除去する現象「マイトファジー」

を可視化する蛍光技術の開発に成功した。この技術を

用いて大規模ドラッグスクリーニングを敢行することで、

パーキンソン病治療薬の候補を発見し、中長期計画が

大幅に進捗した。 

●脳内の神経ネットワーク活動における 2 種類の臨界

現象、すなわち計算効率が高まる「カオスの縁」とばらつ

きが大きくなる「雪崩現象」を、同じ現象の異なる側面と

して説明する理論を構築した。人工ニューラルネットワ

ークの計算効率の向上に貢献しうる成果であり、順調に

中長期計画が進捗している。 

 

④精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機能支

援・拡張を目指した研究 

●統合失調症に関わる新たな遺伝子や診断に有効な

バイオマーカーの同定を目指す年度計画に対し、統合

失調症の脳で特定の脂質（S1P）が低下していることを

発見するだけでなく、S1P シグナルに作用する化合物

が、統合失調症の新たな治療薬として有望であることを

示唆する知見も得られ、中長期計画が大幅に進展し

た。 

●精神・神経疾患等の病態の共通性と多様性の解明に

向けた研究を実施する年度計画に対し、生体内のプリ

オンタンパク質の特定構造が、異種間でのプリオン感染

効率の制御に関与していることを明らかにした上、広く

神経変性疾患の患者脳で生じる異なるタンパク質間で

の共凝集の理解に役立つ知見が得られ、中長期計画が

大幅に進捗した。 

●脳発達初期における抑制性神経細胞の過剰分化が

興奮性と抑制性神経細胞の不均衡をもたらし、精神疾

患の発症に関与することを見出した。順調に中長期計

画が進捗している。 

●自閉スペクトラム症の早期バイオマーカー候補を発見

したことにより、自閉スペクトラム症の生物学的再分類

に役立つことが期待される。順調に中長期計画が進捗

している。 

●統合失調症患者の脳白質における脂質代謝の乱れ

を発見し、統合失調症の白質異常の根底にある遺伝

子・分子・細胞の多層的なつながりの理解に役立つこと

が期待される。順調に中長期計画が進捗している。 

●統合失調症患者の DNA サンプルを用いた遺伝子解

 

 

 

 

 

 

●本研究で確立した技術や得られた成果は、パーキンソ

ン病を含む神経変性疾患やミトコンドリア機能障害が関与

するあらゆる疾患の医学的研究に役立つと期待される画

期的なものであり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●統合失調症に対する治療薬は、神経伝達物質の受容

体に作用する化合物以外にはほとんどないのが現状であ

るが、本研究成果から、S1P シグナルに作用する化合物

が新たな治療薬として有望であることが示唆されたため、

非常に高く評価する。 

 

 

●ウシからヒトへのプリオン病の感染がまれなように、異

種間でのプリオン感染性は低い。この現象は「種の壁」と

して知られていたものの、その分子機序は不明であった。

本成果は、種の壁に関わるプリオンタンパク質の特定アミ

ノ酸配列を突き止めることに成功した先駆的なものであ

り、非常に高く評価する。 
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用に関する技術の開発

を進める。更に、大規

模データを活用した脳

の作動理論モデルの

構築及び新しいデータ

駆動型脳研究の確立

に向けて、ヒト高次認

知機能の発現を可能に

する脳作動理論モデル

の構築を進める。 

④精神・神経疾患の診

断・治療法開発及び脳

機能支援・拡張を目指

した研究 

精神・神経疾患等の病

態の共通性と多様性の

解明のために、アルツ

ハイマー病、双極性障

害、発達障害、統合失

調症などに関する研究

を実施する。アルツハ

イマー病については、

発症メカニズム解明研

究を進めるため、非ヒト

霊長類モデルとしてア

ルツハイマー病モデル

マーモセットを作成す

る。また、統合失調症、

双極性障害、自閉症等

の精神疾患の発症に

関わる新たな遺伝子、

診断に有効なバイオマ

ーカーの同定につなが

る分子パスウェイを同

定し、モデル動物の解

析等を介して発症機序

の解明研究を進める。

更に、情動、社会性等

の脳内機構の解明並

びに脳・身体機能補完

技術の開発に必要な

知見の集積のため、社

会的孤立が脳内回路

に与える影響の解析や

信頼の神経基盤解明

などの研究を進める。 

析を行い、PPARA 遺伝子の変異が機能不全を引き起こ

す可能性があることを示し、統合失調症の新たな治療

標的発見に至った。順調に中長期計画が進捗してい

る。 

 

⑤その他 

●令和 2 年度末のチームリーダーの退任を見据え、こ

れまで CBS が重点的に進めてきた霊長類（マカク）を用

いた脳高次機能の研究の補強が、喫緊の課題となって

いる。また、ヒトを対象とする研究に関しては、CBS が導

入する 7 テスラ MRI 装置を駆使して新しい研究分野を

開拓する人材が求められる。さらに、脳疾患研究におい

ても、令和 2 年度および将来のチームリーダーの退任

を見据え、新しいチームリーダーの採用によって世代交

代を成し遂げ、本分野をさらに推進することが強く求め

られていた。 

これを受け、①7 テスラ MRI を用いたヒト脳高次機能

の研究、②霊長類（マカク）を用いた脳高次機能の研

究、③脳疾患の病因解明と診断・治療法開発を目指す

研究、の 3 つの分野のチームリーダーを､それぞれ独立

した枠として公募を行い、3 分野ともに卓越した人材を

獲得することができた。 

●ヒト疾患研究を更に推進するため、脳神経医科学部

門に新たに順天堂大学医学部・医学研究科と神経変性

疾患連携研究チームを立ち上げた。 

 

 

●理論・技術が先導するデータ駆動型脳研究をさらに

推進させることが求められていたが、当該分野の研究

開発に携わる研究者の育成と技術開発の加速に向け

て、広く国内から共同研究の提案を募り、8 つの共同研

究を開始した。 

●コロナ禍においても柔軟かつ継続的に人材育成に取

り組むため、CBS リトリートや Young Investigators’ 

Seminar Series を初めて完全オンラインで行い、研究者

の発表や交流の場を設けた。また、国際的なステージに

おいても研究交流ができるよう、UCSF とのオンラインシ

ンポジウムシリーズを立ち上げた。 

 

 

 

●令和 2 年度までにヒト高次認知機能のうち、推論、内

省や互恵性等を司る脳領域のマッピング等を行う計画

に対し、これまでに内省に関わる主体感の認知指標の

モデル化に成功したり、互恵性に必要な他者の行動の

予測メカニズムを解明したりすることで、研究を進捗させ

ることができた。その一方で、令和 2 年度末にヒト高次

認知機能が専門のチームリーダーが退任し、また当該

テーマには未知の側面が多く残るため、内省をはじめと

 

 

 

 

 

 

●チームリーダーの世代交代を図りつつ、中長期計画の

柱であるヒトをヒトたらしめる脳高次認知機能解明を目指

した研究と精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機

能支援・拡張を目指した研究を加速させるための卓越し

た人材確保に成功したセンターの運営を非常に高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●パーキンソン病の研究で実績のある順天堂大学医学

部・医学研究科と組織間連携研究を開始し、ヒト由来試料

を用いて臨床機関との相補的な研究を行うことにより、神

経変性疾患分野のバイオタイピング研究を加速し牽引し

ていくことが期待でき、非常に高く評価する。 

●脳科学に関するデータベースの構築とこれを利用した

脳科学研究といった未発達な分野を推進するために、共

同研究体制を強化して国内連携をより強固なものとしたこ

とは高く評価する。 

 

●コロナ禍においても、センターのオンラインリトリートや

若手セミナーシリーズ、そして世界のトップ研究機関との

オンラインシンポジウムを開催するなど、人材育成に資す

るイベントを企画・運営した。リトリートのオンラインでの実

施は理研における初の試みであり、様々なオンラインプレ

ゼンテーション・コミュニケーションプラットフォームに関す

る経験や知見を蓄積することができたため、他センターに

おける今後のイベント開催に向けてノウハウの提供を可

能とした先駆的な活動は高く評価する。 

●ヒト脳高次機能解明の目標に対し、国際公募の実施を

通して、当該分野における優秀な若手研究員を獲得する

など、CBS のミッション達成を強力に推進する体制構築

し、評価する。 
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するメタ認知機能の研究を促進させる目的で国際公募

を行い、ヒトを主対象とする世界的権威の一人と霊長類

を主対象とする新進気鋭の研究者をそれぞれチームリ

ーダーとして採用することに成功し、今後も中長期計画

の柱の一つであるヒト脳高次認知機能解明を目指した

研究を力強く推進させる体制を整えることができた。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(6) 環境資源科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

資源枯渇・気候変動・

食料不足等の地球規

模の課題を解決するた

めには、食料、バイオ

マス、医薬品・化学工

業原料等を少ない環

境負荷で効率的に生

産する革新的な技術

の開発が求められてい

る。このため、植物科

学、微生物学、化学等

を融合し、ゲノム情報

や、環境データ等を活

用したデータ科学を取

り入れ、植物の形質改

良、植物や微生物から

の有用物質の合成、

地球資源を利用する

高機能資源化触媒の

開発、有用機能を持つ

高分子素材の開発等

を推進する。 

本研究では、植物科

学、微生物学、化学、

データ科学等を融合

し、環境負荷の少ない

バイオ資源や化学資

源等の創生と利活用

を目指した異分野融

合研究を推進すること

により、資源枯渇・気

候変動・食料不足等

の地球規模の課題解

決に貢献する。 

具体的には、 

①持続的な食料、バイ

オマス生産のための

植物の機能向上を目

指す革新的植物バイ

オ研究、 

②植物や微生物を用

いた有用物質の生産

を目指す代謝ゲノムエ

ンジニアリング研究、 

③地球資源を利用す

る高機能資源化触媒

に関する先進触媒機

能エンジニアリング研

究、 

④有用機能を持つ高

分子素材の合成等に

関する新機能性ポリマ

ー研究を推進するとと

もに、 

⑤それらの研究開発

を支える先端技術プラ

ットフォームの開発を

行う。さらに、環境資

源分野における優れ

た研究人材を育成し、

科学技術力の底上げ

に努める。 

①革新的植物バイオ 

新規遺伝子及び機能

性小分子の探索とその

機能同定については、

環境ストレス適応、バイ

オマス生産、成長、ホ

ルモン情報伝達、共

生、再生、病害抵抗性

等に関わる変異体とそ

の原因遺伝子同定、転

写因子、機能性小分子

の探索、エピジェネティ

ック制御因子等の解析

により、生物と環境の

相互作用データを継続

して収集する。植物の

環境ストレス適応、バイ

オマス生産、成長等を

制御する遺伝子や機能

性小分子等の新規因

子の探索と同定を進め

ることで、環境ストレス

適応力強化、バイオマ

ス増産等に資する研究

を推進する。更に、継

続して植物の環境スト

レス適応、バイオマス

生産、成長等を定量的

データとして解析する

ための、遺伝子型と表

現された形質の相関を

見るフェノタイピング技

術の開発と利用を進め

る。ゲノム編集、化合物

等による機能向上した

植物の創出のための

研究を進める。 

②代謝ゲノムエンジニ

アリング 

有用化合物の生産に

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組 

等 

【マネジメント上の改善】 

●クラリベイト・アナリティクス社による発表「高被引用論

文著者（Highly Cited Researchers）」において、環境資

源科学研究センター（CSRS）から毎年多くの研究者が

選出されている。令和 2 年度は日本から 91 名が選出さ

れ、このうち CSRS 所属及び出身の研究者が 14 名選

出された（理研在籍者は 27 名）。 

●「インフォマティクス・データ科学推進プログラム」を推

進し、研究 DX の強化及び人材発掘・育成を行った。 

 

●CSRS による SDGs に貢献する研究について、産業

界向けのオンラインセミナーを開催した。 

●200 名以上の若手研究者が参画するリトリートをオン

ラインで開催し、異なる分野の研究者でグループを構成

し、21 の研究アイデアが発表され、審査の上、優れた発

表を表彰した。 

●ベルギーの VIB（フランダースバイオテクノロジー研究

所植物システム生物学センター）と連携協定を締結し

た。 

●台湾国立中興大学と連携協定を締結した。 

●千葉大学植物分子科学研究センター及び関連する 6

部局と連携協定を締結した。 

●募集特定寄附金として「理研 CSRS for SDGs 寄附

金」を新たに開設した。 

 

①革新的植物バイオ 

●寄生のメカニズムを理解する上で極めて重要となる、

植物におけるキノン化合物の認識に関与する細胞表面

の新しい受容体を発見した。 

 

●農作物の重要病害である紋枯病に対する抵抗性の

仕組みを解明し、免疫応答の転写調節に関わる制御因

子の同定に成功した。 

●土壌から水分や栄養分を獲得する器官である根の重

力応答機構の新たな仕組みを解明した。 

●統合オミックス解析を行い、全世界で 5～10 億人の

食糧源・エネルギー源となっているキャッサバ塊根の形

成に関わる分子メカニズムを解明した。 

●理研 NPDepo 化合物ライブラリーを用いて、植物の耐

塩性を強化する化合物を探索し、植物の耐塩性を強化

 

●高い影響力を持つ研究開発成果が継続的に創出され

ていることを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●政策的に重要かつ人材が不足しているデータ科学分野

において、優れた研究者・技術者の育成、活躍促進に係

る取組を行っているとして、高く評価する。 

●オンラインセミナー以降、企業と具体的な連携について

協議を進めており、高く評価する。 

●自由な発想から新たな研究アイデアが多く生まれ、そ

れらのアイデアをもとにフィージビリティ・スタディを行う予

定であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●植物のキノン化合物の受容体発見は世界初であり、ま

た中長期計画における「耐病性に重要な新規遺伝子の同

定」を前倒しで進捗しており、寄生植物ストライガの撲滅に

向けた極めて重要な成果で、非常に高く評価する。 

 

●中長期計画における「耐病性に重要な新規遺伝子の同

定」を前倒しで進捗しており、また紋枯病に対して強い抵

抗性を示す栽培イネの品種・系統は見いだされていない

ため、非常に高く評価する。 
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関して、設計された代

謝経路を実現する酵素

反応選択技術を引き続

き開発する。そのため

に、各化合物に対して

構造特徴量となるべき

指標を決定する。構造

特徴量として炭素鎖数

や原子同士の結合数

を指標軸とし各酵素反

応に対する基質選択性

を最適化する。また、ゲ

ノム科学等を駆使した

遺伝子・代謝関連情報

の収集については、放

線菌等の微生物や有

用物質を生産する植物

からゲノム、トランスク

リプトーム、メタボロー

ム等のゲノム関連情報

の収集を継続するとと

もに、バイオ生産に有

用な遺伝子等の同定を

推進する。これらを AI

等の情報科学やゲノム

関連情報、合成生物学

やゲノム編集技術を用

いて、微生物や植物を

宿主として複雑な化合

物や化石資源に頼らな

い工業原料等のバイオ

生産の設計を継続し、

具体的な手法を開発す

る。また、環境代謝ゲノ

ムについては、環境微

生物組成や物質組成

から、AI 関連の情報技

術高度化により重要因

子を抽出し、各因子関

係の可視化・構造化を

行い、複雑系制御の指

針化を進める。 

③先進触媒機能エンジ

ニアリング 

大気資源の利用では、

銅触媒による二酸化炭

素とホウ素化合物によ

るイミン類のダブル官

能基化反応を開発す

する新しい化合物 FSL0260 を発見した。 

●C4 型光合成を行うモデル植物であるエノコログサの

高精度ゲノム解読を行い、有用形質遺伝子の同定に活

用できるゲノムリソースを整備した。 

 

②代謝ゲノムエンジニアリング 

●薬用資源として重要なインドールアルカロイドを標的

としたメタボローム解析手法を開発し、薬用植物のニチ

ニチソウを使った実験により、モノテルペンインドールア

ルカロイドの探索に成功した。 

●抗癌性アルカロイドを生産する薬用資源植物の全ゲ

ノムを染色体レベルで高精度に解読した。 

●放線菌の二次代謝産物であるヴァーティシラクタム生

合成遺伝子群の全てを異種放線菌に導入・発現させ、

ヴァーティシラクタムおよびその新規類縁体を生産させ

ることに成功した。 

●放線菌の二次代謝産物であるリベロマイシン A 生産

が、β-カルボリン誘導体の添加により LuxR ファミリー

転写因子を介して増強されるメカニズムを解明した。 

●シロイヌナズナの種子に含まれるネオリグナンの生合

成に必要な酵素とタンパク質を発見し、ネオリグナンが

種子の寿命に関連する種皮の外来異物透過性を抑制

することを解明した。 

●物個体中成分の組成・物性・位置を非破壊計測する

3 次元 NMR パルスシーケンスと可視化プロセッサーを

開発した。 

●バトンゾーン研究推進プログラムを利用して、日本ゼ

オン株式会社及び横浜ゴム株式会社と連携し、「バイオ

モノマー生産研究チーム」を新たに立ち上げ、バイオブ

タジエンの微生物による生産及びバイオポリブタジエン

の実現を目指した研究を実施している。 

 

③先進触媒機能エンジニアリング 

●飲料水の汚染、湖沼の富栄養化や赤潮を引き起こす

原因となる硝酸イオンを無害化するモリブデン触媒の中

間体を検出し、生体酵素と類似した立体構造を有してい

ることを明らかにした。 

●選択的に窒素-窒素結合を作る触媒反応の仕組みを

原子レベルで解明した。 

●シリコンナノ構造体担持パラジウム触媒を 150 回繰り

返し使用しても失活せず、対応する生成物が 100％に

近い収率で得られることを見いだした。 

●持続性ラジカルを鍵活性種として用い、カテコール類

との位置多様性・脱水素型クロスカップリング反応の開

発に成功した。 

 

④新機能性ポリマー 

●株式会社日本触媒との共同研究により、バイオマス

由来の難重合性モノマーの重合において、効率的に高

 

 

 

 

 

●中長期計画における「遺伝子・代謝関連情報を収集」を

前倒しで進捗しており、医薬品開発に向けた抗癌性インド

ールアルカロイドの効率的な発掘やその生産に関する遺

伝子情報収集に貢献する重要な成果で、高く評価する。 

 

●中長期計画における「微生物を宿主とした複雑な化合

物のバイオ生産」を前倒しで進捗しており、生産が不安定

な微生物の二次代謝産物をより安定的に生産させる重要

な成果で、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●中長期計画における「水中で機能する生体模倣触媒」

を前倒しで進捗しており、水質汚染物質として規制されて

いる硝酸イオンを無害化するための新たな触媒開発に貢

献する重要な成果で、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●企業との共同研究を通じて、中長期計画における「革

新的な新規高機能ポリマー素材の材料化技術の創出及

び企業への移転」を前倒しで進捗しており、高く評価する。 
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る。また、異種金属を

添加したモリブデンクラ

スター担持体触媒につ

いて、担体の種類や構

造の最適化によるアン

モニア合成の高効率

化、反応条件低減化を

検討する。更に、分子

状酸素を利用した位置

多様性クロスカップリン

グ反応の解析を行うと

ともに、新規ペルオキ

シド合成法の開発とラ

ジカル環化反応の開発

を行う。 

水資源の利用では、マ

ンガン系触媒の反応ネ

ットワークを最適化し、

長期間安定的に駆動

する水電解システムを

構築し、活性と安定性

の向上に寄与する因子

を特定する。また、モリ

ブデンオキソ構造の調

製条件や構造等の最

適化を行い、酵素模倣

型脱窒触媒の反応の

高効率化を検討する。 

地殻資源の利用では、

希土類金属元素の特

性を活かした選択的

C-H 結合官能基化反

応の開発を更に進め

る。また、資源偏在など

の問題を抱えるリチウ

ム化合物を代替すべ

く、ナトリウム化合物を

基盤とする有機合成法

の確立を目指す。更

に、銅触媒を用いたア

ルケンのビスフルオロ

アルキル化反応の開

発を進め、連続不斉点

を構築する新規環化付

加型反応を開発する。

加えて、マイクロ波感

応型シリコンナノ構造

体担持型金属触媒を

開発し、マイクロ波によ

分子量化できる重合システムを開発し、高性能なポリマ

ーを得ることに成功した。 

●原始的な光合成生物である海洋性の紅色光合成細

菌を用いてクモ糸シルクタンパク質を生産することに成

功した。 

●クモの牽引糸を構成するシルクタンパク質の分子機

構を明らかにし、シルクタンパク質が「液液相分離」とい

う挙動を経由し、網目状の微小な繊維を形成することを

解明した。 

●ハーフサンドイッチ型希土類触媒を用いることにより、

ヘテロ原子官能基を有するプロピレン類とスチレンとの

シンジオタクチック交互共重合を初めて実現した。 

●これまでの研究成果を活用し、新たなスタートアップと

して Symbiobe 株式会社を設立した。 

 

⑤先端技術プラットフォーム 

●理研 CSRS が開発した核酸同定アルゴリズム

Ariadne（アリアドネ）を活用し、三井情報株式会社はソフ

トウェア群 AQXeNA（アクジーナ）を開発し、提供を開始

した。 

●生命活動に必須の分子である脂質の構造多様性を

明らかにするための革新的なノンターゲットリピドミクス

解析技術を開発した。 

●主要な細胞内分解システムの「オートファジー」と「ユ

ビキチン・プロテアソーム系」が植物では独立に働き、生

体内の新陳代謝を支えていることを発見した。 

●機能低下したミトコンドリアを活性化する物質として、

解糖系律速酵素の一つであるホスホフルクトキーナー

ゼを阻害する低分子化合物「tryptolinamide」を発見し

た。 

●かび毒として知られるテヌアゾン酸の生合成酵素であ

る「TAS1」の「ケト合成酵素ドメイン」の立体構造を明ら

かにし、テヌアゾン酸生合成における鍵となる反応のメ

カニズムに関する重要な知見を得た。 

●細胞内自己分解システムであるオートファジーが植物

ミトコンドリアの品質管理を担うことを発見した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●研究成果の実用化に成功した事例であり、高く評価す

る。 

 

●中長期計画における「データ科学を取り入れた計測・解

析基盤技術の開発」を前倒しで進捗しており、様々な分野

における複雑な生命現象の理解に貢献する重要な成果

であり、高く評価する。 
 

●ミトコンドリア機能低下は、ミトコンドリア病だけでなく、

老化、がん、神経変性疾患を含むさまざまな疾患に関連

しており、ヒトの健康寿命の延伸に資する新しい方法の開

発につながる重要な成果であり、高く評価する。 
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る有機変換反応に適用

する。安価で再利用可

能な普遍金属触媒を開

発すべく不溶性ニッケ

ル触媒を開発し、カップ

リング反応を検討す

る。 

④新機能性ポリマー 

希土類触媒を用いて、

非極性オレフィンと極

性オレフィンモノマーの

高選択的な共重合を開

発し、高機能性材料や

有用物質を開発する。

一方、バイオマスオレフ

ィンモノマーの重合で

は、詳細構造解析と機

能評価を行い、ポリマ

ーの立体構造・連鎖構

造と機能との相関を解

明する。 

生物有機化合物群から

のポリマー素材の創出

については、超耐熱性

を発現するバイオプラ

スチック原料となるモノ

マー分子の合成手法と

新規バイオプラスチック

合成法を確立する。 

高機能ペプチドポリマ

ー素材の創製について

は、シルクや天然ゴム

など高機能生物素材の

化学構造にアミドなど

の人工的な化学構造を

導入し、高機能高分子

素材を創出する。また、

光合成細菌を利用した

高分子合成プロセス及

び周辺技術を開発す

る。 

⑤先端技術プラットフォ

ーム 

質量分析計を用いたメ

タボローム解析につい

ては、ケモインフォマテ

ィクスも活用した植物メ

タボロームアノテーショ

ン基盤を用いて生物種
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及び代謝物カテゴリー

横断的なメタボローム

ネットワーキングの解

析手法を開発すると同

時に、植物代謝に特化

した微量高速分析系で

取得する大規模データ

を解析する基盤技術の

開発を継続する。 

顕微鏡解析、イメージ

ング技術開発について

は、倍率領域・観察項

目が異なる超解像光学

顕微鏡と電子顕微鏡を

組み合わせた光電子

相関顕微鏡法の開発

を継続して進め、三次

元解析と組み合わせた

新たな解析技術開発を

開始する。 

表現型解析技術につい

ては、自動タイムラプス

イメージング、セルモー

ションイメージング、一

括測定が可能なイメー

ジング型プレートリーダ

ー等を導入し、それらを

組み合わせて新たな解

析基盤技術を開発す

る。 

天然化合物バンクにつ

いては、国際標準であ

る 10 mM に調製した化

合物ライブラリーの拡

張と品質管理、提供先

と寄託元との情報共

有、データベース化を

継続し、化合物の活性

向上を図る。ヒット化合

物の活性比較及び評

価データに基づく定量

的な構造活性相関解

析を推進する。 

データ科学の導入と情

報基盤整備に関して

は、CRISPR-Cas9 を用

いたノックアウト細胞を

用いてのケミカルゲノミ

クススクリーニング系の
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構築を整え、生理活性

物質の解析基盤の高

度化を推進する。微生

物・動物細胞のバーコ

ードシーケンスから得ら

れた大量データを活用

し、化合物による表現

型と遺伝子機能を統合

したケミカルゲノミクス

ネットワーク解析を行う

とともに、得られた化合

物と遺伝子の相関性の

検証実験を実施する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(7) 創発物性科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

環境調和型の持続可

能な社会の実現に向

けて、超低消費電力デ

バイス等の環境・省エ

ネルギー関連技術の

研究開発が求められ

ている。このため、これ

までの研究開発を融

合・加速させ、エネル

ギー機能創発物性、創

発機能性ソフトマテリ

アル、量子情報電子技

術、トポロジカルスピン

トロニクスの４つの研

究テーマに取り組み、

環境中の熱や光を高

効率で収集しエネルギ

ーに変換する新物質

の開発や超高速・超効

率的な情報処理技術、

超低消費エネルギー

技術などの、革新的な

ハードウェアの創製を

可能にする新しい学理

の構築と概念実証デ

バイスの開発を推進す

る。 

本研究では、創発物

性科学の概念に基づ

き、これまで展開して

きた強相関物理･超分

子機能化学･量子情報

エレクトロニクスの 3 

部門の融合を加速さ

せ、 

①革新的なエネルギ

ーの創成・輸送機能の

実現を目指すエネル

ギー機能創発物性研

究、 

②人との親和性に優

れたソフトロボティクス

等への貢献を目指す

創発機能性ソフトマテ

リアル研究、 

③低消費電力で超高

速・高効率情報処理を

行う量子計算技術や

物性予測の実現に貢

献する量子情報電子

技術、 

④省エネルギーエレク

トロニクスの実現に貢

献するトポロジカルス

ピントロニクス研究 

に取組み、革新的な

ハードウェアの創製を

可能にする新しい学

理の構築と概念実証

デバイスの開発を行う

ことで、環境調和型の

持続可能な社会の実

現に貢献するとともに

若手人材の育成を推

進する。 

①エネルギー機能創発

物性 

高温超伝導体の設計

に向けて、第一原理に

基づき、電子格子相互

作用を求めて超伝導転

移温度 Tc の満たす方

程式を解き、Tc の定量

的評価を、同位体効果

も含めて行う。 

熱電変換現象の解明

に向け、エネルギーバ

ンドが線形に交差する

物質の熱電能の大き

さ・温度依存性等を移

動度の観点から検討す

る。また、二元素系磁

性体の中で横熱電係

数が大きな物質を第一

原理計算によって網羅

的に探索する。 

有機薄膜太陽電池で

は、シフトカレント発現

を可能とする反転対称

性を持たない結晶の設

計に向けて、分子間相

互作用に基づく分子配

列の制御、及び表面偏

析法による対称性の制

御を行う。更に、構造の

制御されたコロイド量

子ドット、及び有機無機

ハイブリッド材料を用い

たエネルギー変換機能

材料を開発する。 

②創発機能性ソフトマ

テリアル 

超スマート社会の実現

を目指し、従来のアク

チュエーターとは異なる

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組  

等 

①エネルギー機能創発物性 

●高温超伝導体の第一原理計算については、グリーン

関数の展開において、従来の手法よりも計算コストが数

十倍小さくなる効率的なアルゴリズムを見出し、三元系

の水素化合物の超伝導探索を実施した。 

●熱電変換現象の解明に向けては、ディラック半金属

物質に Zn をドープすることで熱・量子輸送特性および

電子構造の変化を調べ、トポロジカル転移と大きな熱電

能および熱電性能指数を観測した。 

●磁性熱電材料について、自動的にワニエ補間を行う

手法を確立し、二元素系磁性体からさらに探索範囲を

広げて輸送係数の計算を行った他、大きな異常ネルン

スト係数の予言とその起源となる電子状態を解明した。 

●反転対称性を持たない有機半導体物質開発に向け

て、結晶中での反転対称性の有無を分子構造から予測

した他、キラルな表面単分子膜から結晶化を行うこと

で、薄膜中のキラリティの誘起・制御を実現した。 

●強誘電体 SbSI において、電気伝導度が 8 桁にわた

って変化しても、光照射下・ゼロバイアス電圧で生じる電

流がほぼ同じであることを発見し、光電流が量子位相に

駆動されたトポロジカル電流であることを実証した。 

●コロイド量子ドットの太陽電池の開発においては、

Layer-by-layer 法により半導体量子ドットの超格子を作

製し、面内・積層方向の量子ドット間距離の制御による

量子共鳴の次元制御に成功した。 

●新たなエネルギー変換機能材料としては、高分子側

鎖の構造により薄膜中での分子配向を制御することで、

パワーファクターが 53μW/m K2 に達する高い熱電変

換特性をもつ高分子熱電変換材料を開発した。 

 

②創発機能性ソフトマテリアル 

●超分子ポリマー材料の開発については、化学エネル

ギーを元に駆動するタンパクのナノマシーン「シャペロニ

ン」を、位置・方向・配列を厳密に制御しながら 3 次元的

に超分子重合する手法を開拓した。 

●刺激応答性のヒドロゲルについては、水中に分散した

酸化チタンナノシートがもつ、斥力支配・引力支配の 2

種類の様式で超分子重合する性質を利用し、温度に応

じ 2 秒以内に硬さを 23 倍変えることを可能にした。 

●超フレキシブルエレクトロニクス材料については、新

 

●三元系の水素化物超伝導体の探索に関する方法論開

発を行ったことは、既存の計算手法の遅延効果を第一原

理的に扱えないという問題を解決し、室温超伝導にむけ

て重要な知見を与えることから、高く評価する。 

●エネルギーバンドが線形に交差するディラック半金属系

において、室温で熱電性能指数が 0.3 を超える値を観測

したことは、ディラック電子系における高性能熱電変換特

性実現の可能性を示すもので、高く評価する。 

●輸送係数の第一原理ハイスループット計算はこれまで

例がなく、かつ室温近傍の異常ネルンスト効果について

新しい記録の予言とその発現機構を解明した点におい

て、非常に高く評価する。 

●シフトカレント発現によるバルク光電効果を示す有機太

陽電池材料の開発について、分子構造と結晶構造の相

関が明らかになったことに加え、薄膜中でより精密な結晶

構造の制御が可能となってきており、高く評価する。 

●電気伝導度が異なる試料においてシフトカレントの値が

変化しないことは、シフトカレントを用いた高効率太陽電池

や高感度光検出器の開発に向けた道を拓くものであり、

非常に高く評価する。 

●量子共鳴の次元制御という新しい現象の発見は、太陽

電池に関わる新たな光物性だけでなく、他のナノマテリア

ルを利用した次世代デバイスの実現にもつながる重要な

成果であり、非常に高く評価する。 

●独自の設計を用い、これまでの n 型高分子半導体を基

盤とする熱電材料で最も高性能な材料を開発したことは、

微小な熱エネルギーを利用する有機熱電変換材料のブレ

イクスルーと成り得る成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

●複雑な 3 成分の構造を、ユニットの位置・方向・配列を

厳密に制御しながら、数十μm の長距離にわたり集積す

る手法が開発されており、非常に高く評価する。 

 

●高速の強度変化を可逆的に繰り返し可能な材料を、環

境負荷が低く生体適合性も高い原料（水 92%・酸化チタン

8％）だけを用いて実現しており、非常に高く評価する。 

 

●超薄型有機太陽電池のエネルギー変換効率を、過去
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新しい力の発生機構に

よるソフトアクチュエー

ター材料を開発する。

盛んに研究されてきた

分子機械を用いるアプ

ローチでは、巨視スケ

ールの力を発生させる

ことはできない。本研究

では、無数の駆動部位

を物理的にカップルさ

せ、個々の動きを連動

させ巨視スケールの力

に変換する新しい基盤

を開拓する。加えて、人

類にとって難題である

「廃プラスチックによる

環境破壊」の解決に向

けて、壊れても容易に

直すことができ、廃棄

する必要のないプラス

チックの開発を進める。

分子運動が盛んなゴム

は自己修復が可能だ

が、分子運動が凍結し

ているガラス的な堅い

プラスチックに自己修

復能は期待できないと

いう先入観を払拭する

ことを目指す。 

③量子情報電子技術 

Si 量子回路の誤り耐性

条件を満たすための技

術開発を進める。GaAs

で開発した量子非破壊

測定技術を Si へ移植

し、読み出しと初期化

の忠実度を改善する。

多ビット化に適したゲー

ト電極作製の再現性を

改善する。また、作製し

たデバイスで 3 量子ビ

ット化を達成し、隣接ビ

ット間結合の制御性を

確認する。 

超伝導量子ビットの集

積化に向け、超伝導シ

リコン貫通ビア作製技

術や 3 次元マイクロ波

配線用パッケージ技術

規電子輸送材料の開発により、エネルギー変換効率

15%というさらなる高効率化を実現した他、従来の電子

輸送材料に比べて高い機械的柔軟性を有することを見

出した。 

●ウェアラブル用途に展開可能なフレキブルな光発電/

充電システムについては、有機太陽電池とスーパーキ

ャパシタとの集積化により、全体膜厚 50μm、効率 5.9%

という、世界最高の効率を有する性能を達成した。 

 

③量子情報電子技術 

●Si 量子回路の誤り耐性量子計算については、天然 Si

の量子非破壊測定を原理として、繰り返し測定による読

み出し忠実度向上と、帰還制御の組み合わせによる初

期化忠実度の向上を達成した。 

●Si 3 量子ビットについては、Si デバイス作製の歩留ま

り改善に加え、高忠実度の 3 量子ビット化と、隣接ビット

間の交換結合制御を実現し、誤り訂正に有用な 3 ビット

論理基底の実装に成功した。 

●超伝導量子コンピュータについては、超伝導シリコン

貫通ビア作製技術・3 次元マイクロ波配線用パッケージ

技術を開発し、これらを用いた 2 次元量子ビット回路に

おいて、16 量子ビットチップ上の量子ビットパラメータ均

一性やコヒーレンスの向上を実現した。 

●16 量子ビットチップについて、量子コンピュータ実現

のための要素技術となる 1 ビットゲート・2 ビットゲート・

周波数多重読み出しを実装した。 

●64 量子ビットチップについては、試作を完了した他、

ランダマイズドベンチマーキングによる評価を行い、超

伝導 1 量子ゲートの忠実度 99.926%、2 量子ビットゲート

の忠実度 94.3%を達成した。 

 

④トポロジカルスピントロニクス 

●らせん磁性マルチフェロイクス物質については、マル

チフェロイクス CuO を用いて試料に電場パルスを印加

することにより、テラヘルツ帯の偏光回転を、不揮発的

に制御することに成功した。 

●テラヘルツ帯の電気磁気結合の共鳴を利用すること

で、アクシオニック電気磁気結合に由来する旋光性複屈

折を観測し、同じく電気磁気結合由来の非相反応答で

ある自然旋光性とは明確に区別できる光学現象である

ことを明らかにした。 

●スキルミオンに関しては、薄膜の面内方向に磁場を

印可し、トポロジカル欠陥構造の観測と、数値シミュレー

ションによる再現に成功した。特に、面直方向にストリン

グが曲がって、表面にスキルミオンが顔を出すという予

想外の構造を見出した。 

●創発インダクタについては、従来型と比べて非常に小

さな体積の素子に加工した単結晶を用い、非共線的な

磁気相において、一般的に使用される値に匹敵する大

の最高値の約 1.15 倍まで向上させたことは、100 µm 厚

程度のフィルムを用いたフレキシブル有機太陽電池の過

去の報告値を超える性能を実現しており、非常に高く評価

する。 

●スーパーキャパシタとの組み合わせによって、これまで

の最高性能のデバイスと比べ、総膜厚を 1/8 に抑えつ

つ、効率を 15％改善することに成功した。これは当初目

標を大幅に上回る性能であり、非常に高く評価する。 

 

 

●誤り耐性量子計算の基盤技術開発を継続し、読み出し

忠実度と初期化忠実度をそれぞれ 73～88%から 95%、76%

から 97%へと向上させており、非常に高く評価する。 

 

●Si 3 量子ビットについて、99%を超える高忠実度化の実

現と、論理基底実装を達成したことは、誤り訂正のブレイ

クスルーとなる世界初の技術開発であり、非常に高く評価

する。 

●独自方式による超伝導量子ビット 2 次元集積化、及び

マイクロ波配線の垂直実装を用い、作製プロセス技術の

改善によって 16 量子ビットチップの性能向上を進めてお

り、非常に高く評価する。 

 

●1 ビットゲート・2 ビットゲート・周波数多重読み出しの実

装は、超伝導量子コンピュータの実現へ向けた重要なス

テップであり、非常に高く評価する。 

●プロセスの改善によって超伝導単一量子ゲート操作忠

実度を大幅に向上したことは、高精度の 2 量子ビットゲー

トの実装に向けた指針を与える成果であり、非常に高く評

価する。 

 

 

●らせんスピン秩序によって誘起される自然旋光性を電

場によって制御したことは、フェロカイラリティという概念の

実現の他、テラヘルツ帯の通信技術や、記録デバイスの

原理実証に相当する成果であり、非常に高く評価する。 

●アクシオニック電気磁気結合に由来する旋光性複屈折

の観測は、この現象が線複屈折性の非相反効果として理

解できることを示した世界初の成果であるとともに、電場・

磁場で偏光回転を制御する新しい手法を提案するもので

あり、高く評価する。 

●3 次元的なスキルミオンストリングにおけるトポロジカル

スピン欠陥構造を、ローレンツ顕微鏡によって実空間で観

測することに成功したことは、3 次元スピンテクスチャーの

研究を切り拓く成果であり、高く評価する。 

 

●創発インダクタの実証は、まったく新しい量子力学的な

インダクタという原理を開拓するとともに、そのサイズを 10

万分の 1 以上小さくすることに成功し、微細化への道を切
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を開発し、拡張性のあ

る 2 次元集積化実装

技術を開発する。16 量

子ビットチップの動作評

価を行う。また、64 量

子ビットチップの試作と

基礎評価を開始する。

量子シミュレーション技

術の機能実装に向け、

量子アニーリングの新

規な全結合型アーキテ

クチャ基本要素の実験

を行う。 

④トポロジカルスピント

ロニクス 

マルチフェロイック（強

磁性と強誘電性の両方

の性質を持つ）らせん

磁性体において、電場

によるスピン蓄積を可

能にする創発キャパシ

タの高度な複合機能化

を目指し、テラヘルツ光

の電場制御を実現す

る。また、アクシオニッ

ク電気磁気結合（通常

の物質には無い、電気

と磁気を結ぶ作用）に

より生じる旋光性複屈

折の増強を実現し、線

複屈折性との関係を明

らかにする。更に、一

種のトポロジカル電子

状態である相対論的電

子ワイルフェルミオンの

特異な量子輸送現象

と、電流とスピンの結合

について開拓を行う。

渦状の磁気構造でトポ

ロジカルな性質を持つ

スキルミオンに関して

は、その 3 次元的な構

造のダイナミクスを、電

子顕微鏡や量子ビーム

を用いた実験的研究

と、数値シミュレーショ

ンによる理論的研究の

双方から解明する。ま

た、らせん磁気構造に

きさのインダクタンスが生じることを見出した。 

●トポロジカル絶縁体については、磁性トポロジカル絶

縁体と非磁性トポロジカル絶縁体の超格子構造を作成

し、カー回転スペクトロスコピー及び電子輸送測定を行

うことで、ホールコンダクタンスの半量子化を実証した。 

●磁性トポロジカル絶縁体の表面において、量子化異

常ホール状態を実現し、非相反電気抵抗を観測した。ま

たこの現象をモデル化し、散乱確率を計算することで、

実験結果をほぼ完全に再現することに成功した。 

 

⑤人材育成 

●東京大学、中国清華大学に若手研究者主宰の連携

研究室を設置し、若手研究リーダーの人材育成を行っ

た。また、中国科学院カブリ理論科学研究所と清華大学

との 3 者で緊密な連携を確立し、オンラインでの合同ワ

ークショップを開催して研究交流、頭脳循環を強力に推

進した。 

●物理、化学、量子技術の 3 分野を中心とした活発な

分野間交流と、より広い知識や視野を育む環境の整備

により、2 名の研究員が文部科学省大臣表彰若手科学

者賞を受賞した。また、若手 PI の採用を積極的に進

め、シニア PI によるメンター制度の下、研究室立ち上げ

をサポートするなど、優秀な若手研究者の人材育成に

注力した。 

●産業技術総合研究所と「理研―産総研量子技術イノ

ベーションコア連携研究支援制度」において採択した、

若手研究者による世界最先端の独創的共同研究を推

進した。また、量子化異常ホール効果を抵抗標準に応

用する共同研究が進展し、従来の抵抗標準に迫る精度

が得られるという大きな成果が上がった。 

り拓く画期的な成果であり、非常に高く評価する。 

●磁性トポロジカル絶縁体における半整数ホールコンダ

クタンスの量子化を実験的に実証したことは、世界初の成

果であり、非常に高く評価する。 

 

●磁性トポロジカル絶縁体の表面状態とエッジチャンネル

の共存状態における 10 数％におよぶ非相反電気抵抗効

果は、磁場でスイッチできる非相反効果としては最大級の

ものであり、非常に高く評価する。 

 

 

●清華大学および中国科学院という中国のトップ研究機

関、東京大学と実質的で緊密な共同研究を推進したこと

は、日中の研究交流、頭脳循環に極めて大きく寄与した。

著名な学術雑誌に共著論文が出版されたことも特筆に値

することから、非常に高く評価する。 

 

●シニア PI によるメンター制度等、若手研究者のキャリ

アパスをバックアップする仕組みが機能し、新規採用、昇

任や転出が数多く行われたこと、さらにオンラインも併用

しつつ、若手研究者を中心に発表・討論する機会を継続し

て設けたことは、人材育成と頭脳循環に大きく寄与してお

り、非常に高く評価する。 

 

●特定国立研究開発法人である産総研との連携を強化

し、共同研究を推進するとともに、新しい抵抗標準の可能

性を拓いたことを通じて、量子技術を中心とする国内の基

礎から応用までの一気通貫の研究体制を整えたことは我

が国の研究力強化に大きく寄与しており、非常に高く評価

する。 
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おける創発電磁誘導に

よる創発インダクタの

原理検証を行う。トポロ

ジカル絶縁体（内部は

絶縁体だが表面は高

い電子移動度を持つ金

属状態が現れる物質）

に関しては、磁性体・超

伝導体との超構造にお

ける（半整数）量子化異

常ホール効果、アキシ

オン絶縁体、及びマヨ

ラナ粒子の創発と機能

開発を行い、エッジ状

態とバルク状態の共存

による非相反応答の巨

大化を探求し、創発電

磁機能による創発ダイ

オードの原理検証を行

う。 

⑤人材育成 

東京大学、清華大学、

中国科学院カブリ理論

科学研究所との連携協

定を基に、研究者の相

互訪問とともに、合同

ワークショップを理研に

おいて開催し、研究交

流を推進する。東京大

学、清華大学に設置し

ている若手研究者主宰

の連携研究室では、シ

ニア研究者によるメンタ

ーシップの下、研究リ

ーダーの育成を行う。

物理、化学、量子技術

等、異分野間で研究キ

ャンプを含むシンポジ

ウム・討論会を開催し、

若手研究者を中心に発

表・討論する機会を設

け、より広い知識と視

野を育む環境を整備す

る。特定国立研究開発

法人との連携を強力に

推進し、産業技術総合

研究所との合同ワーク

ショップの開催ととも

に、共同で研究を支援
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するために設置した制

度を用いて、世界最先

端の独創的研究を実

施する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(8) 光量子工学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

光・量子技術は、「超ス

マート社会」の実現に

資する我が国が強み

を有する基盤技術であ

り、革新的な計測技

術、情報・エネルギー

伝達技術、加工技術

の強化等が求められ

ている。このため、超

高速の物理現象の解

明や生体の超解像イメ

ージング等の最先端

の学術研究に加え、革

新的な材料開発、イン

フラ構造物の保全等、

社会的にも重要な課

題の解決に向けて、こ

れまで得られた知見を

活用しつつ、極短パル

スレーザーの発生・計

測技術、超高精度レー

ザーの制御技術、非破

壊検査技術といった最

先端の光・量子の発

生、制御、計測による

新たな光量子技術の

研究開発を推進する。 

本研究では、最先端

の光・量子技術の研

究として、 

①超高精度レーザー

や極短パルスレーザ

ーの発生、制御、計測

技術を追究し、物質・

材料科学や測地学へ

の応用展開を目指す

エクストリームフォトニ

クス研究、 

②顕微計測技術とレ

ーザー加工技術を融

合し、精密加工・極微

光計測技術の工学・

生物医科学応用を目

指すサブ波長フォトニ

クス研究、 

③独自のテラヘルツ

光発振技術、計測技

術を発展させ、テラヘ

ルツ光による機能制

御・物質創成等を目指

すテラヘルツ光研究、 

④非破壊インフラ計測

技術、レーザー計測技

術、特殊光学素子の

開発等、最先端の光・

量子技術の社会への

活用を目指す光量子

技術基盤開発 

を推進することで、社

会的に重要な課題の

解決に貢献する。さら

に、次世代の光量子

科学研究を担う人材を

育成し、科学技術力の

底上げに努める。 

①エクストリームフォト

ニクス研究 

サブキロ電子ボルトの

アト秒パルス発生のた

めに独自開発してきた

中赤外超短パルスレー

ザーシステムのターゲ

ットとして新たに高圧動

作ガスセルを導入し、

「水の窓」領域での高

次高調波の高エネルギ

ー出力化を図る。光格

子時計においては、可

搬型プロトタイプ機の

車載化を実現し、地下

資源探索、火山活動監

視等へ利用可能な重

力ポテンシャル計とし

ての応用を検討する。 

②サブ波長フォトニクス

研究 

超解像共焦点ライブ顕

微鏡の高度化を進め、

20 立体／秒の時間分

解能を達成する。また、

サブ波長観察のための

蛍光タンパク質と、多

色・深部観察のための

色収差補正技術を開

発する。多次元情報処

理と機械学習による画

像解析では、生体・生

細胞画像の分類・解析

を行う。また、超解像構

造の機能素子を開発す

るために、ナノスケール

立体加工技術の開発

を進め、赤外吸収メタ

マテリアル構造を利用

した高感度赤外分光デ

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組 

等 

①エクストリームフォトニクス研究 

●炭素の K 吸収端を含む”水の窓”領域でナノジュール

を超える高エネルギーの高次高調波の発生に成功し、”

水の窓”領域において従来に比べて 1,000 倍以上の高

出力を達成した。 

●光格子時計の実用化に向けて、可搬型プロトタイプ機

の車載化を実現し、車載機の屋外での運用の評価を行

い、数時間の積算時間で cm レベルの測地精度が実現

可能であることを確認した。 

 

②サブ波長フォトニクス研究 

●超解像共焦点ライブ顕微鏡は、20 立体／秒の時間

分解能を達成し、細胞内膜交通のダイナミクスの観察を

可能にした。 

●サブ波長観察の中でもとくに構造化照明（SIM）に適

する新規の蛍光タンパク質を開発し、培養細胞の細胞

小器官の微細構造を可視化した。また、透明化した固

定サンプルの深部を高精細に多色で観察する際の浸液

の開発を行った。 

●近赤外領域のハイパースペクトル画像に対して、機械

学習により、筋層に発生する癌：GIST を認識することが

できた。次に、肘内視鏡手術時における、血管や神経等

をリアルタイムに重畳表示する AR（強化現実）システム

を構築した。さらに、ごく少数の画像を対象に、疾患の病

態を推定する機械学習の手法を開発した。 

●赤外光吸収素子が立体的に高密度に集積化された

赤外吸収メタマテリアルの加工技術を独自に開発し、試

作したデバイスで二酸化炭素やブタン等の気体分子を

高感度に検出することに成功した。また素子構造を非対

称にしたデバイスでは、分子のキラリティ情報（光学異

性体）も検出できることを新たに見いだした。 

●フェムト秒レーザーマニピュレーション技術を高度化

し、3 次元ガラスマイクロ流体構造中にギャップ間隔

40nm の金属ナノ周期構造の形成に成功した。本手法に

よりマイクロ流体表面増強ラマン散乱(SERS)分析チップ

を作製し、新たに開発した液界面支援 SERS 分析法(LI-

SERS)と組み合わせることにより、物質の超微量分析を

実現した。また、フェムト秒レーザーの GHz バーストパ

ルスを生成し、Si のアブレーションや 2 光子造形に応用

した。 

 

●”水の窓”領域において、従来の 1,000 倍以上の高出力

化に成功し、炭素を含む材料等の超高速構造変化のシン

グルショット計測に道を拓くもので、非常に高く評価する 

 

●光格子時計を、新たな相対論的センシング技術として

測地学や地球惑星科学に応用する上で重要な一歩であ

り、非常に高く評価する。 

 

 

 

●超解像共焦点ライブ顕微鏡の開発が順調に進展し、細

胞内選別輸送のメカニズムの解明に結びついていること

は世界的にも注目されており、非常に高く評価する。 

●サブ波長観察のための新規蛍光タンパク質の開発と、

深部観察のための実験系構築が進められ、順調に計画

を遂行していると評価する。 

 

 

●画像処理研究では、これまで深部に発生するために検

出が困難であった GIST を早期発見できる可能性を示し、

AR（強化現実）を用いることによって高い精度での肘関節

鏡手術を可能にし，少数医用画像に対する新たな機械学

習法を開発するなど、医療応用に大きく貢献しており、非

常に高く評価する。 

●赤外吸収メタマテリアルの加工技術を用いて、高感度

な分子センシングデバイスのプロトタイプの試作に成功し

たことに加え、分子のキラリティを検出できることを新たに

見いだしたことは、バイオや化学、製薬等の幅広い分野に

インパクトを与える成果であり、非常に高く評価する。 

 

●フェムト秒レーザーマニピュレーション技術では、マイク

ロ流体チップを用いた LI-SERS 分析によって得られた増

強度ならびに検出限界濃度は、SERS 分析における未踏

の性能であり、細菌・ウイルス感染の迅速・高精度検査等

への応用も期待されることから、非常に高く評価する。ま

た、GHz バーストによる加工解像度の改善は新しい知見

であるとともに、2 光子造形の高度化ならびに応用範囲の

拡大に大きく貢献する成果であり、非常に高く評価する。 
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バイスを開発し、ゼプト

モルレベルの分子検出

感度を持つ分子センサ

ーへ応用展開する。更

に、ナノスケール機能

素子の製作と応用のた

めに、フェムト秒レーザ

ーマニピュレーション技

術を高度化し、サブ波

長３次元構造の作製を

目指す。 

③テラヘルツ光研究 

新型テラヘルツ波発振

器を高性能化し、物質

を非破壊かつ高感度に

計測するモバイル型テ

ラヘルツデバイスを開

発する。また、新たな量

子計測・センシング技

術の開発として、量子

もつれテラヘルツ光の

発生のメカニズムを研

究する。さらに、有機非

線形光学結晶を用いた

テラヘルツ光発生の高

度化のために、DAST

結晶による高強度テラ

ヘルツ光発生における

非線形光学効果を取り

込んだ物理モデルを構

築し、それぞれの非線

形光学効果の寄与を

明らかにする。また、高

強度テラヘルツ光を用

いた生体組織の構造

制御の更なる高度化を

図り、生きた細胞への

高強度のテラヘルツ光

照射により、細胞内で

の生体関連タンパク質

の結合化、及び分解化

の両方向で制御する技

術を開発する。 

④光量子技術基盤開

発 

波長可変型・用途別レ

ーザー装置の製作に

向け、固体レーザー結

晶開発に着手し、試作

 

③テラヘルツ光研究 

●新型テラヘルツ波発振器の研究に関して、バックワー

ドテラヘルツ波発振を高性能化（出力向上）を行うため

に、実験的に光注入効果によるテラヘルツ波出力を約

1,000 倍増強させることに成功した。また発振閾値を 63%

低減でき、励起光源の小型化や消費電力の低減に大き

く貢献する成果を得た。さらに、開発したモバイル型テラ

ヘルツ波発振器を用いて、容器内の可燃性液体のテラ

ヘルツ波非破壊イメージングの実証を行った。 

●光パラメトリック過程を利用したテラヘルツ波と可視光

のもつれ光子対発生によるテラヘルツ量子計測の研究

を行い、テラヘルツ光エネルギー分変化した波長

535nm 近傍の可視アイドラー光をパラメトリック発生させ

る事に世界で初めて成功した。 

●有機非線形光学結晶を用いたテラヘルツ光発生の高

度化のために、DAST 結晶による高強度テラヘルツ光

発生における非線形光学効果を取り込んだ物理モデル

を構築した。さらに、このモデルの各成分の詳細な分析

と実験結果と計算結果の対比を行い、それぞれの非線

形光学効果の寄与を明らかにすることに成功した。 

●高強度テラヘルツ光を用いた生体組織の構造制御に

関して、更なる高度化を図り、生きた細胞への高強度の

テラヘルツ光照射により、細胞内での生体関連タンパク

質の結合化、及び分解化の両方向で制御する技術を開

発した。 

 

④光量子技術基盤開発 

●溌液結晶化法による結晶育成を実施して、現在利用

されている Cr:ZnSe よりさらに長波長領域で波長可変

領域が得られる Fe:CdTe の結晶育成に成功した。得ら

れた試作結晶の光学評価を行うことにより、波長 5-6μ

m の領域で強い蛍光が観測された。 

●長さ 900mm の全周型中性子集光用回転楕円ミラー

のためのミラーセグメントを 51 個製造した。 

●据置型小型中性子源 RANS－Ⅱの連日の連続安定

運転を実現した。また計測技術の高度化開発を進め、

「吊り橋ケーブル内微小滞水の可視化成功」や、橋梁の

表層下のアスファルトやコンクリート床版の内部滞水、

空隙の可視化をさらに高度化し従前より厚さの薄い滞

水や空隙の可視化を可能とした。さらに RANS-II 中性

子ビームをコリメートすることにより、吊り橋ケーブルの

みならず、橋梁表層下の合成床版内微小空隙の可視化

を可能とする新たな計測技術の開発に成功した。 

 

 

 

 

●新型テラヘルツ波発振器への光注入効果を研究し、従

来の約 1,000 倍のテラヘルツ波出力向上と 63%の低閾値

化ができたことは、テラヘルツ波非破壊検査応用を促進さ

せる成果であり非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●新たな量子計測・センシング技術の開発として、テラヘ

ルツ波と可視光のもつれ光子対発生の実験提案は、今後

のテラヘルツ波量子計測に向けた研究を進展させるもの

であり、高く評価する。 

 

●有機非線形光学結晶を用いたテラヘルツ波発生メカニ

ズムの理解が進み、高く評価する。 

 

 

 

 

●テラヘルツ光を用いた生体組織の構造制御の研究を深

化させる結果であるとともに、他のタンパク質への応用展

開も期待できる成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●得られた光学特性は、当初計画していたものよりはる

かに広い領域が確認されており、高く評価する。 

 

 

 

●短い期間でほぼすべてのミラーセグメントの加工を完了

でき、高く評価する。 

●RANS-Ⅱを利用した中性子後方散乱イメージング法の

高度化により 6mm の劣化可視化、水と空隙の見分けを

可能としたことは、世界初であり非常に高く評価する。 



 

75 

結晶の育成を目標とす

る。また、精密加工シス

テムでは、金属基材を

用いた長さ 900mm の

中性子集光用回転楕

円ミラーを製作し、その

中性子ビームの集光ゲ

インを 50 倍以上とす

る。更に、ものづくり現

場への普及を目指す据

置型小型中性子源シス

テム開発のために、

RANS-II ターゲットステ

ーション内改造を行い、

低エネルギー中性子発

生を可能とする。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(9) 加速器科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

物質の根源的理解や

物質創成の謎の解明

を進めるとともに、その

成果を応用することに

より、食料・健康・環

境・エネルギー・資源

問題の解決に資するこ

とが求められている。

このため、研究基盤で

ある RI ビームファクト

リーの加速器施設の

高度化を進め、元素合

成過程の解明等の原

子核基礎研究を幅広く

展開するとともに、重イ

オンビームによる農

業・工業・RI 医薬等の

産業応用を推進する。

さらに、原子番号 119 

番以上の新元素合成

に挑み、原子核の寿命

が極めて長くなると予

想されている「安定原

子核の島」への到達に

向けた核合成技術の

確立を目指す。 

加速器研究基盤であ

る RI ビームファクトリ

ー（RIBF）、並びに国

際協力に基づく米国ブ

ルックヘブン国立研究

所（BNL）及び英国ラ

ザフォード・アップルト

ン研究所（RAL）にお

いて、原子核や素粒

子を支配する物理法

則の学理を究める。そ

のために、 

①原子核基礎研究で

は、究極の原子核像

の構築、核合成技術

の確立、宇宙における

元素合成過程の解明

等を目指す、並びに 

②BNL 及び RAL との

国際協力に基づく素

粒子物性研究に取組

む。 

また、 

③重イオン・RI ビーム

を用いた学際応用研

究を進める。さらに 

④RIBF の加速器施

設の高度化・共用、国

内外の研究機関とそ

の研究者との連携 

を推進し、これらにより

原子核・素粒子物理

分野を進展させ、学際

応用研究を含めた優

れた研究人材の育成

に資する。なお、RAL

施設の運営は中長期

目標期間中に終了す

る。 

①原子核基礎研究 

119 番元素の超重元素

合成研究を実施すると

ともに、高性能ガンマ

線検出器などを利用し

た中性子過剰核の魔

法数研究、未知 RI 核

の特性の解明、状態方

程式研究、中性子星表

面の爆発現象の観測

や氷床コア自動レーザ

ー融解装置の開発等を

通じた元素合成過程研

究を進め、元素変換研

究のための核反応研

究を推進する。 

更に、RIBF を擁する優

位性を活かして国内外

の機関との実験及び理

論両面での連携体制を

拡充するとともに、当該

分野の人材育成を推

進する。 

②BNL 及び RAL との

国際協力に基づく素粒

子物性研究 

理研 BNL 研究センター

では、陽子のスピン構

造や高温高密度核物

質の性質解明のため

BNL の重イオン衝突型

加速器（RHIC）でジェッ

ト状の粒子生成の完全

測定を行うべく検出器

の改造を進める。少数

系でみられるクォーク

グルーオンプラズマ的

現象や超前方方向で

発見された非対称性

等、クォーク多体系の

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

・世界最高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

・研究開発の進捗に係

るマネジメントの取組  

等 

①原子核基礎研究 

●超伝導化された理研重イオン線形加速器（SRILAC）

を用い、令和元年度までに整備された気体充填型反跳

核分離装置（GARIS-III）の性能実証実験を実施した。そ

の後、GARIS-III を用いた V-51 と Cm-248 反応による

119 番新元素の探索を実施した。 

●超重元素の単一原子沈殿生成法（水酸化サマリウム

共沈法）を世界で初めて開発し、104 番元素ラザホージ

ウムの沈殿生成機構を単一原子レベルで明らかにし

た。 

●SRILAC と気体充填型反跳核分離装置（GARIS-I）を

用いて、Cm-248＋Na-23 反応により 107 番元素ボーリ

ウムの長寿命同位体 Bh-266 の合成に成功し、その核

反応率と壊変特性を明らかにした。 

●氷床コア自動レーザー溶融装置の第一機として-

20℃下で氷をレーザー溶融し、汚染なく自動採取、超微

量分析を可能とする世界初の装置開発に成功し、実際

の南極氷床コア適用への実用段階に至った。 

●地球大気について、X 線観測を用いた高度 70-

200km の大気密度の導出に初成功し、低高度に温室効

果ガスの影響の可能性を示唆。将来の天体現象-大気

組成変動-氷床コア研究の連携可能性を拓いた。 

●高分解能磁気分析装置 SHARAQ を用いて、中性子

過剰な「二重魔法数核」である O-24 原子核に陽子を 1

個加えた F-25 原子核内で、O-24 核の構造が大きく変

化している証拠を得た。これにより、構造変化に未知の

メカニズムが存在する可能性を示した。 

●多種粒子測定装置 SAMURAI を用いた実験により、

中性子ハロー構造に特有の光吸収過程「ソフト双極子

励起」を観測し、B-19 が「B-17＋中性子＋中性子」とい

う 2 中性子ハロー構造を持つことを証明した。 

●原子核の存在限界（中性子ドリップライン）の新たなメ

カニズムを理論的に研究し、原子核の形の変形の増減

がモノポール効果と組み合わされて、ドリップラインを決

めていることを示した。 

●エネルギー材料中のリチウムを始めとする各種イオ

ンの運動を正確に測定する、ハイブリッド測定「μ±SR」

を開発した。本成果は、Li+電池のみならず、Na+電池や

K+電池、燃料電池、水素貯蔵、太陽電池等の新たな材

料の開発や機能発現機構の理解に貢献すると期待され

 

●国際競争に先駆けて、119 番新元素の探索を開始でき

たことを非常に高く評価する。 

 

 

 

●世界初の超重元素の単一原子沈殿生成法の開発によ

り、超重元素の化学研究と相対論分子軌道計算の開発

に大きな進展をもたらす成果であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●従来は検出不可能とされていたことを、レーザー溶融

の応用と、自動装置開発により克服した点について、高く

評価する。 

 

 

 

 

 

●これまで観測ができなかった原子核の構造や存在限界

に関するメカニズムの解明等、今後の原子核物理の発展

に寄与する重要な成果を創出したことを、高く評価する。 
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特徴的現象を理論・実

験の両面から解明す

る。 

理研 RAL ミュオン実験

施設では超低速ミュオ

ンビーム発生の高度化

を進める。また、µSR 分

光器を活用して、微小

試料の極低温や超高

圧等の極限環境下で

の測定やアルミニウム

中の水素、超電導材

料、圧電材料、磁性材

料等、大強度パルスミ

ュオンの特性を活かし

て新機能性物質の研

究を更に進める。 

③重イオン・RI ビーム

を用いた学際応用研究 

ゲノム情報を用いた重

イオンビーム育種技術

の高度化を進めるとと

もに、照射実績を収集

したデータベースを作

成する。有用 RI の製

造技術開発と RI 頒布

事業を進め、核医学治

療に期待される銅 67、

アスタチン 211 やアク

チニウム 225 の応用研

究を推進する。工業利

用では、宇宙航空用電

子部品の宇宙線耐性

試験を進め、試験技術

の高度化により利用者

の拡大を図る。 

④RIBF の加速器施設

の高度化・共用の推進 

ウランビームの強度を

更に上げるための開発

を行うとともに、加速器

制御系の高度化を図

る。また、昨年度までに

整備してきた超伝導線

形加速器の安定的なビ

ーム供給を行う。加速

器高度化計画について

は、必要となる装置の

設計を進め、一部構成

る。 

●「量子ゆらぎ」の効果を理論計算に取り込んだ結果、

量子気体が部分的に混合する新たな量子相「部分混和

性」が生じると理論的に予見した。 

●令和元年度提案した加速器の新概念に基づくハード

ウェアの開発及び設計検討を着手した。イオン源に関し

ては、長寿命放射性元素を大量に処理するために必要

な電流値（１A）程度出力可能なイオン源の立ち上げを

行った。超伝導加速器部分については、小型化して製

作性を良くするために、周波数の最適化を行った。 

 

②BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性研

究 

●理研 BNL 研究センターでは、PHENIX 測定器のアッ

プグレードが進行中である。特に衝突点近傍の飛跡検

出器の部品製作と組み立て作業を進めた。コロナ禍の

為、国際的な人の移動が制限されたが、工程を見直し、

大きな遅延は起こっていない。 

●これまで取得したデータ解析を進め、偏極陽子衝突で

生成される、中性子、直接光子、荷電粒子等の偏極依

存性を求め 7 編の関連論文を公表した。特に前方中性

子生成に大きな非対称性をもたらす機構の理解が進ん

だ。 

●RAL-超低速ミュオンビーム開発：シリカエアロゲルか

らのミュオニウム放出を示す µSR データの解析を進め

るとともに、ミュオニウム 1S2S 共鳴イオン化による超低

速ミュオン生成試験の準備を進めた。 

●RAL-μSR：実験実施方法の柔軟性を拡張するため

に、理研・共同研究者・RAL と 3 地点によるリモート実験

のシステムを確立させた。これにより、ユーザー自身が

RAL に出向くことなく所属機関においても同様にμSR

研究を実施することを可能にした。 

 

③重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究 

●ゲノム情報を利用して、クロレラや微細藻類のオイル

高生産性に関与する遺伝子、雌雄異種植物ヒロハノマ

ンテマの性を決定する領域、イネの高温障害の原因遺

伝子を同定した。 

 

 

 

●大型変異誘発に適する条件の探索に成功し、養殖マ

グロ仔魚の餌であるシオミズツボワムシの大型化に成

功。 

●イネの開花期が 2〜3 週間早くなる新しいゲノム領域

を発見した。 

●生産農家と 3 つ、県立農業試験場と１つ花卉植物で

新品種を育成した。 

●国際共同研究（インドネシア）において、照射実績デ

 

 

 

 

●新加速器概念の実現に向けて具体的な検討やハード

ウェアの開発に着手したことは、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●PHENIX 測定器のアップグレードが順調に進捗し、過去

のデータの解析も順調に進んでいることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●超低速ミュオンビーム開発において、ビーム発生に向

けた着実な進展と新たな手法開発について、高く評価す

る。 

 

●まだそのμSR 施設でも成し得ていないリモート制御に

よる実験実施方法を確立したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

●ゲノム情報を用いて多様な植物種で遺伝子の同定に成

功している。また、FAO/IAEA が主催する Mutation 

Breeding Network (MBN) for Asia Pacific Region のメンバ

ーに選出された。また、同地域との食糧問題解決に向け

た共同研究を促進するなど、国際的にも重イオンビーム

照射技術の重要性を周知できたことを、非常に高く評価す

る。 

●ワムシの大型化の成果は経済的なインパクトも大きく、

海外の経済専門誌にも紹介されたことを、非常に高く評価

する。 
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要素の製作に着手す

る。利用研究について

は実験課題を国際公

募し、外部有識者を含

めた課題選定委員会

にて課題選定を行う。

また、産業利用につい

ては別途国内公募を実

施し課題選定を行う。

施設の戦略的利用を

図るとともに効率的な

運転計画を策定し、

RIBF を用いた研究成

果の最大化を目指した

運営を進める。 

ータベースを利用し、稔りが良い香り米系統を育成し

た。 

●国際共同研究（ラオス）において、豆類の優良系統を

育成した。 

●RI の製造・応用に関しては、AVF サイクロトロンで製

造した Zn-65、Cu-67、Sr-85、Y-88、Cd-109、At-211 を

国内の大学・研究機関に有償頒布した。令和元年度よ

りも 12 件多い 29 件の RI 頒布を行った。 

●文科省科研費新学術領域研究「短寿命 RI 供給プラッ

トフォーム」事業において、令和元年度よりも 5 件多い

46 件の RI 頒布を行った。 

●α線核医学治療用 RI として期待される At-211 の製

造技術開発を進め、40μA の大強度αビーム照射によ

る At-211 の製造に成功した。At-211 を大学・研究機関

に頒布し、新しい核医薬品開発に向けた標識・動物実

験を進めた。 

 

 

●理研リングサイクロトロンを利用し、Th-232 の核破砕

反応を用いて、α線核医学治療用 RI として期待される

Ac-225 の製造技術を開発した。 

●産業応用では、宇宙利用半導体試験企業による有償

利用が順調に推移しており、利用企業が 9 社に増え

た。令和 2 年度は、産業課題採択委員会(IN-PAC)を 2

回実施し、5 件の新規有償課題を採択した。 

●利用各社から照射室の利用環境の改善提案を受け

て、共通備品を整備した。結果として、数社がスムーズ

に同時利用可能となり、業界標準の照射試験場となり

つつある。 

 

④RIBF の加速器施設の高度化・共用の推進 

●国際公募による利用課題選定委員会を 4 回（原子核

研究課題 1 回、物質・生命科学研究課題 1 回、産業利

用課題 2 回）開催した。課題の実施にあたっては、リモ

ートで実験できる環境を提供した。 

●登録している RIBF 外部利用者は、62 機関 231 名（う

ち海外 42 機関、130 名）となった。 

●RIBF 新施設のユーザ利用時間は 584 時間、超重元

素探索実験は約 45 日実施し、インパクトの高い実験を

多数行うことができた。 

●イオン源からのビーム強度増および通過効率の向上

が図られた結果、SRC 出口でのウランビーム強度が

117pnA に向上した。これにより、今中期計画の目標が

達成された。さらに、亜鉛ビームの強度は、平成 29 年

度の 3 倍となる 788pnA まで向上した。 

●重イオンリニアックの増強計画が完成し、大強度バナ

ジウムビームを加速して 119 番元素合成実験がスター

トした。 

 

 

 

 

 

●緊急事態宣言下、RI 有償頒布事業、短寿命 RI 供給プ

ラットフォーム事業ともに着実に新規利用者を開拓し、頒

布実績をのばしていることを高く評価する。 

 

 

 

 

●At-211 の大量製造技術を確立し、国内 16 グループに

At-211 を提供したことを、高く評価する。 

●令和 3 年度は、大阪大学病院において、理研 At-211

を用いた臨床試験が予定されている。また、国立がん研と

の共同研究により創薬を目指すなど、我が国の α 線核

医学治療研究を支えていることを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●宇宙利用半導体業界から、国内有数の重イオンビーム

大気中照射施設として認知され、利用企業数も増加傾向

にあることを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●RIBF でのみ達成可能な実験研究プログラムが国際共

同研究体制のもと強力に推進されており、非常に高く評価

する。 

●国際的な人の往来が止まってしまった中で、海外共同

研究者に対してリモートでビームモニタリング・解析環境を

提供し、魔法数研究のための日欧米中間の国際実験を

主導、継続したことを、非常に高く評価する。 

●原子核物理学ヨーロッパ協力委員会（NuPECC）の準会

員として RIBF の活動が欧州で認知されており、国際的な

ビジビリティが向上していることを、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●基盤系部・室の連携に基づいて加速器システムの高度

化を図り、RIBF のウランビーム強度に関する中期目標を

達成した。リニアックにおいて予定通り 119 番元素合成の

長期実験を開始した。これらを非常に高く評価する。 
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⑤人材育成・マネジメント 

●外部資金による日中韓フォーサイト事業では、大型検

出器の共同開発案の策定と東大との連携で大学院生を

対象とした国際サマースクール開催を実施し、原子核物

理学分野における日中韓の国際連携強化、人材育成を

進めた。参加者は昨年から倍増となる 200 名であった。 
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【Ⅰ-３】 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

２．主要な経年データ 

②主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

40 

334 

 

30 

424 

 

39 

435 

    

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

164 

52 

 

161 

74 

 

188 

80 

    

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

76 

 

 

85 

 

 

118 

 

    

※「論文数」には、本評価項目で評価を行う組織間の重複が含まれ得る。 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

予算額（千円） 
57,750,773 51,511,030 71,745,937     

決算額（千円） 58,068,481 53,858,157 73,395,840     

経常費用（千円） 34,379,771 33,221,914 39,101,138     

経常利益（千円） 33,610 △91,494 △148,518     

行政コスト（千円） - 38,136,902 42,182,672     

行政サービス

実施コスト（千

円） 

36,046,473 - -     

従事人員数 323 326 324     
 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定 S 

世界トップレベルの

研究機関として、以

下の通り、超高速

電子計算機、バイ

オリソース基盤、大

型放射光施設等の

最先端の研究基盤

を着実に整備し、

共用に供するととも

に、高度化・利活用

研究を進めること

で、研究所内外で

の優れた研究開発

成果の創出及びそ

の 最 大 化 を 目 指

す。 

各研究基盤の領域

において定める目

標を達成するため

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成

6 年法律第 78 号）

第 5 条に規定する

業務（登録施設利

用促進機関が行う

利用促進業務を除

く。）の下、研究所

全体の運営システ

ムのなかで、世界

最高水準の大型研

究施設をはじめと

する研究基盤の整

備並びに研究基盤

を支える基盤技術

の開発を着実に進

めるとともに、国内

外の研究者等に共

 （評価軸）  

・中長期目標・中長期計画

等に基づき、研究開発

基盤の運用・共用・高度

化・利活用研究の取組

を推進できているか。 

・研究所として、高度化、利

活用のための卓越した

研究成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

・研究開発基盤の外部へ

の共用等を通じ、科学技

術や経済社会の発展等

に貢献する成果を創出

できたか。 

・研究開発成果を最大化

するための研究開発マ

（業務実績総括） 

【共用・利活用の促進】 

●世界最先端の研究基盤群の共用や利活用促進

について、以下の優れた実績を挙げ、内外の関連

する研究等の推進に大きく貢献した。 

・計算科学研究：運用技術部門、富士通、研究者

等と連携しつつ、コデザインによる開発を進めたこ

とで、国が定めた開発目標（実アプリケーションに

おいて「京」の最大 100 倍の性能）を上回る性能を

達成し、共用開始前ながら、スパコン性能ランキン

グで 2 期連続 4 冠(世界初)、「富岳」による研究成

果がゴードン・ベル賞ファイナリストに 2 件ノミネー

トされるなど、顕著な成果を挙げた。 

・放射光科学研究： SPring-8 については、令和 2

年度は総運転時間 5,205 時間のうち、4,320 時間

（総運転時間の約 83%）をユーザーの放射光利用

時間に充当し、ダウンタイムはわずかに 7 時間と

いう安定した運転を実現した。SPring-8 での年間

での利用者は 9,171 人。SACLA については、令和

 

 

●以下のような研究基盤の共用・利活用促進や更なる高度化の取組を通

じ、研究所内外の優れた研究開発成果の創出等に向けた特に顕著な貢

献を認め、S 評定とする。 

 

・世界最先端の研究基盤群の共用や利活用促進に関して、極めて安定的

な基盤を構築しつつ世界最高水準での共用等を実現し、さらにコロナ禍に

おいて来所を伴わずに形で研究課題を受け入れたり、リソースを提供した

ことで、内外の研究等の推進に大きく貢献した。 

 

・高度化に関しては、「富岳」の開発や短波長 FEL 電子銃システム、国際

的に類のない極めて高品質のバイオリソースの提供等において、世界最

先端の研究基盤群の一層の高度化に大きく貢献した。 
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に、研究所は、研

究所内外における

研究開発成果の創

出を見据えつつ、

研究基盤の運用・

高度化・利活用研

究に関して取り組

むべき具体的に課

題を領域毎に設定

し、その進め方及

び進捗に応じて見

込まれる成果等に

ついて、中長期計

画及び年度計画に

おいて定めることと

する。また、これら

をもとに、各研究開

発基盤の領域にお

いて、３．１に示し

た研究所全体の運

営システムのもと

で、年度毎にそれ

ぞれの取組の進捗

管理・評価とそれら

を踏まえた改善・見

直しの実施、研究

所内の組織横断的

な連携の活用等の

取 組 を 行 う と と も

に、各領域に応じ

た個別の研究開発

マネジメントを実施

し、研究開発成果

の 最 大 化 を 目 指

す。 

用・提供を行うこと

で、外部機関等と

の相補的な連携の

促進を図る。またラ

イフサイエンス分野

に共通して必要とな

る 生 物 遺 伝 資 源

（バイオリソース）の

収集・保存・提供に

かかる基盤の整備

を行うととともに、バ

イオリソースの利活

用に資する研究を

行う。 

ネジメントは適切に図ら

れているか。 

2 年度は総運転時間 5,798 時間、X 線レーザー利

用時間は 3,252 時間であった。SACLA は年間で

461 人利用し、世界最高品質の放射光を国内外の

利用者に極めて安定的に提供した。コロナ禍にお

いては緊急事態宣言期間を含む一定期間、来所

を伴わない形で新型コロナウイルス感染症に関す

る緊急研究課題の受入れを行った。 

・バイオリソース研究：世界でも類のない多種多様

なバイオリソース群を扱う機関として、リソースの

高いニーズに対応し、技術向上や徹底的な品質

確保に取り組んだ。コロナ禍においてもリソース提

供数は目標値を大きく超える実績を達成し、さらに

提供したリソースのリコール発生率は 0％だった

（中長期計画における目標提供数 22,000 件に対し

136%相当の44,783件。リソース提供先は22.6％）。

また、主要なバイオリソースで世界１、２位の保存

数を誇るバイオリソース総合研究機関として、実験

動物 9,284 系統、実験植物 842,241 クローン・株、

微生物材料 29,854 株、細胞材料 17,053 株（うち、

iPS 細胞 5,044 株）、遺伝子材料 3,813,799 クロー

ンの保存を行った。 

 

【研究基盤の高度化】 

●以下とおり、世界最先端の研究基盤群の一層

の高度化や優れた成果等の創出を行った。 

・計算科学研究：開発段階にあったスーパーコンピ

ュータ「富岳」が、計算速度を評価する「Top500」、

産業利用等実際のアプリケーションで使用される

数値計算アルゴリズムを用いて性能を評価する

「HPCG」、ディープラーニング等AI による処理性能

を評価する「HPL-AI」、大規模なグラフ探索能力を

評価する「Graph500」の 4 つの性能ランキングで 2

期連続（令和 2 年 6 月、令和 2 年 11 月）の 4 冠を

達成した。令和 2 年 11 月時点では、「TOP500」に

おいて第 2 位と約 3 倍の性能差をつけるとともに、

「京」と比較して42倍以上の性能向上を示すことに

成功した。また、「富岳」を用いて、水平 3.5km メッ

シュかつ 1,024 個のアンサンブルという、大規模な

全球気象シミュレーションとデータ同化の複合計算

を実現し、ゴードン・ベル賞のファイナリストに選出

された。その他、「富岳」による室内環境における

ウイルス飛沫感染の予測とその対策の検討等、換

気による感染リスク低減対策の重要性を示した。 

・放射光科学研究：SPring-8 で使用する電子ビー

ムを、SACLA 線形加速器からの入射方式に変更

した。SACLA 加速器で作られる高品質な電子ビー

ムを SPring-8 でも使用することで、SPring-8 にお

いて、より高度な構造解析を可能にした。また市販

の部品を用いて、コンパクトかつ高性能で、高い信
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頼性を持つ電子銃システムを開発した。従来に比

べて、信頼性が高い、シンプルで頑丈、運転維持

が容易、低コストといった優れた特長を兼ね備え

た新たな短波長 FEL の電子銃システムは今後建

設される放射光施設に普及していくと期待できる。

さらに新型コロナウイルスの加水分解酵素と複合

体を形成し、 そのはた らき を阻害する 分子を

SPring-8 での結晶構造解析によって見出し機構を

解明した。 

・バイオリソース研究： 動物実験施設への飼育モ

ニタリング装置の導入や、フリーザー等への温度

監視用の無線ロガーを設置し、飼育エリアや凍結

リソース保管施設への入室機会を減らすことで、

感染症対策を強化するとともに、リソースの安全な

管理体制を構築した。新型コロナウイルス感染症

の統合的な研究促進のため、感染症の研究開発

の鍵となるバイオリソースを収集・整備し、COVID-

19 研究用のマウス、細胞、遺伝子クローンおよび

関連リソースの横断検索のページを公開した。ま

た、農業生態系における植物-微生物-土壌の複

雑なネットワークのデジタル化に成功し、さらにマ

ウスクローンの胎盤異常がマイクロ RNA（miRNA）

の発現異常によって引き起こされることを発見し、

クローン動物誕生以来 20 年以上にわたり謎とされ

てきたクローン動物胎盤異常の原因を解明するな

どの研究成果をあげた。 

 

●また、以下をはじめとする人材育成、外部連携

等の優れた取組を行った。 

・計算科学研究：欧州・米・日本・カナダの 4 機関共

催にて毎夏開講（通算 10 回目）する米国主導国の

際コンソーシアム「TheCOVID-19HighPerformance

ComputingConsortium」に参画し、HPC を通じた喫

緊の地球規模課題に対応すべく海外研究者へ「富

岳」活用の門戸を開いた。日米科技協定に基づく

HPC に関するコンピュータ科学及びソフトウェアの

共同研究の一環として、DOE 研究者に「富岳」の

計算資源を供出した。また、コロナ禍にて開催中

止となった「夏の電脳甲子園/SuperCon」の本選参

加チームを対象に、高校生・高専生「富岳」チャレ

ンジをオンライン開催、「富岳」を体感できる機会を

提供した。 

・放射光科学研究：多種多様な分野の研究者が集

う放射光施設を通じたダイナミックな連携を進める

ための「リサーチリンケージ」の形成を推進した。

科学技術的交流の場としてシンポジウムを開催

し、391 名が参加した。また、SACLA について産業

利用推進プログラムを実施し、産業界の利用を促
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進するための制度として、成果専有利用制度、成

果専有時期指定制度を導入した。 

・バイオリソース研究：保有するバイオリソースを利

活用したライフサエンス分野での新産業創出を促

進するために、企業や大学向けにバイオリソース

を利活用した成果事例を発表する「バイオリソース

セミナーin けいはんな」をオンラインで開催した。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(1) 計算科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

スーパーコンピュータ

「京」について、特定先

端大型研究施設の共

用の促進に関する法

律（平成 6 年法律第

78 号）（以下「共用法」

という。）に基づき、こ

れまでの極めて安定し

た運用実績等を踏ま

え、研究者等への共用

を着実に推進する。ま

た、その後継となるポ

スト「京」について、早

期に運用開始すること

を目指し、その開発を

実施するとともに、

「京」からポスト「京」へ

の移行を円滑に実施

し、必要な計算資源を

研究者等への共用に

供する。さらに、「京」

及びポスト「京」で得ら

れた計算科学及び計

算機科学の知見を発

展させ、社会的・科学

的課題の解決に資す

るよう、成果創出や普

及を促進する。 

我が国の計算科学及

び計算機科学の先導

的研究開発機関とし

て、スーパーコンピュ

ータ「京」を効果的に

運用するとともに、ポ

スト「京」の開発を実施

する。「京」からポスト

「京」への移行を円滑

に実施し、研究者等へ

の共用に供する（①

「京」・ポスト「京」の共

用と利用者拡大）。 

また、国際的な計算科

学分野の中核拠点と

して、これまでに培っ

てきたテクノロジー及

びソフトウェアを「サイ

エンスを駆動する計算

科学コア・コンピタン

ス」と位置付け、それ

らの発展、国内外での

普及、成果の創出を

推進する（②計算科学

コア・コンピタンスによ

る計算科学分野の中

核拠点としての活

動）。 

さらに、研究所内の計

算科学研究を推進す

る体制を構築するとと

もに、研究所内の計算

資源を効果的に活用

する方策について検

討を進める。 

スーパーコンピュータ

「富岳」について、総合

科学技術・イノベーショ

ン会議による中間評価

結果（平成 30 年 11 月

決定）や、それを踏まえ

改正された特定高速電

子計算機施設の共用

の促進に関する基本的

方針（令和元年 9 月改

正）等に基づき、

Society5.0 を支える中

核的な計算機インフラ

として共用に供するた

めの環境の整備等を図

る（下記①）。また、国

際的な計算科学分野

の中核拠点として、「計

算の、計算による、計

算のための科学」を目

指すための活動を積極

的に行う（下記②）。 

①「富岳」の共用と利用

者拡大（「富岳」の

Society5.0 の中核拠点

化に向けた取組） 

(ａ）「富岳」の開発及び

運用調整等を行い、令

和 2 年度中に共用を開

始する。具体的には、

昨年度より搬入が開始

されている「富岳」の据

付調整を継続して行い

つつ、ソフトウェアの

「富岳」への実装及び

実機上での大規模テス

ト等により、システムソ

フトウェア及び冷却設

備等の関連施設の調

整と最適化を進める。

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計

画等に基づき、研究開

発基盤の運用・共用・高

度化・利活用研究の取

組を推進できているか。 

・研究所として、高度

化、利活用のための卓

越した研究成果が創出

されているか。また、そ

れらの成果の社会還元

を実施できているか。 

・研究開発基盤の外部

への共用等を通じ、科

学技術や経済社会の発

展等に貢献する成果を

創出できたか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のため

の卓越した研究開発成

果の創出、成果の社会

還元 

・外部への共用等を通じ

た成果創出 

・研究開発基盤の運用・

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジ

メントの取組  

等 

【「富岳」の開発】 

●令和元年 12 月より実施されていた「富岳」の搬入・調

整作業について、新型コロナウイルスの感染リスクが拡

がる中、運用技術部門と富士通が協力して作業を実施

した。特に新型コロナウイルスの蔓延という状況を受

け、「富岳」の設置・調整作業での感染防止に細心の注

意を払うとともに、電源供給等理研側で支援する人員体

制を物理的に二つに分け、万が一感染者が発生した場

合でも作業に影響が出ないような体制を整えた。この結

果、令和 2 年 5 月 13 日に全ての筐体の搬入を終え、成

果創出加速課題及び新型コロナウイルス対策関連研究

等に対し、計算資源を提供した。また、当初予定を前倒

しし、令和 3 年 3 月 9 日より「富岳」の共用を開始するこ

とができた。 

●理化学研究所が富士通と協業で進めてきた「フラッグ

シップ 2020 プロジェクト」により、「富岳」開発を予定通り

に終了することができた。特に「富岳」開発に当たって

は、同プロジェクトが中心となり、大学・研究機関と「コ・

デザイン（協調設計）」で、ターゲットアプリの高度化及び

「富岳」へのアプリケーション最適化に向けた研究開発

を並行して行った結果、実アプリケーションにおいて

「京」の最大 100 倍の性能を達成するという国が定めた

開発目標に対して、最も高いもので 131 倍以上となり、

実質的にすべての指標で目標を上回った。さらに、アプ

リケーションの高性能並列計算性能を、計算科学分野

へ適用することでイノベーションを引き起こすことにつな

がる最も顕著な業績に与えられる「ゴードン・ベル賞」に

関して、研究開発と「富岳」運用サイドが強力に協業し、

以下の 2 つの研究成果がファイナリストにノミネートされ

た。 

・「京」の 70 倍以上高速な流体数値計算を実現し、従来

水槽実験や風洞実験により評価されてきた船舶や自動

車等の性能試験が数値シミュレーションにより完全に代

替できることを証明。 

・水平 3.5km メッシュかつ 1,024 個のアンサンブルとい

う、史上最大規模の全球気象シミュレーションとデータ

同化の複合計算を実現。 

●スーパーコンピュータに関する 4 つの性能ランキング

（「Top500」、「HPCG」、「HPL-AI」「Graph500」*）におい

て、指定されたベンチマークプログラムにおいて世界最

 

●当初想定していなかったコロナ禍によるさまざまな制約

を受けながらも、適切な感染防止対策に努めつつ、設置・

調整の体制を臨機応変に整備したことで、作業に遅延が

発生することなく、当初予定よりも前倒しで「富岳」を共用

に供することができたことは高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「富岳」の開発を完遂し、国が定めた開発目標を大きく

上回る性能を達成できたことは、「フラッグシップ 2020 プロ

ジェクト」を中心に、ムーンショット的な目標を打ち立て、産

業界、大学・研究機関の研究者・技術者ら、「富岳」の研

究開発コミュニティとともに一丸となって取り組んできたこ

とが大きく、高く評価する。また、「ゴードン・ベル賞」は、高

性能並列計算性能を究極までに高めることが必要であ

り、研究センターとアプリケーション開発者が、高いレベル

で協力し合うことの重要性と相まって、令和 2 年 11 月の

最終候補（ファイナリスト）6 件のうち 2 件が「富岳」を利用

した研究成果としてノミネートされたことは、「富岳」の開発

性能の高さを物語るばかりでなく、「富岳」性能の高度化

及び運用を支援する研究センターの高い能力を示すもの

であり、特筆すべき点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●2 期連続の 4 冠獲得は、「富岳」の総合的な性能の高さ

を示すものであり、非常に高く評価する。新たな価値を生

み出す超スマート社会の実現を目指す Society5.0 におい
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並行して、関係機関と

連携し、ターゲットアプ

リやゴードンベルアプ

リ、成果創出加速プロ

グラム等の利用者に対

し、「富岳」の計算資源

の一部を提供し、早期

の成果創出に向けた取

組を進める。 

(b）「富岳」が

Society5.0 の中核拠点

となることを目指し、理

研コンソーシアム等が

組織対組織の産学官

連携にて一層推進され

るよう支援し、それらの

成果創出を促進すると

ともに、文部科学省に

おける産業界との連携

強化のための所要の

検討に貢献する。並行

して、「富岳」のハード

面での特長を活かして

アカデミアや産業界な

どでの幅広い利用を実

現すべく、その中核技

術となる高性能計算

（HPC）と AI の融合を

目指し、「富岳」におけ

る機械学習の研究開

発を国内外の機関と共

同で実施し、高性能シ

ステム・ソフトウェア・ア

ルゴリズムを開発す

る。また、幅広い利用

の鍵となるソフトウェア

とクラウド的利用に関

する取組を積極的に行

う。具体的には、ソフト

ウェアについては、研

究所で開発した利用者

拡大に資するソフトウェ

アの向上及び普及を精

力的に行うことはもとよ

り、利用者拡大のた

め、利用者が希望する

ソフトウェアを関係機関

と連携して「富岳」シス

テムに反映させる取組

高性能のスコアを、令和 2 年 6 月、11 月と世界で初めて

2期連続で４冠を達成した。いずれのベンチマークも2位

に対して約 3～5.5 倍近い性能差をつけた。 

* 

「Top500」：「LINPACK（密行列の直接解法）」と呼ばれる

ベンチマークプログラムの平均計算速度を競うもの。 

「HPCG」：産業利用等実際のアプリケーションで使用さ

れている数値計算アルゴリズムを用いて性能を評価。 

「Graph500」：実社会における複雑な現象を表現するた

めに用いられる大規模なグラフの探索能力に関する性

能評価。 

「HPL-AI」：ディープラーニング等人工知能（AI）による処

理性能を評価 

 

●深層学習フレームワーク向けソフトウェアスタックの構

築と最適化に関する共同研究に参画し、スーパーコンピ

ュータ規模の処理を必要とする大規模機械学習処理の

ベンチマークである MLPerf HPC において、「富岳」の約

10 分の 1 の規模を用い、汎用的な演算装置で構成され

た CPU タイプのスーパーコンピュータの中で最高記録を

達成し、CPU タイプの他システムの性能の 14 倍となる

処理速度を実現した。 

●「富岳」の計算資源を活用したクラウド的な利用サー

ビス「富岳クラウドプラットフォーム」の開発を、新たに 2

団体を加えた計 9 団体で進めた。令和 2 年 11 月には、

各団体のサービスで共通に使われる機能を「富岳 API」

として定義および実装し、「富岳」のウェブサイトで公開し

た。 

●上述のような高いレベルでの「富岳」開発に関する功

績が評価され、「2020 年日経優秀製品・サービス賞最優

秀賞」、「第 9 回技術経営・イノベーション大賞『経済産業

大臣賞』」、「第 50 回日本産業技術大賞『内閣総理大臣

賞』」の各賞を受賞した。 

 

【Society5.0 プラットフォーム化】 

●国難ともいえる新型コロナウイルス感染症対策に貢

献する成果をいち早く創出するために、文部科学省と連

携し、関連研究開発を公募、6 課題に計算資源を供出し

た。加えて、全体マネジメントの役割を担い、課題代表

者と文部科学省、理研の情報共有の場として 14 回の全

体会合を開催し、研究者の要望を踏まえた運用支援や

「富岳」の高度化につながり得るアプリケーションの最適

化等を最大限支援した。特に、「室内環境におけるウイ

ルス飛沫感染の予測とその対策」に関する研究では、マ

スクの装着効果や効能を定量的なデータから証明し、

世界に向けて発信したほか、シミュレーション結果が政

策に反映され、国民の感染対策に非常に大きな影響を

与えた。 

●地元自治体との連携事業について、研究成果が具体

て、シミュレーションによる社会的課題の解決や AI 開発お

よび情報の流通・処理に関する技術開発を加速するため

の情報基盤技術として、「富岳」が十分に対応可能である

ことを実証するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●我が国の HPC を用いた AI 研究開発プラットフォームの

構築計画が世界的にも競争力があることが証明され、高

く評価する。 

 

 

 

 

 

●新たに 2 団体が共同研究に参画し、取組を発展させつ

つ、計画は順調に進捗している。 

 

 

 

 

●国内においても栄誉ある賞を複数受賞したことは、高く

評価する。 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルスの飛沫シミュレーション等「富岳」を

用いた成果が政策に反映されたことは、特筆すべき点で

ある。また、早期に成果創出することができたのは、「富

岳」のハード面の開発と並行してコミュニティ形成やソフト

ウェアの開発の着実な実施によるものである。また、機動

的な計算資源の提供や全体的なマネジメントを文部科学

省と連携し実施したことは、今後 Society5.0 の実現に貢献

するためのグッドプラクティスとなるもので、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●兵庫県及び神戸市による財政支援による研究推進を
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を今年度に試行的に行

いつつ、来年度からの

本格的実施のための

体制整備を目指した検

討を関係機関とともに

行う。クラウド的利用に

ついては、「富岳」テク

ノロジーの普及にも大

いに資するものであり、

研究所内体制を強化し

つつプロバイダーとの

共同研究として試行的

に実施し、それらの成

果等をもって文部科学

省での所要の検討に貢

献する。 

(c)他分野も支える計算

科学分野の人材育成

の重要性に鑑み、中長

期な観点から目標を明

確化しつつ、国内外関

係機関と連携し、その

目標に向けて各種プロ

グラムを有機的に連携

させて推進していく。併

せて、国際的連携体制

の構築を進め、特に

ASEAN 諸国との連携

の具体的強化を図る。 

(d)上記の各種取組の

ための広報活動に重点

化する。「富岳」の成果

等の積極的なプレス発

表はもとより、それらと

国民との重要な接点で

あるメディアへのわかり

やすい情報提供等を関

係機関と連携して行う。

また、利用者のすそ野

拡大につながり得るア

カデミア、産業界等へ

の効果的な広報や、計

算科学技術への若者

の興味拡大や人材育

成プログラムへの応募

拡大への効果的な広

報等を、関係機関と連

携して対象に応じた工

夫を加えながら抜本的

的な施策へ反映されることで成果を社会還元に貢献す

るため、①Society5.0 実現への貢献、②ビジブルな地元

貢献、③相互利益の関係の構築のため、Society5.0 プ

ラットフォーム化へのシーズが地元発で創出されるよう、

地元自治体と協議のうえ見直しを行った。また、研究の

一環として、地元での幅広い人材育成に取り組むことと

した。 

●ノウハウを有する機関と協働関係を構築し、プラットフ

ォーム化の基盤となる拠点が令和 3 年度に開設できる

よう準備を行った。並行し て、令和 3 年度以降の

Society5.0 実現に向け「富岳」がその主要な構成要素と

なるべく働きかけるために、「Society5.0 推進拠点」に求

められる機能についても整理した。このような取組を文

部科学省とも連携して実施したことで文部科学省におけ

る「Society5.0 推進枠」の精度趣旨や令和 3 年度の成果

創出加速プログラムの公募趣旨への反映につながっ

た。 

 

 

【中核拠点としての役割】 

●「計算科学」と「計算機科学」分野の国際的な複合中

核拠点として、センター長のイニシアティブのもと「富岳」

の高度化研究等を推進し、我が国の HPC を用いた様々

な情報科学分野の橋頭保として、研究センターのビジビ

リティをあげるとともに、我が国の研究コミュニティとの協

業、成果創出に貢献した。 

 

 

（研究体制整備） 

●スーパーコンピュータを活用した創薬のための新たな

AI 技術の開発とデータベースを開発することにより、上

流の医薬品開発プロセスから臨床試験までをカバーす

る医薬プロセス最適化プラッフォーム構築の推進を目的

として「HPC/AI 駆動型医薬プラットフォーム部門」の新

設に向けた準備を行った。 

●利用者拡大に資するソフトウェアの向上及び普及に

関して、運用技術部門においてソフトウェアのテストベッ

ドを整備したほか、各ソフトウェアの開発に携わっていた

研究員を技師に転換し、ソフトウェアの開発・高度化に

より専念できる環境を整備した。また、個別のソフトウェ

アの普及については、理化学研究所のベンチャー企業

である理研数理との協業について方針を定めた。 

（コミュニティ形成） 

●「HPC を活用した自動車用次世代 CAE コンソーシア

ム」及び「燃焼システム用次世代 CAE コンソーシアム」

の 2 件の理研コンソーシアムの中核機関として産業界と

のコミュニティ形成活動を推進した。これまでの産学連

携が評価され、令和 3 年度以降も継続することとなっ

た。また、「都市まるごとのシミュレーション技術研究組

地元貢献の観点から見直し、両自治体と新たなポリシー

を合意したことは、長期的・継続的な協力関係の発展に

資するものであり、高く評価する。 

 

 

 

 

●「富岳」の Society5.0 プラットフォーム化とその仕組み作

りは、総合科学技術・イノベーション会議の中間評価(平成

30 年 11 月)での指摘事項であり、その新たな機能を「富

岳」の共用開始にあわせて立ち上げられるよう、ノウハウ

を積み上げつつ実効性ある体制作りを現場レベルで具体

的に行ったこと、さらには政策レベルでの枠組み作りにも

貢献したことは、現場レベルから政策レベルまで一貫した

仕組みの構築につながり高く評価する。今後、科学技術・

イノベーション基本計画において Society5.0 の実現に必

須とされたデジタルツインを目指す取組の中核の一つとし

て、AI 戦略やマテリアル戦略等、国の大きな政策とも連携

してプラットフォーム化が推進されることが期待される。 

 

●令和元年７月に開催されたアドバイザリーカウンシルに

おいて計算科学分野における世界的な中核拠点であると

評価されており、計算科学研究センターが世界における

情報科学の中核拠点として、高いレベルでの研究開発の

推進、研究体制の整備、国際連携や人材育成、頭脳循環

を強力に進め、研究センターひいては理化学研究所の認

知度を、一層、向上させるものであり高く評価する。 
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に強化する。 

②計算科学のコア・コ

ンピタンスによる計算

科学分野の中核拠点と

しての活動 

多様な分野における新

たな科学的知見の発見

や、産業応用、気象・災

害予測といった社会的

成果の創出に向けて取

り組む。特に高性能計

算（HPC）と AI との融合

による、世界トップクラ

スの AI 学習・推論・利

活用の計算機環境基

盤の構築を目指した研

究開発を行う。具体的

には、AI 向けに HPC

マシンの大規模深層学

習計算を強化し、高速

かつスケーラブルにす

るための要素技術の開

発や、HPC-AI アルゴリ

ズムをハードウェアとし

て実装したアーキテク

チャの開発、新デバイ

ス・アーキテクチャを積

極的に取り込んだ新た

なプロセッサ開発に向

けた萌芽的な研究・開

発課題に取り組む。ま

た、実測データとの融

合によりシミュレーショ

ンの社会実装が期待さ

れるデータ同化や、計

算結果データベースの

共有化に関する研究等

を実施する。加えて、国

内外の研究機関や研

究者等の交流による多

様な知識を融合し、人

材育成及び更なる成果

創出のために、共同研

究の実施や国際シンポ

ジウム等を積極的に開

催することにより、国際

的な頭脳循環における

中核拠点として先進

的・革新的な研究等を

合」にもオブザーバー参画し Society5.0 の実現に資する

ための国土交通省データプラットフォーム構築のための

コア技術を提供した。 

 

（連携状況） 

●国内外の大学・研究機関と積極的に研究協力協定及

び覚書を結び、10 件（海外 7 件、国内 3 件）の新たな協

定等を締結し、合計 41 件（海外 24 件、国内 17 件）とな

った。また、令和 2 年 3 月 31 日時点において、有効な

共同研究の数は 88 件、うち令和 2 年度に新規に締結し

た契約件数は 50 件であった。 

●日米科学技術協定に基づき、米国エネルギー省傘下

の各研究機関と計算科学研究センターを中心とした国

内 HPC 研究者グループと連携し、「富岳」での米国エク

サスケール・ソフトウェアの展開・移植と評価、米国で用

いられるアプリケーションおよびベンチマークを用いた性

能評価とエクサスケール計算機アーキテクチャの共同

研究を開始した。 

●スーパーコンピュータ（HPC）を用いた新型コロナウイ

ルス感染症対策に関して、米国が主導して立ち上げた

国際的なコンソーシアムに参加するなど、HPC を通じた

喫緊の地球規模課題について、内外の研究者と共に取

り組んだ。コロナ禍においても、オンラインでフランス原

子力・代替エネルギー庁（CEA）等と定期協議を行い、連

携を進めた。 

●シンガポール科学技術研究庁（A*STAR）の研究者を

はじめ、同センターを通じてアセアン諸国の研究者との

連携を進めて行くと同時に、同センターの運用技術の向

上に協力するためにシンガポール科学技術研究庁計算

資源センター（A*CRC）と MOU を締結した。さらに、同様

にシンガポール国立スーパーコンピューティングセンタ

ー（NSCC）とも新たに MOU を締結した。同センターは

RIST とも協定を締結しており、同国内の研究者へ日本

の HPCI 利用の可能性を広げた。 

●カナダ国立研究機構（NRC）から開催の提案を受け、

新型コロナウイルス感染症対策と HPC を用いた研究課

題を中心に、自然言語処理や材料科学、量子コンピュ

ーティング等を取り上げたオンラインワークショップを共

同開催し、国内外から 86 名の参加があった。ワークショ

ップでの議論を契機として、JST-SICORP「非医療分野

における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）関連研

究」共同研究課題（日本-カナダ二国間共同研究）に

NRC、九州大学とともに、「富岳」を使用した RISM/3D-

RISM よるドラッグスクリーニングをテーマとして提案し

た。 

 

【特筆すべき研究成果】 

●ゲリラ豪雨の雨雲を 30 秒毎に隙間なくスキャンする

最新鋭のフェーズドアレイ気象レーダのビッグデータを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●近年増大するゲリラ豪雨のリスク軽減には、直前予測

による対応は非常に重要である。今後、本実証実験の結
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促進するとともに、その

成果を全世界に発信す

る。 

 

使って、スーパーコンピュータによる高精細シミュレーシ

ョンと結びつける「ビッグデータ同化」の技術革新を創出

し、令和 2 年 8 月 25 日から 9 月 5 日まで、首都圏にお

いて 30 秒ごとに更新する 30 分後までの超高速降水予

報のリアルタイム実証実験を行った。 

●時間発展型データの連続したフレームに対し、高い圧

縮率で高速なデータサイズ削減を可能とする、AI 技術を

活用した圧縮フレームワーク（TEZIP）を開発した。TEZIP

の評価の結果、TEZIP は圧縮率の点で、x265 等の既存

の可逆圧縮手法に対し最大 3.2 倍、SZ 等の不可逆圧縮

手法に対し最大 3.3 倍の圧縮率を実現した。これらの研

究成果 をま と めた 論文 は選 別の 厳し い 国際 会議

CCGrid2021 に採択された。 

 

●新型コロナウイルス関連対策研究として医学的側面

と社会的側面の両面から研究を実施し、共用前の試行

的利用期間中にも関わらず社会に対して非常に大きな

影響を与える研究成果を創出した。具体的には以下の

とおりである。 

・約 2,128 種類の既存薬から新型コロナウイルスの標的

タンパク質に高い親和性を示す治療薬候補として、数十

種類が選択された。 

・新型コロナウイルスの表面に存在するスパイクタンパ

ク質のシミュレーションを行い、ウイルスがヒト細胞に侵

入する際に起こるスパイクタンパク質の構造変化におい

て、スパイクタンパク質表面を修飾している糖鎖が重要

な役割を果たしていることを発見した。 

・感染者との接触を通知するコンタクトトレースアプリの

有効性をシミュレーションにより証明した。 

・マスクの装着効果や効能を定量的なデータから証明

し、世界に向けて発信したほか、シミュレーション結果が

政策に反映され、国民の感染対策に非常に大きな影響

を与えた。 

 

【人材育成】 

●並列プログラミング等に関するスクール、各研究チー

ムでのインターンシップ受入れをオンラインにて開催し、

計算科学に関する研究者等の人材育成に努めた。9 月

に開催した RIKEN International HPC Summer School で

は、海外の学生も参加し計算機を用いた演習も行った。 

●連携講座（神戸大学、東北大学）や、KOBE HPC サマ

ー/スプリングスクール（神戸大学、兵庫県立大学、東京

大学）では、大学との連携により学生指導等を行った。

また、配信講義や国際シンポジウムの講演について

は、e ラーニングアーカイブにて公開し、広く計算科学技

術分野の学習支援に寄与した。 

●令和 2 年度コロナ禍にて開催中止となった「夏の電脳

甲子園/SuperCon」（主催：東京工業大学、大阪大学）の

本選参加チームを対象に、高校生・高専生「富岳」チャ

果を分析、検証することで、実用化の加速が期待される。 

 

 

 

 

●ス ーパ ー コ ン ピ ュ ータ 「富 岳」、 大型 放射 光施設

「SPring-8」、X 線自由電子レーザー施設「SACLA」は

Society5.0 を支える最先端大型研究施設として位置付け

られている。これらのセンサー施設では年間大量の観測

のデータ生成されており、それらのデータを効率よく解析

するためには、「富岳」等の大規模計算機の利用が不可

欠である。センサー側でのデータ取得から大規模計算機

でデータ解析を開始するまでの時間を削減でき、データ科

学における研究開発の加速につながるものである。 

●早期に成果を創出することができたのは、「京」におけ

るアプリケーション開発、メソドロジーの確立が進んでいた

上に、「富岳」の高いレベルでの性能が達成されたからこ

そであり、高く評価する。「富岳」をはじめとしたスーパーコ

ンピュータを用いることで、様々な課題に対して迅速に対

応することを示し、今後、計算科学技術が社会に大きく貢

献することが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コロナ禍により、オンサイト実施イベントの中止もあるな

かで、オンライン開催にて海外からを含む受講者を受入

れ演習を実施、また若年向けの新規イベントを開催する

など、研究成果の普及や、将来の HPC 及び計算科学を

担う国内外の若手研究者の育成に大いに貢献する取組

として、高く評価する。 
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レンジをオンライン開催し、実際に「富岳」を体感できる

機会を提供し、若年層の人材の育成に尽力した。 

●Society5.0 の実現に向け、高性能計算科学に係る若

手研究者の支援や人材育成のための寄附金を募集し、

令和元年 5 月 30 日〜令和 3 年 3 月 31 日の募集期間

中、1,033 件の申し込みがあった。 

 

【広報活動】 

●共用開始記念式典をオンライン開催し、富岳に関係

する多くの関係者に参加いただくとともに、テレビや新

聞・ネット等でも大きく報道された(現地参加のマスコミ: 

16 社、報道: テレビ 17 件、新聞:45 件、Web 記事 138

件)。 

 

●「富岳」の国際的な性能評価、2 期連続 4 冠達成や新

型コロナウイルス対策関連研究の成果について、プレス

リリースを 22 件配賦、記者会見・勉強会を 9 回、センタ

ー長による講演会等を 49 回実施した。特に新型コロナ

ウイルス対策関連研究の内容を紹介する記者勉強会

を、オンライン開催を中心に計 7 回実施する等、メディア

への積極的な情報発信を行い、日本の先端技術として

政府広報にも活用された。さらにマスクと換気の重要性

について国内のみならず、海外にも啓発するため関係

者に呼びかけ、14 ヶ国語に翻訳して発信した。 

●スパコンの海外学会(SC/ISC/SCA)にはオンラインで

出展し、研究内容や計算機室のバーチャル見学等のコ

ンテンツを用意。期間中に発表された世界ランキングで

も注目を浴びた。 

●「富岳」関連コンテンツや、センターの研究成果紹介

の拡充を目的に、1,200 ページ超のコンテンツを移行し

全面リニューアルした。訪問者別の入口を新たに設ける

等の工夫も施した。また計算機室バーチャルツアー等の

デジタルコンテンツや、わかりやすさを重視した「富岳」

開発に関するビデオを制作し、公開した。「富岳」関連コ

ンテンツや、センターの研究成果紹介の拡充を目的に、

1,200 ページ超のコンテンツを移行し全面リニューアルし

た。訪問者別の入口を新たに設ける等の工夫も施した。 

●「富岳」の利用者拡大に向け、令和 7 年頃までの「富

岳」の利用価値とそのプロモーション戦略について検討

した。引き続き、新たな価値創造・シミュレーションの高

度化・外部コミュニティとの連携等について検討する。 

 

 

●寄附金の募集及びその実績は、Society5.0 実現に向け

た研究者育成に対する取組を広く認知してもらう機会とな

り、高く評価する。 

 

 

 

●メディア向けの配慮として、記者はオンラインで参加、

報道カメラは実地受入したことで、大きく報道された。また

受領した文部科学大臣や国会議員等からのビデオメッセ

ージやノーベル賞科学者等からの祝辞は、開催後もウェ

ブで公開することで当日のみならず継続的なメッセージと

した。 

●テレビ約 400 件、新聞約 500 件、ウェブ 1,800 件報道さ

れ、一種の社会現象となったこと、また政府広報にも活用

されたことは特筆すべき点である。「富岳」の認知度向上

のみならず、国内外に対して飛沫対策の重要性の啓発に

役立ったことは高く評価する。なお、オンライン形式での会

見や勉強会は、コロナ後理研として初めての試みでもあ

り、ノウハウを蓄積し、理研内に共有することができたこと

は高く評価する。 

 

 

●SC、ISC、SCA 向けに制作した研究内容や計算機室の

バーチャル見学等のコンテンツについても継続的に利用

することで、海外からの関心にいつでも応えることができ

るようになった。 

●ウィズ・コロナ、ポスト・コロナ時代にますます重要とな

るデジタルコンテンツを整備・拡充したことは、オンライン

を主体とした広報手法のさきがけとなるものであり、高く評

価する。 

 

 

 

 

 

●「富岳」の利用者拡大に向けた中長期的な PR 方法検

討の、重要な足がかりとなった。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(2) 放射光科学研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

学術利用から産業応

用まで幅広く利用され

る大型放射光施設

（SPring-8）及び X 線

自由電子レーザー施

設（SACLA）について、

共用法に基づき、安定

的な運転により利用者

への着実な共用を進

めるとともに、データ処

理技術の高速・大容量

化等の利用技術の高

度化、利用者支援体

制の拡充、施設性能

の強化等を図り、学術

利用のみならず産業

利用についても、その

促進を図る。また、これ

までに得られた知見を

活かし、SPring-8 及び

SACLA と相補的な構

造解析に資する基盤

技術開発を進める。 

大型放射光施設

（SPring-8）及び X 線

自由電子レーザー施

設（SACLA）の安定し

た共用運転を行う 

（①大型放射光施設

の研究者等への安定

した共用）。加えて、高

度化を着実に進め、そ

れぞれ単体の施設と

して世界トップクラスの

性能を維持するととも

に、両施設の相乗効

果を生かした研究開

発を推進する。 

そのために、 

②計測機器、解析装

置等の開発による放

射光利用環境の向

上、 

③高性能 NMR 等の

要素技術開発、 

④X 線エネルギー分

析技術の深化による

実用材料ナノ評価の

推進、 

⑤放射光施設の高度

化に向けた要素技術

開発に取組む。このこ

とにより、広範な分野

の研究開発の進展に

貢献し、その整備や利

用を通じて産学官の

幅広い共用や利用体

制構築を実現、また多

種多様な人材の交流

により人材育成に資す

ることで、科学技術イ

ノベーションの持続的

創出や加速に寄与す

①大型放射光施設の

研究者等への安定した

共用 

大型放射光施設

（SPring-8）及び X 線自

由電子レーザー施設

（SACLA）を幅広い研

究者等への共用に供

するため、これまでに

蓄積された知見を活か

した合理的・効率的な

機器調整・運用・維持

管理等を進めることで

低いダウンタイムを維

持し、年間総運転時間

の 8 割程度の利用時

間を研究者等へ提供す

る。また、挿入光源（ア

ンジュレータ）駆動時の

ビーム微小変動を抑制

するため開発したハー

ドウェア及びソフトウェ

アの性能評価を行い、

実運用に備える。さら

に、多種多様な分野の

研究者が集まる「放射

光施設」を通じた、大

学、企業、国立研究開

発法人等がダイナミッ

クな連携を進めることを

可能とする仕組み（リサ

ーチ・リンケージ）を発

展させるために連携先

の拡充に努める。 

②計測機器、解析装置

等の開発による放射光

利用環境の向上 

計測データの高速・高

精細・多量化による広

範な X 線計測手法の

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計

画等に基づき、研究開

発基盤の運用・共用・高

度化・利活用研究の取

組を推進できているか。 

・研究所として、高度

化、利活用のための卓

越した研究成果が創出

されているか。また、そ

れらの成果の社会還元

を実施できているか。 

・研究開発基盤の外部

への共用等を通じ、科

学技術や経済社会の発

展等に貢献する成果を

創出できたか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のため

の卓越した研究開発成

果の創出、成果の社会

還元 

・外部への共用等を通じ

た成果創出 

・研究開発基盤の運用・

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジ

メントの取組 

等 

①大型放射光施設の研究者等への安定した共用 

●SPring-8 では、平成 9 年の供用開始以来 23 年が経

過しており、施設の各所に老朽化が目立っているが、適

切な対策を打つことにより現在でも世界最高水準の放

射光施設の地位を保ち続けている。高度なメンテナンス

により、令和 2 年度は総運転時間 5,205 時間のうち、

4,320 時間（総運転時間の約 83%）をユーザーの放射光

利用時間に充当し、ダウンタイムはわずかに約 7 時間と

いう世界でも類を見ない安定した運転を実現した。

SPring-8 では、世界最高品質の放射光 X 線を国内外

の多数の利用者に供給するため、光源及び光学輸送系

に関して不断の研究開発を進めている。その結果、産

業利用割合は約 20%という世界で類を見ないレベルに

達している。 

●SACLA では、平成 29 年度に、2 本の硬 X 線 FEL ビ

ームラインのパルス毎の振り分け運転において、両ビー

ムラインを同時に高い出力で運転することに成功した｡

合わせて、軟 X 線ビームラインは専用の加速器を有す

るため、3 本の FEL ビームラインで同時に利用実験を行

うことが可能となり､令和 2 年度は総運転時間 5,798 時

間、X 線レーザー利用時間は 3,252 時間、ダウンタイム

は 109 時間となり､利用運転時間増加を実現した。 

●新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、緊急事

態宣言発令期間を含む 4 月 6 日から 6 月 16 日に来所

を伴う SPring-8/SACLA の利用を停止した一方で、新

型コロナウイルス感染症の迅速な克服に貢献するた

め、4 月 6 日から 6 月 16 日の期間においても利用者の

来所を伴わない形での新型コロナウイルス感染症に関

する緊急研究課題の受入れを行った。 

●平成 30 年度に特定された挿入光源（アンジュレータ）

駆動時のビーム微小変動を抑制するためのハードウェ

ア及びソフトウェアの評価・実運用に向けた準備を行っ

ており、順調に中長期計画が進捗している。 

●リサーチ・リンケージの構築に向けた協議を京都大

学、名古屋大学と進めており、いくつかの国立研究開発

法人との協議が始まるなど、順調に中長期計画が進捗

している。 

 

②計測機器、解析装置等の開発による放射光利用環境

の向上 

 

●SPring-8 では、ダウンタイムはわずかに 7 時間という

世界でも類を見ない安定した運転を実現しており、また、

SACLA のダウンタイムは 109 時間を達成し、令和元年度

よりも大幅に改善された。世界最高品質の放射光 X 線を

国内外の多数の利用者に供給しており、非常に高く評価

する。 
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る。 飛躍的な高度化を実現

するため、これまで開

発を進めてきた次世代

の X 線画像検出器の

プロトタイプ機を完成さ

せるとともに、高速・大

容量データの高速リア

ルタイム処理技術の開

発を進める。 

③高性能 NMR 等の要

素技術開発 

NMR の高性能化に向

けた研究開発では、高

温超電導線材を利用し

た電磁石の更なる高磁

場化に必要な磁場の発

生原理の解明やヘリウ

ムの蒸発抑制技術の

研究開発を実施し、高

磁場発生原理を解明す

る。 

クライオ電子顕微鏡に

ついては、電子線 3 次

元結晶構造解析システ

ム、単粒子解析、試料

調製加工の要素技術

開発を進め、生命科

学、材料科学分野の高

難度試料への応用研

究を行う。また、開発し

た技術を取り込んだ単

粒子解析の共用装置

を整備する。 

④X 線エネルギー分析

技術の深化による実用

材料ナノ評価の推進 

従来の 1 次元非球面

反射光学系の組み合

わせと比較して長時間

安定性に勝る 2 次元非

球面反射光学素子によ

る集光光学系を完成さ

せる。更に、この集光

技術をコンプトン散乱

計測、ラマン散乱計

測、共鳴非弾性散乱計

測に応用し、実用材料

による動作下･非破壊

でのイメージング実験

●年度計画では、X 線画像検出器プロトタイプ期の完成

及び高速・大容量データ処理技術の開発を目標として

いたところ、X 線タイコグラフィの高空間分解能を維持し

つつ、加熱条件下で試料を計測するための測定法を開

発し、さまざまな実用材料系の広視野・高分解能の環境

イメージングへ応用が期待される成果であり、中長期計

画が大幅に進展した。 

●X 線画像検出器のプロトタイプを完成させるとともに、

高速・大容量データの高速リアルタイム処理技術の開

発を進めており、順調に中長期計画が進捗している。 

 

③高性能 NMR 等の要素技術開発 

●年度計画では、クライオ電子顕微鏡の結晶構造解析

システムの要素後術開発を進めることを目標に挙げて

いたが、システムをさらに高度化させ、多数の結晶から

半自動で測定するシステムを開発した。この技術を用い

てナノグラフェンの全く新規の二重螺旋構造が明らかに

なるなど応用研究も進んでいる。また、単粒子解析では

光合成に関わる膜タンパク質巨大複合体等の構造解析

を、海外製の装置より高い精度で実現でき、当センター

の技術の優位性を示した。以上のように中長期計画が

大幅に進展した。 

●翻訳段階でタンパク質合成を促進する長鎖ノンコーデ

ィング RNA「SINEUP」の 167 塩基からなる機能ドメイン

（SINE B2）について、核磁気共鳴（NMR）法を用いた構

造形成部位の解析と、生物学的手法を用いた配列変化

と活性の相関解析を行い、2 次構造の決定及び活性部

位の同定を行ったことは、遺伝病の治療薬としての応用

が期待できる成果をあげた。その他にも人工タンパク等

の新しいターゲットにも NMR 法の有効性を示しており、

中長期計画が大幅に進展した。 

●NMR の高性能化に向けた研究開発では、高磁場化

に必要な磁場の発生原理の解明やヘリウムの蒸発抑

制技術の研究開発を実施し、高磁場発生原理を解明

し、順調に中長期計画が進捗している。さらに、次世代

世界最高磁場 1.3GHz NMR 磁石に向けた要素技術開

発も進めている。JST 未来社会創造事業大規模プロジ

ェクト型において NMR 部門が主体となって進めている

超高磁場高温超電導 NMR 磁石作成と超高磁場 NMR

測定に関して第１ステージのほぼ全ての目標に関して

当初の計画を超えるレベルで達成し、３チーム中最高の

A 評価を得てステージゲートを通過した。 

●クライオ電子顕微鏡の研究開発については、電子線

3 次元結晶構造解析システム、単粒子解析、試料調製

加工等の開発した技術を取り込んだ単粒子解析の共用

装置を整備が完了し、順調に中長期計画が進捗してい

る。 

 

④X 線エネルギー分析技術の深化による実用材料ナノ

●放射光利用環境の向上のために、X 線画像検出器に

加えて、新たに高分解能を維持する測定法を開発したこ

とは、顕著な成果を上げており）、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●クライオ電子顕微鏡の要素技術開発において、当初の

中長期計画を前倒しで進捗しており、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

●NMR の要素技術開発だけでなく、NMR を利用した研究

成果も出てきており、当初の中長期計画を前倒しで進捗し

ており、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●NMR の要素技術開発についてはほぼ全ての目標に関

して高いレベルで中期計画を達成し、外部評価でも非常

に高い評価を得ており、非常に高く評価する。 
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に着手する。 

⑤放射光施設の高度

化に向けた要素技術開

発 

SACLA 線形加速器か

ら SPring-8 蓄積リング

への高輝度電子ビーム

の入射テスト運転を継

続し、令和 3 年度の入

射器完全切り替えの準

備を完了する。さらに、

加速器･ビームライン運

転のオートメーション

化、次世代 X 線光学系

の要素技術開発、世界

に先駆けた新しいコン

セプトに基づくパイロッ

トビームラインの設計、

開発を加速させる。 

評価の推進 

●年度計画では、集光技術を計測手法に応用して実用

材料のイメージング実験に着手することを目標としてい

たところ、動径および角度方向の微分に感度を持つ X

線顕微鏡を用いることによって機能材料を特徴づける転

位を観察が可能となり、中長期計画が大幅に進展した。 

●2 次元非球面反射光学素子による集光光学系を完成

させ、また、この集光技術を各計測手法に応用し、実用

材料による動作下･非破壊でのイメージング実験を実施

しており、順調に中長期計画が進捗している。 

 

⑤放射光施設の高度化に向けた要素技術開発 

●年度計画では、新しいコンセプトに基づくパイロットビ

ームラインの設計、開発を加速させることを目標として

いたところ、市販の熱カソードを用いたコンパクト高性能

電子銃を開発・性能実証を行い、中長期計画が大幅に

進展した。この電子銃システムは、東北大学に建設中

の次世代放射光施設でも導入が決定しており、当該施

設の整備の進捗に大きく貢献した。 

●SACLA 線形加速器から SPring-8 蓄積リングへの高

輝度電子ビームの入射テスト運転を継続し、令和 3 年

度からの入射器の完全切り替えのための準備が完了

し、順調に中長期計画が進捗している。 

●加速器やビームライン運転の自動化・遠隔化に対応

するための整備を進め、また、次世代 X 線光学系の要

素技術開発やパイロットビームラインの設計、開発も進

めており、順調に中長期計画が進捗している。 

 

●集光技術の高度化による実用材料ナノ評価の推進に

加えて、X 線顕微鏡を用いることによる機能材料が可能と

なり、当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、非常に

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●市販の熱カソードを用いたコンパクト高性能電子銃を開

発したことは、放射光施設の高度化に向けた顕著な成果

であり、非常に高く評価する 

 

  



 

93 

１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(3) バイオリソース研究 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

基礎基盤研究から社

会的課題を解決する

開発研究までの幅広

い研究に対して、社会

的ニーズ・研究ニーズ

を捉えながら、利用価

値、付随情報、品質等

について世界最高水

準のバイオリソースを

戦略的に整備し、提供

する。また、効果的・効

率的なバイオリソース

整備を実施するため

に、保存・利用技術等

の基盤技術開発を実

施する。さらに、研究

動向を的確に把握し、

整備したバイオリソー

スの利活用に資する

研究開発を推進する。

加えて、バイオリソース

事業に関わる人材の

育成、研究コミュニティ

への技術移転のため

の技術研修や普及活

動を行う。 

バイオリソースは、幅

広い分野のライフサイ

エンス研究や産業活

動に必要不可欠な研

究材料であり、科学技

術イノベーションの推

進における重要な知

的基盤として、戦略

的・体系的に整備する

必要がある。 

本研究では、我が国

の中核的拠点として、

研究動向を的確に把

握し、社会的ニーズ・

研究ニーズに応え、 

①世界最高水準のバ

イオリソース整備事業

を実施する。また、バ

イオリソース整備事業

を効果的・効率的に実

施するために、 

②保存・利用技術等の

開発を行う基盤技術

開発事業を実施する。

さらに、研究動向及び

ニーズに的確に対応

するため、 

③バイオリソース関連

研究開発プログラムを

実施する。加えて、バ

イオリソース事業に関

わる人材の育成、研

究コミュニティへの技

術移転のための技術

研修や普及活動を行

う。 

 

①バイオリソース整備

事業 

 (ア) 高次生命現象の

ゲノム機能解明とヒト疾

患の診断・治療・創薬

の開発研究に有用なモ

デルマウス系統、(イ) 

環境応答機構研究及

び穀物研究において、

それぞれのモデル植物

であるシロイヌナズナ

及びミナトカモジグサの

野生由来系統、変異

体・形質転換体、(ウ) 

生命医科学研究に必

要なヒト及び動物由来

の培養細胞（癌細胞、

iPS 細胞等）、(エ) ライ

フサイエンスの広範な

研究分野で必要なゲノ

ム及び cDNA クロー

ン、細胞の分化・活動

状態を可視化する遺伝

子クローン、遺伝子導

入ベクター、(オ) 環境

と健康の研究に必要な

難培養及び共生微生

物を含む多種多様な微

生物、の収集・保存・提

供を行う。加えて、バイ

オリソース関連のメタデ

ータ統合、並びにこれ

に伴うホームページ公

開コンテンツの充実と

発信を行う。また、バイ

オリソースとその特性

情報の利活用向上を図

るため、リソース横断検

索機能を向上させる。 

これらの取組により、以

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計

画等に基づき、研究開

発基盤の運用・共用・高

度化・利活用研究の取

組を推進できているか。 

・研究所として、高度

化、利活用のための卓

越した研究成果が創出

されているか。また、そ

れらの成果の社会還元

を実施できているか。 

・研究開発基盤の外部

への共用等を通じ、科

学技術や経済社会の発

展等に貢献する成果を

創出できたか。 

・研究開発成果を最大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のため

の卓越した研究開発成

果の創出、成果の社会

還元 

・外部への共用等を通じ

た成果創出 

・研究開発基盤の運用・

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジ

メントの取組  

等 

●令和 2 年度の実績は、全てのリソースで保存数/提供

総件数の目標を上回り、累積提供数は 44,783 件と、目

標値 33,000 件を大きく超える 136%の実績を達成し（別

紙参照）、さらに提供したリソースのリコール発生率は

0％だった。利用者による論文発表の累積数は 5,370、

特許公開の累積数は 1,226 であった。提供したリソース

の約 12％が論文発表に、約 2.7%が特許公開に繋がっ

たことは、科学技術イノベーションの発展に大きく貢献し

ていることを示している。また、令和 2 年単年度の総提

供数は 14,683 件で海外への提供件数は 3,320 件であ

る。海外への提供が 22.6％を占めることは、我が国の科

学外交上においても誇るべき大きな国際貢献であり、理

研ブランドの国際浸透にも寄与している証左である。

BRC の高い定評と信頼は、例えば微生物リソースの寄

託の約 86％が海外からであることにも表れている。 

 

①バイオリソース整備事業 

●実験動物では、高次生命現象のゲノム機能解明とヒト

疾患の診断・治療・創薬の開発研究に有用なモデルマ

ウスを収集、保存、提供した。令和 2 年度は、感染症の

重篤化と関連の深い炎症性疾患および肥満、糖尿病、

高脂血症等の代謝性基礎疾患の治療法の開発に有用

な可視化マウス、認知症および心筋症に対する創薬・治

療法の開発研究に有用なマウス等、社会ニーズ、研究

ニーズの高いモデルを整備した。 

●実験植物では、植物の環境応答機構の解明に貢献

するリソースとして、①シロイヌナズナ変異体・形質転換

体の収集とそれらの系統の増殖を実施し、品質検査を

行った上で提供した。また、②シロイヌナズナとミナトカ

モジグサの野生由来系統の増殖を実施した。さらに、③

GFP 等マーカー遺伝子の発現ベクター、cDNA クローン

等の遺伝子材料、及び培養細胞株の収集、増殖、品質

検査、提供を行った。 

●細胞材料では、ヒトがん細胞株、ヒト疾患特異的 iPS

細胞株、動物由来の細胞株等の基礎研究、医学研究、

創薬研究等に有用な培養細胞株を収集し、培養・品質

検査・保存・提供を実施した。特に、新型コロナウイルス

感染症の研究に有用なコウモリ由来細胞株の論文発表

を検索し、該当細胞株の寄託を依頼して寄託を受けるこ

とができた。また、提供した細胞株が新型コロナウイル

●コロナ禍での活動自粛があり、年度前半の事業はかな

り制限されたにも関わらず効率的な作業体制や時間差出

勤など工夫して事業を継続したことにより、保存・提供総

件数の目標値を大きく超えて達成したことを含めて左記の

実績は、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●社会ニーズ、研究ニーズに応えた感染症の重篤化と関

連の深い基礎疾患に対する創薬・治療法の開発研究に

有用なモデルマウス系統の充実が顕著であり、高く評価

する。 

 

 

 

 

●コロナ禍のため出勤制限があったため作業する人員の

確保が困難な中、実験植物の種子、培養細胞、遺伝子リ

ソースの維持・整備を進め、年度後半には事業の正常化

に努めたことにより、収集・提供の目標数を達成したことを

高く評価する。 

 

 

 

●理研全体として、コロナ禍での活動自粛があり、年度前

半のバンク事業はかなり制限されたが、年度後半の活動

で挽回し、収集・保存数は目標数に達する実績をあげる

事ができた。また、多くの成果論文に貢献できており、非

常に高く評価する。 
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下の保存数、提供総件

数の目標を目指す（別

紙参照）。 

最新の ISO9001: 

2015 国際品質マネジメ

ント認証に従い、遺伝

子検査、微生物検査、

質量分析等に関する最

先端検査を継続し、厳

格な品質管理を実施す

る。更に、バイオリソー

スを播磨事業所のバッ

クアップ施設に逐次移

管して、それらを保全

する。アジア研究リソー

スセンターネットワーク

や国際マウス表現型解

析コンソーシアム等の

バイオリソースの整備

に関する国際的取組に

参画し、主導する。加え

て、所内外者を対象に

バイオリソースを効果

的に利活用するための

iPS 細胞の取扱い、マ

ウス体外受精法、マウ

ス表現型解析法、微生

物の取扱い等の研修

事業を実施し、高度な

技術を普及・移転する。

また、筑波大学、南京

大学、ソウル国立大学

等の国内外の大学等と

も連携してバイオリソー

スに関わる人材を育成

する。 

②基盤技術開発事業 

バイオリソース整備事

業を効果的かつ効率的

に実施するため、繁殖

能の低い野生マウス及

び近縁種由来系統から

ES 細胞の樹立を行う。

また、精母細胞を用い

た顕微授精の出生率を

向上させることで生体

への復元技術を改良す

る。これらによりバイオ

リソースの安定的な系

ス感染症研究に利用された論文 9 報やその他の関連

する論文 22 報をウェブサイトで紹介した。 

●遺伝子材料では、広範な研究分野で必要とされるゲ

ノム及び cDNA クローンを収集し、提供した。細胞の分

化や活動の状態を可視化するための遺伝子クローン並

びに高効率の遺伝子導入ベクターを収集し、提供した。

企業から 88 種類の蛍光タンパク質リソースが寄託され

たことは特筆に値する。また、新規に NBRP 中核的拠点

整備プログラム「ヒト病原ウイルスのリソース拠点の整

備」の分担機関（課題名：「ウイルス遺伝子（cDNA）」）に

採択され、活動を開始した。 

●微生物材料では、様々な環境から分離された微生

物、動植物に共生する微生物、性状・ゲノムの解明がな

された付加価値の高い新種微生物の基準株等、環境と

健康の研究分野に有用な多種の微生物を収集し、保

存・品質管理・提供を実施した。令和 2 年度は、特に微

生物間で共生し合う微生物で、難培養性のものを多数

整備した。 

●バイオリソース関連のメタデータ統合では、公共に提

供されている疾患名語彙約 5 万語を導入し、のべ 1,518

株の細胞株との関連づけを行った。これに伴って、ユー

ザーの利便性を高めるために公開ホームページでの 5

つのリソースに対する横断検索機能の強化を行い、ユ

ーザーがキーワードを記入すると、疾患・表現型、遺伝

子名、リソース名の中から合致するものを提示し、選択

されたキーワードに関連するバイオリソースを提示する

機能を実装した。 

●ISO9001:2015 国際品質マネジメント認証を維持する

とともに、認証に従い最先端の検査を実施し、リソース

の品質管理を行った。また事業従事者を対象とした品質

管理に関わる資格の取得、研修受講の推進により、人

材教育・育成を行った。播磨事業所にバックアップのた

め移管する予定のリソースの準備を行った。理研内各

組織とバイオリソース移転のための包括同意書を締結

し、寄託/譲渡・提供の手続きを簡略・迅速化した。ま

た、理研外機関とのバイオリソース移転のための各種

同意書の改訂を行った。国際連携としての活動では、理

研 BRC での開催を予定していたアジア研究リソースセ

ンターネットワーク（ANRRC）の会合はコロナ禍のため中

止となったが、国際マウス表現型解析コンソーシアム

（IMPC）の活動では大きな進捗があり、プロジェクトを通

して、提供可能な遺伝子発現モニターマウス系統や条

件付き遺伝子破壊マウス系統が、これまでの各々3 倍、

2 倍と格段に増大した。コロナ禍のため毎年開催してい

た日中韓マウスサマーコースやバイオリソースの利活用

を促進するための技術研修の実施は見送ったが、マニ

ュアルの公開やオンラインで国内外にバイオリソースの

取扱い等の技術移転を積極的に行った。また、3 月に

は、若手人材育成の一環として、若手職員が企画した

 

 

●年度前半はコロナ禍により業務の停滞が見られたが、

年度後半で完全に挽回し、遺伝子材料の収集・提供とも

に年度目標を達成できた。また、社会的要請の高いウイ

ルス遺伝子（cDNA）リソースの取組を開始したことを高く

評価する。 

 

 

 

 

●コロナ禍にも関わらず、他機関では対応困難な難培養

微生物を含め海外からの寄託が多く、海外への提供も多

数あって年度目標を達成した。国際的機関としての最高

水準の整備を実施しており、非常に高く評価する。 

 

 

 

●疾患情報とバイオリソース情報の関連付けにより、バイ

オリソース利活用向上に向けた情報基盤を充実させたこ

と、また、ウェブサイトにおける検索機能の向上と充実をさ

せたことにより、バイオリソースを利用した研究の推進に

大きく貢献しており、非常に高く評価する 

 

 

 

 

●国際的品質マネジメント規格 ISO9001 認証を 10 年に

亘って維持、運営し、BRC が提供しているバイオリソース

への信頼性の確保に貢献している。また、真正なバイオリ

ソースを恒常的に提供することで実験の再現性を向上さ

せ、研究の効率化を高め、国民のライフサイエンスに対す

る信頼を得ることに大きく貢献している。理研内のバイオ

リソース移転に公印を不要としたこと及び理研外機関との

バイオリソース移転同意書を明瞭にしたことにより、理研

や国内外でのバイオリソースの移転が容易になり今後の

研究推進への貢献が期待できることから、高く評価する。

コロナ禍のために、一時的に事業が停滞したものの、オン

ラインによる技術移転や第 7 回 WBC を実施したことを、

高く評価する。 
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統維持と利用を向上さ

せる。 

③バイオリソース関連

研究開発プログラム 

 (ア) iPS 創薬基盤開

発として、てんかん・感

覚器難病等を対象にし

た iPS 細胞疾患モデル

化と創薬アッセイの簡

便化を実施するととも

に、取得した技術を用

いたアカデミア・企業等

との共同研究・支援を

行う。(イ) iPS 細胞高次

特性解析開発として、

前年度に作製した 4p

欠失症候群等の染色

体異常関連難病の病

態モデルを用いて、遺

伝子導入により病態の

修復が可能なターゲッ

ト遺伝子を同定する。

(ウ) 次世代ヒト疾患モ

デル研究開発として、

神経難病等のモデルマ

ウス作製を実施する。

更に、多因子疾患の病

態をマウスモデルに忠

実に再現するために、

複数のヒト変異遺伝子

の導入技術を構築す

る。(エ) マウス表現型

解析開発として、老齢

マウスを対象に国際標

準法による表現型解析

を実施する。また、整備

した解析プラットフォー

ムの利用機会を国内研

究者に提供する。更

に、軟組織 X 線イメー

ジング法を最適化する

とともに、新規に軟骨

造影剤の開発に取り組

む。(オ) 疾患ゲノム動

態解析技術開発とし

て、前年度に開発した

シングルセルの分化状

態の定量的評価技術を

多能性幹細胞に適用

第 7 回若手 BRC Conference（WBC）を、センター/理研

外の講師も参加してオンライン形式で開催した。この他

にアウトリーチ活動として中高生向きのオンライン講座、

地元小学校へのオンライン出前授業、オンラインでのト

ークイベントを行った。また、保有するバイオリソースを

利活用したライフサエンス分野での新産業創出を促進

するために、理研 BRC の事業紹介並びにバイオリソー

スを利活用した成果事例を発表するセミナーをオンライ

ンで開催した。 

 

②基盤技術開発事業 

●繁殖能の低い野生由来の Mus spiclilegus（2 系統）、

Mus spretus（1 系統）及び Mus musculus castaneus（2

系統）から ES 細胞の樹立に成功し、これらの貴重な遺

伝資源のバックアップを確立した。精母細胞を用いた顕

微授精は、卵子の細胞質を減少させることにより、染色

体機能の正常性が向上し、出生率が 1%から約 20%（交

雑系 BDF1 マウス）あるいは約 10%（近交系 C57BL/6 マ

ウス）へ改善した。 

 

③バイオリソース関連研究開発プログラム 

●iPS 創薬基盤開発チームは、ALS 患者由来の iPS 細

胞と AI を用いた疾患予測テクノロジーを開発し、論文発

表した。iPS 細胞からの肝細胞分化誘導法、血管内皮

誘導法、脳オルガノイド誘導法を確立した。遺伝性視覚

系疾患の iPS 細胞から網膜を分化誘導する方法を含

め、論文を発表し世界の研究コミュニティでの本 iPS 細

胞の利活用を促進した。さらに、長崎大学、京都大学と

の共同研究により、iPS 細胞を用いた抗 RNA ウイルス

薬のスクリーニング系を開発し、既存薬の中から新型コ

ロナウイルス感染症の治療薬の候補を見いだした。希

少難病の細胞モデル構築のために企業に技術指導を

行い、共同研究支援を行った。 

●iPS 細胞高次特性解析開発チームは、4p 欠失症候

群等の染色体異常関連難病患者由来の疾患特異的

iPS 細胞から分化させた神経堤細胞モデルを用いて、網

羅的遺伝子発現パターンを調べるため RNA-seq 実験

を実施した。この結果、遺伝子発現が異常となっており、

病態に関わると考えられる複数のターゲット遺伝子候補

を同定することに成功した。 

●次世代ヒト疾患モデル研究開発チームは、異なる菌

種由来ならびに変異型の Cas9 酵素を利用して、ゲノム

の広範な領域での変異導入を可能とする技術を開発し

た。上記の酵素とエレクトロポレーションによるゲノム編

集法により、ヒト疾患に関連する変異を有する 7 系統の

マウスを樹立した。さらに、実験動物開発室との連携に

より、PhiC31 組換え酵素を利用した attB/P ノックインシ

ステムを利用して、4 つの ALS 関連変異を有するヒト遺

伝子の全長 cDNA をノックインしたマウスを作製した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●マウス近縁種の野生由来系統の ES 細胞の樹立技術

および精母細胞の顕微授精法の実用化により、繁殖能が

低いマウス近縁種由来リソースの安定的な系統維持に関

わる大幅な技術改善を達成したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●iPS 細胞と AI を用いた疾患予測テクノロジーの開発と

iPS 細胞からの各種組織・器官の誘導法の確立は、疾患

特異的 iPS 細胞の新たな利活用法を示す重要な成果で

あり、高く評価する。また、抗 RNA ウイルス治療薬の候補

を見いだしたことは、世界的なパンデミックに対する治療

薬開発に資する顕著な成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●4p 欠失症候群特異的 iPS 細胞からターゲット遺伝子の

候補を同定した研究成果は、これまで病態解明と治療法

の開発がほとんど行われていなかった 4p 欠失症候群に

対する世界初の成果であり、高く評価する。 

 

 

 

●ヒト遺伝子全長のノックイン系の開発とノックインマウス

作出を達成している。これは、疾患変異の機能評価を大

幅に効率化するものであり、高く評価する。 
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するとともに、細胞特性

の標準評価系として各

種細胞リソースへの応

用を進める。(カ) 植物-

微生物共生研究開発と

して、根圏微生物の単

離・培養、及びハイスル

ープットな単離培養法

を改良する。共生研究

用のミナトカモジグサ形

質転換体を作出し、特

性解析を行う。更に、前

年度に最適化したモデ

ル植物-アーバスキュラ

ー菌根菌・根圏細菌・

植物内生菌の実験系を

使ったモデル研究を行

う。 

 

 

●マウス表現型解析開発チームは、国際標準表現型解

析パイプラインを用いて、BRC が作出した 4 系統の遺

伝子破壊マウスの若齢期、加齢期の表現型解析を完了

した。これまでの IMPC の成果と合わせて、5,000 を超え

る新しい表現型情報付きマウス系統を公開した。これ

は、世界各国のマウスリソース機関と連携して、提供で

きる高品質なマウス系統数が倍増したことを意味し

Nature Genetics 誌に発表した。また、国内の研究者向

けに、国際標準表現型解析パイプラインやイメージング

パイプラインによる 10 系統の遺伝子改変マウスの解析

支援を行い、マウス脳の神経細胞の発達や自閉症と関

係する遺伝子を発見し、Nature Communications 誌に共

同で発表した。さらに、X 線 CT イメージングにおいて

は、数種類の軟骨イメージング用造影剤開発に成功し

た。 

●疾患ゲノム動態解析技術開発チームは、ヒト iPS 細

胞を直径 500−1000 ミクロンの微小円形基盤上に播種

し、その基盤上で同心円状の分化パターン形成を同調

的に誘導する培養系を導入し、この系に令和元年度ま

でに開発したシングルセルの分化状態の評価技術を適

用し、細胞株の分化能特性を定量的に検定する技術を

開発した。また、マウス多能性幹細胞の分化過程のシン

グルセル遺伝子発現解析を実施し、分化程度の低いナ

イーブ型、より分化の進んだプライム型に加え、その中

間的な性質を持つ新たな多能性状態が存在することを

発見した。細胞特性の標準評価系の応用の一環とし

て、ヒト HeLa 細胞の画像データを学習させ、90％以上

の確率で、HeLa 細胞として判別可能な画像解析技術を

確立した。 

●アーバスキュラー菌根菌の菌根形成率に重要な因子

を同定し、従来法よりも胞子形成率を向上させる培養法

を開発した。植物-微生物-土壌の相互作用で形成され

る農業生態系のデジタル化に成功し、持続可能な農業

生産が可能であることを示す成果が多くのメディアで取

り上げられた。植物ホルモン関連のミナトカモジグサ形

質転換体作出に着手し、令和元年度に最適化した実験

系としてミナトカモジグサ-アーバスキュラー菌根菌にお

ける全遺伝子発現パターンを明らかにした。 

●国際連携により、研究コミュニティに提供可能なマウス

系統が大幅に増加した。国内研究者向けの表現型解析

支援により、自閉症に関連する分子メカニズムの発見に

つながった。また、中高年に多い変形性膝関節症等の研

究に有効な X 線による軟骨 3 次元解析法の開発に成功

しており、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ヒト iPS 細胞株の分化能を定量的に検定する技術の開

発は、BRC が保有する多数の細胞株に分化能特性情報

を付加することに繋がる点で高く評価する。また、中間的

な多能性状態を示す新規細胞株の樹立は、幹細胞研究

に有用なリソースを提供出来ることとなり、これについても

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●アーバスキュラー菌根菌の新規培養法は本分野のコア

技術となる。また、農業生態系のデジタル化の成果は、社

会に強い影響を与えた業績として理研栄峰賞を受賞し

た。今後、植物微生物共生の研究開発から社会還元が期

待されることから、非常に高く評価する。 
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【Ⅱ】 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定 B 

研究所が行う業務

の運営について、

以下に示す取組を

行うとともに、法人

独自の創意工夫を

加えつつ、その改

善に取り組む。 

研究所は、必要な

事業の見直し、調

達の合理化、効率

的な運営体制の整

備に取組、引き続き

経費の合理化・効

率 化 を 図 る と と も

に、独自の創意工

夫を加えつつ業務

運営の改善に取組

む。 

  ●効率的な運営体制のため不断の見直しを進め

た。具体的には以下の通りの実績を挙げた。 

・業務見直しと併せた経費の令和元年度比 1.16%

の合理化・効率化と、エネルギー消費原単位の 5

年平均 1.9%減を達成した。新本部・事務棟の設計・

建設においては、これまでにない高い省エネ性能

を達成した。 

・人件費の適正化については、高度人材の確保を

しつつ人件費の適正化を着実に進めた。 

・調達の合理化については、調達等合理化計画に

基づく取組を着実に進めた。 

●左記の実績を踏まえ、着実に中長期計画が進捗していると判断できる

ことから、B 評定とする。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－1】 経費等の合理化・効率化 

２．主要な経年データ 

評価対象となる
指標 

達成目標 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 参考情報 

一般管理 費（人
件費、特殊経費
及び公租公課を
除く。）及び、業務
経費（人件費、物
件費のうち無期
雇用に係る人件
費及び特殊経費
を除く。）の合計 

前年度比
1.16％以 
上の効率
化 

1.16％減 1.16％減 1.16％減     前年度比 
新規に追加されるもの、拡充分は除外 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

組織の見直し、

調達の合理化、

効率的な運営体

制 の 確 保 等 に

引き続き取り組

むことにより、経

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加されるも

の、拡充分は除外

した上で、一般管理

費（人件費、特殊経

運営費交付金事業

において中長期計

画に沿って経費等

の合理化・効率化を

図る。 

（評価軸） 

・経費を合理的かつ効率的

に執行したか 

 

（モニタリング指標） 

・一般管理費、業務経費の

●各種会議のオンライン化、空調・照明設備の高

効率化等に加え、共同出願企業やライセンス先企

業へ特許出願費用の分担を交渉することにより、

目標である令和元年度比 1.16％、487,769 千円の

経費の合理化・効率化を達成した。 

●適切に計画を遂行していると評価する。 
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費の合理化・効

率化を図る。 

運営費交付金を

充当して行う事

業は、新規に追

加される もの、

拡充分は除外し

た上で、一般管

理費（人件費、

特 殊 経 費 及 び

公 租 公 課 を 除

く。）及び業務経

費（人件費、物

件費のうち無期

雇用に係る人件

費 及 び 特 殊 経

費を除く。）の合

計について、毎

年度平均で前年

度比 1.16%以上

の 効 率 化 を 図

る 。 なお、 新規

に追加されるも

の及び拡充され

る分は、翌年度

から同様の効率

化を図る。 

費及び公租公課を

除く。）及び、業務経

費（人件費、物件費

のうち無期雇用に

係る人件費及び特

殊経費を除く。）の

合計に つい て、 毎

事業年度に平均で

前年度比 1.16％以

上 の 効 率 化 を 図

る。新規に追加され

る もの及び拡充さ

れる分については、

翌年度からの同様

の効率化を図る。ま

た、毎年の運営費

交付金額の算定に

向けては、運営費

交付金債務残高の

発生状況にも留意

する。 

削減率 

 恒常的な省エネル

ギー化を進め、光

熱水使用量の節約

及び二酸化炭素の

排 出 抑 制 に 取 組

み、節電要請など

の状況下にあって

も継続可能な環境

を整備する。また、

研究所全体で研究

スペースの配分等

を調整する体制に

より、限られた研究

スペースをより有効

に活用する等資源

活用の効率化を図

る。 

また、省エネルギー

推進に向けた取組

として、多様な啓発

活動による職員等

への周知徹底、施

設等の使用量把握

及び分析の強化、

エネルギー消費効

率が最も優れた製

品の採用を更に促

進する。研究所全

体の研究スペース

の 配 分 等 に つ い

て、各事業所が取り

まと めた 要望を調

整して建物利用計

画を策定し、限られ

た研究スペースをよ

り有効に活用する

等、資源活用の効

率化を図る。 

（評価指標） 

・省エネルギー化等に対応

した環境整備を進めること

による、節電要請などの状

況下にあっても継続可能な

環境の整備状況 

●省エネルギーについての啓発活動については、

例年通りの呼びかけのほか、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響により在宅勤務する者は退社

時に PC モニターの電源管理を呼びかける取組等

も追加的に実施した。 

●令和 2 年度のエネルギー使用量は令和元年度

比 18.9％増となったが、エネルギー消費原単位で

は、5 年平均で 1.9％減と 1％以上とする目標値を

達成した。 

●新本部棟では最新の機器の採用だけでなく、太

陽光や井水等の熱利用、照明の自動調光制御等

の先進的な省エネルギーシステムを構築した。 

●老朽化対策では最もエネルギー消費効率の優

れた設備機器を採用した。 

●施設委員会の下に各事業所部会を設置すること

でスペース有効活用に関するミッションを統一、活

性化させた。建物利用計画や建物の新築、大規模

改修工事等について、研究所全体のコンセンサス

の下、計画を進める体制が整った。 

 

 

 

 

 

●「富岳」が本格稼働し、エネルギー消費量が増大する中、エネルギー消費

原単位で 5 年平均で 1％以上削減を達成したことは評価する。 

 

 

●新本部・事務棟の設計・建設では、建築、電気、機械の分野で、これまで

にない先進的で総合的な取組により、CASBEE（建築環境総合性能評価シス

テム）では埼玉県 S クラスを達成、ZEB Ready 環境認証を取得したことは高く

評価する。 

 

●これまで各事業所が実施してきたスペース管理は事業所としての最適化

は達成していたが、施設委員会が事業所部会を通じて施設委員会で横断的

にマネジメントし、全所的な見地から決定することで、全所的観点から最適化

され、計画的なスペース運用を行う下地ができ上ったことは、高く評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－2】 人件費の適正化 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

適切な人件費の

確保に努めるこ

とにより優れた

研 究 者 及 び 研

究 支 援 者 を 育

成・確保するべ

く、政府の方針

に従い、必要な

措置を講じる。

給与水準につい

ては、国家公務

員の給与水準を

考慮し、手当を

含 め 役 職 員 給

与の在り方につ

いて厳しく検証

した上で、研究

所 の 業 務 の 特

殊性を踏まえた

適正な水準を維

持するとともに、

その検証結果や

取組状況を公表

する。 

なお、国際的に

卓越した能力を

有する人材の確

保のために、必

要に応じて弾力

的な給与を設定

できるものとし、

その際には、国

民に対して納得

が得られる説明

に努める。 

「特定国立研究開

発法人による研究

開発等を促進する

ための基本的な方

針」(平成 28 年 6 月

28 日閣議決定 )等

の政府の方針を踏

まえ、特定国立研

究開発法人として

世界最高水準の専

門的な知識及び経

験を活用して遂行

することが特に必要

とされる業務に従事

する者について、国

際的に卓越した能

力を有する人材を

確保する。 

給与水準(事務・技

術 職 員 ) に つ い て

は、研究所の業務

を遂行する上で必

要となる事務・技術

職員の資質、人員

配置、年齢構成等

を十分に考慮し、国

家公務員における

組織区分、人員構

成、役職区分、在職

地域、学歴等の比

較及び類似の業務

を行っている民間企

業との比較を行う等

厳しく検証する。自

らの給与水準が国

民の理解を得られ

るか検討を行った

上で、これを維持す

人件費（給与と諸手

当）水 準に つい て

は、世界最高水準

の専門的な知識、

経験、資質、及び人

員配置、年齢構成

等を十分に考慮し、

国家公務員におけ

る組織区分、人員

構成、役職区分、在

職地域、学歴等の

比較及び類似の業

務を行っている民間

企業との比較を行う

等、厳しく検証し国

民の理解を得られ

るよう必要な措置を

講ずる。 

なお、今年度に施

行される短時間労

働者及び有期雇用

労働者の雇用管理

の改善等に関する

法律及び働き方改

革関連法への遵守

と国民の理解が得

られる適正な職員

待遇であることを検

証し、必要な措置を

講じる。 

（評価軸） 

・人件費を合理的かつ効率

的に執行したか 

 

（参考：評価の視点） 

【給与水準】 

・給与水準の高い理由及び

講ずる措置（法人の設定す

る目標水準を含む）が、国

民に対して納得の得られる

ものとなっているか。 

・法人の給与水準自体が

社会的な理解の得られる

水準となっているか。 

・国の財政支出割合の大き

い法人及び累積欠損金の

ある法人について、国の財

政支出規模や累積欠損の

状況を踏まえた給与水準

の適切性に関して検証され

ているか。 

【諸手当・法定外福利費】 

・法人の福利厚生費につい

て、法人の事務・事業の公

共性、業務運営の効率性

及び国民の信頼確保の観

点から、必要な見直しが行

われているか。 

【ラスパイレス指数】 

●適正な給与水準に向け、給与改定等を行った結

果、ラスパイレス指数は、110.3(令和元年は 110.7) 

であった。 

 

●初任給及び期末手当支給月数については、人

事院による勧告、民間給与実態統計調査を参照し

民間企業との比較により適正な範囲となるよう検

証を行った。 

 

●短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理

の改善等に関する法律及に定める不合理な待遇

差、手当がないか検証し、問題の無いことを確認し

た。 

 

●正規雇用職員と有期雇用職員との待遇差を改

善させるため「労働契約法の趣旨」と「国民の理解

が得られる適正な職員待遇」であることを比較検証

し、7 年間をかけ年収改善策を実施することを決定

した。 

 

●戦略重点科学技術の推進等社会からの要請・

期待に応える一方で、高度人材の確保と人件費削

減の両面に対応するために少数精鋭化を進めて

おり、学歴構成は大卒・院卒以上の学歴を有する

者が多く在籍することが指数に大きく影響してい

る。 

 

●給与水準の比較対象者に占める管理職の割合

がやや高い水準となっているが、一部の無期雇用

職員、任期制職員や派遣職員等を給与水準比較

対象外とした結果であり、これを見込めば国家公

務員と遜色ない。なお、累積欠損金は無い。 

 

●優れた研究成果を創出していくためには、優秀

な研究者の確保が不可欠であり、国際社会で活躍

する卓越した研究者を確保するためにも、給与上

の優遇措置を講ずることは、社会的な理解を得ら

●順調に計画を遂行していると評価する。 



 

100 

る合理的な理由が

ない場合には必要

な措置を講ずるとと

もに、その検証やこ

れらの取組状況に

つい て公表してい

く。 

なお、適切な人材

の確保のために必

要に応じて弾力的

な給与を設定できる

ものとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に 努める ものと す

る。 

れる範囲にある。 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

●レクリエーション経費・食堂業務委託については

国に準じて公費支出は行っていない。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－3】 調達の合理化及び契約業務の適正化 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

「独立行政法人

における調達等

合 理 化 の 取 組

の 推 進 に つ い

て」（平成 27 年 5

月 25 日総務大

臣決定）に基づ

く取組を着実に

実施し、契約の

公正性、透明性

の確保等を推進

し、業務運営の

効率化を図る。 

研究開発が国際的

な競争の中で行わ

れることを踏まえ、

契約を迅速かつ効

果 的 に 行 う と と も

に、適切に実施する

ために必要な体制

を整備する。契約に

ついては、一般競

争入札等競争性の

ある契約方式を原

則としつつ、「独立

行政法人における

調達等の合理化の

取組の推進につい

て」（平成 27 年 5 月

25 日総務大臣決

定）に基づく取組を

着実に実施し、公正

性、透明性を十分

に 確 保 す る と と も

に、随意契約によら

契約に つい ては、

原則として一般競

争入札等の競争性

のある契約方式に

よるものとし、「調達

等合理化計画」 に

基づく取組の着実

な実施により、公正

性、透明性を十分

に確保した上で、調

達の合理化・効率

化を図る。 随意契

約は、「独立行政法

人の随意契約に係

る 事 務 に つ い て 」

（平成 26 年 10 月総

務省行政管理局）を

踏まえ、真にやむを

得ない場合に限る

こととし、競争性の

ある契約を行う場合

で あ っ て も 、 競 争

（評価軸） 

・契約の適正化を推進した

か 

 

（評価指標） 

・契約の適正化の観点から

の、外部からの指摘等を踏

まえた対応状況 

 

（参考：評価の視点） 

入札基準額以上の契約事

案に占める競争性のない

随意契約となった件数を平

成 27 年度より低減させた

か。 

・企画競争方式の実施件

数、効果に関するヒアリン

グ 

・随意契約事前確認の公

募を実施した件数、効果に

関するヒアリング 

 

契約の状況については別紙参照。 

 

 

 

 

●契約の適正化の観点から、外部より指摘を受け

た事例は特段なく、適正に業務を遂行した。 

 

 

 

●競争性のない随意契約の占める件数割合は、

平成 27 年度の 22.1%に対して、25.4%と微増となっ

た。 

 

 

●企画競争方式の実施件数は 9 件、うち 6 件が複

数者応募となり、提案内容や業務遂行能力が最も

優れた者を契約相手先として選定できた。 

●随意契約事前確認公募の実施件数は 32 件、う

ち 10件において他者も仕様書をダウンロードし、他

者の参加意思表示により入札へ移行したものが 1

件あった。 

●順調に計画を遂行していると評価する。 
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ざるを得ない場合

は、事前に審査した

上で実施し、その理

由等を公表する。ま

た、調達に当たって

は要求性能を確保

した上で、研究開発

の特性に合わせた

効率的・効果的な

契約方法により、質

と価格の適正なバ

ランスに配慮した調

達を実施する。同時

に、上記の取組が

適正に行われるよう

周知徹底を図るとと

もに、取組状況の

検証を行い、必要な

措置をとる。 

性、透明性が確保

されているか点検・

検証を行う。 

調達に当たっては、

研究開発業務の特

性を考慮した上で、

多様な調達方式や

単価契約等を活用

することにより、質と

価格のバランスにも

配慮した効果的な

調達を実施する。 

また、これらの取組

が適正に行われる

よう、所内への周知

徹 底 を 図 る と と も

に、取組状況を検

証した上で必要な

措置を講じる。 

・競争入札に占める一者応

札等の件数等を平成 27 年

度実績より低減させる。 

・調達情報公開の継続 

調達情報のＷｅｂ公開にお

いて、掲載しそびれた調達

情報はなかったか。配信を

実施した結果、業者等から

の反応や関心はどうであっ

たか 

・公正性、競争性の担保 

仕様書の作成に関する注

意、啓発等の回数。会議等

での発表回数 

 

 

 

 

 

 

・入札参加要件の緩和 

入札参加の緩和を行った

件数 

 

 

・公告期間の確保 

業務日で 10 日以上とした

入札の回数、通常の 10 営

業日の件数、及び、緊急性

等の理由で短縮を行った

件数を比較、より長く確保

したか検証する。 

・単価契約及び一括契約

の締結促進の取り組み 

単価契約及び一括契約の

契約実績を平成 27 年度よ

り増やすとともに、それが

事務効率の向上につなが

ったのかヒアリング等によ

り検証 

・Web 調達の活用 

少額で購入頻度の高い消

耗品等の調達の単価契約

化及び研究室による発注

手続きの効率化に資するも

のとして、近年発達してき

た Web 調達が挙げられ

る。和光事業所における運

用で、研究室サイドの手 

●一者応札等の割合は、平成 27 年度比で 8.7%上

昇したが、令和元年度比では 0.4%増とほぼ同水準

であった。 

●調達公告は Web サイトにてすべて公開した。調

達情報を自動配信した結果、訪問頻度の少ない業

者でもホームページ上から入札説明書等をダウン

ロードして資料を容易に入手出来るようにした。こ

れにより資料のダウンロードや参加機会も多くなり

関心の高さが維持されている。 

 

●新入職員オリエンテーションや就業説明会、研

究センターの研究連絡会議の場を利用して、契約

の公正性、競争性の担保や仕様書作成時の留意

事項の説明を計 11 回実施した。さらに、e-ラーニン

グシステムによる契約に関する研修機会の提供

や、所内ホームページにおいて仕様書の作成に関

する注意、啓発を行った。また、要求元が作成した

仕様書の内容については事務部門においても確

認し、限定的な仕様とならないように指導した。 

 

●物品・役務において、500 万円以上の入札に参

加するには、A 又は B 若しくは C 等級の競争参加

資格が必要だが、これを D 等級まで緩和した案件

は、理研全体で 59 件あり、このうち 15 件が複数者

応札となった。 

●公告期間については業務日で 10 日超の日数を

設けた件数は 2,028 件、業務日で 10 日 とした件

数は 30 件であった。一方、緊急性の理由により、

暦日で 10 日よりも短縮した件数は 21 件あった。 

 

 

 

●新規の単価契約や一括調達については、業務

効率の向上につながるかを検討した上で拡大に努

めるべく、全事業所で取り組んだ。 

 単価契約は、全体で 185 件であり、このうち 18 件

は新規契約であった。また、新規の一括調達が 3

件あった。 

 

 

●Web 調達を全事業所に展開する以前の利用登

録者数と、令和 3 年 3 月末時点の利用登録者数を

比較すると、2.7倍超となっており、着実に利用が拡

大し、利用者の利便性と事務業務の効率化が図ら

れている。 
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間が軽減される等の確認

ができたが、一方、事務サ

イドは業務量の増加による

人的負担が懸念されてい

るので、効率化の方策を検

討しつつ全所的な展開準

備を行う。 

・発注権限の遵守 

理化学研究所においては

原則としてすべての発注は

契約担当部署から行って

いる。緊急を要する場合等

には予め定められた「契約

担当役の代行者」が発注を

行えることとしている。 

・新たな随意契約に関する

内部統制の確立 

契約審査委員会により、

3000 万円以上の随意契

約希望事案については全

数を審査する。また、3000 

万円未満のものについても

少額随意契約以上で競争

性のない随意契約につい

てはメールでの審査を実施

する。 

・契約依頼者以外の契約

担当部署による納品確認

の徹底 

検収にあたっては、契約依

頼者以外の契約担当部署

（納品確認センター及び納

品確認スタッフ）による納品

確認を実施しているが、不

正防止の観点から確実に

実施する必要がある。 

・不祥事の発生の未然防

止・再発防止のための取組 

研究費の不正使用の防止

及び適切な執行を行うため

に、過去の不祥事の事例

を含めて調達手続の枠組

みを契約担当部署で共有

すると伴に、研究者へ HP 

等で周知徹底する。 

【関連法人】 

・法人の特定の業務を独占

的に受託している関連法人

について、当該法人と関連

 

 

 

 

 

 

 

●会計規程等に沿った発注続きを徹底し、調達の

適正化を図り、全ての契約案件について契約担当

部署から発注を行った。なお、特例在宅勤務に伴

い導入した情報通信機器等の立替払いによる調達

も一部可能としているが、立替払いを希望する申

請者への所属長からの返信メールの連絡先に、契

約担当代代行者（会計担当部署）を必ず含めること

としている。 

●3,000 万円以上の随意契約については、全て契

約審査委員会による事前審査を受けた。また、

3,000 万円未満のものについても少額随意契約以

上で競争性のない随意契約については、全て契約

審査委員会によるメールでの事前審査を受けた。 

 

 

 

 

 

 

●会計規程等に沿った納品確認等の手続きを徹

底することにより、調達の適正化を図り、全ての納

品物について、契約担当部署による納品確認を実

施した。なお、新型コロナ感染症対策として、接触

機会を減らすために、一部、電子メールで受領した

画像データによる納品確認も確実に実施した。 

 

 

 

 

●研究費の不正使用防止策として、新入職員オリ

エンテーション等で研究費の正しい執行について

周知するとともに、e-ラーニングシステムによる講

習受講を可能としている。また、他法人からも情報

収集を行い、契約担当部署で、適宜、情報共有を

行うとともに、必要に応じて関係者へ周知すること

としている。 

 

 

【関連法人】 

●関連公益法人（独法会計基準第 129 2（2）（事

業収入に占める割合が 3 分の 1 以上の公益法人

等）に該当する者）との契約は、ホームページ上で
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法人との関係が具体的に

明らかにされているか。 

・当該関連法人との業務委

託の妥当性についての評

価が行われているか。 

・関連法人に対する出資、

出えん、負担金等（以下

「出資等」という。）につい

て、法人の政策目的を踏ま

えた出資等の必要性の評

価が行われているか。 

公表している。 
 
●経費削減や効率的な実施を目的に事業の一部

を外部に委託しており、透明性・公正性を確保した

うえで、契約を締結している。 
●関連法人との契約金額については、積算資料な

ど刊行物等による積算も参考として、金額の妥当

性・適正性を確保している。出資等の必要性につ

いては、理事会議等で審議を経ており、事後にお

いては契約監視委員会においても点検を行ってい

る。 

また、監事及び

会計監査人によ

る 監 査 に お い

て、 入札・契約

の適正な実施に

ついて徹底的な

チェックを行う。 

また、監事及び会

計監査人による監

査において、入札・

契約の適正な実施

について徹底的な

チェックを行う。 

   ●監事及び外部有識者で構成される契約監視委

員会による調達等合理化計画の策定及び自己評

価における点検及び個々の契約案件について事

後点検を受け、入札・契約の適正な実施を確保し

た。 

●監事も構成員となっている契約監視委員会による点検を通じて、入札・契

約の適正な実施を確保したと評価する。 
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【Ⅲ】 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定 B 

研究所は、予算の

効率的な執行によ

る経費の削減に努

めるとともに、受益

者負担の適正化に

も配慮しつつ、積極

的 に 、 施 設 使 用

料、寄付金、特許

実施料等の自己収

入や競争的資金等

の外部資金の確保

や増加、活用等に

努める。 

   ●財源の多様化を図るとともに、予算の適切な執

行に取り組んだ。具体的には以下のとおり。 

・予算については、業務運営に支障のないよう配

慮しつつ適切な執行を行った。 

・外部資金の確保については、公募情報の効果的

な周知等、増加に向けた取組を実施した結果、獲

得件数・総額ともに増加した。寄附金についても、

受入件数・総額ともに増加した。 

・中長期目標期間を越える債務負担となる PFI 事

業による本部・事務棟整備等については、費用を

抑制しつつ高い品質を確保すべく対応した。令和

元年 10 月の着工以降、新型コロナウイルスへの

感染予防対策を徹底し、ひとりの陽性者も出さず

に建設工事を進め、令和 3 年 3 月 31 日に完成引

渡しを受けた。 

●適切な業務遂行を通じて、着実に中長期計画が進捗していると判断でき

ることから、B 評定とする。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－1】 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所は、予算

の効率的な執行

による経費の削

減に努めるとと

もに、受益者負

担の適正化にも

配慮しつつ、積

極的に、施設使

用料、寄付金、

特 許 実 施 料 等

の 自 己 収 入 や

競 争 的 資 金 等

の 外 部 資 金 の

確保や増加、活

用等に努める。 

独 立 行 政 法 人

（別紙での記載） （別紙での記載） ・予算を適切に執行し、財

務内容の改善が図られた

か 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総

損失）） 

・当期総利益（又は当期総

損失）の発生要因が明らか

にされているか。 

・また、当期総利益（又は

当期総損失）の発生要因

は法人の業務運営に問題

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

については、別紙参照。 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総損失）の発生要因）） 

財務諸表の作成にあたり当期総利益の発生要因

（構成）について検証を行った結果、当期総利益の

発生要因（構成）は、その大部分が自己収入により

取得した固定資産の期間利益（残存簿価）であっ

た。 

 

（利益剰余金） 

利益剰余金の構成要素は、積立金、当期総利益

及び前中長期目標期間繰越積立金の残額であり、

●適切に業務を実施していると評価する。 
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会 計 基 準 の 改

訂等により、運

営 費 交 付 金 の

会 計 処 理 と し

て、業務達成基

準による収益化

が原則とされた

ことを踏まえ、引

き続き、収益化

単位の業務ごと

に予算と実績を

管理する。 

等があ る こ と に よ る もの

か。 

 

（利益剰余金（又は繰越欠

損金）） 

・利益剰余金が計上されて

いる場合、国民生活及び社

会経済の安定等の公共上

の見地から実施されること

が必要な業務を遂行すると

いう法人の性格に照らし過

大な利益と なってい ない

か。 

・繰越欠損金が計上されて

いる場合、その解消計画は

妥当か。 

※解消計画がない場合 

・当該計画が策定されてい

ない場合、未策定の理由

の妥当性について検証が

行われているか。さらに、

当該計画に従い解消が進

んでいるか。 

 

（運営費交付金債務） 

・当該年度に交付された運

営費交付金の当該年度に

おける未執行率が高い場

合、運営費交付金が未執

行となっている理由が明ら

かにされているか。 

・運営費交付金債務（運営

費交付金の未執行）と業務

運営との関係についての

分析が行われているか。 

 

（溜まり金） 

・いわゆる溜まり金の精査

において、運営費交付金債

務と欠損金等との相殺状

況に着目した洗い出しが行

われているか。 

当期総利益の発生要因からも、過大な利益となっ

ていない。 

 

（運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の

理由） 

●令和 2 年度に交付された運営費交付金は、

53,641 百万円(1)である。このうち、令和 2 年度執行

額は、45,847 百万円(2)であるため、令和 2 年度交

付分の未執行額((3)=(1)-(2))は 7,794 百万円、未執

行率((3)/(1))は 14.5％である。 

●未執行額の主な要因として、新型コロナウイル

スの感染拡大を踏まえ、プロジェクト期間が短い基

礎科学特別研究員等の任期延長や、感染症研究

の本格的な実施に向けた先行的な環境整備や研

究開発、新たな働き方を促進する取組を進めるとと

もに、中長期目標期間折り返し時期として目標達

成に向けて遅滞なく研究活動を進めるための環境

を整備するなど、著しい環境の変化の中で機動的

な変革を実行していくために確保し、繰り越す予算

（2,607 百万円）（4）が含まれており、未執行額から

本件を除いた金額（（5）=（3）－（4））は5,187百万円

であり、未執行率（5）/（1）は、9.7％である。 

●その他の未執行の理由は、最新の研究動向に

合わせた研究を行うための計画変更や研究者の

着任時期の変更等によるものが要因である。 

【業務運営に与える影響の分析】 

●研究開発成果の最大化、効果的・効率的な業務

の実施に向けた法人の管理機能強化や理事長の

指導力により重点的かつ早急に進めることが必要

な取組については、都度対応を行ってきていること

から、業務運営に与える影響は特段ない。 

●その他の未執行額についても、令和 3 年度に全

額執行予定であり、引き続き執行状況の確認及び

柔軟な予算配賦等による早期執行に努める。 

 

（溜まり金の精査の状況） 

運営費交付金債務と欠損金等の相殺により発生し

た溜まり金はなかった。なお、第 1～3 期中期計画

期間中に発生した溜まり金（板橋分所売却に伴う

不要財産分含む）のうち民間等出資者への払戻し

残額については、出資証券の紛失のため来期に除

権手続後に 1,573 円の払戻しを予定している。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－2】 外部資金の確保 
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３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所は、予算

の効率的な執行

による経費の削

減に努めるとと

もに、受益者負

担の適正化にも

配慮しつつ、積

極的に、施設使

用料、寄付金、

特 許 実 施 料 等

の 自 己 収 入 や

競 争 的 資 金 等

の 外 部 資 金 の

確保や増加、活

用等に努める。 

外 部 資 金 の 獲 得

は、研究所の研究

者に新しいアイデア

や研究の目をもた

らすとともに、大学

や企業等と連携し

て重要な社会・産業

の課題解決に向け

た研究開発を行うこ

とで、我が国のイノ

ベーション創出や世

界規模の課題の解

決に貢献することに

つながる。 外部資

金を積極的に獲得

する た め、 科学技

術イノベーション政

策や産業の動向把

握 に 努 め る と と も

に、省庁や公的研

究機関、企業や団

体との意見交換等

を通じて、今後重点

化すべき取組や新

たな事業の提案を

行う等、一層の資金

確保に努める。 

政策の動向等の適

切な把握、企業との

意 見 交 換 等 に 努

め、外部資金の積

極的な獲得を図る。

また、種々のイベン

トや公式ウェブサイ

トでの寄附金の案

内、知的財産権の

ライセンス活動（前

述）によるライセン

ス収入の獲得、共

同研究等の推進に

より、多角的な資金

確保に努める。 

（評価軸） 

・外部資金の一層の獲得を

推進したか 

●令和 2 年度の外部資金の獲得にあたっては、以

下 3 点を重点的に推進した。 

1）外部資金獲得に関する情報の周知及び研究者

の意識向上のため、引き続き公募情報システムを

活用した所内ホームページ・電子メールでの効果

的な周知をした。 

2）外部資金獲得に向けた若手支援のため、科研

費の説明会（日本語及び英語）をオンデマンド配信

にて実施した。内容は、制度の変更点に関する説

明、種目別採択率等応募・採択に関するデータ紹

介、科研費の獲得経験を豊富に有する研究者によ

る獲得のポイント等についての講義。この他、主な

資金等について、戦略的な獲得に向け、各制度の

公募時期や募集要項配布時期に沿って列挙した

一覧を案内した。 

3）寄附金（1,013 件、159,417 千円受入）の受入れ

拡大のため、WEB 等での募集に、引き続き取り組

んだ。 

 

●令和元年度の、2,290 件・175 億円に対して、令

和 2 年度は、2,329 件・200 億円を新規に獲得した。

外部資金の一層の獲得を推進した結果、令和元年

度に比して、獲得件数、獲得総額、ともに増加し、

特に競争的資金の日本医療研究開発機構実施関

連事業、非競争的資金の先端研究設備整備補助

事業等の獲得額が増加した。 

 

●民間企業からの資金受入状況［Ⅰ-1-(3)の再

掲］ 

より強い特許の取得を目指す「特許強化費」、研究

開発成果の実用性の検証・向上を目的とした「実

用化支援ファンド」の運用や、ムーンショット型研究

開発制度の企画策定、JST 新技術説明会、理研と

未来を創る会セミナー・交流会といったイベント、

Web・メールマガジンによる情報発信、個別企業へ

の提案活動を強力に推進した。 

上記の結果、民間企業との共同研究等の受入額

は約 2,435 百万円、知的財産権の実施許諾契約

290 件、実施料等収入約 226 百万円となった。また

新株予約権を対価とする実施許諾契約を 2 件締結

した。 

●適切に計画を遂行していると評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－3】 短期借入金の限度額 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

運 営 費 交 付 金

の債務残高につ

いても勘案しつ

つ予算を計画的

に執行する。 

短期借入金は 240 

億円を限度とする。 

想定される理由: 

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

短期借入金は 240

億円を限度とする。 

想定される理由:  

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

・短期借入金は有るか。有

る場合は、その額及び必要

性は適切か。 

 

該当なし - 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－4】 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

必要性がなくな

ったと認められ

る保有資産につ

いては適切に処

分するとともに、

重要な財産を譲

渡する場合は計

画的に進める。 

不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関

する計画はない。 

不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関

する計画はない。 

 

 

●重要な財産の処分に関する計画はなかった。 - 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－5】 重要な財産の処分・担保の計画 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

必要性がなくな

ったと認められ

1990 年に締結した

研究協力協定に基

不要財産又は不要

財産となることが見

・重要な財産の処分に関す

る計画は有るか。ある場合

【実物資産の保有状況】 ●資産の利用状況の把握等を適切に実施していると評価する。 
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る保有資産につ

いては適切に処

分するとともに、

重要な財産を譲

渡する場合は計

画的に進める。 

づく RAL におけるミ

ュオン研究は、中長

期目標期間中に終

了する予定であり、

建物を RAL に無償

譲渡する。 

込まれる財産以外

の 重 要 な 財 産 処

分・担保の計画は

ない。 

は、計画に沿って順調 

に処分に向けた手続きが

進められているか。 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・実物資産について、保有

の必要性、資産規模の適

切性、有効活用の可能性

等の観点からの法人にお

ける見直し状況及び結果

は適切か。 

・見直しの結果、処分等又

は有効活用を行うものとな

った場合は、その法人の取

組状況や進捗状況等は適

切か。 

・「勧告の方向性」や「独立

行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針」等の政

府方針を踏まえて処分等

することとされた実物資産

について、法人の見直しが

適時適切に実施されている

か（取組状況や進捗状況

等は適切か）。 

 

（資産の運用・管理） 

・実物資産について、利用

状況が把握され、必要性等

が検証されているか。 

・実物資産の管理の効率

化及び自己収入の向上に

係 る 法 人 の 取 組 は 適 切

か。 

 

【金融資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・金融資産について、保有

の必要性、事務・事業の目

的及び内容に照らした資産

規模は適切か。 

・資産の売却や国庫納付

等を行うものとなった場合

は、その法人の取組状況

や進捗状況等は適切か。 

 

（資産の運用・管理） 

・資金の運用状況は適切

●リサイクルの推進により資産の有効活用を促進

するともに、減損会計に係る調査及び現物確認  

調査を定期的に実施して資産の利用状況把握等

に努めた。 

 

①実物資産の名称と内容、規模 

●理研の実物資産には、「建物及び附属設備、構

築物、土地」、及び「建物及び附属設備、構築物、

土地以外の資産」がある。「建物及び附属設備、構

築物、土地」は、各事業所等の土地、建物、宿舎等

が計上されており、「建物土地以外の資産」は「機 

械及び装置並びにその他の附属設備」及び「工

具、器具及び備品」が計上されている 

 

②保有の必要性（法人の任務・設置目的との整合

性、任務を遂行する手段としての有用性・有効性

等） 

●実物資産の見直しについては、固定資産の減損

に係る会計基準に基づいて処理を行っており、減

損またはその兆候の状況等を調査し、その結果を

適切に財務諸表に反映させている。このため、実

物資産についてその保有の必要性が無くなってい

るものは存在しない。 

 

③有効活用の可能性等の多寡 

●保有の必要性、資産規模の適切性、有効活用

の可能性等の観点からの法人における見直しの

結果、既に各資産について有効活用が行われてお

り、問題点はない。 

 

④基本方針において既に個別に講ずべきとされた

施設等以外の建物、土地等の資産の利用実態の

把握状況 

●不動産等管理事務取扱細則の規定に基づき、

毎年度、財産管理部暑（本部においては総務部、

各事業所においては研究支援部）が不動産等管理

簿を作成し、資産の現況及び増減の状況を明らか

にしている。利用実態の把握等については、各研

究支援部にて利用実態、入居要望等を適宜確認

し、建物利用委員会等で必要に応じたスペースの

利用計画案の策定を行っており、この計画の承認

並びに全所における重要な土地・建物利用に係る

案件については、施設委員会が、利用計画の把

握・調整に加えて老朽化対策等も勘案し、総合的

な視点から審議している。 

 

⑤利用実態を踏まえた保有の必要性等の検証状

況 

●減損会計に係る調査及び現物確認調査を実施
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か。 

・資金の運用体制の整備

状況は適切か。 

・ 資金の性格、運用方針

等の設定主体及び規定内

容を踏まえて、法人の責任

が十分に分析されている

か。 

 

（債権の管理等） 

・貸付金、未収金等の債権

について、回収計画が策定

されているか。回収計画が

策定されていない場合、そ

の理由は妥当か。 

・回収計画の実施状況は

適切か。ⅰ）貸倒懸念債

権・破産更生債権等の金

額やその貸付金等残高に

占める割合が増加している

場合、ⅱ）計画と実績に差

がある場合の要因分析が

行われているか。 

・回収状況等を踏まえ回収

計画の見直しの必要性等

の検討が行われているか。 

 

 

し、資産の利用状況の把握等に努めた。 

 

⑥実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上

に係る法人の取組 

※維持管理経費や施設利用収入等の観点、アウト

ソーシング等による管理業務の効率化及び利用拡

大等による自己収入の向上の観点から記載。 

●資産については、会計システムを用いて効率的

に管理を行っている。また、理研は研究活動を目

的として実物資産を取得。研究活動を通じて自己

収入を得ているところであり、自己収入を主目的と

した実物資産を有していない。 

 

【金融資産の保有状況】 

①金融資産の名称と内容、規模 

●金融資産の主なものは、現金及び預金であり、

令和 2 年度末において 33,232 百万円となってい

る。 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段として

の有用性・有効性） 

●未払い金等のために保有しているものである。 

③資産の売却や国庫納付等を行うものとなった金

融資産の有無 

該当なし 

④金融資産の売却や国庫納付等の取組状況／進

捗状況 

該当なし 

 

【資金運用の実績】 

●金利政策の影響により定期預金を組むことがで

きなかった。 

 

【資金運用の基本的方針（具体的な投資行動の意

志決定主体、運用に係る主務大臣・法人・運用委

託先間の責任分担の考え方等）の有無とその内

容】 

●特に定めていない 

 

【資産構成及び運用実績を評価するための基準の

有無とその内容】 

●特に定めていない 

 

【資金の運用体制の整備状況】 

●該当なし 

 

【資金の運用に関する法人の責任の分析状況】 

●該当なし 

 

【貸付金・未収金等の債券と回収の実績】 
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●該当なし 

 

【回収計画の有無とその内容（無い場合は、その理

由）】 

●該当なし 

 

【回収計画の実施状況】 

●該当なし 

 

【貸付の審査及び回収率の向上に向けた取組】 

●該当なし 

 

【貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額／貸付金

等残高に占める割合】 

●該当なし 

 

【回収計画の見直しの必要性等の検討の有無とそ

の内容】 

●該当なし 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－6】 剰余金の使途 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

― 決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通

りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転に係る経費 

・成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費 

※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原

資とすることを 

決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通

りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転、新株予約

権の権利行使に係

る経費 

・成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費（自己収入

を原資とすることを

基本とする。） 

・職員の資質の向

・利益剰余金は有るか。有

る場合はその要因は適切

か。 

 

該当なし - 
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基本とする。 

・職員の資質の向

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－7】 中長期目標期間を越える債務負担 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

― 中長期目標期間を

超える債務負担に

ついては、研究基

盤の整備等が中長

期目標期間を越え

る場合で、 当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し合

理的と判断されるも

のについて行う。 

ＰＦＩ事業として下記

を実施する。 

（ＰＦＩ事業） 

・本部・事務棟整備

等事業 

PFI 事業として、本

部・事務棟整備等

事業を実施する。 

・中長期目標期間を超える

債務負担は有るか。有る場

合は、その理由は適切か。 

本事業の範囲は、①本部・事務棟の建設、及び、

②本部・事務棟、既存施設等の維持管理であり、

民間企業の持つノウハウを最大限に活用できるＰ

ＦＩ事業では、約 15 年間に亘る長期契約により費用

を抑制し、高い品質を確保する。 

 

●令和元年 10 月 15 日に着工した建設工事を、令

和 2 年度も、新型コロナウイルスへの感染予防対

策等、安全衛生管理に留意の上、引き続き実施

し、令和 3 年 3 月 31 日に完成引渡しを受けた。 

 

●新しい働き方の実現に向け策定した什器レイア

ウトプランを元に、什器購入・転用計画を策定。調

達に結びつけた。 

 

●建設完了後、12 年間に亘り行われる維持管理

業務については、1 年間に亘り、事業者との間で協

議を行い、業務計画書の策定等、令和 3 年度から

の事業開始の準備を整えた。 

●ＰＦＩ事業の特性である民間企業のノウハウを最大限に活用するため、既

存施設等の維持管理を事業に含め、長期契約により費用を抑制し、高い品

質を確保できることを評価する。 

●国が推進している PFI 手法の導入を実施し、民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI 法）に則り、予定どおりに事業

を実施していることから、順調に計画を遂行していると評価する。  

●特に、新型コロナウイルスが蔓延する中、1 名の感染者も出さず、予定通

り施設建設を完了できたことを評価する。 

●国立研究開発法人における PFI 事業の実績が数少ないことから、今回の

事業が国立研究開発法人における PFI 事業のモデルケースになることが想

定されることを評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－8】 積立金の使途 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

― 前期中長期目標期

間の最終年度にお

前中長期目標期間

の最終年度におい

(評価軸) 

・積立金を適正に充当した

●令和 2 年度は新規に充当を行う使途決定は行っ

ていない。 
- 



 

112 

いて、独立行政法

人通則法第 44 条の

処理を行ってなお

積立金がある とき

は、その額に相当

する 金額のうち 主

務大臣の承認を受

けた金額について、

以下のものに充て

る。（国立研究開発

法人理化学研究所

法に定める業務の

財源に充てる。） 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、エ

ネルギー対策に係

る経費、知的財産

管理・技術移転・新

株予約権の権利行

使に係る経費、職

員の資質の向上に

係る経費、研究環

境の整備に係る経

費、広報に係る経

費 

※成果活用等支援

法人等への出資に

係る経費について

は、自己収入を原

資とすることを基本

とする。 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前期中長期目標

期間に還付を受け

た消費税のうち、中

長期目標期間中に

発生する消費税の

支払 

て、独立行政法人

通則法第 44 条の処

理を行ってなお 積

立金があるときは、

その額に相当する

金額のうち主務大

臣の承認を受けた

金額に つい て、 以

下のものに充てる。

（国立研究開発法

人理化学研究所法

に定める業務の財

源に充てる。） 

・中長期計画の剰

余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、エ

ネルギー対策に係

る経費、知的財産

管理・技術移転・新

株予約権の権利行

使に係る経費、成

果活用等の支援法

人等への出資に係

る経費（※）、職員

の資質の向上に係

る経費、研究環境

の 整 備 に 係 る 経

費、広報に係る経

費 

※出資に係る経費

に つい ては、自己

収入を原資とするこ

とを基本とする。 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前中長期目標期

間に還付を受けた

消費税のうち、中長

期目標期間中に発

生 す る 消 費 税 の  

支払 

か 

 

（評価の視点） 

【積立金の使途】 

・積立金の支出は有るか。

有る場合は、その使途は

中長期計画と整合している

か。 
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【Ⅳ】 その他業務運営に関する重要事項 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定 A 

    ●研究開発法人の運営において重要な業務を着

実に進めた。具体的には、以下のとおり。 

＜新たな事務業務スタイルの検討、実施＞ 

・コロナ禍でも業務を遂行できるよう、令和２年７月

より、新しい理研スタイル WG を立ち上げ、その下

に６つの TF を立ち上げ、検討した方策のいくつか

は実施に至った。 

 

＜新型コロナウイルス感染症対応＞ 

・感染動向、政府の対応等を注視し、迅速な対応

を実施。時宜にトップメッセージを発信するととも

に、幅広く職員からの意見・要望を聴取し、対策等

に反映した。 

・感染防御と研究成果最大化の両立のため、外国

人研究者等の入国支援や、目的限定型フレックス

タイム制の導入等、人事・職員待遇上の特例措置

を講じた。 

 

＜その他の業務＞ 

・情報セキュリティ実施手順を改定するとともに、

記載内容を簡明化したガイドブックの作成を行うな

ど、情報セキュリティレベルの維持・改善を継続的

に実施した。 

・本部組織として施設部を設置し、全所的観点か

ら施設の維持整備を戦略的・計画的に進める体制

を構築した。また、「施設整備・維持とスペース管

理に関する基本方針」を、所の経営方針の一環と

して、理事会決定文書として策定した。 

・工事業者に適切な感染防止策をとらせ、PFI 方式

による新本部・事務棟を、ひとりの陽性者も出さず

に予定通りの工期で竣工した。 

・頻繁に医療情報を扱う生命医科学研究センター

に、研究計画の段階から生命倫理の専門家が相

談に応じる体制を令和元年度に引き続き構築し

た。 

・このほか、内部監査、監事監査や、研究不正等

の防止の取組、優秀な人材の確保や研修による

育成等の取組を着実に実施した。 

●以下のような優れた取組を含め、全体として業務運営の改善・効率化等

に向けて顕著な業務遂行がなされた。これらを総合的に勘案し、A 評定と

する。 

・コロナ禍での業務遂行に不可欠な新たな事務業務スタイルに関する検討

を行い、その一部については迅速に導入したこと。 

・新型コロナウイルスの感染拡大防止に向けた対策を速やかに講じ、所の

対応方針を職員へ行きわたらせたこと。 

・情報セキュリティに関する一連の文書を改定・充実させるなど、情報セキ

ュリティの一層の強化を図ったこと。 

・老朽化対策を含めた全所的な施設マネジメントを進めるための本部機能

の強化を精力的に進めるとともに、PFI 方式による新本部・事務棟を、新型

コロナウイルス感染症陽性者をひとりも出さずに予定通りの工期で竣工し

たこと。 

等 

 

１．事業に関する基本情報 
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【Ⅳ－1】 内部統制の充実・強化 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

内部統制につい

ては、 「独立行

政 法 人 の 業 務

の適正を確保す

るための体制等

の整備」（ 平成

26 年 11 月 28 日

付 け 総 務 省 行

政 管 理 局 長 通

知）等を踏まえ、

理事長のリーダ

ーシップのもと、

コンプライアンス

体制の実効性を

高めるとともに、

中長期的な視点

での監査計画に

基づき、監事と

の緊密な連携を

図り、組織的か

つ効率的な内部

監査の着実な実

施、監査結果の

効果的な活用等

により、内部統

制を充実・強化

する。 

特に、研究活動

等における不正

行 為 及 び 研 究

費 の 不 正 使 用

の 防 止 を 含 め

た、研究所のミ

ッション遂行の

阻害要因となる

リスクの評価や

分析、適切な対

応等を着実に進

める。 

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリスク

に対する対応計画

を策定してこれを実

施し、その結果を分

析・評価してリスク

管理を行う。 

内部監査について

は、中期的な観点

での監査計画に基

づき、毎年の契約・

経理等会計部門に

加えて、センター毎

あるいはテーマ毎

等の内部監査を効

率的・効果的に実

施する。その他、監

事の実効性を確保

するための事務体

制を維持するととも

に、機動的かつ専

門性の高い監事監

査を実施できるよう

補 助 す る こ と に よ

り 、監事機能の強

化を図る。 

内部統制について

は、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止 に 取り 組 む。 ま

た、研究所の業務

目的の達成を阻害

する要因等であるリ

スクに対する対応

計画を策定してこれ

を実施し、その結果

を分析・評価してリ

スク管理を行う。  

内部監査について

は、中期的な観点

での監査計画に基

づき、毎年の契約・

経理等会計部門に

加えて、センター毎

あるいはテーマ毎

等に効率的・効果

的に 実施する 。 ま

た、監事の実効性

を確保するための

事務体制を維持す

るとともに、機動的

かつ専門性の高い

監事監査を実施で

きるよう補助するこ

とにより、監事機能

の強化を図る。 

（参考：評価の視点） 

【監事監査】 

・監事監査において、法人

の長のマネジメントについ

て留意しているか。 

・監事監査において把握し

た改善点等について、必要

に応じ、法人の長、関係役

員に対し報告しているか。

その改善事項に対するそ

の後 の 対 応状況 は適 切

か。 

●内部統制について 

各組織からの内部統制の推進状況等に関する報

告を受け、必要に応じ是正措置や再発防止に取り

組んだ。 

リスクに対する対応計画については、令和元年度

の対応状況及び内部統制推進状況の報告や感染

症対策等の社会情勢を踏まえて、全所的に取り組

むべきリスク及び各部署で自主点検を行った上で、

個別に取り組む個別リスクを抽出し、策定、実施し

た。その結果、大規模に発生した感染症等に職員

等が感染するリスク及び研究所の事業が継続でき

なくなるリスクを想定し、リスクの軽減、回避に必要

な取組を整備する等の、適切な対応を図ることが

出来た。 
 

●内部監査について 

中長期計画期間中における内部監査計画に基づ

き令和 2 年度内部監査計画を作成し、監査を実施

した。 

毎年の契約・経理等会計部門に加えて、センター

毎あるいはテーマ毎等の内部監査を書面監査、実

地監査等より効率的・効果的に実施するとともに令

和元年度改善措置要請した事項のフォローアップ

を行い、対応状況の確認を行った。 

また、改善措置要請の該当部署だけでなく関連部

署やその統括部署の本部組織に横展開を図るな

ど、PDCAサイクルを踏まえた継続的な業務改善に

資するように着実に実施した。 

 

●監事監査の補助について 

監事は、理事会議をはじめとした重要会議への出

席を通じて理事長の運営方針を十分に把握しつ

つ、リスクアプローチに従って年間の監事監査計画

を策定し、期中監査及び期末監査を実施した。期

中監査で認識した課題については、期末監査で改

善に向けた進捗状況を確実にフォローアップすると

ともに、担当理事と面談して課題や進捗状況につ

いて問題意識の共有を図った。 

期中監査及び期末監査の結果については、理事

長に報告して意見交換を行うとともに、当該年度の

監査報告書にまとめて理事会議でも説明を行っ

た。 

●適切に計画を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●内部監査は、年度計画どおりに行われ、改善措置要請により業務の適正

かつ能率的な運営の確保に寄与していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●監事監査の補助業務は、機動的かつ専門性の高い監事監査の実現を支援

し、監事機能の強化に資するものであると評価する。 
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以上のとおり機動的かつ専門性の高い監事監査

に対する補助業務を実施し、効率的・効果的な監

事監査の実施を確保した。 

 

＜新たな事務業務スタイルの検討、実施＞ 

●事務部門の出勤率を全体で 50％に抑えても業

務を欠くことなく遂行できることを目指し、令和２年 7

月より、新しい理研スタイル WG を立ち上げ、その

下に若手職員（研究系職員も含む）約 60 名から構

成される次の 6 つの事項に関する TF を立ち上げ、

新しい理研スタイルの検討を開始した。 

①リモートワーク対応の業務・服務管理、評価制

度、②人事業務の在宅化、③調達・経理業務の在

宅化、④電子帳簿法対応のシステム構築、⑤押印

廃止、Box 等活用による各種承認プロセスの電子

化、⑥リモートワークしやすい環境整備・支援 

その結果、チャットツールやクラウド上でファイル保

管・共有・令和 3 年度からの勤怠管理システムの入

力負荷軽減、給与明細の電子化、所内便を電子で

提出できる「電子総合窓口」の設置等の開始に道

筋をつけた。 

 

＜新型コロナウイルス感染症対応＞ 

●全職員へ所の対応方針や理事長メッセージを配

信し周知した。時事に即して感染防止マニュアルの

改訂を随時行い、全職員へ周知した。感染者が発

生したときの正確で速やかな情報集約のための手

段を確保した。 

●人事部門として、以下の取組を行った。 

・目的限定型フレックスタイム制を新たに導入した。 

・終日在宅勤務者を確認するため、勤怠管理シス

テムへ終日在宅勤務のチェックボックスを新設し

た。 

・役職員向けに新型コロナウイルス感染防止マニュ

アルを作成した。 

・感染拡大防止を目的とした人事上の特例措置規

程を制定し、特例在宅勤務、時差通勤の実施を促

した。 

・学校等の臨時休校に対応するため、特別休暇を

取得できる措置を講じた。 

・昼休み時間の一斉休憩について、適用を除外し

て対応した。 

・新型コロナウイルスワクチン接種に対応するた

め、特別休暇を取得できる措置を講じた。 

・基礎科学特別研究員、JRA、IPA の任期延長を実

施した。（Ⅰ-１-(2)の再掲） 

 

 

 

 

 

●新たな事務業務スタイルの確立に向け着実に取組を進めており、高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症対応を適時適切に進めており、高く評価する。 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症対応を適時適切に進めており、高く評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－2】 法令遵守、倫理の保持 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研 究 開 発 成 果

の社会還元とい

うミッションの実

現にあたり、法

令 遵 守 や 倫 理

に対する意識を

高め、社会の中

での信頼の確保

に努める。 

特に、研究活動

等における不正

行 為 及 び 研 究

費 の 不 正 使 用

の 防 止 に つ い

て、国が示した

「研究活動にお

ける不正行為へ

の対応等に関す

るガイドライン」

（平成 26 年 8 月

26 日文部科学

大臣決定）等の

遵守を徹底する

と と も に 、 再 発

防止のために研

究所が策定し実

施したアクション

プラン等を踏ま

えつつ、引き続

き適切な対応を

行う。さらに、研

究不正等に係る

研 究 者 等 の 意

識の向上や、研

究 不 正 等 の 防

止に向けた取組

の 社 会 へ の 発

信等を通じて、

他 の 研 究 機 関

の模範となる取

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止につい ては、

国のガイドライン等

の遵守を図るべく、

再発防止のための

アクションプラン等

を踏まえつつ、健全

な研究活動の確保

に向けた適切な教

育を実施し、研究不

正等に係る研究者

等の意識の向上を

図る。また、論文の

信頼性を確保する

仕組みを適切に運

用する等の取組の

着実な実施を進め

る。さらに、研究不

正等の防止に向け

た取組等の社会へ

の発信等を行う。 

また、健全な職場環

境を確保するため、

ハラスメント等を起

こさないための教育

を実施する。さらに

通報、相談を受ける

窓口を研究所内外

に設置して職員等

からの通報、相談

に対して迅速かつ

適正に対応する。 

研究活動等におけ

る不正行為及び研

究費の不正使用の

防止につい て、 研

究倫理教育の実施

により意識の向上

を図るとともに、研

究不正の防止策に

関する取組状況の

確認等を行う。健全

な職場環境の確保

に向け、ハラスメン

ト等を起こさないた

めの研修、e-ラーニ

ング等による啓発

活動を行う。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

のもと、効果的かつ効率的

な業務運営体制及び迅速

かつ柔軟な運営・管理する

ことが可能な資金執行体

制を確保し、戦略的な法人

運営を行うことができたか。 

・我が国の研究開発の中

核的な担い手として、また

多額の公的な資金が投入

されている組織として、社

会の中での存在意義・価値

を高めることができたか 

・特定国立研究開発法人に

よる研究開発等の促進に

関する特別措置法（平成 28 

年法律第 43 号）第 7 条に

基づく主務大臣による措置

要求に適切に対応できた

か 

（該当事例があった場合の

み）。 

 

（評価指標） 

・研究不正、研究費不正、

倫理の保持、法令遵守等

についての対応状況 

 

研究活動等における不正行為及び研究費の不正

使用の防止については、 

●研究室主宰者等の各研究室における取組状況

等の点検を行い、その結果を研究倫理教育責任者

が確認し、研究倫理教育統括責任者へ報告した。 

 

●研究倫理教育責任者が無作為に抽出した研究

室から発表された論文に対し、研究記録が適切に

保管されているかを確認した。その結果、対象論文

に関する実験データ等が適切に保管管理されてい

ること等が認められた。 

 

●研究倫理教育責任者連絡会議を開催し、各セン

ター等における研究不正防止に向けた取組等の情

報を共有した。 

 

●研究倫理セミナーとして、研究倫理教育責任者

連絡会において外部講師を招いて「A Primer on 

Ethics in Research Communication and Publicati

on」をオンラインにて開催した。 

 

●職員等の研究倫理に対する意識醸成を図るた

め、「研究リーダーのためのコンプライアンスブッ

ク」の配付や「理研で働く人のためのコンプライアン

スブック」を所内ホームページに掲載した。 

 

●無断引用防止対策として論文類似度検索ツール

「iThenticate」をホームページ上で提供し、発表論

文等における引用表記の誤りや見落としの防止を

徹底した。 

 

●公的研究費の適切な執行については、各地区

の研究費適正使用責任者から、研究費不正防止

計画の対応状況の報告を受けた。 

 

健全な職場環境の確保のために、 

●パワーハラスメントの法制化に伴い、「ハラスメン

ト防止規程」を改正（6 月 1 日施行）するとともに、ハ

ラスメント防止 e ラーニングの改定を行い、所内に

周知した。さらに、所内 HP 上で、ハラスメント防止

●適切に実施していると評価する。 
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組を進める。 動画（日・英）を配信し、ハラスメントに対する意識

の向上を図った。 

 

●新任者に研究倫理等の研修リスト（e-ラーニン

グ、冊子等の URL 情報を含む）をメール送信、及び

通報・告発・相談窓口及び理研の「行動規範」の周

知のため、名刺サイズのカード（日・英）を配布し

た。 

― 加えて、産学官連

携活動等の推進環

境確保のため、役

職員の外部におけ

る活動と、理研にお

ける責任との利益

相反を審査し、適切

な利益相反マネジメ

ントを行う。 

   ●産学官連携活動、ヒト由来の試料や情報を取り

扱う研究、被験者を対象とする研究、AMED 事業等

における研究に関する利益相反審査を随時実施し

た。審議内容に応じ、対象となる活動等を行う役職

員の外部における活動と、研究所における責任等

の切り分け及び疑義の解消を求め、適切に利益相

反マネジメントを行った。 

●適切に実施していると評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－3】 業務の安全の確保 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

業務の遂行にあ

たっては、安全

の 確 保 に 十 分

留意して行うこと

とし、業務の遂

行に伴う事故の

発生を事前に防

止し業務を安全

かつ円滑に推進

できるよう、法令

等に基づき、労

働 安 全 衛 生 管

理を徹底する。 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守

し、安全の確保に十

分に留意する。 

法令等の制定、改

正に対応して所内

規程等の整備を適

時に行うとともに、

教育訓練を通じて

研究者等の安全確

保や安全意識の向

上を図る。また、多

様化する研究内容

に対応し、事例を基

にした防護措置等

について地区を越

えた情報共有を図

りつつ、研究主体に

応じた教育コンテン

ツの見直しを行い、

研究遂行上必要な

安全確保等に関す

る情報について、遠

隔 地 の 拠 点 を 含

め、所全体への周

・業務の安全確保に務めた

か 

 

●安全管理業務遂行に係る各種法令及び指針等

の改正等へ対応するため、関係省庁等主催の説

明会やセミナー等に述べ 50 件以上参加し情報を

収集するとともに、それを所内規程等の改正につ

なげ、かつその内容を再教育や訓練等を通じて関

係者に周知徹底した。 

 

●コロナ禍において業務スタイルの変革が求めら

れた中、安全管理部及び各地安全管理室が協力

することで所掌する各種実験等の分野毎に WG を

作り、事業所毎に実施された法令対応等の事例を

共有し、改善点等を洗い出した。その結果、以前よ

り進めてきた独自システム上でのペーパーレスで

の申請手続きにまだ対応できていないもののシス

テム化、押印の廃止、所内ルールや各種資料の電

子化等について抜本的見直しを図った。 

 

●令和元年度より進めていた安全教育用 e-ラーニ

ングコンテンツ制作については、講習を必須講習、

基礎講習、地区講習及びオプション講習の 4 つに

区分することとし、現状の研究状況を踏まえつつ、

●関係法令、指針等の改正等への対応については、情報収集を積極的に行

い、かつ各事業所の担当者とも情報を共有することで、遅滞なく法改正等の

内容を所内の規程等にも反映、周知させ、法令等に即した形での安全な研究

環境の構築に努めたと評価する。 

 

 

 

●安全管理部及び各地安全管理室との連携を強化する形で、各事業所で実

施された安全管理に係る事例の共有や改善点等の洗い出しが行われ、結果

としてシステムの発展的な改修による申請手続き等のペーパーレス化等を進

めたことで、業務の効率化を図り、研究活動の支援の向上に繋げたこと、ま

たこの取組が事務業務の新理研スタイルの検討に合わせて自発的に行われ

たことを高く評価する。 

 

 

 

 

●安全教育を抜本的に見直し、内容の適正化を図るとともに、教材を動画形

式で制作するなど、より理解がしやすくなるよう工夫をした点は、研究機関と

しての安全確保等に資するものであったと評価する。また、システムを改修

し、時間や場所に制約されることなく安全教育が受講できるように整備したこ
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知徹底を図る。 必須講習を中心に 7 分野 14 種類の動画又はスラ

イド形式の教材作製を行った。また、コロナ禍での

オンライン講習の実施を加速させるため、講習シス

テムの改修も行い、遠隔地の拠点や在宅での勤務

中でも e-ラーニング講習が受講できるようにし、安

全関係法令等の周知を行った。 

 

●頻繁に医療情報を扱う生命医科学研究センター

に、研究計画の段階から生命倫理の専門家が相

談に応じる体制を令和元年度に引き続き構築し

た。［Ⅰ-2-(3)の再掲］ 

とは、コロナ禍での研究活動の円滑な開始にも寄与するものであったと高く評

価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－4】 情報公開の推進 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

適正な業務運営

及び国民からの

信頼を確保する

た め、 「独立行

政 法 人 等 の 保

有する情報の公

開 に 関 す る 法

律」（平成 13 年

法律第 140 号）

に基づき、適切

かつ積極的に情

報 の 公 開 を 行

う。 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140 

号）に基づき、情報

の一層の公開を図

る。 

情報公開法に基づ

く適切な情報公開を

行う。特に、契約業

務及び関連法人に

ついては、透明性を

確保した情報の公

開を行う。 

（評価指標） 

・積極的な情報提供に向け

た取組状況 

●情報公開法に基づき情報公開を行った。法人文

書の開示請求については、オンライン申請ができ

るようにした。 

 

●契約業務及び関連法人に関しての情報公開を

行った。 

 

●適切に実施していると評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－5】 情報セキュリティの強化 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

サイバーセキュ

リティ基本法（平

成 26 年法律第

情報セキュリティ強

化（特にサイバーセ

キュリティ対策）の

前年度整備した情

報セキュリティ関連

文書で定めたルー

・情報化を推進する等、資

源活用の効率化を図った

か 

●統合認証基盤による人的リソースの管理、ロー

ルマネジメント 

ICT 戦略に基づき、人的リソース情報の一元管理

●コロナ禍でありながら、中長期 ICT 戦略に基づいた具体的なサービス導入

が進み、全理研を対象とした研究活動・業務活動全般を支援する IT 環境が

堅実に整備されていることを評価する。 
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104 号）に基づき

策定された「政

府 機 関 等 の 情

報セ キュ リ テ ィ

対策のための統

一基準群」 （平

成 28 年 8 月 31

日サイバーセキ

ュ リティ戦略本

部決定）を踏ま

え、適切な対策

を講じるための

体制を強化する

とともに、これに

基づき情報セキ

ュ リ テ ィ 対策 を

講じ、情報シス

テムに対するサ

イバー攻撃への

防御力を高める

など、外部から

の 攻 撃 や 内 部

からの情報漏え

いの防止に対す

る組織をあげた

対 応 能 力 の 強

化に取り組む。 

それらの対策の

実施状況を毎年

度把握するとと

もに、サイバー

セ キュ リ テ ィ対

策 本 部 が 実 施

する監査におい

て指摘される課

題にも着実に対

応し、PDCA サ

イクルにより情

報セ キュ リ テ ィ

対 策 の 不 断 の

改善を図る。 

要請に応えるため、

研究部門と事務部

門の情報セキュリテ

ィの確保及び情報

倫理の教育や遵守

に向けた活動を包

括的に対応する組

織を運営する。さら

に、サイバーセキュ

リティ対策等につい

て最新の技術に対

応しながら、セキュ

アな情報システム

基盤・情報環境を継

続的に運営し、研究

所の情報セキュリテ

ィを抜本的に 強化

する。 

ルを浸透さ せる た

め、更新した e ラー

ニング教材による研

修を行う。既存情報

システム運営にお

けるセキュリティ維

持はもとより、新た

に導入する情報シ

ステム基盤におい

ては積極的に最新

技術を採用し、認証

の高度化や情報の

格付けに応じた適

切な管理が行える

情報環境とすること

で、研究所のサイバ

ーセキュリティレベ

ルを向上させる。 

 

（評価指標） 

・情報セキュリティ対策を推

進し、研究活動を支えるＩＴ

環境を整備したか 

 

のための仕組みを導入し、クラウドサービスも対象

とした利用者認証、適切な利用権限割当により外

部からの攻撃や内部からの情報漏えいの防止に

対する組織をあげた対応能力の強化を図った。 

 

●情報の分類、格付けとそれらに基づくアクセスマ

ネジメントの実施 

情報の分類・格付け基準を明確化、規定を整備す

ると共に、ICT 戦略に基づき、統合認証基盤と連携

したオンラインストレージサービスを導入することで

利用者権限や役割に応じたデータアクセス管理を

行い、外部からの攻撃や内部からの情報漏えいの

防止に対する組織をあげた対応能力の強化を図っ

た。 

 

●eラーニングシステム更新によるコンプライアンス

遵守支援 

所属長、担当部署による教育受講状況等の管理

が容易な e ラーニングシステムに更改、受講促進

することで法令遵守や倫理に対する意識を高め、

社会の中での信頼確保に努め、研究所のミッション

遂行の阻害要因となるリスクの評価や分析、適切

な対応等を進めた。 

 

●情報セキュリティ教材更新による役職員の IT リ

テラシー向上 

情報技術の進化や情報セキュリティリスクの増大

に対応し、情報セキュリティ教材を更新、教材受講

と理解度テスト実施を役職員必須とすることで外部

からの攻撃や内部からの情報漏えいの防止に対

する組織をあげた対応能力の強化を図った。令和

2 年度末までに直接雇用者の 89%が受講を完了し

た。 

 

●情報セキュリティ関連文書の改定 

情報セキュリティ対策推進計画や対策規程及び基

準、そして令和元年度に策定した情報セキュリティ

実施手順を改定、全 14 編とした。併行して記載内

容を簡明化したガイドブックの作成を行い、広範で

ありながら業務実態との比較や IT の技術革新、情

報セキュリティの最新動向把握を容易にする工夫

を凝らし、情報セキュリティレベルの維持・改善を継

続的に実施した。 

 

 

 

 

 

●研究データを含む情報の分類及び格付によるデータ保存場所を定義した

こと、オープンサイエンスを支えるデータ科学基盤システムを構築したことを

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●現状に留まらずさらなる情報セキュリティ向上を目指した情報セキュリティ

対策推進計画や対策規程及び基準、そして、情勢に合わせて、研究所の情

報を安全に利用・管理するための具体的な注意事項及び対策手順をそれぞ

れ定めた情報セキュリティ実施手順を合わせて改定したことや情報セキュリ

ティ関連文書の記載内容を簡明化したガイドブックを作成する等、情報セキュ

リティ強化を着実に進めている点について評価する。 

 

 

１．事業に関する基本情報 
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【Ⅳ－6】 施設及び設備に関する計画 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

将 来 の 研 究 の

発展と需要の長

期的展望に基づ

き、良好な研究

環境を維持する

た め 、 研 究 所

は、既存の研究

施 設 及 び 中 長

期 目 標 期 間 中

に整備される施

設の有効活用を

進めるとともに、

高経年化対策を

含め、施設・設

備 の 改 修 ・ 更

新・整備を計画

的に実施する。 

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トップ

レベルの研究開発

拠点としての発展を

図るため、常に良好

な 研 究 環 境 を 整

備、維持していくこ

とが必要である。そ

のため、既存の研

究施設及び中長期

目標期間中に整備

される施設・設備の

有効活用を進める

とともに、老朽化対

策を含め、施設・設

備の改修・更新・整

備を重点的・計画的

に実施する。なお、

中長期目標を達成

するために必要な

研究開発もしくは老

朽化により必要に

なる安全対策等に

対 応 し た 整 備 ・ 改

修・更新が追加され

ることがあり得る。 

施設部を新たに設

置し、施設整備計

画の策定を進める

とともに、施設・設

備の有効活用、老

朽化対策を含む改

修・更新・整備を計

画的かつ着実に実

施する。 

(評価軸) 

・施設・設備の有効活用を

図るとともに、適切な改修・

老朽化対策を実施したか 

 

（評価の視点） 

【施設及び設備に関する計

画】 

・施設及び設備に関する計

画は有るか。有る場合は、

当該計画の進捗は順調か 

 

●施設を資金、人材と並ぶ研究所の重要資源と位

置づけ、施設の整備・維持を戦略的に進めるため

の「施設整備・維持とスペース管理に関する基本方

針」を、所の経営方針の一環として、理事会決定文

書として策定した。 

●全所的観点で施設の維持整備を戦略的・計画的

に進めるため、本部組織として施設部を設置した。

従来各事業所のスペース配分等を審議していた事

業所の建物利用委員会については、設置目的、名

称が統一されていなかったものを、施設委員会の

下部機構として再編成し、全体最適化を可能にし

た。 

●令和元年度から開始した長期修繕計画について

は、データの入力等、精度向上に向けた取組を行

った。 

●令和 3 年度の資源配分の検討に当たって、各事

業所の施設関係経費の配分の考え方の斉一化を

図った。 

●PFI 方式による新本部・事務棟の建設を、コロナ

禍の中にあっても、工事業者に適切な感染防止策

をとらせ、予定通りの工期で竣工した。また支払い

を前倒しすることで、事業費全体で計約 70 千円を

縮減させた。 

●新本部・事務棟に移転する事務部門が入居して

いた研究本館のスペースについては、研究本館 3

～6階改修工事の改修計画を取りまとめ、令和3年

度に先行実施する 3F、4F 改修工事について予算

を獲得した。 

●脳科学中央研究棟の大規模改修工事（全体で 5

期 5 年、約 100 億円の計画）のうちⅠ期工事を実

施した。令和 3 年度実施するⅡ期工事に向けた設

計も進め、Ⅱ期工事の予算も獲得した。 

●研究交流棟他空冷マルチエアコン更新工事、照

明のLED化等の省エネを考慮した大規模な老朽化

対策工事を実施した。 

●仁科記念棟外壁及び屋上防水改修 4 期工事を

実施し、建物の老朽化対策を計画的に実施、建物

の長寿命化を実現した。 

●老朽化対策のための費用を施設委員会より各

事業所へ配賦し、老朽化した設備更新等を計画的

に実施した。 

 

施設整備・維持とスペース管理に関する基本方針を、研究所の経営方針の

一環として決定したことに加え、この基本方針を実効的に進めるための組織

体制として、本部に施設部を設置するとともに、全事業所に施設課を設置し

た。 

 

事業所ごとの建物利用委員会等を施設委員会の部会として統一的に位置づ

け、施設委員会による全体最適機能の強化を図ったことにより、施設の維持

管理、老朽化対策、スペース有効活用について、全所共通の価値観を共有

する道筋をつけた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PFI 事業で取り組んだ新本部・事務棟建設工事はコロナ禍の中、約 18 ヶ月に

及ぶ工期において施工業者にひとりの新型コロナウイルス感染症陽性者も

出すことなく無事に竣工を迎えた。事業費として初回の支払金額の見直し等

で計約 70 百万円の予算縮減を実現した。 

 

新本部・事務棟竣工に合わせて一部が空きスペースとなる研究本館につい

ては、その後の利用計画について研究者の意見を聴くなどして計画を進め、

令和 2 年度補正予算で工事費も獲得することができた。本部棟移転に伴い

使われなくなるその他の建物についても解体計画を進めるなど、長期的視点

に基づいて着実に計画を進めた。 

脳科学中央研究棟大規模改修工事では、研究活動に与える影響に最大限

配慮しつつ、20 年後の大規模改修工事を見据えた更新計画としたことで、建

物の長寿命化を可能とした。また令和 3 年度実施予定のⅡ期工事について

も令和 2 年度補正予算で工事費を獲得した。 

 

 

 

 

 

 

各事業所老朽化の状況を把握し、施設委員会で老朽化対策費配分の根拠と

なる長期修繕計画作成を着実に進めた。 

 

●上記の優れた取組や成果があり、特に、施設整備・維持とスペース管理に
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関する基本方針は、施設業務とスペース管理に係る基本理念を研究所として

初めて示したものであり、今後の老朽化対策、スペース有効活用の方向性を

示した点で高く評価する。 

また、これらを実効的に進めるため、新たに横浜事業所、播磨事業所に施

設課を設置したことは高く評価する。 

さらに、新本部棟へ移転後の研究本館の再利用計画を研究者の意見を踏

まえ、基本方針に則って長期的視点から改修を計画したこと、脳科学中央研

究棟では次期大規模改修を見据えた計画としたこと、Ⅱ期工事の予算を確保

したことも高く評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－7】 人事に関する計画 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研 究 開 発 成 果

の 最 大 化 及 び

効 果 的 か つ 効

率的な業務の実

施のため、任期

付 職 員 の 任 期

の見直しや無期

雇 用 職 の 導 入

に係る人事制度

改革を、流動性

と安定性のバラ

ンスに配慮しつ

つ、着実に進め

る。また、クロス

アポイン ト等 も

活用しつつ、多

様で優秀な人材

を確保するとと

もに、職員の能

力向上、適切な

評価・処遇によ

る職員の職務に

対するインセン

ティブ向上に努

める。 

業 務 運 営 の 効 率

的・効果的推進を図

るため、優秀な人材

の確保、専門的知

識を有する人材の

確保、適切な職員

の配置、職員の資

質の向上を図る。任

期制職員の活用や

クロスアポイントの

活用により研究者

の流動性の向上を

図り、 研究の活性

化と効率的な推進

に努める。 

優 秀 な 人 材 の 確

保、適切な職員の

配置、職員の資質

の向上を図る。研究

人事制度やクロス

アポイントの活用に

より研究者の流動

性の向上を図り、研

究の活性化と効率

的な推進に努める。

  

(評価軸) 

・優秀な人材の確保、職員

の能力向上、インセンティ

ブ向上、任期付研究者等

の積極的活用が図れてい

るか 

 

（評価の視点） 

【人事に関する計画】 

・人事に関する計画は有る

か。有る場合は、当該計画

の進捗は順調か。 

・人事管理は適切に行われ

ているか。 

 

●常勤職員の採用は公募を原則とするとともに、

海外の優秀な研究者の採用を目指し、メーリングリ

スト、理研ホームページ、JREC-IN、Nature 等主要

な雑誌等に広告を掲載し、国際的に優れた研究者

を募集する等、研究開発環境の活性化を図った。 

 

●第 3 期中長期目標期間において整備した無期雇

用職の登用制度により公募、選考を行い令和 2 年

度は研究系管理職 6 名、研究系一般職 54 名、研

究支援職員 13 名、事務系職員 18 名を登用した。 

 

●任期制職員のうち、5 年の雇用上限が設定され

ている職員への雇用上限の適用除外を運用すると

ともに、無期転換の申込をした場合は従事する業

務が存在する範囲において雇用を継続する「限定

無期雇用職」を導入した。 

 

●クロスアポイントメント制度を活用し、令和 2 年度

は 42 名のクロスアポイントを行った。 

 

●令和 2 年度における事務職の平均残業時間は、

17.4時間/月で令和元年度平均残業時間15.3時間

/月に対し、2.1 時間/月増加した。 

 

●令和 2 年度研修取組方針に従い、各種研修を着

実に実施した。 

1)マネジメント基礎講座の充実 

●若手研究員等を対象とし、将来、研究室主宰者

を目指す者にリーダーシップ研修を継続的に実施

●優秀な人材、専門的知識を有する人材を確保するため、幅広く公募による

採用活動を行うとともに、クロスアポイントメント制度を規程化して活用した。

職員の能力向上に向けた取組としては、管理職・一般職ともに全ての職制を

対象に研修を実施した。また、顕著な業績等をあげた若手研究者及び技術

者を表彰するなど、インセンティブの向上に向けた取組も継続的に実施して

おり、順調に計画を遂行していると評価する。 
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した。 

●全管理職向けにマネジメントの基本を網羅した

管理職 e ラーニング講座（倫理、労務管理、財務、

知財、安全管理、個人情報保護等）の受講徹底を

図り、年度末までに 98.5％が全科目を受講し、確認

テストに合格した。 

●初めて研究室を主宰する者（19 名）を対象とし、1

名に対してメンターを各 2 名、計 38 名を配置した。 

 

2)メンタルヘルスの充実化 

●全管理職向けにメンタルヘルスの研修をオンラ

インで実施、100 名が受講した。 

●優れた国内外の研究者・技術者をサポートする

事務部門人材の資質向上を図るため、研究不正や

ハラスメントの防止、服務等の法令順守に関する

研修、メンタルヘルスに関する研修等を実施した。 

 

3)ＯＪＴ型語学研修としてオンラインによる実務英語

研修の導入 

●年度当初は事務系職員の語学力向上、異文化

理解を促進することにより研究所のグローバル化

を目的に海外語学研修を予定していたが、長期、

短期を問わず、新型コロナウイルス感染拡大に伴

い中止とした。これに代わる研修として、日常業務

を英語で文章化し、それを聞いて話すオンライン実

務英語研修を初めて実施し、4 名が受講した。 

 

4)ＩＴスキル、ビジネス、英語論文の書き方等のｅラ

ーニング講座の継続的充実化 

●職員からのニーズを踏まえ、研究者のための

Python プログラミング入門、アサーティブコミュニケ

ーション、Job Aids わかりやすいマニュアルづくりに

関する e ラーニング講座を開設した。 

 

5)ｅラーニングの多様化、語学学習プログラムの継

続による非常勤職員、派遣職員の研修参加機会

の拡大 

●オンライン語学学習講座の受講対象者を常勤職

員だけでなく非常勤職員にも促し、1,230人（非常勤

職員は約 440 名）が受講した。また、オンライン英

会話学習講座の受講を事務系職員に加えて、アシ

スタントにも拡大し、受講者の約 7 割を占めた。 

 

6)その他 

●夜間大学院での修学を支援し、事務部門から 2

名が修学した。 

 

●顕著な業績等を上げた若手研究者及び技術者

を表彰する理研奨励賞（桜舞賞）の推薦・審査を行
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い、受賞者に 5 万円を支給した。内訳は、研究部門

27 名、技術部門 1 名、産業連携部門 1 名の計 29

名であった。 

 

●自己理解の促進及びキャリア支援の内容紹介を

目的として、オンラインでの適性・適職診断を実施

し、結果のフィードバックを個別に行った。 

 

●キャリアサポート担当における支援内容紹介、キ

ャリアデザインの重要性を示すマニュアル類の紹

介、キャリアサポート利用者の声等をまとめた入所

オリエンテーション用資料の掲載を各事業所 HP に

展開した。また、啓蒙パンフレットや事例集を配布

し、入所者が入所時から将来を意識する様、各事

業所と連携し啓発を図った。 

 

●キャリアのメールマガジン（毎月 2 回配信）では、

所に寄せられる求人以外に、特に理研の人材の専

門性・特性に合う求人やキャリア関連イベントの情

報を検索収集して発信した。 

 

●転出先の選択肢を広げるため、製薬企業におけ

る MSL(メディカルサイエンスリエゾン)を紹介し、ア

カデミア研究職から MSL に転身した登壇者との座

談会形式のセミナーを実施した。 

 

●人材紹介会社担当者とリモート面談でき、かつ

外国人も参加可能なイベントを新規に実施した。 

 

●民間企業向け、アカデミア向け共に、応募書類

の添削や面接および模擬授業のリハーサル、想定

問答の添削アドバイス等を実施して、実践的な転

身活動支援に努めた。 

 

●入所時期、転出時期等それぞれに合わせたセミ

ナーをオンラインで実施した。特に、令和 4 年度末

に通算雇用上限を迎える研究員当が多くいること

から、センターとの連携を図り、イベントを開催し

た。 

 

●zoom ウェビナーを利用した昼休みに気軽に参加

できるリモートイベントで、キャリアに関する疑問や

気掛かりなことを参加者とカウンセラーが一緒に考

える”Career FAQ Hot 100”を 2 回開催した。 

 

＜新型コロナウイルス感染症対応＞［Ⅳ-1 の再

掲］ 

●人事部門として、以下の取組を行った。 

・目的限定型フレックスタイム制を新たに導入した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●オンラインツールを積極的に活用し、勤務地にとらわれない全所的なキャリ

ア支援をスムーズかつ効果的に行ったことは評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症対応を適時適切に進めており、高く評価する。 
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・終日在宅勤務者を確認するため、勤怠管理シス

テムへ終日在宅勤務のチェックボックスを新設し

た。 

・役職員向けに新型コロナウイルス感染防止マニュ

アルを作成した。 

・感染拡大防止を目的とした人事上の特例措置規

程を制定し、特例在宅勤務、時差通勤の実施を促

した。 

・学校等の臨時休校に対応するため、特別休暇を

取得できる措置を講じた。 

・昼休み時間の一斉休憩について、適用を除外し

て対応した。 

・コロナウイルスワクチン接種に対応するため、特

別休暇を取得できる措置を講じた。 

・基礎科学特別研究員、JRA、IPA の任期延長を実

施した。（Ⅰ-１-(2)の再掲） 
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（令和２年度業務実績等報告書 別紙） 

（p.93：バイオリソース研究関係） 

 

令和２年度におけるバイオリソースの保存数及び提供総件数 
 

目標と実績 
保存数 提供総件数（累計） 

計画 実績 計画 実績 

実験動物 8,900 系統 9,284 系統 7,500 件 8,146 件 

実験植物 837,053 系統 842,241 系統 3,600 件 5,080 件 

細胞材料 13,800 系統 17,053 系統 9,900 件 13,533 件 

iPS 細胞（内数） 3,480 系統 5,044 系統 240 件 1,346 件 

微生物材料 28,350 系統 29,854 系統 9,000 件 14,315 件 

遺伝子材料 3,809,050 系統 3,813,799 系統 3,000 件 3,709 件 

合計   33,000 件 44,783 件 
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（p.100：調達の合理化及び契約業務の適正化関係） 

 

 

契約の状況 
 

1 令和２年度の理化学研究所の調達全体像 

 

                                                              （単位：億円) 

 
令和元年度 令和２年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
2,095 

（ 72.7％） 

344 

（ 75.8％） 

2,217 

（ 73.3％） 

405 

（ 74.2％） 

122 

（ 5.8％） 

61 

（ 17.7％） 

企画競争・公募 
66 

（  2.3％） 

5 

（  1.1％） 

41 

（  1.4％） 

4 

（  0.7％） 

△25 

（ △37.9％） 

△1 

（△20.0％） 

特例随意契約 
- 

（   -    ） 

- 

（  -     ） 

- 

（   -    ） 

- 

（  -     ） 

- 

（  -     ） 

- 

（  -     ） 

競争性のある契約

（小計） 

2,161 

（ 75.0％） 

349 

（ 76.9％） 

2,258 

（ 74.6％） 

409 

（ 74.9％） 

97 

（ 4.5％） 

60 

（ 17.2％） 

競争性のない随意

契約 

722 

（ 25.0％） 

105 

（ 23.1％） 

768 

（ 25.4％） 

137 

（ 25.1％） 

46 

（ 6.4％） 

32 

（ 30.5％） 

合 計 
2,883 

（100％） 

454 

（100％） 

3,026 

（100％） 

546 

（100％） 

143 

（5.0％） 

92 

（20.3％） 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）比較増△減の（ ）書きは、令和２年度の対令和元年度伸率である。 

（注 3）競争入札等には、競争入札を実施したが落札に至らず、交渉の結果随意契約としたものを含む。 
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2 令和２年度の理化学研究所の一者応札・応募状況 

 

 （単位:億円） 

 

 

 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3）比較増△減の（ ）書きは、令和２年度の対令和元年度伸率である。 

 
 
 

 

  

 令和元年度 令和２年度 比較増△減 

２者以上 

件数 
396 

（  18.5％） 

404 

（  18.1％） 

8 

（2.0％） 

金額 
120 

（  34.7％） 

146 

（  37.6％） 

26 

（   21.7％） 

１者以下 

件数 
1,744 

（  81.5％） 

1,826 

（  81.9％） 

82 

（    4.7％） 

金額 
226 

（  65.3％） 

242 

（  62.4％） 

16 

（    7.1％） 

合 計 

件数 
2,140 

（   100％） 

2,230 

（   100％） 

90 

（    4.2％） 

金額 
346 

（   100％） 

388 

（   100％） 

42 

（   12.1％） 
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（p.104：予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画関係） 
 
 
 

予算 
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収支計画 
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資金計画 
 


